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（亜5  環境庁 国立環境研究所   



平成6年度国立環境研究所年報の発刊に当たって   

環境問題の地球的規模での深刻化が懸念され，世界各国の首脳がブラジルのリオデジャ  

ネイロに集まり，二十一世紀へ向け環境の保全と持続可能な開発のための協議が行われて  

から約3年が立ちました。この間，我が国は二十一世紀の環境政策の基本構想となるべき  

環境基本法を施行し，これを受けて環境基本計画を策定するなど種々の努力がなされてき  

ました。   

環境問題解決のために，環境の変化の機構の解明，環境への負荷の低減，環境が経済か  

ら受ける影響など科学的な知見の集積が必要なこと，地球環境問題への対応など環境保全  

は国際的な連携が重要なことはいうまでもありません。一昨年11月に成立した環境基本法  

にはこのような考え方が示されており，国立環境研究所においてもその理念を二十一世紀  

の環境研究の方向を検討するための指針としたいと考えています。   

国立環境研究所は，環境研究の世界的動向を先取りして平成2年度に全面的な組織改革  

を行い，未解決の環境汚染に関する研究を引き続き実施するとともに，地球環境問題や自  

然環境保全等の研究に本格的に取り組むことを目指してきました。新しい組織は，プロジェ  

クト研究を実施する総合研究部門とシーズ創出等の研究を行う基盤研究部門，さらに，環  

境情報センター，地球環境研究センター及び環境研修センターを擁したものとなっていま  

す。   

研究所設立から約二十年の節目を越えた平成6年度は，研究面に率いて組織改革の効果  

を着実に拡大するとともに，落石岬モニタリングステーションや黒島NOAA受信施設の設  

置等を行い，地球環境研究推進のための基盤整備を一層進めた年でもあります。   

この年報は，平成6年度の国立環境研究所の研究活動の大綱をお示しするためにまとめ  

たものです。別途「国立環境研究所特別研究年報」，「国立環境研究所地球環境研究年報」  

及び「地球環境研究センター年報」も刊行していますのでご参照いただければ有り難く存  

じます。   

本研究所が良い成果をあげるためには，多くの方々のご理解とご支援が不可欠でありま  

す。この年報についての率直なご意見をお寄せ‾Fさり，ご指導とご鞭揺を賜ることができ  

れば幸いであります。  

平成7年8月′   

国立環境研究所   

所 長 鈴 木 継 美   
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1．概   況  

国立環境研究所は，昭和49年3月15E】に国立公害  

研究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所  

の特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，  

工学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構  

成となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害  

研究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を  

学際的に実施していること及び第一・緻の環境研究を実施  

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調  

査研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施  

していることにある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究  

体制の強化に努め，多くの研究成果を萬積してきたとこ  

ろであるが，人間の健康保護や目然生態系保全のための  

目的指向型研究の充実，環境研究の中核的機関としての  

役割の発揮，環境データ等の蓄積と提供のための研究・  

業務の充実，国際的な貢献皮の向上と国際研究交流の推  

進，大型実験施設及びフィールド施設の活用という役割  

を果たすため，総合研究部門の創設等研究体制の充実，  

複合的な研究機構への発展，国際研究交流の促進，研究  

員流動性の確保方策の整備，研究運営の改善を基本的方  

向として組織・運営を進めていくこととし，平成2年  

7月，大幅な組織改編を行い，名称を「国立環境研究所」  

と改め，現在，新体制のもと研究業務活動の充実に努め  

ている。   

国立環境研究所の平成6年度における主な活動は次の  

とおりである。  

（1）組織・定員   

平成2年度に機構改革を実施し，研究部門として，社  

会ニーズに対応したプロジ ェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）と  

シーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う基  

盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境情報  

センター，地球環境研究センター及び環境研修センター  

の3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員については，平成6年度において研究部門  

で1名，研究支援部門で1名の増員を図り，平成6年  

度未で274名となっている。（平成5年度末：275名，定  

員削減：3名）  

（2）予 算   

年度当机 研究所の運営に必要な経費として6，778百  

万円，施設の整備等に必要な経費として206百万円が計  

上されたはか，国立機関公害防止等試験研究費として20  

百万円，海洋開発及び地球科学技術調査研究推進費（科  

学技術庁）として38百万円，国立機慄原子力試験研究費  

（科学技術庁）として56百万円が計上された。   

さらに年度途中の移し替え経費として環境保全総合調  

査研究促進調整賓 5日万円，地球環境研究総合推進費  

1，018百万円，科学技術振興調整費（科学技術庁）229百  

万円が計上された。  

（3）施 設   

国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充  

に努めている。   

平成6年皮には，研究本館Ⅲ（RC－4F 延床面稲い  

4，032Ⅰゴ）を6月に着工したほか，老朽化対策として動  

物実験棟1の空調ユニットの一部更新等を行った。  

（4）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

JL、となって，社会ニーズに対応したプロジェクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を図っている。さらに，科学技術全般から  

みて重要と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

関との連携のもとに積極的に参画している。   

①プロジェクト研究として，地球環境研究総合推進費  

及び特別研究型による研究を実施した。   

地球環境研究総合推進費による研究としては，オゾン  

層の破嵐 地球温暖化の現象解明・影響・対策，酸性雨，  

海洋汚染，熱帯林の減少，野生生物の種の減少等の研究  

を行った。地球環境研究総合推進費の課題別研究及び総  

合化研究課題総数39課題のうち32課題の研究に参画し  

た。   

特別研究として，「廃棄物埋立処分に起因する有害物質  

暴露壷の評価手法に関する研究」を新規に開始するとと  

もに，8課題について継続実施した。   

②経常研究として，各研究部・グループ等において，   

1一  



シーズ創出，プロジェクト研究に対する支援等の観点か  

ら研究を実施した。   

③開発途上国環境技術共同研究として2課題の研究を  

行った。   

④国立機関公害防止等試験研究として2課温 環境保  

全総合調査研究促進調整費による研究として1課題の研  

究を行った。   

⑤国立機関原子力試験研究費による研究として，5課  

題の研究を行った。   

⑥科学技術振興調整矧こよる研究のうち，総合研究と  

して，新たにFSとして「バイカル湖の湖低泥を用いる  

長期環境変動の解析に関する研究」，「成層圏の変動とそ  

の気候に及ばす影響に関する研究」の2課題を開始する  

とともに，9課題を継続実施した。また，国際流動基礎  

研究（省際基礎研究）として，「環境保全に対応した陸上  

移動体（ェコピークル）に関する研究」が始まり合計2  

課題を実施した。生活・地域流動研究は4課題を継続実  

施した。さらに，単年度の課題としては，重点基礎研究  

2課題，個別重要国際共同研究3課題を実施した′。   

⑦海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による  

研究については，地球環境遠隔探査技術等の研究として  

2課題を継続実施し，地球科学技術特定調査研究として，  

「高精度の大気一海洋結合モデルによるESNO機構の研  

究」が始まるとともに，3課題を継続実施した。   

⑧地方公共団体公害研究機関との共同研究を引き続き  

実施した。   

⑨人工衛星ADEOS に搭載予定のセンサーILAS，  

R工Sの開発研究を引き続き実施した。  

（5）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ  

の関連システムの運用を行うため，組織改編に伴い設置  

された。   

平成6年度においては，自然環境保全総合データベー  

スシステムのパソコン用システムの開発，環境情報源情  

報データベースの整備充実，科学技術分野の主要な雑誌  

の目次情報検索システム及び地方公共団体公害試験研究  

機関との間のパソコン通信システムの運用，スーパーコ  

ンピュータシステム及び国立環境研究所所内ネットワー  

クの運用・管理，各種研究報告書の刊行等を実施したほ  

か，新たに国民等への環境に関する適切な情報の提供を  

目的として，環境情報提供システム開発調査に着手した。  

（6）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合  

化を図るとともに，データベース等の研究支援体制を充  

実させ，また，地球環境の長期的モニタリングを行う等，  

地球環境研究の推進に幅広く責献していくことを目的と  

して，平成2年10月に設置された。   

平成6年度においては，地球環境研究者交流会議の開  

催，組合化研究の推進，スーパーコンピュータシステム  

の利用，UNEP（国連環境計画）／GRID（地球資源情報  

データベース）の協力センター（GRIDつくば）として  

のデータ提供等の業務，落石岬一地球環境モニタリング  

ステーションの竣二L 定期船舶を利用した北太平洋域大  

気海洋間ガス交換収支モニタリングの体制整備等を始め  

とする地球環境モニタリング事業を実施した。  

（7）環境研修センター   

環境研修センターは，環境庁所管行政に関する職員等  

の養成及び訓練を行っている。平成6年度は，行政関係  

研修18コース，分析関係研修7 コース，海外協力研修  

1コース等を実施した。  
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2．調査研究  

2．1概   

2．1．1地球環境研究グループ   

当研究グループに属する温暖化現象解明，温暖化影響  

・対策，オゾン層，酸性雨，海洋，森林減少・砂漠化，  

野生生物保全，衛星観測の8つの研究チームは，それぞ  

れの課題をプロジェクトとして推進する役割を担ってい   

る。   

平成6年産も環境庁予算としての地球環塙研究総合推  

進費による課題を中心に，以下のような研究を各チーム  

が遂行した。   

温暖化現象解明研究チームでは，温室効果気体の動態   

と放出源，海洋・陸上生態系における炭素循環にかかわ   

る研究を．温暖化影響■対策研究チームでは，影響面か  

．らは気候変動に伴うアジア太平洋地域の農業や健康影響   

の変化予測の研究を，また対策面からはアジア太平洋地  

域の温室効果気体の排出予測モデルの開発や排出削減の  

ための技術の評価につ■いて，途⊥国等と共同して昨年に  

引き続き研究を行った。   

オゾン層研究チームでは，オゾンライダーによる日本  

上空での成層圏オゾン濃度変動の観測に加え，国際共同   

観測（SESAME）プロジェクトとしてのヤクーツクにお   

ける気球観測に参加し，極域地方のオゾン層観測を行っ   

た。   

酸性雨研究チームでは，大気汚染物質の輸送・沈着現  

象解明のための航空機観測を本年度は九州南端付近を，   

また，生態系影響評価の為屋久島で樹木，河川，土壌の  

化学分析を引き続き行った。   

海洋研究亨－ムでは，海洋から発生するDMSに関与   

する動植物プランクトン及びバクテリア等についてメソ   

コスムを用．いて研究を行った。また，沖縄フェリーと瀬  

戸内海フェリーをプラットフォームとした海水懸濁及び   

溶存物質のフィールド研究と，珊瑚礁の成長過程の解析  

′を行った。森林減少・（砂漠化）研究チームと，野生生物   

保全研究チームでは，マレーシアの熱帯林をフィールド   

とした野生生物種の多様性の解明のための現地調査を継   

続して行った。   

砂漠化研究チームは，インド西部のタール砂漠をフィー   

ルドとして，草食動物の植生への影響を研究した。砂漠  

要   

化進行の地形調査及び住民の社会調杢を行 った。また，  

野生生物保全研究チームは，生物の退伝的適応度に関す  

る研究を行った。   

衛星観測研究チームでは，1996年に宇宙開発事業団が  

打ち上げ予定の人二L衛星，ADEOSに搭載予定のセンサー  

ILAS及びRISがほぼ完成し計測技術，性能評価，デー  

タ処理アルゴリズム，データ処理運用システムに関して，  

引き続き開発研究を行った。  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループは“保全対策”と“リスク評価”  

の2分野について9課題の特別研究をHチームによっ  

て実施した。また，2課題の“開発途上国環境技術共同  

研究”を2チームによって実施するとともに1課題に  

ついてフィジビリティー研究を実施した。それら成果の  

要点を研究チームごとにまとめると以下のようである。   

まず“保全対策”分野では6チームが4課題の特別  

研究を担当した。   

海域保全研究チームの担当する特別研究は最終年度を  

迎えたが，その中で内湾密度流装置を用いた室内実験と  

流動モデルを用いた数値解析を行い，東京湾奥に多発す  

る青潮現象の機構解明を行った。また，海の物質循環に  

重要な食物連鎖について検討し，微小動物プランクトン  

の重要性を明らかにした。さらに，最終年度として成果  

のとりまとめを行った。   

湖沼保全研究チームの実施している特別研究は中間段  

階であるがト屋外実験地を用いて魚密度を変化させるこ  

とにより，生態系構造の水質，物質循環に及ぼす影響の  

解析を行った。同時に溶存酸素，pHの連続観劇データを  

もとに生物代謝活性を評価した。また，霞ケ浦やその流  

入河川で溶存有機物の内容，動態を調べ，そのモデル化  

を行った。   

水改善手法研究チーム，郡市大気保全研究チームと交  

通公害防止研究チームは共同して特別研究を実施してい  

る。水改善手法研究チームは，都市域の水質の経年変化  

の調査研究より水域のN／P比が上昇傾向にあり，生態  

系の不健全イヒを未然に防止する上で特に窒素除去機能を   
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有する高度処理が必須であることを明らかにした。また，  

東京湾と伊勢湾の汚濁負荷削減対策効果を比較した結巣，  

下水道の整備率の低い場合，BOD，N，Pの高度除去で  

きる浄化槽整備が大きな効果を発揮することを明らかに  

した。   

都市大気保全研究チームは東京及び大阪地域における  

大気汚染物質濃度立体分布の特徴をフィールド観測デー  

タを基に調べ，さらに三次元モデルを用いた解析を行い  

二次生成大気汚染と発生源との関連性を定員的に解析し  

た。また，大気安定度を考慮した沿道大気汚染の風洞実  

験を行い，成層状態によって風速及び温度の乱れの分布  

が変化する様子を明らかにした。   

交通公害防止研究チームは，大都市を中心とした交通  

公害問題をより精緻に把握するためのシミュレーション  

プログラムと情報システムの拡充に努めるとともに，こ  

の問題を解決するための手段として公共交通，自動車交  

通，道路構造のそれぞれの分野における対策案を見いだ  

すとともに一部その技術開発に着手した。   

有害廃棄物対策研究チームは，今年度から新たな特別  

研究を開始したが，その中で廃棄物処分地に起因するリ  

スク評価を行うため，埋立地からの浸出水や埋立地汚染  

土機の分析手法を検討した。また，揮発性有機塩素化合  

物によって汚染された土壌，地下水汚染の浄化技術の開  

発と評価を行った。   

湿原研究チ丁ムは，主として生物圏環境部のメンバー  

により，高層湿原の地形，水収支，温度，生態系構成生  

物種等についての調査を宮床湿原，尾瀬ケ原，釧路湿原  

等について実施した。   

環境リスケ評価を対象としている分野では，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系リスク評価とに大別できる。   

新生生物評価チームは，バイオテクノロジーを利用し  

た環境保全技術，遺伝子操作生物及びその遺伝子の環境  

挙動を追跡する手法，及び退伝子操作生物の影響評価手  

法の開発の3つの目的に向かって，組換え体の作成，  

組換え体の環境中での生残性の検討，マイクロコズムや  

ライシメーターを用いた影響評価実験などを行った。   

化学物質健康リスク評価チームは，有機塩素化合物を  

例にとり，化学物質の環境影響の総合評価手法の開発を  

目指して，河川での底質及び水中の有機塩素化合物の検  

索，検出された化合物の複合影響評価のよ花Uか0系の試  

験システムの開発などを行った。   

都市環境影響評価研究チームは，都市における環境ス  

トレスや健康リスクの評価・管理システムの確立に向け  

て，職業・通勤ストレスなどが騒音ストレスに及ぼす影  

響や大気汚染がアレルギー性鼻炎に及ぼす影響などを，  

疫学的な手法によって検討した。   

大気影響評価チームは，新たな特別研究を開始し，ディー  

ゼル排気が気管支ぜん息やアレルギー性鼻炎に及ぼす影  

響とその量一反応関係，発症メカニズムの解明，及び呼  

吸器腫瘍の発症に及ぼす食事性因子の影響とその量反  

lb関係の解析などを行った。   

化学物質生態影響評価研究チームは，次年度から開始  

する特別研究の予備的検討として，複数の農薬の暴露が  

藻姐 動物プランクトン，水生昆虫などに及ぼす相加的  

あるいは相乗的影響，生物種問の感受性の差や耐性，生  

物間相互作用に対する影響などの検討を行った。   

健康影響国際共同研究チームは，大気汚染による被害  

の著しい石炭燃焼に伴う汚染の中で，1800万人に上るフッ  

素症が発生しているフッ素の室内汚染に注目し，その暴  

露評価と健康影響について日中共同の調査研究を行った。   

なお，本年度10月に発足した“水環境改善国際共同研  

究チーム”は開発途上国環境技術共同予算により，タイ，  

フィリピイ，インドネシア等の近隣諸国が生活排水，産  

業排水等の未処理放流で水辺環境の汚濁が著しく進行し  

安全な水資源を確保することが困難な状況にあることを  

踏まえ，自然利用強化型の適正水質改善技術の共同開発  

研究を予備的に行った。   

以＿との成果は，学術的な業績として内外から評価を得  

ているが，同時に環境行政の問題解決にも直接・間接に  

役立っているものと思う。  

2．1．3 社会環境システム部   

環境問題は，すべて人間活動が原因であり，人の自然  

外囲である大気，水，土，生物等の環境を介して，ふた  

たび人間の生存，生活，社会経済活動等に回帰してくる  

問題であるといえる。それゆえ，環境問題は一面すぐれ  

て社会的な問題でもある。社会環境システム部では，こ  

うした問題意識のもとに，環境保全に関する政策科学的  

及び情報科学的な基礎研究をシステム分析等の手法によ  

り行うことにしている。   

本年度は，環境経済，資源管理，環境計画及び情報解  

析の4研究室において，経常研究として，それぞれ基幹  

となる合計10の経常研究課題を選定し実施した。同時に，  
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は，これらとの連携を十分配慮して研究の方向づけを行っ  

ている。  

これに加えて1つの課題を資源管理研究室を中心として  

特に奨励研究として実施した。   

環境経済研究室で行う経常研究課題1）では，引き続  

きいくつかの事例をとりあげるキとにより，環境問題の  

社会経済的側面の解析と具体の環境保全施策の分析評価  

を行って，基礎的知見を蓄砥した。また研究課題2）で  

は，地球温暖化等の地球環境問題に対する気候変動枠組条  

約等の国家間の交渉過程を分析し国際協調の可能性につ  

いて検討した。研究課題3．）・では，計算可能な一般均衡  

モデルの構築と，これを用いた炭素税導入による経掛こ  

及ぼす影響について分析を試みた。資源管理研究室の経  

常研究課題4）及び5）では，主に環境資源として水資  

源をとりあげ仁生活系や農業系の物質収支や循環に関す  

る基盤情報の整備を行った。また，廃棄物減量化の施策  

に関連し，ライフサイクルによるトータルな環境負眉の  

算定に重要となるライフサイクル・アセスメント（LCA）  

手法の検討及び飲料容器等の事例解析を行った。なお同  

時に，資源管琴研究室では，LCA手法の確立と適用に関  

して，文献調査等も含め予備的研究を奨励研究課題  

11）と’して実施した。一般に都市計画等の環境計画では，  

地域住民の環境意謂や環境観から始まって広範な体系的  

な知見や計画手法が必要となるが，環境計画研究室で行  

う経常研究課題6）及び7）は，こうした問題の構造づ  

Jナに関する研究と住民等の環境意識・評価に係る計画手  

法開発に関する基礎的かつ事例的研究である。経常研究  

課題8）は，このうち特に植生を中心とする景観の環境  

評価が歴史的にどのように変化してきたかを把握しよう  

とするものである。種々の環境システムのデータや情報  

を的確に解析し，その構造や変動に関する有用な新たな  

科学的知見を得るためには，効率的な解析手法の開発が  

不可欠である。情報解析研究室で実施している経常研究  

課題9）及び10）では，前者が人工緑風 地図，写莫等  

による地理1画像データの解析手法の開発を，後者は種々  

の環境システムの評価に資するモデル化やシミュレーショ  

ン手法，特に線型計界手法の開発を行い，さらに，シミュ  

レーション結果のコンセユれ夕・グラフィック・ス（CG）  

による可視化を行ってきているものである。   

一方，当部における上記の経常及び奨励研究課題の多  

くは，総合部門の地球・地域環境研究グループで行われ  

ている多くのプロジェクト研究課題の一部，及び地球環  

境研究センターの研究課題とも関連して実施している。  

このため，上記の個別の経常研究課題の実施にあたって  

2．1．4 化学環境部   

環境問題の解明と対策は，汚染物質を始め関与する因  

子の正確，かつ信頼性ある計測なくしては成り立たない。  

また，計測†直の持つ物質の環境動態，生物学的意味につ  

いても知る必要がある。このような立場から，－化学環境  

部は環境中の各種汚染物質の化学計測法，監視技術の開  

発，その環境動態解明への応用，毒性評価手法，に関す  

る15課題の研究を行った。総合部門のプロジェクト研究  

7諜是割こ参加するほか，科技庁原子力研究，総合研究各  

1課題，個別重宴国際共同研究2課題を行った。   

計測技術研究室では，主として質曳分析法の利鞘こ関  

する研究を進めるとともに森林起源のテルペンフラック  

スを正しく測定するための新しいサンプラーを開発し，  

DNA一有害化学物質アダクトの高感度検州法の開発を開  

始した。また超音速自由噴流を利用した有機化合物の新  

しい測定法の研究を進めた。計測管理研究室では，環境  

計測の精度管理手法，分析法の標準化，高精度化の研究  

を進め，パソコンで稼働するGC／MS 検索システムを完  

成した。また加熱により発生する悪臭成分に関する研究  

を行った。動態化学研究室では，状態分析法の開発と応  

用を主として行った。またアワビ類への有機スズ化合物  

の影響に関する生態化学的研究を開始した。化学毒性研  

究室では，アオコの毒物質の化学構造と毒性発現機構，  

バイオアッセイ系での＝毒性評価システムに関してガス状  

物質を培養細胞に作用させる毒性検定手法の研究を行っ  

た。   

都内横断的研究として，環境汚染の時系列的変化を知  

るためのスペシメンバンキングに関する研究を継続し，  

環境標準試料に関する研究では「ホタテ貝柱」，「河l：1域  

底質」標準試料を作製した。地方公共団体公害研究機関  

との共同研究も計測手法，環境動態，毒性評価に関する  

3課題について研究を実施した。またバイカル湖底泥を  

用いる古環境の解析に関する国際共同研究を平成7年度  

より科技庁振興調整費による総合研究として行うための  

組織化と予備的検討を進めた。  

2．1．5 環境健康部   

環境健康部における研究の基軸は，環境有害因子（窒  

素酸化物・ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，有害  
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化学物質，重金属，スギ花粉，紫外線，騒音等）がいか  

にと卜の健康に影響を及ぼすかに関して，実験的・疫学  

的研究を行うことである。この研究のプロセスには，健  

康影響の程度やその現れ方のメカニズムの解明，並びに  

影響の検出及び評価方法の開発等が含まれる。これら環  

境有害因子の空間的広がりにより，地球規模と地域規模  

の環境問題に分けられるが，それぞれ総合研究部門の地  

球環境研究グループ及び地域環境研究グループの研究チ■－・  

ムと連携をとりながら，地球環境研究総合推進費や特別  

研究，特別経常研究としての研究も行ってきた。   

本年匿は，14課題の経常研究と 3課題の奨励研究が  

行われた。これらの研究は，環境毒性学，環境生理学，  

環境疫学，環境保健学，人現生態学などの多分野にまた  

がっている基礎的な調査・研究である。実験的研究は主  

として，生体機能研究室，病態機構研究室，保健指標研  

究室で行われ，人間集団を対象とした研究は環境疫学研  

究室が中心となって進めてきた。   

環境因子の影響を臓器や個体レベルで解明しようとす  

る試みとして，大気汚染物質による酸素欠乏と心・循環  

機能への影響，分離した肺標本を用いた循環換気系と  

交感神経機能との関連，ノ脳・肝・筋を対象としたごmuiuo  

状態でのNMRによる機能別定法の開発と応用，温熱が  

肺の免疫機能に及ばす影響についての検討が行われた。   

細胞レベルでの研究としては，気道への影響機構解明  

のため，炎症細胞の遊走，活性化，肥満細胞の増殖分化，  

肺構成細胞の相互作用の検討，及び神経細胞初代培養系  

を用いた神経毒性の検出系の開発などの検討が行われた。   

毒性発現を遺伝子レベルで解明するための分子環境毒  

性学にかかわる試みも行われ，カドミウム等の重金属や  

アCB等の有機塩素化合物による遺伝子の発現の検索がな  

され，トランスジェニックマウスを用いた研究も始まっ  

た。   

人間集団を対象とした研究として，浮遊粒子状物質の  

個人暴露量の推定評価に関する手法の開発，国民健康保  

険受療記録の健康影響指標としての有用性の検討，アレ  

ルギー性鼻炎と環境国子（大気汚染，スギ花粉等）との関  

風気象条件と死亡現象との関係，睡眠障害の解析によ  

る騒音暴罵の影響評価などが行われた。  

素問題に代表される地域的な礎境問題を解決するための  

基礎となる研究を推進している。本年度は17課題の経常  

研究と2課題の奨励研究が行われたほか，・地球環境研究  

グループ（温暖化現象解明，オゾン層，酸性雨各チーム），  

地域環境研究グループ（都市大気保全研究チーム）の準構  

成員として，さらには地球環境研究センターの併任また  

は協力研究者としてプロジェクト研究推進への協力も行  

われた。   

大気物理研究室でほ，流体力学を基礎とした大気運動  

の研究がその中心であり，熱帯域における積雲対流活動  

と大気循環に関する研究，成層や回転流の基礎方程式の  

数値解析法の研究，水循環や横雲活動の大気大循環モデ  

ルヘの導入の研究が行われた。また「衛星データおよぴ  

モデルを用いた全球規模の大気中の水分の分布に関する  

研究」及び「大気大循環モデルデータの長期のラグランジュ  

的解析と全球物質輸送に関する研究」が奨励研究として  

行われた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした  

大気圏での物質の反応の研究が中心であり，気相反応で  

は光イオン化質量分析計を用いたフリーラジカル反応の  

研免 レーザー吸収法やケイ光法を用いた化学反応速度  

の研究，FTfRやガスクロマトグラフを用いた反応機構  

の研究が行われ．た。またエアロゾル化学に関連して，微  

粒子の動力学・光学的性質の研究が，対流圏化学に関連  

して，炭化水素やNOyの分析法の研究が行われた。   

高層大気研究室では，高層大気を対象とした遠隔計測  

の手法の開発が研究され，干渉計を利用した大気微量分  

子の超高感度レーザー吸収分光測定手法，ミ一散乱レー  

ザーレhダーの高度化とそれらのデータ解析手法，「レー  

ザー長光路吸収法によ■る大気分子の濃匿測定法の開発な  

どの基礎研究が行われた。   

大気動態研究室でほ，分光や化学分析を用いた大  

気微量成分の循環の解明を目的にして，大気中の不均一  

反応や微量気体の長期観測のための基礎研究が行われた。  

2．1．7 水土壌圏環境部   

水土壌圏環境部では海洋汚染，酸性雨，地球温暖化，  

砂漠化といった地球環境問題から湖沼・海域やバイオテ  

クノロジーを用いた水質改善等，地域的な環境問題等に  

対して準構成員としてプロジェクト研究を行うとともに，  

その基礎的研究を行っている。水年度は経常研究16課題，  

特別経常研究2課題，奨励研究2課題，国立槻関原子   

2．l．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化 成層圏オゾン層破壊，  

酸性雨といった地球規模の環境聞題や．都市の二酸化窒  
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力試験研究による研究1課題，省際基礎研究1課題，  

地方公共団体公害研究機関との共同研究4課題を行った。   

水環境工学研究室では，河川への農薬流出過程，河川  

での付着生物膜と水質変化，湖水中の溶存フミン物質の  

挙動の研究が行われた。また，リモートセンシングを利  

用した水文・土壌等の環境解析が行われた。   

水環境質研究室では，湖沼での藻類増殖促進・抑制物  

質についての研究及び有害化学物質の微生物による分解  

特性除去能の発現機構について研究を行った。   

土壌環境研究室では，土壌中での無機汚染物質・重金  

属や微生物の挙動についての基礎的研究を行った。また，  

地理情報システム（GIS）を用いた土壌分布特性について  

の研究を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，岩盤内の地  

下水の流動特性，地盤沈下観測システムの開発と観測に  

ついての研究を行った。   

省際基礎研究では海産円石藻助成ぬ血如d仰の培養  

実験を行い，炭酸カルシウム形成が炭素循環に果たす役  

割について解析を行った。  

ゼ活性と微生物由来のセルラーゼの酵素学的特性を比較  

した。   

生態機構研究室では，湖沼で微生物食物連鎖に関与す  

る生物の現存量と水域の栄養レベルの関係を調べた。ま  

た，窒素・リン供給比と植物プランクトンの優占種の関  

係を調べた。人工湿地の遷移過程を調べ，土壌水分が湿  

地植物の生態分布や成長に重要な環境ストレスとなるこ  

とを明らかにした。汽水域に生息するユスリカ幼虫の娠  

の形態的特徴を調べた。河川では日光で多くみられる水  

生昆虫の食性を明らかにした。   

分子生物学研究室では，オゾンや酸性雨，化学物質，  

イオン欠乏症等の環境ストレス下における植物の活性酸  

素消去系遺伝子発現について検討した。活性酸素消去系  

遺伝子の発現をアンチセンス導入により，抑制された植  

物が環境ストレスに鋭敏に反応することを証明した。ま  

た，環境ストレス耐性植物を開発するために有用と思わ  

れる過酸化水素消去に働くマンガンカタラーゼ遺伝子の  

乳酸菌からの単離を試みた。  

2．1．9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，経常研究と地球環境研究  

総合推進費における総合化研究，課題検討調査研究を推  

進している。   

経常研究においては，地球環境研究のあり方に関する  

基礎的研究と題して，地球環境研究センターの3っの大  

きな業務である地球環境モニタリング，研究支援，総合  

化研究を全体的に整合させて方向づけを行うためにリオー  

チ・オン・リサーチを実施している。   

推進費総合化研究においては，地球環境研究グループ  

を中心に進められている個々の課題別研究プロジェクト  

の成果を総合的に集約して政策の具体的な展開に資する  

「政策研究」を実施している。第一は，総合的な世界モデ  

ルの開発を目指した「持続的発展のための世界モデルの  

開発に関する研究」，第二は，地球環境問題に共通する社  

会経済システムの変革方向を探る「地球環境負荷低減の  
ための都市とライフスタイルのあり方に関する研究」，第  

三は，環境と経済を統合する評価体系づくりを目指した  

「環境資源勘定体系の確立に関する研究」である。いづれ  

の研究も総括研究管理官を代表として，所内の併任研究  

者の協力を得て遂行している。   

推進費課題検討調査研究としては，平成7年旺の本格  

的立ち上げのフィジビリティを探るものとして，「地域開  

2．1．8 生物圏環境部   

生物圏環境部では分子レベルから生態系レベルまでの  

生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度  

は奨励研究を含めて12課題の経常研究，3課題の科学  

技術庁振興調整費による研究を行った。このはか，生物  

圏環境部が主体となって湿原保全の特別研究を行った。   

環境植物研究室せは，植物の生理機能解明を目的とし  

た熱赤外画像や蛍光画像などの計測技術やリモートセン  

シング法の開発研究を行った。砂漠化や温暖化，紫外線  

増加などの地球環境が植物の生長や光合成などの生理機  

能に及ぼす影響について研究し，さらに植物による窒素  

酸化物，オキシダント，アルデヒドなどの浄化機能を検  

討した。一方，中国の砂漠化地域に生育する植物や環境  

浄化 環境指標性をもつ植物の系統保存を進め，その生  

理生態学的特性を解析した。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果  

たしている微細藻規の種レベルでの多様性を明らかにす  

るために形態学的，分子系統学的解析が推進された。さ  

らに，緊急に保護を必要とされている車軸藻矧こついて，  

関東甲信越地方の13湖沼と北海道大沼の合計14湖沼に  

おける分布・生育状況を調査した。また，土壌微生物の  

有機物分解活性の寄与を評価する目的で，土壌セルラー  
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ジュクトとして立ち上がることとなった。後者について  

は，その成果が肝CCに反映されるとともに地球温暖化の  

影響・対策分野のテーマ見直しに向けて，もう一年フィ  

ジビリティスタディを行うこととなった。  

発と環境保全の相互作用の分析と予測に関する予備的研  

究」と「気候変動に対する適応／闇値の評価に関する予備  

的研究」を実施した。その結果，前者については，「地球  

環境保全に関する土地利用・被覆変化研究（LU／GEC）」  

が平成7年度から推進費の社会人問活動分野の研究プロ  
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経常研究  

モデルで予備的な二酸化炭素の倍増実験を行ったところ，  

以下の結果が得られた。（1）気温は，地表で約0．7K  

上昇し，30kmの高度では，約6K，50kmで約10K  

下降する。（2）30kmでは，温度の低下によってオゾ  

ンが2％増加し，その上の高度でも同様に温度の低下  

によってオゾンが増加，この影響を受けて，はとんどの  

物質の光解離係数が減少する。光解離係数の減少は，短  

波長側にその吸収器があるものはど大きく，15％以＿1二  

減少するものもある。（3）放射と光化学の結合過程を  

モデルに導入することで，二酸化炭素倍増によるオゾン  

及び気温の変化の絶対値が，結合過程を考慮しないとき  

に比べて小さくなった。今後は不均一反応過程をモデ  

ルに導入し，硫酸エアロゾルの増加による気温と微昆成  

分の変動についても詳しく調べる。  

2．2  

2．2．1地球環境研究グループ  

研究課題1）野生植物の形態と生態学的な挙動に関す  

る研究  

〔担当者〕竹中明夫  

〔期 間）平成4～6年庶（1992～1994年皮）  

〔内 容〕前年度より開発中の木の成長をシミュレート  

する計算機モデルに，支持器官＝枝を作るためのコスト  

を組み込んだ。木全体の力学的安定性を維持するために  

必要な枝の太さを計算したうえで，枝の肥大成長に必要  

な有機物量を求め，葉による光合成生産から必要毘を枝  

に分配する，とした。このモデル巷用いた解析の結果，  

樹木の個体全体としての生産を最適化するような枝と菓  

のンヾランスは，成長段階と光環境に依存することが明ら  

かとなった。具体的には，光不足の環境ほど糞を多く作っ  

たはうがよい一方，明るい環境では，葉を空間に効巣的  

に配置するための枝への投資が重要であった。また，成  

長段階の初期には枝よりも葉にウエイトをおいた成長パ  

ターンが有利であった一方，そのような成長パターンで  

は，成長とともに棄同士の光の奪いあいが深刻となった。  

これらの結果は，現実の樹木における成長様式の環境お  

よび生育段階に応じた可塑性を理解するための手掛かり  

となるものであった。  

〔発 表〕A－23，24  

研究課題 4）自然動物群集における捕食者の役割に関  

する基礎的研究  

〔担当者〕高村健二  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕湖沼の主要な生息動物の一つであるユスリカ  

を材料として，捕食による死亡率が高いと思われる繁殖  

期に繁殖行動にかかわる個体とその形質を調査し，繁殖  

個体の特質を複数種にわたって比較・検討した。  

研究課題 2）中層大気構造のレーザーレーダー観測に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕中根英昭  

【期 間〕平成2～6年度（1990～1994年皮）  

〔内 容〕オゾンレーザーレーダーの非共鳴硬長の受信  

信号を用いて成層圏；中間圏までの気温鉛直分布を導出  

し，その時間変化について検討した。  

〔発 表〕A－38，41  

研究課題 5）野生植物個体群の保全に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕可知歯毅・奥田敏統  

〔期 間〕平成2～7年皮（1990～1995年皮）  

（内 容〕本研究の目的は，野生植物種の個体群が自然  

生態系の中で存続していくありさまを把握すること，各  

値物種が示す生理的・生態的諸特性が，その個体群の存  

続の上でどのような意義を持つかを探ること，の二点で  

ある。こうした研究は，自然生態系の基本的な理解を深  

めるためにも必要欠くべからぎるものである。  

（1）茨城県阿字ケ浦砂丘のコウポウムギ個体群の調査  

区において，個々のシュートの成長と生存の調査を継続  

した。開花期に雄株と雌株の割合や空間的な分布を調査  

し，雌株の個体数とサイズに基づいて種子生産量を推定  

する回帰式を求めた。ラミート（シュート）ごとに出現  

研究課題 3）成層圏光化学一放射一力学結合過程の基  

礎的研究  

〔担当者〕秋吉英治  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕成層圏光化学過程について調査し，鉛直1  

次元光化学一放射結合モデルの構築を行った。この結合  
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した時のサイズと生育終了時のサイズとの間の推移確立  

行列を求めた。親のサイズに依存して，生産される嬢ラ  

メットの数（行列の各列の合計値）は増加した。．また，  

嬢ラメット個体群のサイズ分布ほ安定サイズ分和こ近く，  

各サイトにおける安定状態での個体群増殖率は，0．9～  

1、4／年であった。  

（2）奥日光外山沢周辺域に生息する野生シカの採合宿  

動，角こすり，樹木の皮剥（剥皮）が植生にどのような  

影響を与えるかを走塁的に把握し，植生遷移の過程の中  

で草食動物がどのような役割を担っているかを明らかに  

する目的で，調査地内にシカの採食，角こすり，皮剥な  

どの影響を阻止する防護柵（10×20m，5×5m）を1992  

年6，7月に設置し，柵の内外に出現した木本植物の  

実生個体の生存率の変化について平成5年度に引き続  

いて調査を行っイこ。  

〔発 表〕A－4，a－6，8  

研究課題 7）野生動物の個体群構造に関する基礎的  

研究  

〔担当者〕椿 宜高・永田尚志  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕本来左右対称であるべき形質でも，個体の発  

生過程における遺伝・環境ストレスによって，完全な対  

称性からのゆらぎ（FhcとuatingAsymmetry二略して  

FA）を生じる。FAの小さい個体はストレスに抗して  

比較的正常に発育できた個体だと考えれば，FAは個体  

の質（Heterozygosity頻度や栄養的健康状態など）を表  

わす指標として使える可能性がある。また，個体の質に  

自然淘汰や性淘汰が働けば，FAと適応度との間には相  

関が見られると考えられる。   

ギフチョウのオスは，交尾の際，メスの腹部に巨大な  

交尾栓をつけることが知られている。オスは腹部の毛を  

交尾栓の材料として使い，交尾の度に毛を消費するので，  

その消耗の程度からオスの交尾回数を推定することがで  

きる。このことを利用して，オスの趨に関するいくつか  

の形質についてFAを測定し，交尾成功度との関係を検  

討した。  

〔発 表〕A－26，28，a－39，40，44  

研究課題 6）植物群落内光環境の時空間的不均一性に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕唐 艶沌・可知直毅  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕（1）マレーシア半島部のパソー自然保護林  

内において光環境の測定を行った。ミクロサイトによっ  

て光環境が大きく変動することが明らかにされた。また，  

ミクロサイトの積算牌戌PFDは小さなギャップより林  

床の方が高く，散乱光レベルは低いことが分かった。さ  

らに，草本群落，落葉広葉樹林及び針葉樹林に比べ，パ  

ソpの熱帯林ではDiffusesitefactorと積算PFD及び  

陽斑PFDとの相関関係が極めて低いことも明らかにさ  

れた。  

（2）光環境の空間的不均一性が林内の稚樹の物質生産  

に対する影響を明らかにするため，典型的な熱貰椎樹の  

陰葉と腸窯の光・光合成速度の関係を用いて，それぞれ  

の測定地点の光環境下において鼻糞の単位面積当たりの  

物質生産のシミューレーンェンを行った。  

（3）微小空間の光環境の変動はどのような生理生態学  

的意味があるのかを明らかにするため，熱帯草本（Aわc一  

αSまαmαCrOrrんfzα）の光合成・蒸散反応を調べた。人工  

陽斑を葉の局部に照射した場合，直接腸斑の当たってい  

ない陽斑の隣接部分の気孔抵抗も低下することが明らか  

になった。  

〔発 表〕a－37  

研究課題 8）人工衛星による大気計測データの情報  

処理に関する研究  

〔担当者〕横田達也  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年皮）  

〔内 容〕地球大気に関する広域の情報を的確に把握す  

るために，人工衛星に搭載されたセンサーによって観測  

されたデータから，有用な情搾を適切かつ有効に把握す  

るためのデータ処理手法を研究開発すること盲目的とし  

ている。   

本年度ほ，当研究の最終年度として，太陽掩蔽法セン  

サーの出力信号から大気中微景成分の濃度分布を高精度  

に推定する手法について，主に数値シミュレーションを  

用いて検討を行い，総合評価を行った。具体的には，推  

定手法として最も精度が良いとされる非線形スペクトル  

フィッティング法を衛星センサーILASの赤外チャンネ  

ルにおける各種ガス成分の同時導出に適用し，その推定  

精度とアルゴリズムの収束性について検討した。また，  

従来のバンドモデルコードを用いた簡便推定手法の検討  

と，スペクトル計算上の最適吸収線幅の理論的考案を行っ  

た。   
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〔発 表〕A－13，19，84，85，a－19，26，31，111，11  

2，113  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕オゾン層破壊を始めとする地球大気環境の変  

動を把握する上で，人工衛星を利用した遠隔計測の果た  

す役割は大きい。1996年2月に打ち上げか予定されて  

いるADEOS衛星（地球観測プラットフォーム技術衛星）  

に環境庁が搭載する二つの観測機器（1LAS：改良型大気  

周縁赤外分光計，RIS：地上衛星間長光路レーザー吸収  

測定用リトロリフレクター）は，成層圏オゾン，オゾ  

ン層破壊関連物質などの観測を行うこととなっている。  

本研究ではこれらの機器を利用して高層大気研究を進め  

るのに必要な，機器およぴデータ処理アルゴリズム，検  

証実験，データ利用応用研究に関する次の予備的な調査  

研究を行った。  

（1）王LASに関する地＿ヒ検証実験計画の調査立案  

（2）RISに関する地上検証実験計画の調査立案  

（3）1LASデタ利用に関する研究課題の調査および   

研究者グループの組織化  

（4）RISデータ利用に関する研究課題の調査および研   

究者グループの組織化  

〔発 表〕A－12，16，17，・Ⅰ－4～6，8，a－15，ト1，5，  

7～9，11，13  

研究課題 9）衛星搭載大気センサーによる大気観測  

手法に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕地球規模の大気環境監視における衛星利用の  

有効性は高いが，今後の我が国においてどのような衛星  

観測を計画し実施して行くべきかについては十分な議論  

がなされていない。そこで将来の衛星大気観測計画の立  

案に必要な各種の情報を収集し，計画の検討を進める。  

衛星利用の地球大気観測計画についての各省庁での検討  

状況について情報を収集するとともに，将来の観測技術  

の発展動向の調査を行った。  

研究課題10）衛星搭載大気計測用光学センサー高度  

化の研究  

〔担当者〕鈴木 睦  

〔期 間）平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕ADEOS衛星搭載センサーILASの精度評価  

に関する理論的検討及び実験による検証を行った。ILA  

Sの赤外域の低分解能分光器（0．12ミクロン分解能）の  

装置関数を0．001ミクロンの超高分解能で波長位置が決  

定できること，また決定した装置関数の性能が任意のス  

ペクトル人力に対して出力誤差0．1％が室内実験条件で  

満足できることを実証した。またADEOS－1Ⅰ搭載用の  

ILAS－ⅠⅠの各分光器の装置関数評価について予備的検討  

を開始し，ClONO2観測用超高分解能分光器（0．001ミク  

ロン程度の分光分解能）についても装置関数の高精度  

決定が可能であることを示した。  

研究課題12）ADEOS－Ⅱ衛星搭載大気センサー  

（ルAS一皿）の開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也・神沢 博り  

（り地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）・  

〔内 容〕1996年2月に打ち上げが予定されているAD  

EOS衛星（地球観測ララットフォーム技術衛星）に搭載  

するILAS（改良型大気周縁赤外分光計）に引き続き，  

環境庁は1999年に打ち上げ予定のADEOS－Ⅱ衛星（環境  

観測技術衛星）に搭載されるILAs－Ⅲ（改良型大気周縁  

赤外分光計－Ⅱ）を開発し，成層圏オゾンおよびオゾン  

層破壊関連物質などの観測を継続的に行うこととしてい  

る。本研究ではILAS－Ⅱプロジェクトの推進に資するた  

め，ILAS－Ⅱ機器に必要とされる基本性能の検討，デー  

タ処理アルゴリズムの検討を行った。  

〔発 表〕a－28～30，33～35  

研究課題11）ADEOS衛星搭載大気センサー（lLAS  

およびRIS）による高層大気環境観測に関  

する予備的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也・杉本伸夫●1・  

湊  淳り・松井一郎◆1・神沢 博◆2  

（‘1大気圏環境部，12地球環境研究センター）  
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研究課題 4）微小プランクトンによる植物プランクト  

ン摂食過程の研究  

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男・竹下俊二  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕1994年夏，瀬戸内海家島諸島において1カ  

月にわたる連続調査を行い，従属栄養性渦ベン毛虫（H  

DF）および，これと競合関係にある繊毛虫の消長をモ  

ニターした。また，王1DFの餌と考えられるナノサイズ  

（2～20J∠m）のプランクトンの変動も追跡した。調査  

期間吼Cッm几Odよ托よ昆m〝l∫た∫moと0＝渦ベン毛藻；15〃m）  

による赤潮が発生した。これに伴い，HDFの一種であ  

るGッro（ゴ∠花∫um（わmよ几α花ざおよびGッro（ゴよ几∫ひm叩よrαgeが  

増大した。実験室におけるこれらHDFの捕食実験結果  

と現場培養実験の結果と併せると，これらのHDFは赤  

潮を捕食することで個体群を拡大したと考えられた。ま  

た，赤潮の急激な減少に，IIDFによる捕食が重要な働  

きをしていることも示された。  

〔発 表〕B－72  

2．2．2 地域環境研究グループ  

研究課題1）環境問題の変容に対応した新たな環境指  

標の開発に関する研究  

〔担当者〕森口祐一・内藤正明・中杉修身・  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容）地域環境の質を主たる評価対象としてきた従  

来の環境指標に加え，持続的発展といった地球規模での  

目標に対応したマクロ指標，地球規模環境問題の制約を  

考慮した地域環境指標，都市の自然との調和や物質代謝  

構造を計量する指標など，さ．まざまな地域スケ【ルで新  

たな環境指標へのニーズが高まっている。本年度は，  

0モニCD環境の状況グループ会合に出席し，環境パフォー  

マンス指標に関する先進国の取り組みについて調査した。  

また，環境保全技術に関して，異なる環境問題の間でト  

レードオフ関係を生じる事例を抽出することにより，環  

境負荷を集約して評価を行う際に，総合化の必要性の高  

い項目の組み合わせを明らかにした。  

〔発 表〕ト20，t－211  

研究課題 5）水域における物質移動・変換過程の物現  

化学，生物学的評価に関する研究  

〔担当者〕福島武彦・松重一夫・柏崎守弘り  

（り水土壌岡環境部）  

（期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕水中での光合成量，呼吸量，大気との交換量  

を連続的に測定することを目標として，一辺20cmの立  

方体の透明な閉じた箱（closedbox）とその一面を開放  

した箱（openbox）を水面と同レベルに吊るし，DO，  

p！－Ⅰセンサーを箱外（freewater法）及び両箱中に設置し  

て，連続観測を行った。Openboxではclosedboxと比  

べDOの増加率，DICの減少率は常に小さいので，この  

差を大気との交換量によるものと考え，ガス交換係数を  

算定し，風速，Chemicalenhancementの効果をモデル  

化した。最後に，freelVater法による結果から大気交換  

皇を差し引き，実験池全体での生物活動に基づくDO，  

DICの生産消費速度を計辞し，それぞれ光合成，呼吸量  

として，それらの比，呼吸屋のモデル化を検討した。  

〔発 表〕K－84，95，b－199，200  

研究課題 2）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松伸司  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕都市域における二酸化窒素汚染，光化学大気  

汚染，エアロゾル汚染などの二次生成大気汚染の生成機  

構を解明するための研究を行った。本年度は光化学大気  

汚染の経年変化に関するモデルを用いた評価，エアロゾ  

ルの広域分布の解帆 冬期の二酸化窒素高濃度出現メカ  

ニズムの解析を行った。  

〔発 表〕K－29，46，k－7，F－4，6，7，b－215～227  

研究課題 3）温度成層化した流れに関する風洞実験の  

相似別に関する研究  

〔担当者）上原 清  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕都市内郡における風速分布，温度分布から求  

めたバルクリチャードソンと同時刻の雲量から求めたパ  

スキル安定度とを関連づけるために気象観測データの分  

析を開始した。さらに，風洞内における温度成層化した  

流れの統計的性質を求めるための実験を開始、し基本的な  

安定・不安定条件下での風速及び温度の乱れを計測した。  

〔発 表〕B－16，17，b－104～109  

研究課題 6）地域環境動態のモデリングと予測に関す  

る基礎的研究  

〔担当者〕福島武彦・内藤正明・原沢英夫り  
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ぐl地球環境研究センター）  

〔期 間）平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕平成4，5句三度には，首都圏を例に，20世  

紀初軌こおける水環境問題を予測し，そのための対策，  

管理策を提案することを目標に，東京湾への汚濁負荷モ  

デルと中′ト河川の水質予測モデルから構成される水環境  

管理システムの構築を行った。本年度は汚濁負荷モデル  

の精緻化を目指して，文献収集を行った。  

〔発 表〕B－102，103  

の60％にも達し，地‾F水流出量と逆転することが判明  

した。これらの結果は，地下水の流出量にほ限界のある  

ことを示している。  

〔発 表〕B－96，97  

■研究課題 9）大気試料中の微量元素とその環境化学的  

挙動に関する研究  

〔担当者〕西川雅高  

〔期 間〕平成5～9年皮（1993～1997年）  

〔内 容〕日本および中国において，黄砂エアロゾルを  

含む大気エアロゾルを採取し，その化学成分分析を行い，   

いくつかのことを明らかにした。黄砂エアロゾルは，粒  

径によって化学組成がことなり，粒径が小さくなるにし   

たがって硫黄含有塁が高くなることを明らかにした。ま   

た，黄砂エアロゾルの発生源を特定するための元素とし   

て，鉛同位対比が有効であることも明らかにした。   

〔発 表〕B－75，77，78，b－171，172  

研究諌題 7）硝酸性窒素を含む地下水のアシフィルタ  

ーによる窒素除去能に関する研究  

〔担当者）松垂「夫  

〔期 間〕平成5～6年度（1993～1994年皮）  

〔内 容〕前年度は，浸透流れ系と表面流れ系でアシの  

水質浄化効果を検討してきたが，浸透流れ系で目詰まり  

が生じ，結果的には表面流れ系となってしまフたため，  

水質浄化効果もほとんど差が認められなかった。そこで，  

その原因について検討した。いくつかの検討項目の中で，  

流入口付近50cm程度掘削し，流入させたところ，浸透  

流れとすることができた。今後，アシを用いた水質浄化  

機能評価には，流入口郎での構造的な工夫を行うことが  

必要であると考えられた。今年度は，具体的な水質浄化  

機能の評価は行えなかったが，来年度以降，水質浄化機  

能評価が期待される。  

研究課題10）生物・物理・化学的手法を活用した汚水一  

及び汚泥処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・松重一夫・今井章雄  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕湖沼において異常増殖するラン藻類の几すicrocッー  

s£isuirよd∠5が有する毒性物質ミクロキスチンRRを効率  

的に分解する細菌の探索とその分解能，共存効果の検討  

を行った。ミクロキスチンRRを高度に分解する生物膜  

反応槽から数種の細菌を分離し，そのなかでもミクロキ  

スチンRRを効率よく分解する細菌としてPgeぴdomoJ氾S  

sp．の分離に成功した。細菌を単独で添加した系と複数  

の細菌を組み合わせた系についてミクロキスチノRRの  

分解実験を行ったところ鳥eudoJ乃OJlαSSp．の単繭系より  

も混合菌系の方が分解が良好に進み，共存により分解能  

が高まることが分かった。分解能の向上はPse〟domoJ氾S  

sp．により他の細菌の分解能が誘導される，もしくは他  

の細菌がPse㍑domoJlαSSp．の分解・代謝活性を高める物  

質を供給しているためではないかと考えられた。  

（発 表〕b－22，38，49，81  

研究課題 8）森林域における物質循環の渓流水質に及  

ぼす影響  

〔担当者〕平田健正  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994特産）  

〔内 容〕森林域では水も含め多様な物質が循環してお  

り，その物質循環特性の違いは土壌の物質含有率や土壌  

水質に反映され，一土壌水の流出は渓流水質に大きく影響  

する。本研究では，筑波森林試験地で観測された森林内  

物質循環量と渓流水質の関係を明らかにすることを目的  

とし，森林内水移動と水質変化を継続的に観測している。   

本年度は，降雨時に観測された渓流水質や土壌水質を  

用いて，降雨時の渓流水を構成する林外雨，土壌水と地  

下水の3流出成分を分離した。その結果，総林外雨量  

が数十mm程度では，地下水流出成分が全流出水景の  

90％以上を占めるのに対して，緑林外雨貴が290mm  

にもなると中間流出としての土壌水の流山が全流出水量  

研究課題 ‖）水質改善効果の評価手法に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・松頚一夫・今井章雄  

〔期 間）平成2～6年度（1990～1994年度）  

（内 容）水質改善効果を評価する手法として水圏微生  
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物生態系マイクロコズムを適用するための検討を行った。  

マイクロコズムは，生産者としての藻類，分解者として  

の細菌類，捕食者としての微小動物からなる水圏モデル  

生態系であるが，これらの安定生態系に界面活性剤であ  

るLASを回分的に添加した系と，系内のLAS濃度が一  

定に保たれるように連続的に添加した系とで影響を比較  

検討した。その結果，回分添加系ではマイクロコズム生  

態系無影響濃度は1．5mg／∫であったのに対し，連続添  

加系の無影響濃度は0．5mg／Jであった。界面活性剤は  

分解者によって分解されるため，回分添加では影響が観  

察されない濃度でもその濃度が連続的に添加されると影  

響が観察されることが明らかとなった。このように，様々  

な環境条件を考慮した評価が可能なマイクロコズム試験  

は影響評価法として有用であることが明らかにできた。  

〔発 表〕b一軍5，39，45，83，85  

の結果を用いて高速液体クロマトグラフヘ直接導入する  

のに必要な全体の容積やデッドポリェウムについて検討  

した。固相サイズを50分1にする事を目標にしている  

が，ガラスビーズの厚みについても，相対的に小さくし  

なければならず．そのためガラスビーズの・サイズを考慮  

する必要があることが明らかになった。固相の直径はあ  

る程度以下には小さくできないため，液体クロマトグラ  

フの移動相の流量から考えるどデッドポリュウムが大き  

くなることから，抽出溶媒と移動相についてさらに検討  

する必要があることが明らかとなった。  

研究課題14）環境解析のための統計的手法に関する研  

究  

〔担当者〕松本幸雄  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕本研究は環境データの特徴を考慮した統計解  

析手法の開発とその環境データへの適用を目的としてい  

る。本年度ほ，いくつかの環境データについて統計的な  

側面から検討した。まず，我が国のいくつかのバックグ  

ラウンド地点におけるオゾンの高度別濃度を過去20年  

にわたって経年的に解析し，対流圏，とりわけ地上付近  

でほオゾン濃度が増加しつつあることと，緯度，高度に  

よる違いを明らかにした。また，花粉症の原因であるス  

ギ・ヒノキ花粉について，粉塵サンプラを用いることに  

より大気中の濃度の直接測定を冬期から春期にかけて行  

い，従来法（ダーラム式）による花粉量の意味を統計的  

側面から明確にするとともに，花粉自覚症状の程度と花  

粉濃度との関係を調査，解析した。このほかに，衛星観  

測データの解析に関連して，大気吸収スペクトル計算の  

数値積分における誤差評価方法を検討し，また，地球儀  

上に表される地理情報量の評価方法について検討した。  

〔発 表トA－37，a－111，b－207，g－20  

研究課題12）埋立地浸出水の高度処理に関する研究  

（担当者〕稲森悠平・松重一夫・今井章雄  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕埋立地浸出水は難分解性有機物及び高濃度の  

アンモニア性窒素を含有しており，湖沼，河川等の有機  

物汚濁，富栄養化を防止するために，浸出水中の有機物  

と窒素を除去するシステムとして微生物，活性炭及びオ  

ゾンに着目し，特に難分解性有機物の生分解能を向上さ  

せるための手法開発として，嫌気一好気循環生物活性炭  

流動床法に組み込むオゾン酸化の位置による処理効果に  

ついて検討を行った。その結果，オゾン酸化を生物処理  

の中間に組み込んだオゾン酸化中間処理法で最も有機物  

除去能が高かった。これはオゾンに対する負荷量を削減  

させ，かつオゾン酸化の対象が主に難分解性有機物とな  

り，効率的にオゾンが易分解性化に利用できたためだと  

考えられ，本プロセスは有効な埋立地浸出水高度処理プ  

ロセスになることが示唆された。  

〔発 表〕b－28，46，73  研究課題15）霞ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  

（担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕鳥放では日本で希少種であるクロハラアジサ  

シが1991年から1994年まで霞ケ浦で越冬する個体群が  

確認されたが，1995年には越冬群を確認することがで  

きなかった。この原因に関しては不明であるが，このよ  

うな年変動が生ずる要因を明らかにするため．さらに調   

研究課題13）水中微量化学物質の分析方法に関する研  

究  

〔担当者〕高木博夫・稲森悠平  

〔期 間）平成5～8年皮（1993～1996年度）  

〔内 容〕フィルター型の固相を用いて懸濁物のろ過を  

せずに一括処理する方法について検討し，ガラスビーズ  

をフィルター上に乗せる方法が良いことを確認した。こ  
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査を続ける。   

霞ケ浦は多くの烏の渡りのルートとなっており・ワシ・  

タカ類，シギ・チドリ項，ツバメ煩，等が確認されてい  

る。これら渡り鳥は霞ケ浦及びその周辺を餌場，休息場  

として利用しており，オーストラリア，ニューージーラン  

ドから北極圏まで移動する種■も少なくない。これらの鳥  

にとって霞ケ浦周辺の環境は地球規模で重要な役割を持っ  

ていることが明らかにな．りつつある。このなかで日本で  

は希少種であるシギ・チドリ類が水を張った休耕田等，  

かって霞ケ浦周辺に見られた湿地の環境を残した水域に  

多数飛来することが明らかとなり，このような環境を残  

すことが必要である。将来に向け，どのような環境を残  

すべきかを検討する。  

研究課題16）土壌・地下水汚染浄化技術の評価に関す  

る研究  

〔担当者〕中杉修身・平田僧正・西川雅高  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕全国各地で揮発性有機塩素化合物などの有害  

化学物質による土壌・地下水汚染の修復対策が始まって  

いるが，本研究では我が国の汚染現地に実際に適用され  

た対策技術とその効果について資料収集を行い，修復効  

果を評価するとともに，経済効率のよい修復技術のあり  

方について提言を行う。   

本年度は，地下水揚水や土壌ガス吸引などの物理的修  

復対策を実施している汚染現場で周辺地下水の汚染動向  

を継続監視するとともに，生物・化学的な手法を用いた  

有害化学物質の無害化処理技術の有効性も検討した。ま  

ず物理的な修復対策について，地下水揚水技術では水に  

溶けにくい汚染物質の除去には時間はかかるが，確実に  

汚染物質は匝】収できるし，十年近く対策を継続し10数  

トンのトリクロロエチレンを除去することによって水道  

水質基準近くにまで汚染地下水を修復できることを明ら  

かにした。さらに触媒分解処理技術，微生物分解処理技  

術や汚染土壌置換工法などを汚染現地に適用するに際し  

ての問題点を指摘した。また硝酸性窒素やじ素など汚染  

娠が面的に広がりを持っ物質についても地下水汚染機構  

を究明するため，いくつかの汚染現地で地質特性や地下  

水質の季節変動調査を開始した。  

〔発 表〕B－98，b－165，166，188～190  

研究課題17）地域環境リスクの同定と管矧こ関する研  

究  

〔担当者）中杉修身・白石寛明・花里孝幸・新田裕史・  

田辺 潔り・青木康展▲2・本田 靖－2  

（●l化学環境部，●2環境健康部）  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕本年旺は，環境汚染や環境破壊がもたらす可  

能性のある，人の生存に係わる多様なリスクの洗い出し  

を行い，種としての人類の生存から人間としての個人の  

生存にとって環境問題がどの程度のリスクを有している  

か検討した。また，この結果を踏まえて，本研究所で重  

点的に実施していくべき．リスク研究のテーマについて  

検討した。  

研究課題18）肺組織傷害の防御因子としてのMn－SOD  

の誘導とその誘導メカニズムの解析につい  

て  

〔担当者〕嵯峨井勝・市瀬孝道・熊谷義人  
〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕環境汚染物質の活性簡素産生に起因する肺傷  

害に対して，種々の抗酸化酵素群が重要な役割を演じて  

いる。我々ほ動物にディーゼル排気微粒子を気管内投与  

すると顕著な肺傷害を引き起こすが，事前にポリエチレ  

ングリコールで修飾したSODを投与しておくと，その  

急性肺傷害が抑制されることを見いだした。   

そこで，前年度は分子レベルで様々な環境因子による  

Mn－SODの質的・量的変動を知る手段として，本酵素  

の免疫化学的ならびに分子生物学的測定法の確立を試み  

た。すなわち，実験動物として使用しているICR系マ  

ウスの臓器からMn－SODならびにCu，Zn－SODをそれ  

ぞれ単一に精製し，これらをウサギに感作させ，それぞ  

れのポリクロナール抗体を作成した。   

本年度は，この得られた抗血清を用いてマウスの肺に  

存在するそれぞれのSODを特異的に免疫染色し，その  

各々の酵素の組織局在性調べた。これにより，SODは  

主に気管支上皮細胞に局在していた。そのため，DEP  

による肺傷害が主に気管支上皮細胞に及ぶのは，この上  

皮細胞中のSODがDEPによって活性を失うことによる  

ことが明らかになった。   

今後，この結果をもとに，様々な環境因子の毒性発現  

および毒性抑制にかかわる活性酸素の役割とその作用メ  

カニズムの解析を行う。  
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〔発 表〕B－4．35～40，b－125，126，129，134  度を測定した。その結果，Hg－Seでは，3：1がもっと  

も高く，MMC－Seでは1：3がもっとも高かった。毒  

性との関連では，毒性の軽減の程度の大きい場合，GSH  

濃度の低い傾向がみられた。  

〔発 表〕b－212～214  

研究課題19）底風土壌中の有機化合物の存在状態及  

び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子  

〔期 間〕平成6～9年度（1994～1997年度）  

〔内 容〕パイカル湖南湖盆底質の光合成色素の深さ分  

布の分析から，過去のバイカル湖の植物プランクトンの  

変遷を推定した。存在が推定された植物プランクトンは  

緑藻，ケイ藻，シアノバクテリア，クリプト藻であるが，  

カロチノイドとクロロフィル頸の分析から緑藻の寄与が  

大きいことが分かった。これらの植物プランクトンは，  

深さ（年代）により増減が大きいが，全有機炭素量はコ  

ア試料の上から下まで一定であり，植物プランクトンの  

増減を反映していない。北湖盆の結果と同じように全有  

機炭素量には高等植物の寄与が大きいと推定された。   

生物起源と考えられるペリレンが色素と一緒に検出さ  

れた。ペリレンは底質表面から10cm以上深い所では植  

物プランクトン由来の色素と似た分布をしており，ペリ  

レンの起源が植物プランクトンの可能性を示唆している。  

〔発 表）b－146  

研究課題 21）ガスクロマトグラフ一炭素安定同位体質  

量分析法の環境化学物質への応用  

〔担当者〕白石寛明  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

（内 容〕環境中の微量の化学物質の起源を炭素同位体  

比を測定することにより推定することを目的に，キャピ  

ラリーカラムを用いたガスクロマトグラフ炭素安定同  

位体質量分析法を試みている。前年度に引き続き，水中  

の中揮発性化合物を濃縮する手法として，クローズドルー  

プストリッビング法を検討した。これは，水試料1ほ  

用い，高気密性のポンプを用いヘッドスペースを2時  

間循環させ，活性炭フィルターに捕集し，捕集された有  
機物を徴塁の溶媒により溶出する方法で，数万倍の濃縮  

が容易に可能となる。実際の循環水に応用し，脂肪族炭  

化水素，脂肪酸エステル，芳香族炭化水素とその誘導体  

の分析に適用できることが分かった。  

研究課題 20）環境化学物質の細胞分化に及ぼす影響に  

関する研究  

〔担当者〕米元純三  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994咋度）  

〔内 容〕ラット胎仔肢芽培養法は．肢芽の中胚葉性の  

細胞が軟骨細胞へと分化する系で，分化への影響を調べ  

るのに有用な系と考えられる。本年度は複合作用の分化  

への影響を検討した。相互毒性軽減作用の知られている  

塩化第二水銀（Hg）とセレン（Se），メチル水銀（MMC）  

とセレンをモデル物質として，相互作用の分化への影響  

を検討した。その結果，塩化第二水銀とセレンの場合，  

分化に対する毒性軽減はHg：Se＝1：1においてのみ  

みられたのに対し，毒性の軽減はむしろ細胞増殖への影  

響において朗著であった。他方，メチル水銀とセレンの  

場合は，MMC：Se＝1：1で分化への影響において毒  

性の軽減がみられたが程度は弱かった。細胞内グルタチ  

オン（GSH）は水銀の細胞毒性，水銀の細胞内外への輸  

送，セレンの代謝に重要な働きを果たしていると考えら  

れている。そこで，分化への相互作用のこのような特異  

性にGSHが関与している可能性を考え，細胞内GSH濃  

研究課題 22）速度論的手法を用いた環境水中の重金属  

元素の化学種分別に関する研究  

〔担当者〕稲葉一穂  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕前年度に引き続いて界面活性剤ミセルの共存  

下における希土類元素のキレート錯体を異なる化学種と  

して存在する重金属元素のモデルとして，ストップトフ  

ロー分光法により化学積分別についての速度論的な検討  

を加えた．ミセル相和こ可溶化したキレート錯体とバル  

ク水相中の金属イオンでは発色試薬との反応速度が大き  

く異なることが分かった．この結果を用いてミセルバ  

ルク水相間の分配平衡を求める新たな手法を作成した．  

（発 表〕B－6，b－10  

研究課題 23）実験／小動物の飲水行動と摂食行動に及ぼ  

す大気汚染物質の影響  

【担当者〕梅津豊司  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

【内 容〕オゾン（0。）及び二酸化窒素（NO2）をは   
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量は感受性株の方が高かった。これによって除草剤スト  

レスのない環境では感受性株が耐性殊に対して競争的に  

優位であることが示唆された。次に，これらの株のうち，  

平均的な増殖速度を有する株を選び，様々なシメトリン  

濃度のもとで増殖速度がどのように除草剤の影響を受け  

るのかを調べた。感受性株の増殖速度は除草剤濃度が高  

くなるのに従って減少したが，耐性株の増殖速度は除草  

剤の影響を受けなかった。しかし，耐性株の増殖速度は  

除草剤のない時の感受性株の増殖速度より低く，感受性  

株の増殖速度が40～50％抑制された時と同様の値であっ  

た。  

じめとする大気汚染物質が実験小動物の飲水・摂食行動   

に及ぼす影響の特性を明らかにする目的で，これらの物  

質の間欠暴露の影響について本研究では検討する。  

0．4ppmの0。をマウスに23時間暴露したところ，マウ   

スの飲水行動彙と摂食行動昆は共に明らからこ低下し，ま  

、た体重も低下しキ。しかし，7日の間隔を置し、た後，   

同一の動物に同じ濃度の0。を再び暴露したところ，飲  

水・摂食筒行動は殆ど変化せず，また体重も変化しなかっ   

た。   

以上の結果は，ラットの場合と同様に．23時間の03   

の暴露によりマウスの飲水・摂食両行動において0ユに  

対する耐性が形成されることを示している。  

〔発 表〕B－19，20  研究課題 26）実験生物としての水生昆虫の大量飼育法  

の検討  

〔担当者〕菅谷芳雄  

〔期 間〕平成4～9年度（1992～1997年度）  

〔内 容〕ユスリカ類はゼラチン様の物質（卵塊物質）  

で包まれた卵塊を産む。卯は卵塊の中で発生し，幼虫は  

照化後しばらく卵塊中に留まりやがて独自の巣を造る。  

実験室飼育では雛化直後の幼虫が水面に浮いて水中に戻  

れず死亡する個体が見られ（以下，水面死亡），その率  

は90％にも達することがある。そこで水面死亡の原因  

と対策を検討した。オオユスリカ，セスジュスリカ，  

GJッp亡0亡e托d如s王0克u几αgαZ，Pαrα己α花ツエαrぶ比叩αr亡んe几0－  

ge花e己血sの卵塊を準備し（1）卵塊物質の有無，（2）溶存  

簡素量，（3）水温変動の影響について実験した。その結  

果，水面死亡率は溶存簡素量，水温変動には関係なく，  

ただ卵塊物質が多昂にある場合のみ減少した。これは用  

いた種でみな同じ傾向であった。卵塊物質の機能ほ不明  

であるが少なくも界面活性作用があると仮定し，界面活  

性剤（ドデシルベンゼンスルフォン酸ナトリウム）を加  

えてみた。結果は濃度2ppmで水面死亡をほぼ100％  

抑制することができた。  

〔発 表）b－145  

研究課題 24）水生生物による毒性試験法の検討  

〔担当者〕畠山成久・菅谷芳雄・花里孝幸  

〔期 間）平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕水珪昆虫には様々な種類がいて，1次生産  

者（藻類）と魚顆など高次消費者の問を食物連鎖系でつ  

なぎ生態系を構成する。しかしそのはとんどは継代飼育  

が困難なため，その試験法も開発されていない。昨年ま  

でに，試験生物化したイトトンポは，羽化後ユスリカな  

どの成虫を捕食し，長期間空［1＝1生活をして産卵する。水  

性昆虫の苛性試験は通常幼虫（水中）で行われるが，環  

境中では親が空中の殺虫剤に暴露される危険もある。今  

回は，空中由来の殺虫剤によりトンボの成虫が如何なる  

影響を受けるかバイオモニタリング手法を検討し，極端  

な場合は致死的影響を受けることを明らかにした。また，  

殺虫剤に感受性の高いヌカエビを用い，農薬掛こ一時的  

に暴露された後，水中の農薬が消失してもその後の後遺  

症により死亡率が著しく増大することを明らかにした。  

河川水導入水路では，ステンレスかごなどを用い水生昆  

虫の暴露方法を検討した。OECDの関連ではミジンコの  

繁殖試験の国際間リングテストを実施した。  

研究課題 27）湖の動物プランクトン群集に及ぼす捕食  

者の直接および間接影響  

〔担当者〕花里孝幸  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕尾瀬ヶ原地酒の動物プランクトン群集構造を  

調べ，それを制御している要因について検討した。尾瀬  

ケ原には3．2mを叔大として様々な深さの地酒が存在す  

研究課題 25）微細藻類のストレス耐性に関する研究  

〔担当者〕笠井文絵  

【期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕同一種のセネデスムス（緑藻）の除草剤シメ  

トリン耐性株と感受性株，それぞれ 5 株の増殖速度と  

最大増殖昂を，栄養塩濃度を変えた除草剤を入れない培  

地で測定した。どの栄養塩濃度でも増殖速度と最大増殖  
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る。動物プランクトン群集構造は池應の探さと関係があ  

るように思われた。すなわち，深い地酒（およそ水深＜  

1m）ではフサカ幼虫と大型枝角類のダフニアが多くみ  

られ，浅い池清ではとれらの動物プランクトンは少なぐ  

小型の枝角類が多い傾向にあった。この群集構造の決定  

には，地酒の水深が直接関係していたのではなく，水深  

が脊椎捕食者である両生規のイモリの分布を制御し（イ  

モリは浅い地酒に多く分布していた），イモリの選択的  

な捕食（大型のフサカ幼虫，ダフニアを専念する）が大  

きな役割を果たしていたのではないかと考えられる。  

〔発 表〕B－88～91，93，b－187  

β一クロロビフユニルの環開裂に関与する遺伝子がコー  

ドされていること，またこの株の保痔するプラスミド  

pMC580も分解に関与している．ことを明らかにした。  

本年度ほ，虻MC580にコードされている遺伝情報を解  

明するために，一般に宿主として用いられている乃e一  

山血mo托αSp㍑∠i血PpYlOl株およぴP5eUdomo花αβαeJ℃gr  

花05αPAOl株への導入を試みた．。これらの株の対数増  

殖期の菌体を塩化ルビジウム法によって受容菌体にした  

後，pMC580による形質転換を行った。各種の条件に  

よる導入を試みたが，形質転換菌株は得られなかった。  

したがって，脱塩素酵素等の方向族化合物分解に関与す  

る一連の遺伝子を解析するためには，Y5－21株の宿主  

ベクター系を開発する必要があると考えられる。  研究課題 28）植物の気孔開度に及ぼす環境要因の受容  

と伝達に関する研究  

〔担当者〕近藤矩朗・佐γ台 光・中嶋信美  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕植物が乾燥等の水ストレスを受けると速やか  

に気孔を閉ざして障害を免れることができる。水ストレ  

スを受けた植物では植物ホルモンのアブシジン酸  

（ABA）の合成が促進されるが，顕著なABA増大が始  

まる前に気孔閉鎖が起こることが知られている。しかし，  

水ストレスを感じて気孔が閉鎖するまでの速やかな反応  

の道筋についてほ明らかでない。本年度は孔辺細胞自身  

が水ストレスを受けたときの気孔の反応について調べた。  

ソラマメ糞の表皮の培養液に種々の濃度のマンニトール  

を加えて浸透圧ストレスを与えた。マンニトール処理に  

ょり気孔閑度は速やがに低下したが，マンニト⊥ルを除  

くと気孔開度は直ちに回復した。孔辺細胞の浸透圧調節  

物質の一つであるリンゴ酸の含有量はマンニトール処理  

により増加した。これは浸透圧ストレスに対する一種の  

適応反応と考えられる。植物が水ストレスを受けると  

ABAが増加して，リンゴ酸含有量を低下させる反応が  

誘導されるとともに，孔辺細胞自身では逆の反応が誘導  

されることが示された。  

研究課題 30）飲料水の含有分と胃癌発生の地域差に関  

する予備的研究  

〔担当者〕兜 真徳・今井秀樹・新田裕史・本田 靖－1  

ぐ1環境健康部）  

〔期 間〕平成6－7■年度（1995～1996年度）  

し内 容〕胃癌死亡率の大きく異なる国内 6地域で別  

途進行中の疫学調査対象集団から，飲料水の種類，水系  

などを考慮して系統的に飲料水をサンプリング，各種含  

有成分を測定し，胃癌死亡率及び慢性萎縮性胃炎頻度の  

地域差との関連，また，萎縮性胃炎の“case”と“non－  

case”での差異などについて検討を行う。ただし，同調  

査対象集団については，萎縮性胃炎の血清診断のほか，  

栄養調査をはじめ胃癌のriskfactorに関する調査を終  

えているので，それらの影響を調整しつつ，上記関係を  

検討することが可能である。なお，平成6年度には各  

地域で用いられている水源別の飲料水サンプル計28本  

を採取し，MIP－maSS及び原子吸光法により分析可能な  

金属類約30種を走塁した。測定法の違いや測定誤差など  

についてデータを再確認中であり，確認後統計的な解析  

を行う予定である。  

〔発 表〕B－25，28，29，b－119，121～123  

研究課題 29）芳香族化合物分解酵素遺伝子のクローニ  

ングに関する研究  

〔担当者〕岩崎一弘  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年皮）  

〔内 容〕これまで塩素置換した方向族化合物の分解菌  

魚eじdomo乃α5Sp．Y5－21株を単離し，その遺伝学的な解  

析を行ってきた。その結果，Y5－21株の染色体DNAに  

研究課題 31）有機錫の中枢神経毒性に関する神経内分  

泌免疫学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 眞徳  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕ラットにトリメチルスズ（TMT）を8mg／kg  

のdoseで．トリエチルスズ（TET），トリプチルスズ   
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（7BT）およぴトリフユニルスズ（TPT）は，いずれも  

4mg／kg のdoseで1回投与した。これらの投与日を  

0日とし，0，3，4およぴ5 日目に尾静脈より採血  

を行った。この問TMT′投与群についてのみ，′代謝ケー  

ジを用いて12時間ごとに尿を採取し，カテコールアミン  

（CA）の定量に供した。また，このTMT投与群につい  

て4日馴こコルチコトロピン放出因子（以下CRF）  

（28〝g／kg）もしくはデキサメ タゾン（DEX）  

（100〟g／kg）またはアルドステロン（ALDO）  

（100／∠g／kg）を投与し，その後経時的に尾静脈より採  

血し，血策コルチコステロソ（Bk）の定量に供した。  

その結果，TMT8mg／kg 投与群では，血祭中Bk濃度  

は3日日と4日目に，0 日目，5 日目および対照群  

に比較して有意に上昇した。同群では対照群あるいはT  

MT4mg／kg 群と異なり，4日目のCRF投与後のBk  

濃度に変化はみられなかった。これはBkの基礎分泌が  

極限状態にまで増加しているためと考えられた。ただし，  

TMT8mg／kg群に4 日目にDEXまたはALDOを投  

与すると，いずれでもすみやかに血祭中Bk濃度は検出  

限界以下にまで低下した。TET投与群の血柴Bk濃度は，  

7MT8mg／kg 投与群と同様3日目で対照群に比較し  

て有意に高い値を示し，4日目のCRF投与に対する反  

応もみられなかった。TBT投与群の血焚中Bkは，CRF  

投与に対して対照群と同様の反応を示したが，TPT投  

与群ではCRFに対する反応は対照群の場合より大であっ  

た。なお，TMT8mg／kg 投与群における尿中CA排  

泄速度は，対照群との問に差はみられなかった。  

〔発 表〕b－100  

代まで継代し，近親交配させた。（2）NI）Ⅴ－Hl抗体産  

生能の低系に出現した羽装突然変異を固定することがで  

きた。これらの羽装突然変異ウズラ（YL系と仮称）は，  

これまで報告例がなく，新種として登録した。（3）環  

境中残留化合物の毒性試験手法の開発として，ウズラ発  

育卵を用いて検討した結果，白卵系ウズラの雑種化によ  

り得られた樺卵が最も適切であった。さらに，これらの  

種卵は飼料添加物の毒性検定の有用性を検討するために，  

家畜衛生試験場へ供試した。  

〔発 表〕B－54～57，－b－151～158  

研究課題 33）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

〔担当者〕平野靖史郎・安藤 満  

〔期 間〕平成6～11年度（1994－1999年度）  

t内 容）好中球の生体内化学走化性因子となっている  

ロイコトリエンB。ほ，好中球に特異的に存在する薬物  

代謝酵素により，水酸化やカルポキシル化を受け‘ること  

が知られている。本年度は，ロイコトリエンB。の代謝  

物を，高速クロマトグラフィーを用いて分析し，ラット  

の好中球によるロイコト1jエンB。の代謝物がヒトの好  

中球によるロイコトリエンB。の代謝物と異なること，  

また肺胞腔に浸潤した好中球は，血液中の好中球よりロ  

イコトリエンB。代謝活性が昂進していることを明らか  

にした。  

〔発 表〕B－101，b－193  

研究課題 34）酸化的ストレスによって障害を受けたタ  

ンパク質を同定するための免疫化学的手法  

の開発  

〔担当者〕熊谷義人  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕分光光学的ならびに免疫化学的手法を用いて，  

環境因子によって生じた酸化的ストレスにより酸化され  

たタンパク質を同定する手法の開発を試みた。その結果，  

1）タンパク質の酸化の指棟であるカルポニル含量を決  

定する分光光学的手法を確立した。2）本法を用いて，  

種々の活性酸素生成系よって生成したアルブミンのカル  

ポニル含塁を定員した。3）2，4－ジニトロ安息香酸を  

水溶性カップリング剤と反応させた後，ヘモシアニンに  

効率よく結合させた。この抗原をウサギに愚作させて抗  

体を作成し，得られた抗体の力価はドットプロット法を  

研究課題 32）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

〔担当者〕高橋慎司・高橋 弘  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕国立環境研究所実験動物開発では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたカ㍉ 本年度は有用性について  

さらに検討し，以下の結果を得た。  

（1）ニューカッスル病ウイルス不括化ワクチンに対  

する抗体産生能（NDV－HI抗体産生能と略）の高及び  

低系ウズラの選抜を47世代へと進め，両系ウズラを遺  

伝的に純化することができた。また，ハムスターでは兄  

妹交配による近交化を行い，こ．れまでに3家系を9世  
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用いて確認した。4）さらに，ソニトロフェニル基を特  

異的に認識する抗体を得るために，7フィニティーカラ  

ムを合成し，それを用いて抗血清から特異的抗体の精製  

を試みた。5）ウエスタンプロソテング法を使用して，  

酸化されたアルブミンを検出する条件を検討した。  

〔発 表〕B－35，37，38，b－127  

比較的大型のカブトミジンコの仔虫サイズを低下させた。  

一方，比較的小型のマギレミジンコに対しては，成熟サ  

イズの低下を招いた。カイ、ロモンに対する二種のミジン  

コの反応は異なったが，どちらも個体群の成熟サイズを  

低下させることになり，これは魚による捕食の影響を軽  

減する効果があることから，ミジンコの適応≠惰反応と  

考えられる。   

水槽に網で隔離してフサカ幼虫を入れ，フサカの放出  

するカイロモンの動物プランクトン群集への影響を調べ  

た。カイロモンのある水槽ではない水槽に比べオナガミ  

ジンコの現存量が暇著に低下した．オナガミジンコはフ  

サカ幼虫のカイロモンに対し形態を変化させることはな  

かったが，カイロモンによる何らかの影響を受けていた  

可能性がある。  

〔発 表〕B－95，b－186  

研究課題 35）化学物質の生態影響環境基準の策定を配  

慮した生態影響試験法・評価法の有効性・  

効率性の検討  

〔担当者〕畠山成久・笠井文絵・花里孝幸・菅谷芳雄・  

‘松木幸雄  

〔期 間〕平成6年度（1994年殴）  

（内 容〕近年，生息環境の物理的破壊に化学物質等の  

環境汚染が加わり，各地の生態系は危機的な状況になっ  

て来ている。このような状況において生態影響を配慮し  

た化学物質の環境基準，または規制のあり方の具体化が  

求められている。本研究では生態系のための化学物質の  

環境基乳 あるいは規制の根拠となる生態影響試験法や  

その評価法について，いかなるものがあるかを整理し，  

それらの有効性と効率性を倹討した。   

生態系の構造と機能から，化学物質の影響を評価すべ  

き水生生物を，藻類（1次生産者），動物プランクトン  

（1次消費者），底生生物（1次～高次消費者），魚類の  

カテゴリーに分け，化学物質に対する試験法やバイオモ、  

ニタリング手法などを主として各種文献情報により検討  

した。それぞれのカテゴリーの生物種については，多様  

な試験法・評価法があり問題点もある。国内の生態系の  

構造と汚染環境を配癒した生物試験法，バイオモニタリ  

ング手法について，試験法と生物種の検討を行い（飼育  

化の可能性，感受性，試験適合性など），今後の調査・  

研究（平成7年度開始バイオモニタリングに関・する特  

別研究）に有用な情報を得た。  

〔発 表〕B－86，87，92，94，b－116，183～185  

研究課題 37）希土類元素に暴露した肺における好中球  

浸潤機構の解明  

〔担当者）平野靖史郎  

（期 間〕平成6句二度（1994年度）  

〔内 容〕希土類元素に暴露したラ・ツト肺胞腔内におい  

て，直接サイトカイン産生と好中球の浸潤を調べた。希  

土類元素としては，近年70ラスチック磁石などのハイテ  

ク産業において使用量が増大しているネオジウムを用い  

た。塩化ネオゾウムをラットに気管内授与後，経時的に  

気管支肺胞批准液中（肺胞内を緩衝液で洗った液）のサ  

イトカインを測定した。ここで測定したサイトカインは，  

好中球の肺胞腔浸潤に関与していると考えられるものの  

うち，好中球に対する強い化学走化性因子として同定さ  

れたインターロイキンー8（丁レ8）と，好中球の血管内皮  

細胞への接着を誘導する事が知られている腫瘍壊死因子  

（TNF）である。さらに，気管支肺胞洗源液中の  

1し8と好中球数並びに化学走化活性との相関を求めた。  

塩化ネオゾウムの気管内投与により，気管支肺胞洗源液  

中のTNF濃度が速やかに上昇した後，IL－8の上昇がみ  

られた。また，Ⅰし8と化学走化活性との間に有意な相  

関を認めた。  

〔発 表〕B－99，100，b－192，194，195，198  

研究課題 36）捕食者カイロモンのミジンコ個体群およ  

び動物プランクトン群集への影響の解明  

〔担当者〕花里孝幸  

〔期 間〕平成6年皮（1994年度）  

【内 容）捕食者の放出する化学物質（臭い；カイロモ  

ン）のミジンコや動物プランクトン群集に及ぼす影響を  

実験的に解析した。魚（ブルーギル）のカイロモンは，  

研究課題 38）地域住民の健康に関する1次情報収集の  

ための調査研究の試み  

〔担当者）新田裕史・小野雅司●1・本田 蛸り・   

ー20一  



液生化学検査等の継続調杢を実施するために，自治体関  

係部局，学校関係者，保護者との情報交換・調査内容の  

説明・協力依頼を行い，関係者の協力・承諾が得られ，  

実施可能な項目について，1次情報の収集を目的とす  

る。本年度は対象児童の呼吸器症状およびアレルギー症  

状（自記式質問郵こよる咳，疾，喘鳴，喘息鼻炎等の  

症状の有無），居住環境，肺機能（努力性肺活量，1秒  

貰・率，他），身長・体重，血液検査（血清総IgE，ダ  

ニ特異的IgE）についての資・試料を収集した。  

〔発 表〕B－82，b－117，179，181，182  

黒河佳香●1  

（－1環境健康耶）  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕環境保健モニタリングのひとつの基本相であ  

る人口集団を対象とした調査による住民個人の健康に関  

する1次情報を収集するための具体的な手法を検討し，  

そのための楊を環境の異なる地域に設定することは，長  

期的な環境変化が人口集団の健康にどのような影響を与  

えるかについて検討するためには不可欠である。そのた  

めに，一茨城県内と東京都内の各一地域を選定し，地域内  

の学童を対象として，各種疾患への雁患状況の調査，血  
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2．2，3 社会環境システム部  

研究課題1）環境問題の社会経済的側面の分析と環境  

保全施策に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・後藤別行・青柳みどり・日引 聡・  

川島康子・近藤美則・森田恒幸り  

ぐ1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕環境問題の社会経済的な側面の解明に関する■＝  

基礎的な分野及び環境政策の評価に関する応用的な分野  

の2領域で，引き続き以下の具体的な課題について基礎  

的な知見の蓄積と手法の適用，発展を図った。社会の主  

体別の環境問題に対する認識■態度形成，行動の要因分  

析では，特に消費者行動に注目した質問紙調査の結果，  

日常的な環境保護活動への関与が消費生活にも大きく影  

響していることを解明した。また，家計消費による二酸  

化炭素排出構造分析からライフスタイルの変化による環  

境負荷の軽減の可能性を探った。さらに，産業連関表を  

利用した分析では，二酸化炭素排出との関連から，温暖  

化対策の分析のための経済モデル開発の基礎作業を行っ  

た。   

政策研究分野では，市民を対象にした国際比較調査の  

結果から，日欧の政策志向の違いを明らかにした。また，  

オゾン層破壊と地球温暖化問題について，日米の政策決  

定過程に着日したシステム分析を行った。さらに，「持  

続可能な地球社会（SGS）」の構築の基礎的検討として，  

特に事業者等の行う環境監査，環境管理，LCA（ライフ  

サイクル・アセスメント），エコラベル等の手法につい  

て．その実行性の検討を“産業生態学”の観点から行っ  

た。  

〔発 表〕C－5～13，18，19，20～30，C－2～5，13～20  

示された条文案や，その間の主要国の発言内容をまとめ  

た文書，文献から，地球温暖化問題に，存在する複数の対  

立点の抽出及びその対立点に基づいた国家のグルーピン  

グの手法を開発した。   

（2）オゾン層問題で成功したとされる「条約一議定  

書」の交渉方法が温暖化問題でも機能するかを評価する  

ために，気候変動枠組条約第1回締約国会議前後の交  

渉の経緯を詳細に調査し，重要な論点をまとめた。   

また，地球環境保全のキーワードである「持続可能な  

開発」の定義を整理し，まとめた。  

〔発 表〕C－18，19，C－13～15  

研究課題 3）環境政策が経済に及ぼす影響の分析  

〔担当者〕後藤別行・日引 聡  

〔期 間〕平成6～8年皮（1994～1996年度）  

〔内 容〕（1）炭素税などの温暖化対策による経済影  

響を分析するための経済モデル（Computabユe General  

Equilibrium Modelに分現されるモデル）を開発した。  

（2）完成したモデルを用いて，基準ケースを設定した。  

（3）基準ケースで仮定する2000年以降の二酸化炭素の  

排出量を，炭素税の導入によって，1990年レベルに安  

定化させる場合（安定化ケース）に必要な炭素税の水準  

を試算した。また，この炭素税の導入によって減少する  

実質GDPを試算した。試算結果に基づいて，安定化ケー  

スにおいて，炭素税の導入が日本経豪引こ及ぼす影響につ  

いての分析を試みた。  

〔発 表〕c－28  

研究課題 4）環境資源にかかわる種々の物質移動過程  

のシステム分析  

〔担当者〕乙間末贋・森 保文  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕人間活動に伴って環境に排出される各種の環  

境負荷に関する基礎データ（社会・経済パラメータ，原  

単位情報など）および環境中での物質移動過程に関して，  

以下のような統計的解析およぴモデルの検討を行った。  

主として首都圏および水環境を対象とした。  

（1）市区町村データによる社会基盤情報の整理  

（2）界面活性剤を指棲とした生活系汚染物質の収支  

（3）農地および農業用水システムにおける第一次産業  

系の栄養塩循環  

（4）各種の産業統計データによる第2・3次産業系   

研究課題 2）地球環境保全のための国際協調の可能性  

に関する研究  

〔担当者〕後藤別行・川島康子・森田恒幸り  

（＝地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕地球環境問題に関する国際交渉が国家間のさ  

まざ、まな利害関係により容易に合意されない現状を分析  

し，その解決のための適切な国際的枠組を提示すること  

を目的とし，本年度は，特に国家間の対立が深い気候変  

動枠組条約を取り上げて研究を行った。具体的には，   

（1）条約採択までの交渉期間（1991，1992年）に提  
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の物質収支  

（5）住民参加型の河川環境モニタリング調査の有効性  

〔発 表〕C－14，42，43  

〔発′表〕C－14，C－6～10  

研究課題 7）環境意識の調査と比較分析及びそのため  

の方法の体系的整備に関する研究  
（担当者〕大井 紘・近藤美則■須賀伸介  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕東京湾周辺の4地域の住民に「東京湾」な  

どの刺激語で自由連想調査を行い，連想順位およ・び連想  

語クラスターの表の構成法を考案して，これにより地域  

の意識の特性を比較検討した。その結果，地域特性と身  

近な海への意識との関係の興味ある特徴を見いだした。   

また，高速道路沿いの住工混在地区の住民に音につい  

て自由記述を求めた結果，従来の選択肢式の調査による  

結果ときわめて異なって「高速道路」に言及した回答は  

高速道路のごく近辺に限られた。更に，別の住工混在地  

区で住民に聞こえる音と，悩まされている音について，  

選択肢式とそれに対応した自由記述式で回答を求めたと  

ころ，蓄積別の回答比率は選択肢式が大きく．その上，  

回答比率の両方法の間の比が音種によって極めて大きく  

異なった。これらの結果は，二つの方法が根本的に別の  

意識の様相を明らかにするものであることを示し，質問  

方法の選択と結果の解釈への指針を与えるらのである。  

〔発 表〕K－27，81，C－34，C－6～11，25，26  

研究課題 5）資源の循環利用による廃棄物の減量化と  

その社会・環境影響に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・乙問末廣・森 保文  

〔期■ 闇〕平成4～8年度（1992ヰ1996年度）・■  

〔内．容〕資源採取．生産，使用・消費，廃棄という製  

品の→生を通した環境負荷を評価するライフサイクルア  

セスメント手法の確立をめざし，具体的な事例研究に着  

手し，ヒヤリングと文献調査によりデータを収集した。  

事例として素材の異なる飲料容器をとりあげ，各過程で  

のエネルギー使用量・二酸化炭素排出量，容器のリサイ  

クル効果，処理・処分方法の影響を定量的に解析，評価  

する基礎を得た。また，ごみ発電を対象に，焼却・発電  

プラントの生産エネルギー，ごみ収集エネルギー及び発  

電回収エネルギーに関するデータを収集した。特に，メー  

カーの協力により，焼却・発電プラントの生産にかかわ  

る詳細なデータが得られ，解析，検討した。  

〔発 表〕C－15，16，23～犯 44，C－17～20，29，30  

研究課題 6）環境計画にかかわる諸問題間の構造づけ  

に関する研究  

〔担当者）大井 紘・近藤美則  

〔期 間〕平成2～6年皮（1990～1994年度）  

〔内＿ 容〕都市計画における住工混在地区の考え方につ  

いて，次の諸点を意識調査を通じて明らかにした。   

工場跡地に住居が建設されると，その住民と従来から  

の工場との間に生じる公害紛争は基本的にほ公害を除く  

方向で対策を求めることになるが，より深刻な都市公害  

に改善の見通しのないときに，小規模弱体工場に対して  

どこまでそれを迫れるかという問題を指摘した。それと  

関連して，特に意味論的に環境を考えるとき，新たに進  

出したものが地域の慣習をどの程度尊重しなければなら  

ないかという問題を提起した。準工業地域などの住工混  

在地区の制度上の存続は，環境面からみるとき擁護しう  

る局面は少ないが，そのような地域指定をするときは現  

状追認によるべきではなく，地域の成立過程と将来計画  

に基づいて定めるペきことを明らかにした。   

更に，渇水時の都市給水についてシステム的考察を行  

い，、安全の費用負担の合意形成への手段を与えた。  

研究課題 8）被験者の心理的反応に基づく環境評価手  

法の開発  

〔担当者〕青木陽二  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕筑波研究学園都市の1980年頃と1991年の景  

観写真を比較して，植生を中心とした景観の変化を記述  

し，現場を観察することにより，記述の内容を確認した。  

また現地において写真に写っている植物種の判別を行っ  

た。その結果，ケヤキ，マツ，シラカシ，サクラ，ユリ  

ノキが調査地点において，主たる景輯木であることが分  

かった。   

また異なった植生景観に生まれ育った人の景観評価を  

得るため，江戸末期から明治初期に日本を訪れた外国人  

の旅行記や滞在記を分析した。その結果，多くの外国人  

が植生を中心とした日本の景観について評価を下してい  

ることが分かった。特に長期に日本に滞在した人々は好  

ましい景観を数多く記述しており，現場を訪れることに  

より，彼らが評価した景観を明らかにすることができた。  
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〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕環境を定量的に評価する立場から，種々の環  

境現象に対するモデルの構築及びそのシミュレーション  

に関する基礎研究を行った。環境現象のモデル解析でし  

ばしば現れる数値解析手法，特に線形計算手法について  

検討した。また，現象を離散化する手法として，近年注  

目されているウエーブレット変換が有効であることが分  

かった。さらに，シミュレーション結果を三次元コンピュー  

タ・グラフィックスを用いて可視化するためのシ、ステム  

を作成した。  

〔発 表〕C－36，39，43  

さらに人々が慣れ親しんだ植生景観の評価を明らかにす  

るため，歳時記を調べた。その結果，日本人が古くから  

親しんでいる俳句には，植物の季節変化を教えるものが  

多く読まれていることが分かった。またこれらの中には  

景観として視対象や背景をイメージできるものがあるこ  

とが分かった。  

〔発′衰〕K－114，C－1～4，C－1  

研究課題 9）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者）安岡善文・田村正行・須賀伸介・満水 明・  

乙間末廣・宮崎忠匡㌣・恒川篤史－2  

（り地球環境研究グループ，  

●2水土壌圏環境部）  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕環境問題は，今日，極めて多様化，広域化，  

複雑化しつつある。このような環境対象を解析し評価す  

るためには，従来の測定点における汚染濃度などの数値  

情報に加えて，画像情報などの多次元情報を有効に活用  

することが必要である。本研究では，人工衛星データ，  

地図データ，景観写真データなどの画像情報を利用して，  

環境を解析し評価するための手法及びシステムを開発す  

ることを目的とする。本年度は，米国人工衛星NOAA  

からのAVHRR信号受信処理システムの構築及びデー  

タ解析手法の開発，人工衛星データからの土地被覆変化  

の計測及び変化が周辺環境に及ぼす影響の評価手法の開  

発を行った。  

〔発 表〕C－35～38，45～47，C－31，34～37  

研究課題11）ライフサイクルアセスメント（」CA）評  

価手法の確立と適用に関する予備的研究  

〔担当者〕乙問末廣・森 保文・森口祐一●1  

（◆1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成6年皮（1994年度）  

〔内 容〕約100件の文献・資料を調査・整理，データ  

ベース化し，検討した。その結果，既存のLCA研究は  

対象システムの物質・エネルギー収支を解析，比較する  

イベントr」－解析が中心であり，イベントリーのデータ  

を基に環境影響を解析するインパクト解析については，  

概念的な提示のみで実質的な研究はほとんどなされてい  

ないことが分かった。   

このことから，今後のプロジェクトのテーマとして，  

「LCAを意志決定の支援ツールとして実効のあるものに  

することを目指し，インパクト解析に不可欠な測定項目  

の選定，環境負蘭の総合化手法及びその指標の開発」を  

中心に考えることを提案した。  

〔発 表〕C－15，16，C－12  研究課題10）環境評価のためのモデリングとシミュレ  

ーション手法に関する研究  

〔担当者〕須賀伸介・安岡善文・田村正行・清水 明・  

山形与志樹  
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される変異原を指標とした発がん物質への暴露評価手法  

について脚寺的モニタリングヘの応用を検討した。また，  

インピンジャーを用いた揮発性化合物の変異原性計測法  

を検討・開発した。（4）大気中f－1CFC22，塩化メチル，  

臭化メチル等低沸点有機化合物のためのヰヤピラリー濃  

縮－GC／MS 連続分析システムを確立した。  

〔発 表〕D－17，19，21，22，d－15～17，35  

2，2．4 化学環境部  

研究課題1）パイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究   

〔担当者〕河合崇欣・相馬光之・柴田康行・田中 敦・  

森田昌敏・高松武次郎り・功刀正行◆き・  

相馬悠子◆ヨ（り水土壌圏環境部，  

（◆2地球環境研究グループ，  

ホリ也域環境研究グループ）   

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕平成6年庇は，表記同名課題で科学技術振   

興調整費総合研究のフィジビリティスタディ課題に採用   

され，5つのサブテーマに関連して，研究課題の有意   

性，実行可能性等について調査を行った。平成7年度  

．開始の新規課題として採用されることになった。   

平成5年度に引き続き，平成5年2～3月にパイ   

カル湖内プグルジェイカの沖合い 5kmの水深360m   

地点で採取した100m不かく乱柱状試料No．1，2 の国   

際共同分析を行った。国立環境研究所としては，放射化   

分析による34元素の鉛直分布の測定を行った。引き続   

き，国内の大学等の分担者によって，拉度，含水率，有   

機炭素，有機N，C含Bt，N／C比，炭素14咋代，盲地   

磁気等の測定を行った。昨咋と同様，8月には，／ヾイ   

カル湖表層堆積物の試料（0，5，10m）を湖内の23   

地点で行い，Blakeevent（約12万年前）と思われる地   

磁気の逆転の確認測定を終了した。また，国立環境研究   

所としては，光合成色素の測定を行い，堆積層中に安定   

に保存され，各年代の光合成活性を良く反映すると思わ   

れる結果を得た。  

研究課題 3）塩素系有機化合物の新しい測定法の開発  

：超音速自由噴流の利用  

〔担当者〕藤井敏博  

〔期 間】平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕（1）超音速自由噴流法で高速化されたアル  

コール等の分子の表面散乱の際のイオン化を確認し，そ  

の過程を検討した。（2）超音速白山噴流法により高速  

化した有機化合物の表面電離法のガスクロマトグラフィー  

検出器への応用を検討した。（3）同時に熟エネルギー  

状態での多くの農薬の表面電離マススペクトルを測定し  

た。  

〔発 表〕D－23  

研究課題 4）有害物質分析法の標準化に関する研究  

〔担当者）森田呂敏・安原昭夫・伊藤裕康・山本貴士  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕（1）水試料中のリン酸トリス（2－クロロエ  

チル）（以下TCEPと略す）の分析法を検討した。試料  

水を中性または弱酸性にして，塩化メチレンで3回液々  

抽出後，脱水・濃縮した。竃◆機成分含有量が多い場合に  

は，シリカゲルカラムクロマトグラフィーによるクリー  

ンアップを行った。炎光光度検出器をつけたガスクロマ  

トグラフで選択的に検出を行った。全分析操作における  

平均回収率は99．2％であった。検出限料ま68ng／Jで  

あった。（2）水試料小のクロロフェノール類を誘導体  

化しないで，ガスクロマトグラフ質量分析法で定量する  

方法を検討し，二【二場排水などの試料に応用した。（3）  

吸着型全有機ハロゲン竃（AOX）の測定における信頼  

性を調べるための基礎的な検討実験を開始した。AOX  

の経時変化，塩素系有機物の吸着率の変動などを調べた。  

〔発 表）D－29，35，d－3，27，31～33  

研究課題 2）環境汚染物質の測定技術および測定手法  

に関する研究  

〔担当者）藤井敏博・田遊 潔・横内陽子・向井人史り  

（り地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕（1）Liイオン付加反応を利用した新しいラ  

ジカルの検出法のための，最適Li＋イオンエミッタ⊥の  

開発を行った。H20のマイクロ波放電で生成する化合  

物の検出に応用した（2）大気巾の鉛同位体比の変動と  

大気の流跡線解析を組み合わすことによって，日本に長  

距離輸送されるアジア大陸（特に，韓国，北部中国，ロ  

シアなど）からの大気汚染に関して，鉛同位体比が有効  

な指標となることが明らかになった。（3）尿中に排泄  

研究課題 5）加熱によって発生する臭気成分の分析化  

学的研究  

－25－   



〔担当者〕安原昭夫  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕（1）異臭を放っ”あゆ”の異臭原凶物質を  

探るため，異臭あゆを焼き，身と内蔵を細断した後，凍  

結真空蒸留を行った。臭気成分を摘出後，ガスクロマト  

グラフ質員分析法で分析を行った結果，アルキル基を有  

するビラジン系の物質が見つかった。（2）たばこを吸  

う時に発生するアクロレインを調べるための実験装置を  

作成し，26銘柄のたばこで実験を行った。アクロレイ  

ンはメチルヒドラジン誘導体化法で分析した。検出限界  

は6pgで，回収率は99～101％であった。たばこ1  

本から発生するアクロレイン量は124～337J上gであっ  

た。（3）古タイヤを加熱した時に発生するニトロソ化  

合物を調べた。検‘lはれたのはニトロソモルホリンであっ  

た。今後，古タイヤを熱分解した時の強烈な悪臭物質に  

ついての分析方法を検討する予定である。  

〔発 表〕D－32，36，38  

化合物のHPLC－ICP質屋分析法による化学形悪分析を  

継続し，うみがめにアルセノベタインのはか，無機ヒ素  

が多く蓄積されることを初めて明らかにした。また，陸  

水系のヒ素汚染の起源を探る目的で，環境基準を越えた  

いくつかの井戸水等の化学形態分析を行った。ICP質屋  

分析法，蛍光Ⅹ線分析法及び二次イオン質屋分析法に  

よりジュゴンの牙に含まれる元素濃度の変化を調べた。  

複数の元素濃度の咋変化の様子が定性，定量的に明らか  

になり，それらの中には試料採取地域の海洋環境の変化  

との興味深い相関を示すものも認められた。  

〔発 表〕D－7，10～14，16，47，d－6，9～11，13，16  

研究課題 8）環境中化学物質に対する生態化学的アプ  

ローチに関する基礎的研究  

〔担当者〕堀口敏宏・柴田康行  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕神奈川県三浦市（油壷）及び茨城県ひたちな  

か市（平磯）をフイールドとして，現地の環境中におけ  

る有機スズ濃度の推移との関連で巻貝頬の生態調査を前  

年度に引き続き行った。その結果，油壷の湾内の調査地  

点（St．2A）で，1990年5月の調査開始以来初めて，  

イポニシ（新腹足冒アクキガイ科）の産卵が観察された。  

しかし産卵量は卵嚢数にして10個余りとごくわずかで  

あった。また小型個体も若干採集された。一方，平磯で  

はこれまで同様，産卵行動及び卵嚢が広範囲に観察され，  

椎貝や小型個体も多数採集された。  

【発 表〕D－10，13，d－4，6，10，13  

研究課題 6）環境モニタリングのための計測管理に関  

する研究  

〔担当者〕森田昌敏・安原昭夫・伊藤裕康・吉永 淳・  

山本虔士  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕マイクロ波誘導窒素プラズマ質量分析法を用  

いて環境・生物試料中微量元素の同位体希釈分析を行っ  

た。窒素プラズマをイオン源とする同法は，従来のアル  

ゴンICP－MSでは干渉があり信頼性の高い分析を行う  

ことのできなかったセレンやじ素等の妥要な微量元素の  

分析に適していることが判明した。この方法により生物  

試料中セレンを高精度かつ正確に定量できることができ，  

きわめて信頼性の高い分析が行えるため，他の分析法の  

リファレンス法として有用であることが判明した。  

〔発 表〕d－37，40  

研究課題 9）環境汚染物質の毒性評価手法に関する研  

究  

（担当者〕彼谷邦光・白石不二雄・佐野友春  

〔期 間〕平成元年～6年度（1989～1994年度）  

〔内 容〕環境汚染物質のバイオアッセイ系の一環とし  

て，は乳動物由来の培養細胞に環境汚染物質を溶液，あ  

るいはガスのまま暴露することにより，簡便にかつ鋭敏  

に毒性を評価する手法の開発を試みている。本年度は有  

機ハロゲン化合物の中でも常温ではガスの低沸点でかつ  

水に難治性の物質について検討を試みた。まず，ボンベ  

ガスで供与されたサンプルはガスハンドリングラインで  

濃縮後，ガス作成装置でテドラーバッグに％オーダーの  

三段階の試料ガスとして作成した。試料ガスは細胞を培  

養したガラス製培養ビンに導入後，密閉して回転装置で   

研究課題 7）環境中の元素．分子の存在状態とその変  

化に関する研究  

〔担当者〕相馬光之・柴田康行・湖山春彦・田中 敦・  

堀口敏宏■吉永 淳  

【期 間）平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕土壌中の水和酸化鉄鉱物フェリハイドライト  

の極微細な粒径の安定化に寄与するケイ素の化学状態を  

Ⅹ線光電子分光法（ⅩPS）で明らかにした。水溶性ヒ素  
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回転を加えながら24時間暴題する手法を用いた。試験に  

用いたガス化有機ハロゲン化合物のほとんどが濃度に依  

存した細胞苛性が観察され，この暴露手法が有効である  

ことが明らかになった。  

〔発 表〕d－11  

スペシメンバンキングの概要，保存施設の説明や保存性  

試験データ等を資料集として1冊にとりまとめた。  

〔発 表〕K－105～112  

研究課題12）化学物質同定のためのデータ収集とデー  

タベース化  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕康・山本真土・中杉修身●l  

（り地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成3～7年皮（1991～1995）  

（内 容〕新規化学物質的30物質と既存農薬約40物質の  

マススペクトルを測定し，データベースに登録した。ま  

た，データベース中の異常データについて調査のうえ，  

不要のものを削除した。パソコンで稼働するGC／MS  

検索システムおよぴデータベースについてのソフトが完  

成した。これによって，従来は特定の方法で測定された  

データのみしか登録できなかった短所が改善されて，ど  

のようなデータにも対応できるデータベースおよび検索  

システムができあがった。さらに，GCの保持指標を利  

用したシステムにもなっており，世界で初めての実用シ  

ステムが完成した。現在，このシステムで使用するデー  

タセットの準備を行っており，それを使用して実用試験  

を行う予定である。なお，このシステムほ環境庁の各種  

委託調査の中で使われることになっている。  

〔発 表〕d－30  

研究課題10）化学形態分析のための環境標準試料の作  

製と評価に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏・田遠 潔・吉永 淳・柴田康行・  

田中 敦・堀口敏宏 ・  

〔期 間）平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕（1）NIES標準試料No．14「ヒジキ」の無  

機ヒ素抽出条件について検討を行った。（2）NIES標準  

試料No．15「ホタテ貝柱」の作製を完了し，全ヒ素，有  

機ヒ素，ならびに他の重金属の保証値決定のための共同  

分析に入った。（3）NIES標準試料No．16「河口域底質」  

を多摩川河口域から採取した底質をもとに調製した。  

（4）NIES標準試料No．17候補としてダイオキシン類分  

析用「フライアッシュ抽出物」の作製可能性の検討を行っ  

た。  

研究課題11）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究  

〔担当者〕森田愚敏・田過 潔・柴田康行・田中 敦・  

吉永 淳・柄弘崇嗣り・向井人史■2  

（り地域環境研究グループ，  

■g地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕環境質を代表する試料を収集・保存して将来  

の新たな汚染の顕在化にそなえることを目的とし，所内  

外の環境モニタリングプログラムとも連携をとりながら  

環境試料の収集・保存を継絞するとともに，保存性に関  

する情報の収集，環境変化の歴史を記録する環境試料の  

収集などを継続した。汚染のバックグラウンド地域を中  

心に二枚貝や大気粉塵，イカ，海鳥などの収集・保存を  

継続した。都衛生研究所の東京湾モニタリング試料（7  

サリ，海鳥）を本年度も継続して受入れ，楳存した。ま  

た，大気粉塵試料中のベンツ（α）ビレンの保存性試験  

を継続し，12年半に及ぶ長期保存性に関する貴蛮なデー  

タを得た。さらに，本研究プログラムでの過去の経験を  

もとに科技振興調整当課題でサンゴコア採取装置を作製  

し，コアを採取した。以上の活動に加え，15特に及ぶ  

研究課題13）アワビ類の生殖に及ぼす有機スズ化合物  

の影響一漁獲量及び再生産量の減少と汚染  

との関係－  

〔担当者〕堀口敏宏  

〔期 間〕平成6年皮（1994年度）  

〔内 賓）（1）秋田・象潟及び宮城・志津川で漁獲さ  

れたユノアワビと長崎・対馬及び神奈川・城ケ島で漁獲  

されたマダカアワビをそれぞれ購入し，生殖巣の病理組  

織学的検討を行った。その結果，エゾアワビについて，  

雄では両産地間で明瞭な差か認められなかったが，雌で  

は志津川産の放卯前の成熟雌でいびつな形をした卵が多  

数観察された。これに対し，象潟産の放卵前の成熟雌で  

は丸みを帯びた形をした卵が多かった。マダカアワビに  

ついては，城ケ島産の成熟期にある雌でいびつな形の卯  

が多かった。またこれは卵巣の外部形態に異形が見られ  

た個体でより顕著であった。体内有機スズ含有量は現在  

分析中。（2）室内実験として，人工海水による飼育マ  
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ことが分かった。一方，LC／MS／MSと，極めて高感度  

な7ダクト検出法である32pポストラベル法を連携させ  

るために，HPLC溶出液をスプレー方式でTLCに直線  

状転写する装置を開発した。  

ダカアワビにトリプチルスズとトリフェニルスズをそれ  

ぞれ約2ppmとなるように筋肉注射した。その結果，ト  

リプチルスズ注射雌で無卵黄剃までの卵の壊死・崩壊が  

激しかった。また卵胞上皮からの房状配列の乱れも激し  

かった。さらに一部の個体で栢母細胞様の細胞群が観察  

された。  研究課題15）森林起源のテルペンフラックス測定法の  

開発と評価に関する研究  

〔担当者〕横内陽子・鵜野伊雄志りぐ1大気幽環境部）  

〔期 間〕平成6勾三度  

〔内 容〕森林からのテルペン放出量を測定するために  

新しいタイプのコンディショナルサンプラーを開発した。  

サンプラーは，超音波風速計，2本の吸着トラップ，  

2個のオン／オフソレノイドバルブ，吸引ポンプ，マス  

フローコントローラ（MFC），リレー，データ処理部に  

よって構成した。2本の吸着トラップにはそれぞれ風  

の垂直成分が【L向きの場合のみと下向きの場合のみに大  

気を通気してサンプリングを行う（この濃度差からフラッ  

クスを求める）。実環境評価試験の結果，バルブの開閉  

遅れほ0．15～0．20砂，MFC流昂制御の遅れは0．4～0．6  

秒であり，また，MFC流量はスムーズ化されて最大値  

が8～9割になることが明らかとなった。これらの遅  

れによる誤差は約25％と見積もられが，フィールド観  

測に十分応用できるものとなった。また，最大の誤差要  

因はMFCの応答速度であって，これを高速タイプに変  

えることによって大きな改善が見込めることが分かった。  

研究課題14）DNA－有害化学物質アダクトの高感度  

検出  

〔担当者）田邁 潔・－柴田康行  

（期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕発がん性や遺伝毒性を有する有害化学物質の  

毒性評価，リスクアセスメント等に資するために，有望  

なバイオマーカーと考えられる DNA一有害化学物質ア  

ダクトの高感度検出を検討した。化学構造情報が得られ  

るHPIJC／MS／MSについて，ベンゼンアダクト合成反  

応液を用いて分離条件や各種インターフェースの性能等  

を検討し，プリットFABによるアダクト測定法を開発  

した。また，2’－デオキシシチジンー3’－リン酸のモデル  

反応液から未知の微量アダクトを検山し，精密質量と  

MS／MSスペクトルの測定から既知7ダクトのメチル体  

であることを確認した。このように，LC／MS／MS はア  

ダクトの検索に極めて有効であることが実証されたが，  

実際の生体中のアダクトの検出には，キャピラリーHP  

LCの利用やESIの改良等による高感度化が必要である  
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2．2．5 環境健康部  

研究課題1）炎症細胞の遊走に関する基礎研究  

〔担当者〕小林隆弘  

（期 間）平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕ぜん息，花粉症などの原陸1に炎症細胞の浸潤  

がある。この浸潤に遊走因子がどのような役割を果たし  

ているか検討することを目的とした。本年度は，炎症細  

胞の採収，分離および遁走能の測定条件の検討を行った。  

好中球の場合はカキのグリコーゲンを腹腔内に注入6  

時間後，好腰球の場合は3 日ごとに馬Ifrl満を腹腔内に  

注入し6回目の注入16時間後がそれぞれの細胞を採取  

するのに適していること，ロイコトリエンB。および  

zymosan活性化血祭を遊走因子としたときの遊走因子  

の濃度，反応時間等について検討し至適条件を設定した。  

〔発 表〕E－12，e－31，32  

他にだけに生存している国際保護動物である。ザンビア  

大での病理解剖でブルセラ病を疑う所見がでてきたため，  

急慮ブルセラの免疫学的診断が要請された。ブルセラ病  

は病獣の流産や不妊を引き起こす伝染性の高い病気であ  

るため，緊急の検査が必要とされた。現地で大臣の特別  

許可を得て∴麻酔銃法によって5頭から採血した。5  

頑のうち1頭から牛ブルセラの陽性反応が確認された。  

一方イヌのブルセラは陰性であった。例数は少ないが，  

この事実は病理学的にも免疫学的にも，家畜のブルセラ  

柄が野性動物に感染したことを示している。そして，こ  

の事は開発途上国における家畜と野性動物の共存形態に  

警鐘をならした。  

〔発 表〕E－16，17  

研究課題 4）肺胞マクロファージと肺繊維芽細胞の相  

互作用に関する研究  

〔担当者）持立克身  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕1型コラーゲンゲル上でT型肺胞上皮細胞を  

培養（T2－gel）しても基底膜は形成されないが，線維芽  

細胞を包埋したゲル上で培養（T2－Fgel）すると基底膜  

が形成される。肺胞マクロファージを肺胞上皮細胞上に  

添加し，活性酸素を発生させると，T2－gelの場合には  

上皮細胞を隔てた電気抵抗値（TER）が低下したが，  

T2－Fgelの場合は変化無かった。このことから，線維  

芽細胞によって肺胞＿l二皮細胞が基底膜を形成する条件下  

では，活性酸素の刺激に対しても耐性になることが明ら  

かになった。  

〔発 表〕E－12，35，e－58，60  

研究課題 2）酸素欠乏と心・循環機能について  

〔担当者〕鈴木 明  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕前年度までに，メチレンブルー染色液の肺静  

脈注入と，高濃度のNO2（80ppm）吸入実験によって，  

ラットの心臓は，酸素や炭酸ガスそしてpHの変化に敏  

感で，その変化は，異常心電図や血圧の変化などの循環  

機能変化として容易に検Hlできることを明らかにした。  

特にNO2吸入では，冠動脈のpHを低下させ酸素分圧  

を下げた。この時，房室ブロックが観察された。今咋度  

は，心一竃図の波形にづいて詳細に分析した。房室ブロッ  

クの異常心電図では，P彼の周波数が有意に低下し，  

隣接するQRS波，STセグメントも周波数が低下す  

る傾向を示した。このことば心臓内の刺激伝導系及び心  

筋活動が非同期化していることを示唆した。  

〔発 表〕e－34，35  

研究課題 5）活性化リンパ坪重集団の解析法に関する  

研究  

〔担当者〕野原恵子  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

【内 容〕近年Tリンパ球が刺激の種賛によって異なっ  

た癌性化リンパ球へと分化し，免疫応答を誘導，調節ま  

たは抑制することが明かにされつつある。筆者らのラッ  

ト胸腺Tリンパ球に関する研究から，■細胞膜に存在する  

糖脂質がこれらの活性化リンパ球亜集団を諸別するマー  

カーとなる可能性が明かとなった。今年度はそれらの糖  

脂質に対するモノクローナル抗体の作製法について検討  

した。糖脂質はタンパク質に比べて抗原性が低く従来抗  

研究課題 3）家畜と野生動物の接触による共通伝染病  

のリスクについて  

〔担当者〕鈴木 明・高橋慎司＊1  

（り地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕本年度は，ザンビアに行き，ザンビア大学獣  

医学部と共同で，カフェレーチェ（大型のシカ）から採  

血し，■ブルセラ症の診断を血清学的に行った。カフェレー  

チエ（だ．ムec九ue宵扉uencごs）はザンビアのカフェ台  
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体の作製が難しかったが，糖脂質をSαJmone〃αmま花代e50fα  

の菌体に吸着させてマウスに免疫することにより抗体価  

が上昇することを確認した。また上記の糖脂質が末梢や  

脾臓のTリンパ球においても活性化マーカーとなること  

を確かめるため，各々のTリンパ球の活性化法につい  

て検討した。  

〔発 表〕E－23，24，e－50  

るLEC ラットを用いて，嗣の肝臓への取り込みと排泄  

の機構についての解析を行った。（3）塩素化多環芳香  

族化合物により特異的に発現される遺伝子GST－Piの発  

現様式の検討を行った。（4）カドミウムにより腎由来  

の培養細胞においてアポトーシスによる細胞死が引き起  

こされることを明らかにした。（5）メタロチオネイン  

を欠損したトランスジェニックマウスを用いて，環境汚  

染物質の毒性評価に用いること夕i可能かどうかの検討を  

行った。  

〔発 表〕E－1～5，21，e－1，3，4，6～8，45～49，67，  

tiR 

研究課題 6）Ⅱ型肺胞上皮の構造に及ぼす問質の影響  

【担当者〕古山昭子・持立克身  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕ラットⅠⅠ型肺胞上皮細胞た，SV40－Large T  

抗原を組み込んで不死化した細胞株（SV40－T2）を用い  

て，コラーゲンゲル上で培養を行い，基底膜形成とそれ  

に伴って細胞下に沈着する基底膿構成成分の局在の変化  

について解析した。コラーゲンゲル中に線維芽細胞を包  

埋してSV40－T2と共培養すると基底膜の緻密板が形成  

されるが，SV40－T2単独ではコラーゲンゲル上で緻密  

仮の形成ははとんど起こらないことが，透過型電子顕徴  

金融こよる観察で明らかになった。このとき基底膜構成成  

分であるラミニンとⅠⅤ型コラーゲンの培養組織上での  

局在を免疫組織化学的に蛍光顕微鏡で観察すると，線維  

芽細胞の存在に関係なく細胞直下のゲノレ中にラミニンと  

ⅠⅤ型コラーゲンの沈着が認められた。  

〔発 表〕e－58，60  

研究課題 8）気道の炎症反応解明のための基礎的研究  

〔担当者〕藤巻秀和  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕気道における炎症反応の誘導や増強には，リ  

ンパ球，好酸球，好中球，肥満細胞など多くの細胞の集  

積・活性化が関与しているが，その機序において肥満細  

胞の集積，活性化がどのように結びつくのか未だ不明で  

ある。今年度は，BALB／C マウスの骨髄細胞をイン  

ターロイキン3の存在下で5～6週培養し，増殖・分  

化したアルシアン・ブルー陽性肥満細胞からの腫瘍壊死  

因子（TNF一α）産生へのガングリオシドGM3の作  

用について検討した。肥満細胞を標的細胞であ卑L929  

細胞と共に種々の濃度のGM。を加えて18時間培養し  

た。上沼を遠心により分離して，TNFa量をELISA  

で測定すると，10〟MのGM∂では対照群と差はみら  

れなかったが，20／JMGM3ではTNFra産生の有  

意な抑制が認められた。  

〔発 表）Eて28，29，e－53～55  

研究課冠 7）環境汚染物質による毒性発現機構の解明  

並びにその検出手法の開発  

〔担当者〕遠山千春・青木康展・松本 理・石堂正美  

〔期 即平成4～8年鑑（1992～1996年度）  

〔内 容〕環境汚染物質が生体に取り込まれた場合に生  

じる毒性発現機構の解明並びにその検出手法の開発は，  

環境汚潔の健康リスク評価と健康影響の早期スクリ「こ  

ングのために不可欠の研究である。本研究においては，  

重金属・有害化学物質などを実験動物や培養細胞に曝籍  

させることにより生体が示す反応機構を解明し，併せて  

毒性の検出手法の開発を行っている。本年度は．（1）  

カド享ウムの標的臓器であるラット精巣及び前立腺にお  

いて，カドミウムの毒性の減弱に働いている可能性があ  

るメタロチオネインのmRNAを組織レベルで検出する  

手法を確立し，その局在性を明らかにした。（2）嗣の  

代謝については，自然発症肝がんの実験動物モデルであ  

研究課題 9）肝細胞におけるPCBの発癌プロモーショ  

ン機構の解明  

〔旭当者〕松本 理  

〔期 間〕平成6年皮（1994年度）  

〔内 容〕PCBによる退伝子の発現調節機構の解析を  

行うために，人工的に改変したグルタチオンS－トラン  

スフエラーゼ（GST－P）遺伝子の調節領域と遺伝子の  

発現をモニターするためのレポ一夕ー遺伝子を結合した  

プラスミドDNAを初代培養肝細胞に導入することを試  

みている。本年度はプラスミドDNAの初代培養肝細胞  

へのトランスフェクション法について検討した。この際   
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レポ‾タ一過伝子はクロラムフェニコールアセチルトラ  

ンスフエラーゼ（CAT）を利用し，CATアッセイの反  

応条件，細胞抽出液の調製法などについて検討を行った。  

その結果，エレクトロポーレーションよりもリボフェク  

ション法及びリン酸カルシウム法の方がやや導入効率が  

高いことが明らかになった。DNAの導入効率を上げる  

ための条件の検討と株細胞への導入の試みが必要であ‘る  

と考えられた。  

た。  

〔発 表〕E－36，37，e－74  

研究課題12）肺血管を諷節する交感神経の機能に関す  

る研究  

〔担当者〕山根一手右  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内・容〕本年度はモルモット潅流肺標本からのノルア  

ドレナリン放出に及ぼす神経節刺激周波数およびα ブ  

ロッカーの影響について検討した。   

交感神経刺激中の肺標本からのノルアドレナリン放出  

は，2Hzでは0．5ng／min，5Hzでは1．2ng／min，10Hz  

では2．1ng／min，20Hzでは4．2ng／minであった。この  

結果からノルアドレナリ■ン放出は刺激周波数に依存する  

ことが示された。海流液にαブロッカー（フェントラ  

ミン）を加えた場合】OHzで刺激した際のノルアドレナ  

リンの放出がコントロールに比べ約2倍に増加するこ  

とが分かった。このことからα受容体が肺血管周囲の  

交感神経からのノルアドレナリン放出に対し抑制的に働  

いていることが示唆された。  

研究課題10）カドミウムの暴露によるメタロチオネイ  

ンの細胞核への移行メカニズムの解明  

〔担当者〕石堂正美  

〔期 間〕平成6咋度（1994年度）  

【内 容〕環境汚染物質カドミウムの暴露により合成誘  

導されるメタロチオネインの細胞質から細胞核への移行  

に関する毒性学的意義を明らかにするため，メタロチオ  

ネインが核へ移行するのにメタロチオネイ・ンのどのアミ  

ノ酸が必要であるかを明らかにすることを目的とし，①  

メタロチオネインの発現ベクターの開発，②腎臓由来培  

養細胞COSにおけるメタロチオネイン蛋白質の発現を  

試み成功した。さらに，③メタロチオネイン遺伝子への  

部位特異的突然変異の導入を引き続き検討中である。  研究課題13）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕小野椎司・田村憲治・本田 靖・黒河佐香  

〔期 間）平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕環境汚染による疾病の発生を監視する新たな  

環境保健指標の開発に向け，以‾Fの検討を行った。   

国保レセプトデータによってアレルギー性鼻炎受診率  

の都市部での急増と，スギ花粉年間飛散畠に対応した変  

動を認め，茨城県内7カ所で花粉飛散数の分布を灯る  

ために測定をした。他の主な傷病で，国保データから経  

年的，地域的に安定した受療率が得られた。また，同じ  

く国保レセプトデータを用い，国内の白内障の地理的分  

布について検討を加えた。   

測候所の日別気象データ，県別人口，目別解析に耐え  

る死亡データを用い，65歳以上での死亡には気温が影  

響すること，その影響は死際．快 地域により異なるこ  

とが明らかになった。   

騒音等の環境要因に伴う睡眠障害の疫学調査のために，  

ヒトの睡眠状況を客観的かつ簡便に計測する新たな方法  

論を検討した。生理実験室における睡眠実験の結果，心  

拍の一部の解析指標が睡眠脳波と良好に対応して変動す  

ることが明らかになった。  

研究課題11）温熱と環境汚染物質の複合暴露が免疫系  

に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・持立克身・安藤 満＝  

（●l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕温熱と環境汚染物質の複合影響を明らかに，  

本年度は，環境制御飼育装置にてマウスを温熱（35．50c）  

暴拓し，IlVJ抗原（センダイウイルス）を用いた系で  

の二次抗体応答への影響について検討した。また，マウ  

ス血中のコルチコステロン（刷腎皮質ホルモン）の濃度  

変化についても解析した。二次抗体応答においては，温  

熱暴露マウスでbooster（二次抗原刺激による抗体増強）  

効果の抑制が観察され，二次抗体塵生に深く関与するヘ  

ルパーT細胞やメモリーB細胞への影響が示唆された。  

温熱ストレスの一つの指標であるコルチコステロンにつ  

いては，その誘導が温熱暴露1El後にピークとなり，  

その後減少する成績を示した。コルチコステロンは免疫  

能を抑制することが知られているが，温熱暴露時間の長  

さと抗体産生能の低下が相関する結果とは一致しなかっ  

－」ll   



〔発 表〕E－34，e－19，20，21，22  〔発 表〕E－18，19，30，e－10，29，30，37～39，41，  
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研究課題16）NMRによる生体機能診断法の研究  

〔担当者〕三森文行  

〔期 間〕平成4～7年皮（1992～1995年度）  

〔内 容〕ラットよ托Uよuo脳のプロトンNMlモスベクト  

ルを測定すると，低酸素環境下でN－アセチルアスパラ  

ギン酸（NAA）の共鳴線が可逆的に減少することが見  

いだされた。この原凶としては，1）低酸素状態でのN  

AAの代謝変化，2）低酸素状態での常磁性のデオキシ  

ヘモグロビンの増大がもたらす磁化率変化による見かけ  

の減少，の2つの可能性が考えられる。低圧馴化によ  

り血中ヘモグロビン濃度を増大させたラットでは上記の  

NAAの減少が増大すること，低酸素環境下での脳組  

織の見かけの横緩和時間の変化から推定される信号強度  

の減少の程度が，観測されたNAAの減少をよく説明す  

ることから，・この瞭困を2）と確定した。この結果は，  

脳機能イメ【ジングで用いられるデオキシヘモグロビン  

の磁化率効果が脳神経細胞内に及んでいることを確実に  

示すものであり，NAAを指標とする脳機能評価の可能  

性も考えられる。  

〔発 表〕E－32，33，e－69，70～72  

研究課題14）SPMの個人暴露評価法に関する研究  

〔担当者〕田村憲治・小野雅司・安藤 満■l  

い1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕地域特性，家屋構造，生活パターンなどの条  

件の異なる地区のSPM暴露データを蓄積するため，  

1991年11月に調査した大阪市阿倍野地区の沿道8家屋  

を対象として，1994年11月の連続する6日間，浮遊粒  

子状物質（SPM），二懐化窒素（NO2）濃度の個人暴露  

濃度と家屋内外濃度を同時に測定し，生活行動，家屋構  

造等を併せて調査した。また，今回初めて家屋内外のホ  

ルムアルデヒド濃度も測定した。   

道路からの距離による屋外濃度の減衰は，SPM，  

NO2，ホルムアルデヒドで認められたが，屋内濃度にほ  

減衰傾向は認められなかった。   

前回の結果を加え，同一家屋の繰り返し測定結果を検  

討すると，家屋ごとにはSPM，NO2とも家屋内外の濃  

度問に有意な相関があり，家屋構造 立地条件の分類法  

が今後の課題とされた。  

〔発 表〕e－36，40  

研究課題17）発生段階における脳神経系に対する毒性  

評価のためのラット小脳スライス培養系の  

確立に関する研究  

〔担当者〕国本 学  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕発生段階の脳神経系に対する毒性を評価する  

試験系として，動物実験と培養細胞試験系との中間に位  

置づけ得るラット小脳スライス培養系の確立を試みた。  

生後9日目のラットから調製した小脳スライス（厚さ  

600〟m程度）を，気液界面に浮遊させて培養したとこ  

ろ，i托U”0と類似した外顆粒層での神経芽細胞の分裂  

と内顆粒層への移動，それに伴う層構造の形成が，少な  

くとも培養4［∃目までは再現された。しかし，小脳形  

成過程の完了までには至らず，さらに培養条件，技法の  

改良が必要と考えられた。   

一九 本培養系を用いた神経者性の評価の試みとして，  

メチル水銀の影響について予備的な検討を行った。 

結果，外相粒層での神経芽細胞の分裂能，あるいはその  

内欺粒層への移動度などが影響評価の指標となり得る可   

研究課題15）環境一便康系における新しい保健指標開  

・発に関する研究  

【担当者〕三森文行・国本 学・i1．一元昭二・山根一柘  

t期 間）平成2～6年鑑（1990～1994年匿）  

〔内 容〕健康の客観的な評価手法を確立するためには，  

普遍的な分子レベルで健康状態の記述を行い得る測定手  

法を開発する必要がある。このような観点から，環境に  

対応した健康状態の変化を∠花U”0．よ几UJけ0で測定・  

解析するための新しい指標，毒性試験法の開発を行い次  

の成果を得た。（1）ラット∠几Uよuo脳の局在化部位にお  

ける代謝物のプロトンNMRスペクトルを選択的に測定  

する方法の開発を進め，乳酸を指標とする代謝機能評価  

を試みた。（2）脳神経系のタンパク質を高感度に定量す  

る簡便な免疫化学的手法を新たに開発した。この方法を  

用いて，これまでにラット神経細胞初代培養系を用いて  

その利用可能性を示してきた神経毒性指標マーカータン  

パク質が，メチル水銀を投与したラットの脳において・  

有意に減少していることが明らかになった0  
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能性が示唆された。   
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研究課題 3）植生 水文過程を含んだ陸面一大気相互  

作用に関する1次元モデルを用いた研究  

〔担当者〕光本茂記  

〔期 間）平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔内 容〕平成5年産までに開発していた大気一睡地  

表面相互作用を表現する鉛直1次元モデルを．東大気  

候システム研究センターと共同で開発中の大気大循環モ  

デル（CCSR／NIESAGCMVer．5．4）に組み込んで，  

流出過程（地表流出／地中流出）の違いが，全球的大気  

大循環に及ぼす影響を調べた。さらに，GCIP（GEWEX  

大陸スケール国際計画）のデタ（1992）のうち，地中  

水分責のデータを用いて，鉛直1次元モデルの検証を  

開始Lた。  

〔発 表〕F－26  

2．2．6 大気圏環境部  

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター  

分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者）鷲田仲明  

〔期 間〕昭和60年度～平成6年度（1985～1994年度）  

〔内 容〕大気中でのラジカル反応やエアロゾル生成と  

関連ある課題として，有機・無機化合物のクラスター生  

成とそのイオン反応やフリーラジカルの反応の研究が光  

イオン化質量分析計を用いて行われた。本年度はCH2Ⅹ  

（X＝NHB，OCH。，Cl，Br，I，C3H3，CN）などのフ  

リーラジ カルと酸素分子との反応速度の決定の研究が行  

われ，ラジカル＋02の反応の一般別を抽出することが  

試みられた。さらにRO2ラジカルや硫黄を含むラジカ  

ルの反応速度の決定や，新しく製作された高感度光イオ  

ン化クラスター装置でアンモニアクラスターの光イオン  

化とイオン反応が研究された。  

〔発 表〕K－25，F－27，28，f－43，44  

研究課題 4）成層及び回転流体に関する数値的研究  

（担当者〕花崎秀史  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕大気あるいは海洋は，成層および回転流体の  

代表例であるが，その流れのパタンを支配している内  

部重力波および慣性彼の解析を，非線形理論から得られ  

る近似方程式の解，および厳密な支配方程式の数値解を  

求めることにより行った。特に，地形により励起される  

大振幅の内部重力波では，波の非線形効果が大気の流れ  

のパターン形成に本質的役割を果たしていることが明ら  

かとなった。  

〔発 表〕F－19～22  

研究課題 2）複雑地形上での大気境界屑の発達過程と  

乱流拡散に関する研究  

〔担当者〕鵜野伊津志  

〔期 間〕平成5～8年度（1998～1996年度）  

〔内 容〕大気境界層の発達過程は境界層内での熱・水  

蒸気の輸送，汚染物質の拡散の問題に密接に関連して重  

要である。平坦地上の比較的単純な条件での大気境界層  

の発達過程については多くの知見が蓄積されているが，  

複雑地形上（構生の分布，都市域，海陸の分布，山岳地）  

での大気境界層の構造は十分に把握されていない。特に，  

熱的内部境界層の発達過程および夜間の安定層の構造が  

物質輸送と乱流拡散に重要である。本研究では，野外観  

測結果をもとに大気境界層の発達過程とそのなかでの乱  

流拡散構造の変化を検討する。また，その結果をもとに，  

精密な乱流拡散モデルによる数値シミュレーション化の  

検討を行う。   

今年度は，首都圏域および近畿圏での局地循環とそれ  

に伴う大気境界層の発達過程を数値シミュレーションに  

より再現し，シミュレーション結果をアメダスデータお  

よび航空機を朴、た立体観測データと定量的た比較検討  

した。また，randomwalkprocessを取り込んだトラジェ  

クトリーモデルの開発に着手した。  

〔発 表〕K－41，F－2～4，7，ト2，3  

研究課題 5）熱帯域における積雲対流活動と大規模循  

環との相互作用に関する研究  

〔担当者〕高薮 縁  

〔期 間〕昭和63年度～平成6年度（1988～1994年度）  

〔内 容〕北半球冬期（12月～2 月）の赤道域海洋上  

における積雲対流活動の大規模組織化と大気擾乱との関  

係を諷べた。まず，10年間の気象衛星観測による赤外  

放射データの時間スペクトル解析から，この季節に準  

2 日周期のn＝1西進慣性重力波モドが卓越してい  

ることが発見された。さらに，1992年11月～1993年2  

月に西太平洋温水域で行われたTOGA－COARE観測デr  

夕の解析により，準2［］周期の雲擾乱と結合した大気  

擾乱の詳細構造を明らかにした。．  

〔発 表〕F－23，24，f－24，25   
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研究課題 6）湿潤大気の大規模循環の力学構造に閲す  

ろ研究  

（担当者〕沼口 敦  

〔期 間〕平成4～6年皮（1992～1994年度）  

〔内 容〕比較的簡単な大気大循環モデル（GCM）を  

用い，簡単な下端境界条件を与えた状況での数値実験を  

行い，熱帯の平均降水分布を支配するメカニズムについ  

て議論した。その結果，雲の放射過程を定性的に正しく  

取り入れた場合とそうでない場合では，積雲の周辺での  

エネルギー収支の状態が変わり，それによって平均降水  

分布が大きく変化することが明らかとなった。海洋上で  

は特に上層雲による赤外放射の効果が重要であるが，陸  

上ではこれに加えて太陽放射の隠蔽効果が重要である。  

〔発 表〕K－127，F－18  

Kzの影響は小さく，重力沈降の効果が拡散の効果を上  

回ることが推定された。  

〔発 表〕f－32～34  

研究課題 9）反応性大気微邑成分の動態に係わる生成  

・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻史郎  

〔期 間）平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕大気中の光化学反応過程を支配する重要な反  

応性気体のひとっである炭化水素類の発生源は主に陸上  

の人為発生源や植物等であるが，陸地から遠く離れた海  

洋大気中でも短寿命であるはずの高反応性炭化水素が検  

出されることがある。この原因として海洋そのものが発  

生源となっていることが考えられるために，海洋性大気  

中の炭化水素濃度の測定を実施するとともに，液相中に  

溶存している炭化水素の測定方法について検討し，パー  

ジ・アンド・トラップ方式の測定システムを試作・改良  

し，溶存炭化水素塁の測定を試みた。  

（発 表〕f－16  

研究課題 7）回転系における熱対流の理論的数値実験  

的研究  

〔担当者〕菅田誠治  

（期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕水平加熱羞を加えた同軸円筒内の定常波動流  

で，流体粒子を長時間にわたりラグランジュ的に追跡し，  

粒子のポテンシャル渦度変化を調べた。境界近傍以外の  

領域では粘性と熱拡散は小さく，ポテンシャル渦度は温  

位とともに保存量である。調べた結果，ポテンシャル渦  

度の時間変化は，濫位の時間変化に比べて大きく，保存  

性が悪いことが分かった。この原因について粘性の寄与  

と熱拡散の寄与の両面から検討を行った。  

〔発 表〕F－8  

研究課題10）大気化学に係わる気相化学反応の速度論  

的研究  

〔担当者〕今村隆史  

〔期 間〕平成4～8年度．（1992～1996年度）  

〔内 容〕大気化学にかかわる素反応一特にラジカル反  

応の速度論的研究を行うための手法の開発・改良とそ  

れを用いた反応速度の測定を行うことを目的とした。本  

研究では放電フロー法と組み合わせたレーザー光分解／  

レーザー誘起蛍光装置を作成し，ラジカル一棟子反応の  

速度定数を測定した。対象としたラジカルは最も基本的  

なアルコキシラジカルであるメトキシラジカル（CHユ○）  

で，0原子との反応速度を測定した。その結果，速度定  

数は（8．4±0．4）×10．11cm3molec1s1と求められた。  

また比較のためにN原子と町反応速度定数も測定した  

結果（6．2±0．4）×10▼11cm3molec1s‾1の値を得た。  

〔発 表〕K－33，F－1，27，ト1  

研究課題 8）微粒子の生成とその物理的および化学的  

挙動の研究  

〔担当者〕福山 力  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年度）  

【内 容〕前年度に引き続き滑昇霧の水滴径分布の高度  

依存性に関する拡散・移流・重力沈降モデルの検討を行  

い，上昇気流速度（u）および乱流拡散係数（Kz）の高  

度依存性を取り入れることができるように近似を高めた。   

この改良により，もはや解析解は得られなくなるため  

Crank－NicoIson法による数値積分プログラムを作成し  

た。計算の結果，Kzの粒径依存性にかかわるパラメー  

タである乱流エネルギー散逸率の取り方に不確定がある   

ものの，粒径分布の高度依存性を問題とする限り，uや  

研究課題11）FTIRを用いたラジカルの反応機構に関  

する研究  

〔担当者〕猪俣 敏  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕大気中での化学反応の機構を光化学反応チャ  
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ンバーを用いて解明することを目的とした。微量成分の  

検出はFTIRを用いた。本研究においては，ケテン  

（CH2CO）一水空気系，エチレン水空気系，アセ  

チレンー水一空気系に紫外光を照射することにより，こ  

れまでその検山が報告されていないCriegee中間体の検  

出を，水との反止りこよって生じると予想されるギ酸ヒド  

ロキシメチル（HCOOCH20H）での検出で試みた。  

れることを示した。測定感度は最終的には干渉計光路内  

の試料大気の揺らぎで制限されることが示された。  

〔発 表）K－138  

研究課題15）大気境界層観測用ミ一散乱レーザーレー  

ダーの高度化に関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成5－6年度（1993～1994年度）  

（内 容】ミ一散乱レーザーレーダーはエアロゾルをト  

レーサーとして，大気汚染現象と密接に関係する大気境  

界層の構造を連続的に観測することができるため，大気  

汚染の監視や予測において有効である。本研究ではこの  

ような応用を目的とする小型で，安全かつ取扱いの容易  

なレーザーレーダーの開発に関する研究を行った。パル  

スエネルギーが小さく高繰り返しの半導体レーザー励起  

YAG レーザーを光源とする眼に安全で小型のレーザー  

レーダーを試作し，大気境界層の観測実験を行い性能を  

評価した。 これにより，このシステムが大気境界層の連  

続モニター用として実用的であることを示した。  

〔発 表〕K－138，F－25，f－35  

研究課題12）大気成分気体の反応動力学的研究  

〔担当者〕奥貢幸夫  

〔期 間】平成6～7年度（1994～1995年虔）  

〔内 容〕大気中で起こる光化学反応やラジカル反応に  

ついて，レーザー誘起蛍光法を用いて反応速度や分子の  

内部状態を調べ，光イオン化質量分析計などを用いて反  

応速度や反応生成物を調べる。   

本年度は，S2ラジカルの内部状態や反応に関する研  

究，SHラジカルの反応に関する研究などを行った。  

研究課題13）質量分析法による大気化学に関わるラジ  

カル反応の研究  

〔担当者〕古林 仁  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕大気中のラジカル反応は，大気巾微量気体の  

生成・消失にとって重要な役割を果たしている。これら  

のラジカル反応に関与するラジカル種の直接・高感度検  

出によるラジカル種の同定や，反応機構・反応速度定数  

の決定を行う。・   

本年度は，光イオン化質量分析法を用いて，ラジカル  

反応の同位体由来の反応速度の微小な差の測定を行う手  

法を開発し，メタンの軟化過程に関わる反応について反  

応速度の同位体効果の測定を行った。  

研究課題16）レ丁ザー長光路吸収法による大気微量分  

子濃度測定のためのデータ解析手法の基礎  

的研究  

〔担当者〕湊  淳  

【期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕人］二衛星を利用した大気微量分子のレーザー  

長北路吸収測定データから反転法により高度分布を求め  

る手法および最小二乗法により気柱全量を求める手法に  

ついて理論的研究を行った。また，大気光学モデル  

FASCODを用いた計算機シミュレーションを行い，い  

くつかの測定対象分子について測定精度の評価を行った。  

〔発 表〕f－41，42  研究課題14）干渉計を利用した大気微量分子の超高感  

度レーザー吸収分光法の研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕大気中の極微員分子の測定や室内実験におけ  

る微量分子の測定を目的として，干渉計を利用した超高  

感度のレーザー吸収分光計測手法の基礎的研究を行った。  

ファプリペロ干渉計を用いる手法とマイケルソンニ「渉計  

を用いる測定法を検討した。振幅またほ位相の変化を検  

出して濃度を求める手法を考察し原理的に高感度が得ら  

研究課題17）大気中の微量化学成分の長期観測に関す  

る研究・  

〔担当者〕内Ll．Ⅰ政弘  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

【内 容）地球環境研究に必須であるバックグラウンド  

地域での長期観測を実施する際の間温点の→つに観測業  

務にかかわる人員の確保の困難さがある。そこで，遠隔  

地の無人観測ステーションでの使用を目的として，′J既存   
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現実的な大気の流れの場を再現させ，モデルの時間積分  

によるデータからの偏差，特に水蒸気量の偏差を調査し．  

その原因を検討して改良を行った。その結果，モデルは  

日々の衛星観測の雲塁，雲水量，降水買を比較的良く表  

現するようになることが確認された。  

の分析機儒の自動化および電話回線を利用したリモート  

コントロールシステムの開発を行っている。この目的に  

沿って製作した大気中のCO2（非分散赤外）及びCH．  

（GC－FID）測定システムを実際に波照間モニタリング  

ステーションに設置して試験的な測定を行っている。メ  

タン計については電話回線を利用して環境研からガスク  

ロマトグラフの設定条件の変更，起動 停止，及び標準  

試料一大気試料導入のタイミングの変更や．測定中での  

環境研へのデータの送信が可能となった。波照間ステー  

ションで既に稼働しているラドン，エアロゾル濃度と  

C†Ⅰ4，CO2濃度の変動を検討し，気象データと併せてベー  

スラインデータの柚山方法の検討を行っている。  

研究課題 柑）大気大循環モデルデータの長期のラグラ  

ンジュ的解析と全球物質輸送に関する基礎  

的研究  

〔担当者）菅田誠治  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕大気大循環モデル（GCM）に温暖化物質等  

の循環過程をより定量的に取り入れるためには，物質移  

流をどの程度細かなスケールまで考慮して計算すべきか  

の見積もりが必要である。本研究では，GCⅨ4で得られ  

た速度場を用いて，地表に起源を持つ多数の仮想的粒子  

の動きを追跡する計算を行った。さらに速度場だけでな  

く積雲対流のデタも用いて積雲＿」二昇流と補償下降流の  

効果を取り入れた追跡計算も行い，積雲対流効果が粒子  

の鉛直分布に及ぼす影響を評価した。   

その結果，低緯度域では鉛直分布に特に違いが見られ  

ないのに対し，■11高緯度での地表付近の存在員は計算開  

始後数カ月程度までは積雲を考慮しない方が多いのに対  

し，半年以上になると積雲を考慮した方が多くなるこょ  

が分かった。  

〔発 表〕卜12   

研究課題18）・衛星データおよぴモデルを用いた全球規  

模大気水物質分布の把握に関する基礎的研  

究  

（担当者〕沼口 敦  

（期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容】衛星観測などのデータとモデルとを組み合わ  

せること七よって，大循環と気候の形成に重要な全球  

規模の大気中の水物質（水蒸気と雲水）の分布を精偏に  

評価する方法を開発することを目標とし，そのための準  

備的な研究を行った。   

まず現実的な境界条件を与えて大気大循環モデルの長  

期積分を行い，その結果の水蒸気と雲の分布を衛星観測  

によるデータと比較し，モデルの問題点を明らかにした。  

次に大気大循環モデルに大気の客観解析データを入れて  
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2．2．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）湖沼環境保全に関する基礎的技術の研究  

〔担当者〕相崎守弘  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容）湖沼環境保全のための基礎的技術として水耕  

生物ろ過法を用い，霞ケ浦土浦港において湖水の浄化実  

験を行った。長さ20mの水路を11本用意し，そこにク  

ウシンサイ．セリ，クレソン，ミント，ミソハギ，水生  

わすれな草等の水生植物を湖水を用いた水耕栽培法によ  

り栽培し，湖水の浄化を計った。   

夏期の期間，植物は良く生育し，アオコの集積してい  

ない柳水を用いた場合には透視度1m以上のきれいな  

処理水が得られた。  

〔発 表〕K－91，k－9，G－1～3，g－1，2  

〔内 容）メタンをエネルギー源上して増殖するトリク  

ロロエチレン（TCE）分解菌〟e£んッgocγS亡∠ssp．M株の  

有するTCE汚染土壌の浄化機能の評価を行った。500  

mJのガラスカラムにTCE汚染川砂を充填し，TCE濃度  

とM株の濃度の関係を調べた。TCEO．2mg／lでM株濃  

度OD（660nm）＝0．005の場合，1日で約60％の  

TCEが，OD＝0．05では1日ではぼ完全に分解された。  

TCElmg／Jでは，OD＝0．005で約20％，OD＝0，－05  

で90％が1日で分解された。10mg／Jの高濃度でも  

1日で40％が分解された。しかしM株の分解機能は  

1日で停止する傾向が認められたことから，土壌中の  

酸素濃度を高めるため過酸化水素の添加効果を調べた。  

20～30mg／Jの添加で分解の促進が認められた。  

〔発 表〕G→38～40，g－45，46，48  

研究課題 2）湖沼における藻類増殖促進および抑制物  

質の解明に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・冨岡典子・内山裕夫  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕霞ヶ浦から分離した〟よcrdcッぶ£∠5を用いて増  

殖に及ぼすフミン物質の影響について検討を加えた。フ  

ミン物質は霞ケ浦の底質より分離された。〃．／わ5一αq昆αe  

K－5株の増殖は，銅15J上g／J，ニッケル58〟g／Jで著  

しく阻害されるが，フミン酸5mg／Jの添加により阻害  

は著しく解除された。フミン酸は〟よcroり融点の増殖を  

促進する因子の一つと考えられた。   

霞ケ浦から分離し，無菌化したカビ臭を生成する  

Pんormよdよαm亡eJt弘eKS－1株を用いてリン，窒素濃度の  

増殖及びカビ臭生成に及ぼす影響について検討を加えた。  

カビ臭物質はガスクロマト分析により2－メチルイソボ  

ルネオル（2－MIB）と同定された。リン濃度の増加に  

伴い蔀体の増殖は良好となるが，2－MIBの生成はリン  

0．1mg／Jで最大の190〟g／＝＝なった。窒素は1mg／＝以  

上の濃度で良好な増殖が認められたが，2－Ml】〕の生成  

は5mg／J以上で著しく増大した。  

〔発 表）G－36，37，g－37，47  

研究課題 4）水環境中における界面活性剤の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕矢木修身・冨岡典子・内山裕夫・稲葉一穂り  

（り地域環境研究グルニプ）  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕霞ケ浦から分離した〟よcrocッs£Z5αerugよ花OSα  

K－5，A几αわα肌α甲ZroよdeぶKS－1，Osc～JJα£or∠α ～飢Uよs  

KS－1，Pんormよdよum乙銅山eKS－1株を用いてオククエチ  

レングリコールドデシルエーテル（OGDE）の増殖に及  

ぼす影響について検討を加えた。OGDEのM，aeruginosa  

K－5，A．5pよro∠desKS－1，0．拍m正s KS－1及びP．乙e花αe  

KS－1株の比増殖速度に対する50％阻害濃度（EC勤）は  

それぞれ14・2，3・2，13▲0，8．8mg／Jであった。OGDE  

のEC泌は，いずれの藻類に対してもLASよりも高い値  

であった。LASの場合と同様にA花α∂αe几αが4種の藻  

類の中では最も影響を受けやすかった。  

研究課題 5）耕地や芝地からの農薬の流出過程に関す  

る研究  

〔担当者〕海老瀬潜一・井上隆信  

〔期 間）平成2～6年鑑（1990～1994年度）  

〔内 容〕本年度も前年に引き続き恋瀬川及びその支川  

で4月下旬から水田散布農薬の流出負荷員の詳密調査  

を降雨時流出調査も含めて実施した他，水田における濃  

度変化調査を実施した。河川水をポンプアップして農業  

用水に用いているため，散布されていない農薬について  

も水田排出水から検出された。しかし，水田内で分解さ   

研究課題 3）水環境中に鱒ける環境汚染物質の挙動に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕矢木修身・内山裕夫・岩崎一弘’1  

（＝地域環境研究グルプ）  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  
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る。本年度は．衛星による地球観測データ処理システム  

を構築した。  

【発 表〕G－11，g－19  

れたり土壌に吸着されるため，流入水である農業用水に  

比べて，排出水の濃度は低くなった。また，流入水に対  

する排出水の濃度比は滞留時間の長い水田で／トさくなっ  

た。このことから，農業用水の用排水管理や繰り返し利  

用，休耕田の活用によって水環境への農薬負荷の低減が  

可能なことが示唆された。また，4年間の調査結果を  

比較すると，降水量が少なければ水田からの排出率が低  

下し，河川水がその流下過程で水田用の潅漑用水と．して  

繰り返し利用される比率が高くなることから，農薬流出  

率が減少して湖沼への流達負荷量も低下することが明ら  

かとなった。  

〔発 表〕G－4，14，g－3，4，6～8，24  

研究課題 8）リモートセンシング及び地理情報システ  

ムによる水文・土壌等の環境解析に関する  

研究  

〉〔担当者卜宇都宮陽二朗、・藤沼康実＝  

ぐ1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

【内 容〕時間変化の著しい地表温度，水質．土壌水分  

及び土地利用等の環境事象の解明には短期間で広域・同  

時の情報取得手段であるリモートヤンシングが不可欠で  

ある。本年度は，NOAA衛星等による地球観測データ  

をもとに地表温度，気温及び短波放射などの熟収支推定  

のための気象情報の調査を実施した。また，地理空間／  

環境観に関する基礎情報を調査するとともに球儀上に表  

示された地理情報量の評価法の開発と解析を行った。な  

お，実験開場における微気象観測を継続した。  

〔発 表〕G－12，g－18，犯 21  

研究課題 6）河川流下過程の水質変化と水域環境評価  

に関する研究  

〔担当者〕海老瀬潜一・井上隆信  

〔期 間）平成6～12年度（1994～2000年度）  

〔内 容〕水田地帯を貫流する田園地河川では，水稲移  

植作業の時期に多量の栄養塩や耕土の流出がみられる。  

この時期は，下流域の閉鎖性水域において水温・照度等  

の藻類が増殖する物理的な環境条件が整い始める時期に  

も当たっており，これらの負荷の藻類増殖に与える影響  

ほ大きいと考えられる。このため，田園地河川である恋  

瀬川を対象とし，水稲移植期に流下方向に 6地点で栄  

養塩等の詳密調査を実施した。4月下旬から 5月下旬  

の水稲移植期には，多墨の栄養塩や懸濁物質が河川へ排  

出されるため，アンモニア態窒素・硝酸態窒素・亜硝酸  

悪窒素・懸濁態窒素・全室索・懸濁態リン・全リン・懸  

濁態有機炭素・全有機炭素・懸尚物質等の濃度が年間の  

流量加重平均磯度に比べて高い値となった。流塁加重平  

均濃度は，触機イオンの多くで流‾F方向に増加傾向を示  

すが，全窒素・全リン■全有機炭素は水田や河道内での  

沈降により‾F流部で減少傾向がみられた。  

〔発 表〕G－4，13，15，16，g－5，23  

研究課題 9）自然水系中における溶存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今井章雄  

【期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容）3種類の樹脂を用いて溶存有機物（フミン  

物質），疎水性中性物質，疎水性塩基，親水性酸，粗水  

性中性物質，親水性塩基の6 グループに分画する手法  

を確立した。この手法を霞ケ浦湖水に適用したところ，  

．霞ケ浦湖水中の溶存有機物の構成成分として疎水性分画，  

親水性分画とらに有機酸が卓越することが明らかとなっ  

た。疎水性酸（7ミン物質）は全溶存有機物の22～36  

％，親水性酸は34～64％を占めた。全溶存有機物の80  

％以上は有機酸よりなり，有機酸の化学的特性が湖水  

溶存有機物の化学的特性を反映すると考察された。  

研究課題 7）衛星リモートセンシングによる蒸発量の  

広域測定手法の開発に関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼康実＝  

ぐ1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔内 容〕時間変化の著しい環境事象の解明には広域・  

同時の情報を取得するリモートセンシン’グが不可欠であ  

研究課題10）土壌中における無機汚染物質の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕高松武次郎  

〔期 間）平成3～7年度（1991～1995年皮）  

〔内 容〕既に確立した金属元素の全分析法（中性子放  

射化分析，蛍光Ⅹ線分析，及び酸分解／ICP－AES）を全  
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国の主要都市の市街地から採取した土壌（主に公園や城  

跡から採取）に適用した。また，対照として都市から離  

れた山間地の土壌も分析した。その結果．東京等の人lコ  

桐新都市では，表層士が鉛や亜鉛で著しく汚染されてお  

り，鉛では200ppmを，亜鉛では500ppmを超える地  

点もしばしば見いだされた。また，アンチモンやヒ素に  

よる汚染も進んでいた。汚染の程度は試料採取地周辺の  

人口密度と良い相関を示したので，汚染は交通機関等の  

人間生活に由来すると考えられた。汚染は山間部で潜在  

的に進行しており，重金属はエアロゾルなどによって遠  

隔地の山間部にも輸送されていることが示唆された。  

以上の結果から，土壌中の亜鉛が微生物活性や植物の  

生育に影響を及ぼす場合，全量よりもその形態，特に水  

溶性量が重要であることを示唆された。  

研究課題13）降7k・大気中の天然放射性核種の挙動に  

関する研究  

〔担当者〕土井妙子  

〔期 間〕平成5～7年（1993～1995年度）  

〔内 容〕筑波で観測される大気ヰの210Pbの濃度は  

0．3～0．6mBq／dの範囲にあり，春季と秋季に濃度が高  

くなる二山型の季節変動を示す。この季節変動に及ぼす  

中国大陸の気団の影響について知見を得るために，中国  

大陸内陸部の砂漠地岸における大気中の210Pbの濃度レ  

ベルと変動パターンを観測した。  

中国大陸内陸部（烏魯木斉，蘭州，包頭）の大気中  

218Pbの平均濃度レベルは0．3～4．6mBq／d で，年間の  

変動パターンは夏季に／トさく，冬季に最大となる一山型  

で，筑波における変動パターンとは異なっていることが  

分かった。また，降水量と逆の相関があり，この地域で  

は∴降水が濃度変動の主要因となっていると考えられる。  

〔発 表）G32，33，g－33  

研究課題 ＝）土壌中における微生物の挙動に関する研  

究  

〔担当者〕向井 哲  

〔期 間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕オートクレープ処理をして土着生物を死滅さ  

せた6種類の土壌（前年度用いた砂壌土の無窒素肥料区・  

化学肥料区・堆肥多量区，軽埴土の無肥料区・無機質肥  

料区・有機質肥料区）中におけるBHC分解菌の生残性  

及びそれに及ばす施肥来歴の影響を調べた。すなわち  

106セル／g乾土オーダ【の菌を各土壌の細毛管孔隙（平  

均直径：0．19ヶ3J∠m），粗毛管孔際（同：3■～48〟m）  

に入るような方法で添加し，所定の土壌水分量に調整し  

た後，25℃の肺所で培養した。現在本研究は継続中で，  

データの集積と整理を行っているところである。  

〔発 表〕g－35  

研究課題14）地理情報システム（GIS）を用いた土壌  

分布特性の把握  

【担当者〕恒川篤史・安岡善文●1  

（●1社会環境システム部）  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕前年掛こ引き続き，地裸惰報の図化及び解析  

のために，パーソナルコンビュ丁タをベースとした小規  

模な地理情報システムを－′部開発した。環境庁の自然環  

境保全基礎調査（緑の国勢調査）によって収集された植  

生調査票をデータベース化した。このデー才ベースと国  

土数値惜報に含まれている土壌，標高 傾斜，地形分配  

表層地質のデータ長用いて，これらの環境要因相互の関  

係を解析した。  

研究課題12）土壌中における重金属の挙動と生物影響  

に関する研究  

〔担当者〕胴部浩之  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕5種類の二【二旗に種々の濃度の亜鉛を添加し，  

その土壌中での形態と土壌微生物活性及び小麦の生育の  

関係を調べ，次の結果を得た。  

（1）土壌中の全亜鉛量との関係をみると，土壌微生物  

活性，小麦の生育とも土壌によって大きくバラツキ，砂  

質土で影響が大きく，果ポク土で影響が小さかった。  

（2）土壌中の水溶性亜鉛屈との関係をみると，土壌微  

生物活性，小麦の生育とも，いずれの土壌でも，その還  

がおおよそ1～10mg／短以＿I二になると低下する傾向が  

みられた。  

研究課題15）地盤沈下観測システムの開発と観測に関  

する研究  

〔担当者〕陶野郁雄・木村 強  

【期 間〕平成3～8年度（1991～1996年度）  

〔内 容）佐賀県有明町で行っている観測装置を用いて  

経常的な観測を続け，データの蓄積をはかり．その観測   
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データを分析し，装置の測定精度，長期安定性等の検証  

を行った。また，佐賀県に用いた地盤沈下観測システム  

をさらに簡便化させた観測装置を新潟県上越市に設置し．  

同様甘観測を開始した。  

〔発 表〕G－25  

からのワカサギ漁獲量は低く抑えられた。  

〔発 表〕G－3，13  

研究課題18）地盤沈下地域の地盤調査  

〔担当者〕陶野郁雄・木村 強  

〔期 間〕平成2～12年度（1990～2000年度）  

〔内 容〕著しい地盤沈下地域の地盤構成及び地下水の  

実態を把捉する目的でポーリング調査を隔年で実施して  

いる。本年度は，新潟県上越市で深度150mまでポーリ  

ングを行い，乱さない二仁試料を採取した。  

（発 表〕G－25，26  

研究課題16）割れ目性岩盤内の地下水の流動特性  

（担当者〕木村強・細野郁雄  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年郵  

〔内 容〕岩盤中には多くの割れ目が存在しており，地  

‾F水の流動はこの割れ目の性質に支配される。本年度は  

割れ目を有する岩盤の含水塁や蒸発塁を測定し，環境が  

変化することによるこれらの変化についてなどを考察し  

た。  

一発 表】G－17～ユ9，g－25～27  

研究課題 柑）セシウム蓄積タンパク質の分離とその活  

性質の検討  

（担当者〕冨岡典子   

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕月んodococcus eり王ん「叩0～よsCS98株のセシウ  

ム取り込み系の活性質の検討及び，CS98株の膜タンパ  

ク質中の大腸儲のカリウム輸送系類似タンパク質の検索  

を行った。CS98株のセシらム取り込み系は脱共役剤  

FCCPによって阻害され，高濃度のカリウムの存在によっ  

て発現阻害を受けなかった。また，培養初期から中期の  

菌体が高いセシウム取り込み活性を有し，培養後期にな  

るとセシウム取り込み活性は低下した。CS98株の股タ  

ンパク質の電気泳動を行い大腸菌のカリウム輸送系  

TrkA（Trk系のタンパク質）及びKdpABC（Kdp系  

のタンパク質）に対する抗血清（それぞれ抗Trk血清，  

抗1（dp血清）を用いてウエスタンプロット解析を行っ  

た結果，CS98株は大腸菌のTrkA及びKdpABC タン  

パク質と抗叉反応するタンパク質を保有することが明ら  

かになった。抗Trk血清及び抗Kdp血清の認識する  

タンパク質の分子量は約100，000，69，000，63，000 で  

あった。  

〔発 表）G－31，g－32  

研究課題17）霞ケ浦の環境変化に伴う水質・生物相変  

動に関する研究  

〔担当者〕海老瀬潜一・柏崎守弘・春日清一●▲・  

福島武彦り・稲薫一穂■1・花里孝幸り  

野尻幸宏’2・河合崇欣＊3・岩熊敏夫り・  

高村典子●4  

（り地域環境研究グループ，  

’2地球環境研究グループ，  

轟a化学環境部，＝生物圏環境部），  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年蜂）  

〔内 容〕利根川・那珂川からの導水事業と農業用水，  

工業用水及び水道用水等の利水事業，霞ケ浦流域下水道  

事業の進展等の環境変化に対し，霞ヶ浦（西浦）湖水水  

質と生物栂がどのように変化するかの観測を継続してい  

る。導水がまだ始まっていない状態下の湖内10地点で，  

毎月1何の定期的な調査を実施し，一般項目，主要隕・  

陰イオン，徴芸吏重金属元泉，栄養塩（全リン，オルソリ  

ン，全窒素，アンモニア，亜硝酸，硝酸），COl〕，TOC  

の濃度を測定し，細菌，植物・動物プランクトン，底  

生動物，魚類の現存塁と種組成を調べた。1994年は6  

月以降9月，を除いて降水良が少なかったため流入負荷  

が少なく，河川が持ち込む無機懸垂素を河口付近で消費  

しきってしまった。このため，湖心部で硝酸態窒素の枯  

渇状態が長期間続き’，Chl－αは100／上g／J以下で推移し  

低い結架となった。南米産のペヘレイの増加は，冬季か  

ら春先の大型動物プランクトンの抑制をもたらし，7月  

研究課題 20）水田施用農薬の分解・吸着特性と河川へ  

の流出機構に関する研究  

〔担当者〕井上隆信  

〔期 間〕平成6年度（1994咋皮）  

〔内 容〕恋瀬川及びその支川の5地点で4月下旬か  

ら7月上旬まで河川定時調査を農薬濃度レベルの高い  

時期の降雨時流出調査を含めて実施した。また，流域内  
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の3カ所の水田で，農薬散布状況に応じて半日から3  

日ごとに流入水と排出水の定時調査と水田土壌中の農薬  

濃度調査を実施した。対象水田の土壌中の農薬濃度と田  

面水の濃度から求めた水相と土壌相への分配比率は，  

凡gαC乙抄モデルを水田に適用して求めた値と等しくな  

り，水田土壌による吸着は凡gαC恒モデルを用いて表  

現することができた。散布された農薬は，田面水中で光  

や微生物によって分解されそのメカニズムは複雑である  

が，田面水中の農薬濃度の分解による減少は包括的に一  

次反応速度式によって近似することができ，それぞれの  

農薬の分解速度定数を求めることができた。これらの結  

果をもとに，水田からの農薬流出モデルと河川における  

農薬濃度変化モデルの構造とパラメータについて検討を  

行った。  

〔発 表）g－4，6～8   
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光リン酸化反応の停滞や電子伝達系の機能変化等を引き  

起こした結果もたらされたものと推定された。以上のこ  

とから，PAM蛍光解析法は，柄物の生育下に植物糞の  

水ストレス状態を評価するために有効に用いうることが  

示唆された。  

〔発 表〕H－6，7，h－6，7，9，12，13  

2．2．8 生物圏環境部  

研究課題1）淡水生物群集における食物網と生物間相  

＿互作用  

〔担当者】岩熊敏夫  

（期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕浅い富栄養湖沼である中国噺江省の西湖（面  

積5．67血2，平均水深1．56m）で底生動物の水平分布調  

査を行った。出現種は，ユスリカ科の7カムシュスリカ，  

オオユスリカ，m几）pUS叩り Procぬdi舶甲り ヌカカ  

科，玄毛類，ヒル等であった。貧毛類ではエラミミズが  

個体数の半分を占めていた。肉食ないし雑食のProcJαdよ址S  

sp．と7七n沖uぶSp．が全域で優占し，底生動物個体数の  

それぞれ46％と25％を占めていた。ProcJαdよα5Sp，  

は全域に200～800個体m▼2の密度で分布していたのに  

対し，Tanypussp，は40～400個体m2と変動が大き  

く，湖の流出部付近の岸近くに集中的に分布する傾向が  

見られた。日本の浅い富栄養潮で優占するアカムシュス  

リカとオオユスリカは，西湖では密蟹が低く，底生動物  

個体数のそれぞれ3％及び1％にしかすぎなかった。  

なお動物プデンクトンも肉食性のフクロワムシ（A箪Jα  

花C加α）が俊占することが報告されており，肉食性ない  

しは雑食性の種類が優占する生態系での食物綱を今後解  

明する必要がある。  

〔発 表〕H－3，4  

研究課題 3）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡返 信・野崎久義・広木幹也  

（期 間）平成6～10年度（1994～1999年度）  

〔内 容〕6年度の研究では，水界生態系で重要な役  

割を果たしている微細藻瓶の種レベルでの多様性の形態  

学的な解析が推進された。緑藻類オオヒゲマワリ目に属  

する25種の系統関係について，形態，微細構造及び生活  

史特性データを基礎として，データの′クラデイスティッ  

ク解析を行った結果，3つの単系統群，ゴニウム科，  

オオヒゲマワリ科及びテトラベナ科に区分されることが  

判明した。さらに緑藻に属するがブラシノ藻特有の色素  

を有するクラミドモナスについて，彙緑体rRNAのシー  

クエンス解析から，分子系統学的解析を行った結果，緑  

藻オオヒゲマワリ科に所属することが分かり，色素組成  

は進化的には二次的な形質であることが判明した。また，  

希少種であるP5e比docαr亡erよαm比COぶαの生活史を初め  

て明らかにし，極端な異型配偶であること，無数の突起  

をもつ接合子を形成することが判明した。  

【発 表〕H－29，30～32，34，37，38，h－33～40，42  研究課題 2）環境評価および環境浄化に有用な植物の  

環境反応性に関する研究  

〔担当者〕大政謙次・藤沼康実・名叔俊樹・清水英幸・  

戸部和夫 、  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕本年度は，植物の水ストレス状態を植物の生  

育下で評価することを目的として，パルス振幅変調  

（PAM）方式の蛍光解析法ゐ検討を行った。その結果，  

土壌への給水を停止して水ストレスを与えた植物の垂で  

は，可視的に葉のしおれ等の変調が認められない場合で  

も，PAM法での誘導蛍光の時間変化パターンは給水さ  

れた植物の葉に比べ大きく異なっていることが分かった。  

また，この植物に給水を再開したところ．誘導蛍光の時  

間変化パターンは，24時間以内に給水停止前とはぼ同  

一のものに回復した。これらの誘導蛍光パターンの変化  

は，気孔の閉孔による炭酸固定反応の停滞や彙内水分合  

童の低下に伴うクロロプラスト内の溶質濃度の変化が，  

研究課題 4）緊急に保護を必要とする車軸藻類の分布  

と培養の研究  

〔担当者〕野崎久義・渡違 信  

〔期 間〕平成6～10年皮（1994～1998年度）  

〔内 容〕関東甲信越地方の13湖沼と北海道大沼の合計  

14湖沼における車軸藻類の分布の状況を調査した。こ  

れらの湖沼には1963年には22種類の車軸藻が生息して  

いたが，今回の調査ではわずか4種類しか確認できな  

かった。9湖沼で車軸藻類が全滅しており，残り 5湖  

沼でもわずか2あるいは3権現の車軸藻しか存在せず，  

全体として車軸藻類は湖沼では種数，個体数を激減させ  

ていることが推定された。1963年に確認された22種の  

車軸藻のうち10種掛ま湖沼固有種であるが，このうち  

現時点で日本で絶滅したと推定できる種類はホシツリモ，  

トリベラ，ハコネシャジクモ，キザキンヤジクモ，アメ  
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リカシャジクモの5種頬であり，またハコネシャジクモ，  

キザ与シャジクモは日本固有種であることから，地球上  

より絶滅したと判断できる。また，オトメフラスコモは  

関東甲信越湖沼では全滅したと推定できた。  

t発 表〕H－28，h－41  

研究課題 7）環境指標生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  

（担当者）宮下 衛  

【期 間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

【内 容〕河川の砂防工事に伴うゲンジボタル移植候補  

地選定のための底生生物椙の調査において，つくば咋小  

田■宝簡山を水痴とする河川において，「レッドデータ  

ブック」の希少確に指定されているが，生活史ならびに  

生態についてほとんど知られていないカタツムリトビケ  

ラおよびセスジガムシを発見した。   

その後の調査で，殻径2ミリほどのカタツムリのよう  

な簡巣をつくるカタツムリトビケラの幼虫は，宝篠山麓  

の4河川に生息することが確認された。生息地は，山鹿  

の自然直の高い安定した小河川の落葉樹のある比較的開  

けた環境であった。セスジガムシの成虫は，護岸がコン  

クリート坂柵の農業用水路において発見されたが，本来  

の生息環境とされる湿地での生息は確認できなかった。   

なお，両種の生息する河川は，本年瞳内着工予定の住  

宅開発地内および隣接地にあり，絶滅が危惧されるため，  

生息地の保全が望まれる。  

研究課題 5）土壌有機物分解についての酵素学的測定  

手法に関する研究  

〔担当者〕広木幹也・渡蓮 信  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕土壌中での有機物分解活性における種々の土  

壌微生物の寄与草評価する目的で，土壌セルラーゼ活性  

と微生物由来のセルラーゼの酵素学的特性を比較してい  

る。本年度は泥炭土壌中に俊占するセルロースの分解糸  

状菌（7株）を単離した。これらはPe〃主ci～jまum spp，  

および汁gc加あ刊αSp．であった。これら単離された  

糸状菌の生成するセルラーゼの特性を明らかにするため，  

セルロースを基質として培養し，培養液から粗酵素を抑  

出した。  

研究課冠 6）湖沼におけるマイクロビアルループに関  

する基礎的研究  

〔担当者）高村典子・渡遷 信・野崎久義  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕様々な栄養段階の湖沼（32水域35地点）で，  

生物生産の活発な時期の表層水について，微生物金物連  

鎖を構成する緬軌 ピコファイトプランクトン，ベン毛  

藻（虫），繊毛虫わ密度を求め，湖水の栄養塩との比較  

研究を行った。細菌の密度やクロロフィルα昂は湖の栄  

養度の指標である全リン甲濃度と有意な正の相関を示し  

たが，ベン毛藻，ベン毛虫はともに全リンの員と有意な  

相関は示さなかった。ベン毛漠の密度は全リンの濃度が  

0．05〟g／／以上の富栄養樹，過栄養胡では5腑Ocells／m∠  

以下と少なかった。5000cells／mJを超えたのは青木湖，  

下小鳥ダム，木崎組∴酪池，蓼科湖の8点のみであっ  

た。最大値は下小鳥ダム（全リンの平均値：0．011mg／J）  

の27800cells／mJであった。一方．ベン毛虫の密度は  

3000cells／mJ以‾Fであることが多く，これを超えたの  

は下小鳥ダム，鰻地，女神湖，みどり湖，蓼科湖，霞ケ  

浦の7点で栄養レベルの高い湖でその密度は高くなる  

ことが観察された。最大値は女神湖（全リンの平均値二  

0．016mg／J）の9500ceユ1s／mJであった。  

研究課題 8）環境ストレスが移行帯植物群落に及ぼす  

影響に関する基挺研究  

【担当者〕野原精一  

〔期 間〕平成5～8年渡（1993～1996年度）  

t内 容〕米国メリーランド州に造成された1～30年  

の人工湿地の遷移における埋土種子の役割及び定着過程  

を調べた。湿地植物の種子は人工湿地水際に多く，種多  

様性も高かった。湿地の遷移につれて種数が増加したが，  

5年以降大きな増加はなかった。湿地周囲の野草は日  

本の帰化植物・在来植物と共通する棒が多かった。野草  

は湿地内には分布が少なく，湿地植物のいくつかは水際  

付近に多く帯状に分布していた。そこで5年生の湿地  

の地形測温 植生調査，土壌水分測定，個体識別，個体  

サイズの測定等を行った。多年生草本の 仇b主sc混ざmOざ  

c7仇乙0ざ 実生の生態分布は親個体よりも狭いことか明  

らかになった。そこでさらに発芽・成長と土壌水分の関  

係を実験的に調べた。発芽率は飽和土壌水分付近で最も  

高く，水中や乾燥地では低下した。実生の成島は飽和土  

壌水分では悪く，やや湿った土壌で生育が良かった。土  

壌水分は湿地植物の生態分布や成長に重安な環境ストレ  

スとなり，人二L湿地の造成には土壌水分管理や水位管理   
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研究課題11）植物の新しい活性酸素毒性防御遺伝子の  

クローニングとその発現機構の解明  

t担当者〕田中 浄・久保明弘・苗野光子  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年直）  

〔内 容〕本研究は環境ストレス耐性と密接に関連する  

ことが知られている活性酸素解毒にかかわる新規の遺伝  

子の単離とその発現機構について検討することを目的と  

する。今印度得られた主な成果は次の3点である。   

（り植物体内の活性酸素生成を高める操作（オゾン  

や二酸化硫黄処理，マグネシウム欠乏）を行ったときに，  

7スコルビン酸ペルオキシダーゼやグルタチオン還元酵  

素等の活性，タンパク質，mRNAが増加することを確  

認した。植物葉中のアスコルビン酸ペルオキンダーゼ  

mRNA含量には日周性が認められるが，ストレス時に  

はより高い発現が認められた。   

（2）生物の低温凍結耐性能を高める効果が期待され  

るマンガンカタラーゼの全長遺伝子を含むと思われる  

DNA断片を乳酸菌のゲノムライブラリーから世界に先  

駆けて草餅した。   

（3）グルタチオン還元陪乗のアンチセンス遺伝子を  

導入したタバコが活性酸素生成除草剤パラコートに対し  

て感受性が高まることを確認した。  

〔発 表〕H－1，14－19，h－1～3，16，17，19，23～25  

が重要であることが明らかになった。  

研究課題 8）汽水域に生息する底生動物の生態学的特  

性に関する研究 ■  

〔担当者〕＿」二野降平  

〔期 間）平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕オオユスリカは汽水湖で優占種となるが，塩  

分がある程度以上高い場所では，ヤハズユスリカと交代  

することが分かっている。高塩分のオオユスリカヘの影  

響を知るため，汽水湖である潤沼と淡水の池から採集し  

たオオユスリカの形態を比較した。その結果，肝P朋思の  

表面構造に違いが見られた。汽水産のものの肛門組では  

大型で円形の構造が全体を覆っていたが，淡水産のもの  

ではまばらに見られるだけだった。この構造は他の水生  

昆虫で知られるものとの頬似から塩類細胞であると考え  

られた。塩頬細胞の増加は塩分の排出について有利なた  

め，汽水環境への一つの適応となりうるが，その分，ガ  

ス交換のための鯉の表面を犠牲にすることから，適応の  

限界を決める一因になると思われた。  

研究課題10）河川底生動物群集における食物網の多様  

性と生物間相互作用  

〔担当者〕多田 満  

〔期 間〕平成6～8年三度（1994～1996年度）  

（内 容〕奥日光外山沢川の上流，中流，下流の 3地  

点において底生動物の採集をD狸フレームネットを用い  

て5月から12月にかけて定期的に行った。それととも  

に帥としての付着藻類を諏べるために各調査地点のれき  

を持ち帰った。底生の食物術の中で」∴位に位置するトゲ  

マダラカケロウ属（優占種）幼虫は，上流ではオオマダ  

ラカゲロウが，中流ではオオマダラカゲロウとフタマタ  

マダラカゲロウが，下流ではフクマクマダラカゲロウが  

それぞれ個体数で優占していた。種間の食性を調べるた  

めに各個体の消化管内容物を顕微鏡下で観察すると，ほ  

とんどの個体はケイ麺類とデトリタスで占められていた。  

中程度の成艮段階でカゲロウ，卜￥、ヶラ，ユスリカなど  

の動物破片を含む個体も見られたが，生息分布に重なり  

のみられる中流地点において柿間による明らかな食性の  

違いはみられなかった。また，れきの付着物はケイ藻私  

緑藻姐 デトリタスなどで占められていた。  

研究課題12）湖7水中の（N，P，Sト）含量及びその元  

素比と植物プランクトン組成との関係に関  

する研究  

〔担当者）高村典子  

〔期 間〕平成6年度（1994咋度）  

〔内 容〕湖沼における植物プランクトンの優占性と湖  

水中の窒素：リン供給比の関係を明らかにする実験を行っ  

た。実験は国立環境研究所内の生態園にある池で春と夏  

の2回行った。組成の異なる 2種類の合成培地（C  

系はケイ顧を含むが，AF－6系は含まない。）をおのお  

の基本とし，リン濃度を一定とし窒素濃度をN：P比が  

モル比にして10，30，弧100と 4段階に調整し，こ  

の培地を用いて植物プランクトンの半連続培養（0．15  

／day）を行い，植物プランクトンの種組成の変化と各  

種栄養塩濃度の経時変化を調べた。実験はすべて 2連  

で行った。春の実験ではこの他の水中の植物プランクト  

ン群集を，夏の実験では霞ケ浦湖心の表層水中のそれを  

供与種として用いた。春，夏の実験とも 2連の系の再  
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現性は極めて良く．供給N：P比の勾配に沿って植物  

プランクトン構成種の相対占有率は変化した。春の実験  
ではC系とAF－6系での違いはなく，優占種はN：P比  

が10でαわreJぬspり 30で助dor∠Ⅷeg曙α花5，50で  

駄e花e（ゴe5mαSぶe亡なerα，100でGo血mざbcよαgeと変化し  

た。真の実験ではC系ではN：P比が10でSc力roederよα  

ぶe痩erα，30で旦リWdrααC舶，50で0ぶC∠Jね紬rよαg〟ととα  

加α，100で0．qααS岬eげorα払 ケイ酸を含まないAF－6  

系ではN：P比が10では先と同じであったが，30で  

0．gα£とαgαとαと0．q昆αぶ如小m拍，50と100で0，gαととα才一  

α亡αと変化した。湖水の供給窒素：リン比は植物プラン  

クトンの種類組成を決定するのに極めて重要な要因であ  

ることが明らかとなった。  
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2．2．9 地球環境研究センター  

研究課題1）地球環境研究のあり方に関する基礎的研  

究  

〔担当者）西岡秀三・中島興基・大坪囲脂・藤沼康実・  

原沢英夫・神沢 博  

〔期 間〕平成3～8年度（1991～1996年度）  

〔内 容〕地球環境研究センターは，地球環境問題解決  

に対してモニタリング，研究支援‥総合化研究の面から  

貢献するべく使命づけられているが，これらの業務を全  

体的に整合させて方向づけを行うため，常時，地球環境  

問題の構造を解明し，研究の状況を把握する必要がある。   

このような，いわば地球環境研究に関するリサーチ・  

オン・リサーチを行った。  

具体的には次のことを検討した。  

（1）問題が生じる構造を文献，研究者の交流集会出席  

等により明らかにする。  

（2）研究，モニタリングの世界的進行状況を分析的に   

把捉する。  

（3）与えられた業務遂行のための基本方針を検討する。  

（4）地球環境の現状や政策効果を評価するシステムを  

模索する。  

（4）に関しては，オランダ公衆衛生環境保全研究所  

（RIVM）や国連環境計画（UNEP）と協議を重ねアジ  

ア太平洋地域を対象として，平成7年度から地球環境  

研究総合推進費の中で「地球環境予測のための情報シス  

テムのあり方に関する研究」を立ち上げることとした。  

〔発 表〕Ⅰ－2，11～13，21～23，26，i－15～28  

一47－   



2．3 地球環境研究総合推進費による研究  

2，3．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔研究担当〕オゾン層研究チーム，衛星観測研究チーム  

〔研究概要〕北半球中高緯度においては，1980年代後  

半からオゾン減少傾向が朗常になってきたが，1992年  

から1993年にかけて，これまでの減少トレンドを超え  

る大きなオゾン全量の低下が観測された。また，南極に  

おいてもオゾンホールが拡大するなど，はぼ全球的にオ  

ゾン層破壊が深刻化している。本研究では，オゾン層破  

壊の実態とその機構を把握するための研究，オゾン層破  

壊の影響に関する研究，オゾン層保護対策のための研究  

を通して，オゾン層のより早期の回復に必要な，観測・  

監視，モデル予測，紫外線影響評価，オゾン層保護対策  

の強化に必要な科学的知見を得ることを目的としている。  

オゾン層破壊の実態把握，機構解明，観測・監視のため  

の研究は，（1）オゾン層変動の総合的観測及び解析に  

関する研究，及び（3）新型レ【ザーレーダー計測技術  

の開発に関する研究，によって行われている。オゾン層  

破壊によって増大する有害紫外線の影響評価については，  

（4）紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研  

究，（5）紫外線の増加が植物等に及ぼす影響に関する  

研究，が行われている。オゾン層保護対策については，  

（2）オゾン層保護対策技術の開発と評価に関する研究，  

によって行われている。本研究所では，（1）において  

は，観測手法の開発，実験及び数値モデルによる研究，  

データ解析研究を，（3）においては，衛星利用レーザー  

長光路吸収計測技術における分光計別法の開発，衛星搭  

載レーザーレーダーによる地球大気環境の評価，を担当  

している。（2）においては，ハロン代替物質等の環境  

影響の実験的評価を主に担当している。（4）において  

は，皮膚癌発症の素過程の実験的研究，白内障先師こ関  

する実験的研究と疫学的研究を担当している。（5）で  

は，植物における紫外線障害の修復機構に関する実験的  

研究を主に担当している。  

研究，レーザーレーダー及び気球を用いた成層周エアロ  

ゾルの観測，データ解析システムの開発を行った。本年  

度は特に，国際集中観測 SESAME に参加し，東シベ  

リアのヤクーツクにおいて，エアロゾル及び水蒸気の気  

球観測を実施した。予備的な解析によると，極渦の内側  

では外側と比較すると，高度13kmから23kmにかけて，  

オゾン濃度と気温がはるかに低くなっていた。また，エ  

アロゾル高度分布にも，はっきりとした違いが認められ  

た。水蒸気，エアロゾル粒径分布のデータを含めた詳細  

な解析を行う予定である。  

〔発 表〕A－10，11，30～42，F－10～12，21，27，28，  

Ⅰ－3，6，7，a－45～53，ト4，6  

（2）オゾン層保護対策技術の開発と評価に関する研究   

ハロン代替物質の環境影響（毒性）評価に関する研究  

においては，米国で使用されているハロン代替物質のひ  

とつであるへブタフロロブロバン並びにコニ業技術院名古  

屋工業技術研究所で開発されたハロン代替物質であるパー  

フロロトリエチルアミンについて5％濃度（体積濃度；  

空気中）で熱分解実験を行い，熱分解温度とハロン代替  

物質の残存率ならびに二次生成物の生成挙動との関係を．  

明らかにした。熱分解生成物の構造も確定した。一方，  

へブタフロロプロパンの細胞毒性と遺伝毒性を調べた結  

果，弱い毒性が認められたため，さらに精密な毒性検査  

を検討している。また，フッ素系化合物の毒性検査にお  

ける問題点も明かとなり，今後の課題として取り組む予  

定である。また，引き続き，アミン系ハロン代替物質の  

OHラジカルとの反応速度の測定を行った。  

（3）新型レーザーレーダー計測技術の開発に関する研  

究   

オゾンやオゾン層破壊関連大気微量分子の高度分布ま  

たは気柱全員を高い精度で測定できる特徴を持っ衛星利  

用レーザー長光路吸収計測技術を確立するために，レー  

ザー分光計測手法，レーザー技術，データ解析手法など  

の基礎技術の開発を行なった。また，これらに基づいて  

分光計測システムを開発した。さらに，分光計測システ  

ムと衛星追尾システムを合わせて実際の衛星搭載リプレ   

（1）オゾン層変動の総合的観測及び解析に関する研究   

レーザーレーダーによる下部成層圏オゾンの高精度観  

測のための光源開発，ミリ波によるClO観測用検出器  

の開発，オゾン層破壊に関連したラジカル反応の実験的  
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巣，290nm以‾Fの波長の紫外線により，遺伝子損傷産  

物が植物体内に多鼻に蓄積することが明らかになった。  

遺伝子が損傷を受けると，遺伝子発現が抑制されると考  

えられる。したがって，この結果はUV－Bによる迫伝  

子］風儀が生長阻害の原注＝こなっている可能性を示唆して  

いる。、  

〔発 表〕K－39，h－20  

ククーを利用する計測システムとするために，衛星リフ  

レクターからの反射光の遅れを推定して信号を記録する  

ためのタイミ・ングシステムなどを開発し，計測システム  

技術を確立した。一九 オゾン層破壊や地球温暖化に関  

係する極成層圏芸，雲，エアロゾルなどの分布を観測す  

るための次世代のセンサーとして注目される衛星搭載レー  

ザーレーダーについて，データ利用の観点から検討した  

仕様に基づいて，小型衛星搭載を想定したシステムの技  

術的な検討を行いその概念を明確にした。  

（発 表〕K－44，F－14，15，r－13～16，21，22，  

36，40～42  

2．3．2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

【研究担当〕温暖化現象解明研究チーム  

（研究概要〕地球の温暖化現象解明研究では，二酸化炭  

素・メタン・対流幽オゾンなど温室効果気体の地球規模  

での増加に関する研究と，気候変動モデルの開発研究を  

中心的な研究課題としているも シベリアにおいて 7～  

8fjに中型航空機により二厳化炭素やメタンなど温室効  

架気体と関連物皆の高度分布，水平分布の観測を行った。  

その結巣，夜間に発生したメタンや二酸化炭素の100  

kmスケールでの蓄積量を推定することができた。また，  

天然ガスの採掘・輸送に伴う漏れも観測した。西シベリ  

アで航空機による月1回の大気のサンプリング分析を  

通年で行い，夏期の自然湿地からのメタン発生，冬季の  

ガス漏れ，二酸化炭素の大きな吸収などに関連する変動  

が観測された。これらの結果からシベリアの自然，人為  

活動が地球規模の二酸化炭素，メタンの濃度に大きな影  

響を与えていると推測される。シベリア凍土地帯におけ  

る湿原，湖沼，凍土からのメタン・二酸化炭素の発生員  

に閲すろ研究や，環境が森林形成に及ぼす影響などの研  

究を行った。また，温室効果気体である対流圏オゾン生  

成に係わるラジカル反応速度の精密な測定など大気化学  

反応に係わる研究，対流圏オゾンの消滅にかかわるハロ  

ゲン化炭化水素の測定，土壌からの二酸化炭素の発生プ  

ロセスなどの研究，海洋性大気中の二硬化炭素安定同位  

体の測定装置の開発などを行った。他方，気候変動モデ  

ルの分野では，海洋大循環のモデル化に着手するととも  

に，二簡化炭素倍増シナリオの下での気候変動の予測計  

算などを行った。  

（4）紫外線の増加か人の健康に及ぼす影響に関する研  

究   

紫外線の増加による皮膚がん発症のリスクを評価する  

ために，マーカー過伝子を導入した細胞を用いて紫外線  

による遺伝子変異の解析等を行った。また，免疫系に対  

する紫外線照射巧影響として，特に，Tリンパ球にお  

けるIL4産生に対するUVBの影響を明らかに．した。白  

内陣の発症の疫学的研究としては，地域住民の紫外線暴  

露量の評価手法を確立するための簡易測定装置によるフィー  

ルドでの予備的な暴露員ヨ討査，紫外線暴露壷と白内障発  

症との閲係長明らかにするための，紫外線照射量の異な  

る地域における一般住民を対象とした眼科健診を実施し  

た。紫外線照射による白内障発症機序の解明に関する実  

験的研究として，水晶体特有のタンパク質であるクリス．  

タリン，ならびに発 

紫外線暴露の影響について，実験動物の摘出水晶体等を  

用いて解明を試みた。  

〔発 表〕E－6，7，22，e－1，2，9～11，44，51，57  

（5）紫外線の増加が植物等に及ぼす影響に関する研究   

オゾン層破壊により増加する紫外線UlトBが植物に  

与える影響を解明するために，キュウリ芽生えの生長阻  

害の作用スペクトルについて検討してきたが，その結架，  

290nm以下の波長で顕著な生長阻害が見られ，微生物  

の遺伝子損傷の作用スペクトルによく似ていることが明  

らかになった。そこで，UV－B照射により植物の遺伝子  

にも同様な損傷が見られるかどうかについて検討した。  

代表的な遺伝子損傷産物の一つであるシクロブタン型ビ  

リミジンニ竃附こ対する甲クローン性抗体を用いて，酵  

素標識免疫法による遺伝子嵐†毎の検山を試みた。その結  

（り地球温暖化に係わる二酸化炭素・炭素循環に関す  

る研究   

福島県南会津郡の落葉広葉樹林（凝灰岩を母材とした  

褐色森林土壌）において，土壌表面からのCO2発生速  

度の測定，各地点の0～40cm層までの土壌の室内培養  
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のラジカルの反応速度，大気中の微量成分の光解離過払  

対流圏オゾンの生成・消滅過程等の研究を行った。イオ  

ン化質義分析計とレーザー光分解法の組合■わせで置換メ  

チルラジカル（CH2Ⅹ）と酸素分子の反応速度，メタン  

の酸化反応た係わるラジカル反応の同位休効果について  

の研究を行い，CH3＋0．CD3＋0の反応ではCH。の方  

が反応が10％程度速いことが明らかになった。シベリ  

ア上空でのオゾン観測データ解析から移流のモデル計算  

による成層圏オゾン降下の見積もり法が検討された。海  

洋起源ハロゲン化合物が対流閉オゾン濃度に与える経費  

を評価する目的で，西太平洋および東アジア近海域にお  

ける大気中のハロカーボンおよびガス状の無機臭素と塩  

素の測定を行い，これまでに報告例のないヨウ化エチル  

を含む海洋生物起源ハロカーボン粗の緯度変動パターン  

および海洋上における光化学的な臭素原子生成を裏付け  

る無機臭素濃度の日変化データを得た。  

とで，CO2生成速度，土壌中の炭素含丑，窒素含量お  

よび微生物バイオマスの関係を解析した。その結果，  

0～8cnl層からはCO2の発生が認められたが，それ  

以下の層では殆ど発生が認められなかった。CO2発生  

速度は土壌中の微生物バイオマス量に比例すること，土  

壌中の微生物バイオマスは窒素鼻が制限となっているこ  

と，調査地では土壌中の微生物に皐るCO2の生成は  

（りクー層を除くと）大部分が表層10。m以内にぉいて  

行われていることが推察された。   

森林土壌と大気の二酸化炭素交換塁を定量化する目的  

セ，森林土壌中の二酸化炭素濃度分布とその炭素同位体  

比，土壌呼吸量の測定を行った。放射性ラドンを用いた  

土壌呼吸量測定とチ・ヤンパー法を比較し，整合的な結米  

を得た。チャンパー法で行った同一森林内の多数点の測  

定によれば，土壌呼吸量には約30％の空間的なバラツ  

キがあり，多数点から平均を求めることが必要であるこ  

とが分かった。夏季と冬季で土壌表層の二酸化炭素同位  

体比には大きな差があり，夏季の有機物分解の大きさの  

影響で同位体比が低くなった。  

（4）シベリア凍土地帯における温室効果のフイ．－ドバ  

ックの評価に関する研究   

（1）シベリアの自然湿地からのメタン発生の総量推  

定を行うため，シベリア大低地において地上観測および  

航空機観測を行った。その結果，自然湿地は夏期には  

120mgCH．／ポ／dayという化学肥料中心の水田にも匹敵  

する大きなメタン発生源であることが分かった。また，  

東シベリアの中心地であるヤク■－ツクを中JL、とした凍土  

・地帯という特殊な地理学的条件で湖沼・湿原などからの  

メタン発生量の測定や，通年の環境大気中のメタン濃度  

の変動観測を行い，バイオマス起源のメタンが発生して  

いることが明らかになった。（2）テクシの南西および  

ノリリスク北東のタイガ・・シンドラ移行帯において植生  

調査を行い，厳寒の環境が森林形成に及ぼす影響を調査  

した。（3）可視・近赤外の詳細な衛星画像データによ  

り，湿原や植生の分類を行い，メタンなどの発生吸収と  

の関連を明らかにするための検討を行った。さらに，マ  

イクロ波の画像データを複合的に利用し，水位や凍結等  

の情報を抽出する手法を開発している。（4）航空機に  

より温室効果ガスのフラックスを測定する目的で，二酸  

化炭素の垂直分布を高精度で連続測定する装置を開発し，  

航空機によりその実証試験を行い良好な結果を得た。  

（2）メタン，亜酸化窒素の放出源および放出量の解明  

に関する研究   

富栄養湖沼である霞ケ浦の，メタンと亜酸化窒素の水  

中濃度を継続的に観測した。霞ケ浦のメタン濃度には明  

確な季節変化があり，12～3月と 9 月の高濃度期，  

4～7月の低濃度期，11月の濃度極小期がみられた。  

濃度変化を引き起こす原因は，底泥のメタン生成量，水  

中のメタン酸化速度，水面でのガス交換速度の複合であ  

ることが明らかとなった。数年間の継続観測によるとメ  

タン生成屋年間平均値は6．1mgCH4／ポ／dayで，ほぼ  

等量が大気への拡散と水中の微生物による酸化分解量で  

あった。亜酸化窒素の溶存濃度変化は，水温の変化に対  

応して冬に高く夏に低かった。亜酸化窒素の過飽和度は  

約20％で，明確な季節性はみられなかった。   

責栄養湖から富栄養湖にいたる多数の国内湖沼の水中  

メタン濃度実測値から，メタンフラックスを推定した。  

水中メタン濃度と栄養度の指標であるリン濃度の関係を  

数式化し，国内全天然湖沼のメタン放出員1・6GgCH4／y  

を得た。  

（5）気候モデルによる気候変動評価に関する研究  

現実的な気候値を定量的に再現することを目標として，   

（3）地球温暖化に係わる対流圏大気化学の研究  

対流圏イヒ学の面からの地球温暖化研究として，大気中  
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大気大循環モデルの放射，富 陸面等の各物理過程にお  

いて，物理的考察に基づいたパラメタリゼーションの改  

良を行った。さらに，この気候モデルを用いた気候変動  

の定量的評価に関する研究を開始した。まず，現在と過  

去の気候の再現性を確認するために，過去の観測された  

海面水温を与えて，大気モデルを10年間積分し，その  

結果を観測資料と比較し，良好な結果を得た。また，  

大気一睡地表面一地中1次元モデルの基礎的な数値実験  

の研究成果に基づいて開発した大気一睡面プロセスモデ  

ルを，3次元の大気大循環モデルに組み込んで，地球規一  

模の大気循環に及ぼす陸面過程の効架を調べた。TOGA  

－COARE（熱帯海洋と全球大気プログラム／海洋大気  

結合応答実験）観測のデータを用いた総合的な解析を行っ  

た。その結果，熱帯海洋上の積雲対流雲とアンビル雲と  

が準2 日周期雲システムのような気候モデルの分解能  

に匹敵する大規模スケールの大気雲システムによっ  

て組織化されていることが明らかになった。  

（1）地球の温暖化が植物の解明に関する研翠   

中国科学院植物研究所によって作成されたメッシュ形  

式の気候データと植生データを用いて，植生分布を推定  

するモデルを作成した。ロボックによる中国の温暖化シ  

ナリオを用いて，中国における温暖化による植生シフト  

を予測した。その結架，（1）北部に分布する針葉樹林  

域は，最適生息地が北方に移動するのに伴い，中国内で  

は大幅に減少する，（2）東部に分布する広葉樹林域は  

約3度から5度，北方にシフトする，（3）西部に分布  

する砂漠地域が拡大し，ステップおよびサバンナが減少  

する，と予測された。   

植物季節と緯度，経度，海抜高度，年平均気温との関  

係をそれぞれの種類ごとに垂回帰式を求めた。その結果，  

種頓によってlOc平均気温が上昇した場合のシフトす  

る日数が異なることから，種類別に緯度，経度，海抜高  

度，平均気温との関係を明らかにした。また，日本と韓  

国におけるサクラの開花日の冬と 3 月の気温との統計  

的関係，中国における季節現象の概観，インドネシアに  

おける雨季と乾季の変動とェンソとの関係なども研究し  

た。   

水界生態系に及ぼす影響評価については，湖沼の水温  

分布を予測する鉛直一次元水温予測モデルに対応した水  

界生態系モデルを作成し，複数の湖沼についてその適合  

性を検討した。   

植物に及ぼす複合影響に関する実験的研究では，二酸  

化炭素（CO2）など地球温暖化ガスの濃度増加，気温上  

昇，乾燥化，大気汚染ガス濃度増加などが，陸上柄物の  

栄養生長，生殖生長に及ぼす単独及び複合影響を実験的  

に解析している。これまでに数種の農作物の栄養生長が，  

CO2濃度増加で促進され，乾燥化で抑制されること，同  

化率や葉面積比などが影響され，植物種によってその影  

響度合いは異なること，また，開花期の気温上昇がイネ  

の生殖生長に影響を及ぼすことなどが判明した。  

〔発 表〕H－8，h－12，21，22  

2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

（研究担当〕温暖化影響・対策研究チーム  

〔研究概要〕地球の温暖化影響・対策研究では，アジア  

太平洋地域からの温室効果ガスの排出を予測し，また，  

温暖化によるアジア太平洋地域への各種影響を推定する  

ために，総合的なモデル（AIM）を発展途上国と共同し  

て開発中であり，［‡］国及び韓国の化石燃料起源の二酸化  

炭素排出モデル，世界の土地利用起源の二懐化炭素排出  

モデル，世界の炭素循環モデル，温暖化の農業影響モデ  

ル等を開発し，シミュレーション分析を行った。また，  

地球温暖化が植物に及ぼす影響について，中国を中心に  

地理情報の解析により推定するとともに，実験によって  

二酸化炭素の増加と気候変化の複合的な影響を分析した。  

地球温暖化が健康に及ぼす影響についても，ヒートスト  

レスやマラリアの分布への影響を，実験や疫学調査をも  

とに分析した。さらに，地球温暖化防止のための対策技  

術の評価に関して重点的研究を実施し，基礎素材の生産  

プロセスのライフサイクルニ酸化炭素排出量の推定，住  

宅用対策技術のモデル等による評†臥 コミュータ■レベル  

での電気自動車を普及させるために必要な機能・性能の  

分析等を行った。また，温室効果ガスの発生が抑制でき  

る汚水処理プロセスや廃棄物埋立プロセス，包装材のリ  

サイクルシステム等についても検討した。  

（2）地球温暖化による人類の生存環境と環境リスクに  

関する研究   

地球温暖化によるリスクの中で，TPCC／WHO など国  

際的に評価の急がれる健康リスクについて研究を実施し  

ている。その中で暑熱下の熱射病発生に関する国際共同  

研究，疾病発生に関与する生体防御系と免疫系に対する  

影響の研究，熱帯病マラリア拡大に及ぼす温暖化の影響  
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の国際共同研究を行っている。   

暑熱による生体防御系と代謝解毒系の変動と疾病発生  

に関する研究においては，夏期の暑熱負荷に起因する健  

康影響の解明のため，中国と日本において猛暑と熱射病  

の発生の関係を解析し，暑熱負荷による生体防御系の変  

動に関する実験的研究と関連させ，暑熱による免疫系の  

抑制モ疾病発生に？いて検討している。   

東アジアにおけるマラリア及び媒介蚊の地理的分布と  

その規定要因の解明に関する研究においては，マラリア  

及び媒介蚊の分布と地理的気象条件等のデータを収集す  

ることを目的として，中国雲南省における疫学調査を実  

施するとともに，沖縄県石垣島において媒介蚊の生態調  

査を実施している。  

政策によってこれらの技術の選択過程がシミュレートさ  

れた。また，中国及び韓国の温暖化対策が国内の大気汚  

染対策と連携して検討されていることから，これらの国  

内政策の歴史を比較分析するとともに，これらの国の排  

煙脱硫投資を予測し，今後のモデル拡張の方針を検討し  

た。さらに，土地利用の変化に伴って排出される二硬化  

炭素義を予測するために，世界規模での熱帯林減少モデ  

ルを開発し，来世紀末までの地域別の熱帯林減少面積と  

それに伴って排出される二顧化炭素量を推定した。   

次に，気候変化の予測モデルについては，すでに開発  

している炭素循環モデルを精緻化するために，地球規模  

の陸域生態系と大気圏の炭素循環モデルを開発して，今  

のところ最も不確実性の高い現象の一つである二廠化炭  

素の肥沃化現象を定員的に推計した。また，気候変化に  

関する最新の知見を用いて，種々の温室効果ガス排出シ  

ナリオの下での気温上昇のシミュレーション分析を行っ  

た。   

～方，地球温暖化の影響モデルについては，アジア太  

平洋地域を対象にして，気候変化に伴う農業の潜在生産  

量の変化を推定するモデルを開発し，このモデルを用い  

て2100件のアジア太平洋地域の農業生産の変化を予測  

した。また，中E削こおける各種の温囁化影響モデルの精  

緻化を観るため，中国自然資源総合考察委員会と共同で，  

中国の地理情報システムを整膵するとともに，植物影響  

モデルの開発のためにアジア太平洋地域の樹種データベー  

スを引き続き整備した。  

〔発 表〕A－1，2．59，60，66～79，a－1～5，97～109  

（3）’地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究   

「技術評価のためのライフサイクルCO2排出量の分  

析に関する研究」では，技術評価で共通して用いる基礎  

素材や生産プロセスについてのCO。排出原単位につい  

て原単位導出に必要なデータの収集および原単位データ  

ベースの作成・整備を行った。「民生分野における重点  

対策の普及に当たっての技術的評価」では，実測調査や  

モデル計算等により住宅に関する対策の抽出と評価を行  

い，またエネルギー多消費型製品の一例として飲料用自  

動販売機を取り上げ，そのライフサイクルCO2評価等  

を行った。「交通分野における重点対義の普及に当たっ  

ての技術的評価」では，コミュータレベルの電気自動車  

の社会的受容性や実現のために必要な機能・性能等を検  

討し，「対策の総合評価手法の開発に関する研究」では，  

対策の技術的・経済的等特性の整理と問題点の把握を行  

い，対策の評価手法について検討した。  

〔発 表〕B－46～50，107，108，112～114，C－15，16，  

31，32，44，b－138～141，209，210，C－5，12，21，22，  

29，30  

（5）地球温暖化抑制のための汚水・廃棄物処理処分シ  

ステムの確率と評価に関する研究   

温室効果ガスの発生抑制対策として，汚水，汚泥およ  

び廃棄物処理・処分システムを適正に構築することを目  

的として温室効果ガスの発生割合の低い汚水処理プロセ  

スおよび廃棄物埋立78ロセスの開発，家庭からの廃棄物  

の叫で近年特に問題となっているプラスチック包装材の  

望ましいリサイクル方式の選定について基礎的な知見を  

得るために昨年度に引き続き検討を行った。その結果，  

排水処理では本来，窒素・リソの除去手法である好気処  

理に嫌気過程を組み込む手法がN20の抑制に有効であ  

り，これらの手法での運転条件と処理水質およびN20  

発生員の関係を検討する必要性が示唆された。廃棄物埋  

立地においては昨年度まで提案された埋立工法および管   

（4）アジア太平洋地域における温暖化対策分析モデル   

（AIM）の開発に関する途上国等共同研究   

まず，温室効果ガスの排出モデルについて，中国エネ  

ルギー研究所と共同で中国の二酸化炭素排出モデルを開  

発するとともに，韓国エネルギー経済研究所及び韓国環  

墳技術開発院と共同で韓国の二酸化炭素排出モデルを開  

発した。これらのモデルには，200から300種類の省エ  

ネ技術の調査データが入力され，エネルギー価格や各種  
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4～4．5で最も発芽数が多く，pH5以上では共存する細  

菌類の影響で発芽が見られなかった。これらの結果から，  

ナラタケにとっての至適pHは6～6．5であるが，多く  

の微生物が共存しその影響を受ける自然環境下では，よ  

り酸性の条件の方が生育に適していると考えられた。  

理手法によりこれ孝でのごみ焼却発電より効率的なエネ  

ルギー回収が可能であることが明らかになった。PET  

ボトルとSPSトレー，について各種リサイクル方式とラ  

イフサイクルエネルギー消費を比較検討した結果，収集  

方式に関係なく再資源化が最も有効であり，消費エネル  

ギーを埋立処理の約半分にできることが明らかになった。  

（3）酸性物質の臨界負荷真に関する研究   

平成5年度の実験におL、て，人為的に酸性化した褐  

色森林二1二や赤黄色土で生育させたスギ苗の生長低下の程  

度は，黒ボク土におけるそれに比べて大きいことが切ら  

かになった。そこで，本年度は，火1」風花崗鼠砂岩・  

粘板岩を母材とする褐色森林土で生育させたスギ苗の生  

長に対する土壌酸性化の影響を調べることを目的とした。  

さらに，花岡岩母材の褐色森林土で育成したスギ苗の生  

理機能に対する土壌酸性化の影響を調べるために，ガス  

交換速度を測定した。その結果，（1）硫酸溶液によっ  

て酸性化させた褐色森林土で生育したスギ苗の乾物生長  

は，土壌の水溶性Al濃度が約20ppmに達すると低下  

し始めることが明らかになった。（2）硫酸溶液によっ  

て酸性化させた花崗岩母材の褐色森林二Lで育成したスギ  

苗では，主に光合成における炭酸固定効率が低下し，こ  

の低下にほ土壌酸性化に伴うスギ苗の地上部における  

Al濃度の増加が関与していることが示唆された。  

2．3．4 酸性雨に関する研究  

【研究担当〕酸性雨研究チーム  

〔研究概要〕酸性物質の放出（生成）－移流一降下・沈  

着の諸過程は，大気，森林，水，二1二壌などの自然生態系  

を構成する諸要素ならびにそこで行われる物質循環（代  

謝）に深く関係している。従って，平成6年度では主  

として’’大気” に関係して放出（生成）一移流一陣‾F・  

沈着の過程を課題（1）で取り上げ，生態系への影響を  

課題（2）で取り＿1二げた。  

（1）東アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解明に  

関する研究   

本課題では，上記酸性，硬化性物質の大陸からの移流  

と我が国への沈着の状況を明らかにするために①東アジ  

アにおける顧性雨および関連物質の動態解明のための地  

上モニタリング並びに東アジアからの顧性雨の影響を的  

確に評価するための地上モニタリング②東シナ海，哉商  

および日本海上空における航空機観測とデータの解析の  

2テーマに関して研究を行っているが，平成6年度は，  

課題（2）とも関連して，貴重な自然の存続が望まれる  

屋久島を対象として，同島における大気汚染物質，降雨  

の地上観測を行うとともに，同島の西方東シナ海＿1二空と  

北方大隅海峡上空において航空機観測を行い，アジア大  

陸や近隣の火山からの移流の状況を明らかにした。  

（4）東アジアの酸性雨原因物質等の総合化の開発と制   

御手法の実用化に関する研究   

東アジア地域のアンモニア発生フラックスマップ作成  

を行った。行政区分別のデータを得て，グリッド（緯度  

10 ×経度10）に換算した。欧州で採用されている牛，  

豚からの仲間のNH。の排出係数を使用した。肥料に関  

しては，10％のNH3揮散とした。乳用牛，肉用牛，豚，  

肥料に関して，各グリッドごとの NH3 放出昂を求め  

た。これらの日本の全国規模の放と1i量はそれぞれ4．6，  

6凡 4．4，4．9×’104トン／咋であった。韓国の場合はそ  

れぞれ，1．2，3．7，2．4×104トン／年であった。   

中国からのSO2排出量を予測するために，エネルギー  

経済モデルを改良してSO2排出モデルを開発するとと  

もに，将来の排出劫の空間的分布を推計するために，人  

口移動の予測モデルを作成した。SO2排出強度分布の予  

測結果によると2025年には排出強度の最大値は160ト  

ン（SO2／kn至ノ年）を超え，我が国で過去に経験した最も  

汚染が激しい地域に相当する地域が，中国で出現するこ  

（2）西安性物質の生態系に与える影響に関する研究   

酸性雨とナラクケによる森林被害の因果関係を明らか  

にするために，ナラタケの繭糸の生長の至適pHは素寒  

天培地でも麦芽エキス寒天培地でも 6～7 で，酸の種  

矧こよらずpHが酸性になるほど生長は低下した。しか  

し，pH3～4でも生長するなど比較的耐徴性で，繭糸  

の生長が完全に停止するのは，pH2．5以下であった。ま  

た，無菌条件下での胞子の発芽の至適pIlも6～6．5で二  

pH4以下で発芽数は大きく減少し，3以‾Fでは全く発  

芽しなかった。一九 二l二機微生物が共存した場合はpH  
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とが予想された。  円石藻エミリアニア・ハックスレイの培養を行い，増  

殖に伴う粒子態及び溶存態の炭素動態を計測するととも  

に，炭酸カルシウム形成量及び有機・無機態13C炭素同  

位体比の計測を行った。炭酸カルシウム形成は溶存態リ  

ンの欠乏とともに増加しリン添加とともに減少すること  

から，リン濃度が炭酸カルシウム形成を規定しているこ  

とが判明した。粒子態の有機炭素同位体比は対数増殖期  

に重くなるとともに，粒子態の無機炭素同位体比も■連動・  

した挙動を示した。  

〔発 表）G－46  

2．3．5 海洋汚染に関する研究  

！研究担当〕海洋研究チーム  

〔研究概要〕有史以来，C，N，Pなどの循環には人為  

影響による撹乱が生じている。これらの撹乱分ほ汚染物  

質とともに最終的に海洋に負荷され，海洋環境に変動を  

生じていると考えられる。一方，海洋は，地球環境を安  

定化させる役割を果たしている。この作用は，海洋の熱  

容塁，物質容塁が大きいことのほかに，植物プランクト  

ンやサンゴ礁などの海洋生態系の物質循環機能によると  

ころが大きいと考えられる。また，有害化学物質は，こ  

のような物質フラックスに伴い，低次から高次の栄養段  

階にゆくにつれて濃縮される。これらの海洋環境あるい  

は生態系にどのような変動が生じているかを検知すると  

ともに，地球に扇、て海洋がどのような役割を果たして  

いるかを明らかにすることが急務となっている。1994年  

庶には，地球環境研究総合推進当の4 つの課題のもと  

に，以下の研究を行った。  

（3）海底堆積物を用いた長期海洋物質循環変動の推定  

手法に関する研究   

南極海ケルゲレン海台から採取したGClOO2コア（水  

深3685m，コア長3．96m）の生物性鰻定形ケイ酸（オ  

パル）含有量の鉛直分布を求めた。その結果，オパ  

ル含有量は，深さ110cm以深では2±1．5％の範囲内  

で概ね一定していたが，それ以浅では最高9 ％まで増  

加し，深さ10～20cmで約5％の極小値を示した。昨年  

度のC－14年代測定の結果を踏まえた解析から，8万年  

前頃からこの海域の生物生産量が高まり，最終氷期には  

生産がいったんやや低下したことが示唆された。  

〔発 表〕g－51  

（l）海洋物質循環の変動機構に関する研究   

海洋メゾコズムを用い，沈降粒子による表層から下層  

への物質移動についての検討を行った。メゾコズ今の表  

層（0～5m）に直接添加した溶存無機態l℃トレーサー  

は一次生産によって活発に粒子態へと変換されるが，そ  

のはとんどは沈降粒子態として下層（5～15m）へと移  

送されることが明らかとなった。沈降粒子態の炭素量と  

1ユC量を深度ごとに比較すると，深度増加とともに13Cは  

減少，炭素量は増加という異なった傾向を示した。表層  

で生産された（すなわち1ユCを多く含む）粒子態炭素が  

沈降過程で速やかに分解され，同時に分解量を補う以＿J二  

の粒子態炭素の生産が下層で起こっていることが示唆さ  

れた。   

硫黄の物質循環について検討した結果DMSの前躯体  

であるDMSPは，海水中に存在する微生物によりきわ  

めて迅速に分解されることが判明した。しかしDMSの  

放出量はDMSP分解量の20％以下でありDMSP→DMS  

以外の経路についても注目する必要性が明らかとなった。  

〔発 表〕A－7，a－11，12，14，81～83  

（4）海洋汚染物質の海洋生態系への我り込み，生物濃  

縮と物質循環に関する研究   

海洋の金物連鎖で重要な位置を占める動物プランクト  

ンは，海洋での汚染物質の循環に重要な役割を果たすと  

ともに，局所的海域の汚染状況もよく反映する。1986～  

1994年の夏に日本近海で採取した動物プランクトンの  

元素組成（最大32元素）を中性子放射化，ICPおよび原  

子吸光で分析した。その結果以‾Fのことが明らかとなっ  

た。（1）沿鼠 特に東京湾，大阪湾及び博多湾近傍の  

動物プランクトンほ亜鉛，銅及び鉛で汚染されいる，  

（2）リンなどの多望必須元素の濃度はプランクトンの  

大小とは無関係にほぼ一定しているが，重金属濃度は個  

休重量の小さい種で大きくなる傾向がある，（3）MKT－  

プロットは汚染（重金属濃縮産）を評価する最適な方法  

で，これを利用すれば，プランクトン自身の汚染や食物  

連鎖を通しての重金属の濃縮過程（プランクトン→魚類）  

を解析，評価できる。   

また，外洋汚染の指標生物として注目されるイカの肝   

（2）海産藻類による物質循環機能のモデル化に関す   

る研究  
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野生生物保全研究チーム  

〔研究概要〕近年における世界各地での森林の急速な減  

少は，森林資源の枯渇のみではなく，そこに生息する生  

物種の減少をまねき，回復不可能の段階にあると危惧さ  

れている。特に．野生生物の宝庫でもある熱帯林の減少  

は大規模で，多くの野生生物種が消滅しているといわれ  

ている。   

我々は，以下の4サブ課題について， 熱帯林の研究  

を，森林総合研究所，国際農林水産業研究センター等と  

共同して推進している。また，一部の研究は北海道大学．  

附属低温研究所，名古屋大学農学部，京都大学農学部，  

大阪市立大学理学部と自然環境研究センターの協力を得  

て行っている。   

「熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究」で  

は，複雑な階層構造で知られている熱帯林動物群集動態  

に関する調査を，前年度に引き続いて行った。「熱帯林  

生態系における野生生物種の多様性に関する研究」では，  

低地フタ／ヾガキ林の試験地であるパソの森が組成的，構  

造的に平衡状態であるかどうかを明らかにする目的で，  

50ヘクタールプロットで取得された2回のセンサスデー  

タを用い以下の3つ視点から検証を試みた。1）椎樹  

の密度依存的な死亡の所産としての椎樹の個体密度と同  

種の成熟木からの距離との関係，2）成熟木と椎樹の空  

間分布パターン ，3）稚樹の生存率と補充率。   

熱帯林樹木の生産する一次生産産物は．木・棄・花等  

の植物体となるが，やがてそれが枯死・落葉・倒木等の  

過程を通じて林床に供給される。林床に堆積した植物体  

は主として土塊動物および微生物によって分解されて土  

壌有機物となり土壌環境音形成する。熱帯域に生息する  

シロアリはその生息羞が極めて高く，土壌に生息する小  

動物の中ではアリと1，2位を争う生息塁を誇ってい  

る。そのシロアリが植物体分解に果たす役割は大きい。  

そこで，「熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究」  

では，シロアリの影響を客観的に評価するために，シロ  

アリが存在する条件とシロアリを除去した条件とを設定  

した実験を行った。   

乱伐や開発によって破壊された森林の生物資源と生態  

系の機能を回復させるためには，熱帯林生態系のもつ自  

己修復機能を利用して自然林の修復を図ることが重要で  

あり，その機構を解明しこれらの知見に基づく熱帯林修  

復手法の開発が急務である。そこで，どのような機構で  

更新が進行するかを解明し，熱帯林修復に対して責献で  

臓中に蓄積されている重金属類，有機汚染物質類の中で，  

外洋監視（スクイッドウオッチ）の対象にし得る環境化  

学物質の範囲を探ることを目的として研究を継続した。  

6年度はまとめとして，これまでに見いだした重金属の  

中で量的に多く，変動の認められる数種の元素の肝臓中  

存在形態に関する研究を行った。また芳香族，脂肪族炭  

化水素の分析を継続し，北太平洋を日本沿岸からアメリ  

カ側に向かうにつれていったん減少した後再び増加する  

特徴的なパターンを認めた。  

〔発 表〕d－7  

（5）衛星可視域のグロー／〈ルマッピングによる広域環   

境変動に関する研究   

打ち上げが予定されているSeaWiFS衛星の取得デp  

夕の検討のため，1994年7月に大坂別府問の，1995  

年3月に大阪一那覇間のフェリ⊥の連続取水系により  

海域現場実験を行い，紫外域吸収スペクトルによる溶存  

スペクトル，プランクトンの同定，レーザーによる植物  

プランクトン粒子サイズ組成，海水溶存CO2の計測を  

行った。この結果瀬戸内海浅海部において，夏季に低  

pHの存在が確かめられた‘主か，植物プランクトン卓越  

種およびサイズスペクトルが各海域ごとに異なることが  

明らかになった。低pH海域は，海水溶存CO2濃度が高  

いことから，海底堆積有機物の分解によるものと推定さ  

れる。また，春季ブルーミング後の各栄養塩（N，P，Si）  

の残査の形態により，ケイ藻，渦ベン毛裸，微小ベン毛  

藻類のうち卓越出現種が左右されたものと推定される。  

〔発 表）K－121，139，A－54～56，a－76～80  

（6）水中画像アーカイビングによるサンゴ礁モニタリ  

ングに関する研究   

サンゴ礁の長期環境変動をモニターするために，コド  

ラート方式と，海域航走方式の2つの水中画像取得手法  

を考案し，システムを作成した。八重山諸島黒鳥におい  

て，試験的に作動させ，得られた画像をCD－ROMに格  

納した。また，海中公園センター（財）の協力により，  

過去に同海域で取得されていた水中画像を収集し，長期  

時系列の確立に供した。  

〔発 表〕K－38，A－53，56，57，a－75  

2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔研究担当〕森林減少・砂漠化研究チーム  
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きる知見を集積する。これらの研究によって得られた知  

見と技術は，荒廃した熱帯自然林生態系の効率的な修復  

に寄与するものと期待される。「熱帯林生態系の修復に  

関する研究」では，森林の鼠然更新の場となる林冠ギャッ  

プの光環境の空間的不均一性とその生態学的役割につい  

て検討した。  

ろ，成熟木からの距離と正の相関関係を示すか中間地点  

で最高値を示す種は48種であった。各階層ごとの内訳  

はemergent7種（この階層に属する選抜種に対する割  

合，18．4％），CanOpy（17種，10．5％），understory（16  

種，10．1％），Treelet，Shrub■（8種，9．4％）であっ  

た。また，椎樹ほ集中分布するが成熟木はランダム，も  

しくは規則分布を示す種はわずかに7種であった。また，  

稚樹の生存率（死亡率）と補充率との関係についての解  

析からはemergent層のみで死亡率と補充率との間に有  

意な相関（Pく0．05）が得られた。パソの森では宿主特  

異的な天敵の介在による密度依存型の椎樹の死亡が多様  

性の維持機構に深く関与しているとは考えられ難く  

emergent層を除いて糾成的に不安定であることが推察  

された。  

（1）熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究   

調査はマレーシア国のネダリ・センビラン州（マレー  

半島郡南西部）にあるパソ保護林で行った。パソ林は中  

心部の自然林と湿地林およぴ1960年代に択伐の行われ  

た周辺部の二次林とで構成されている。その境界域に  

10ha（200×500m）の永久調査区を設け，小型ほ乳類  

の個体数調査を1992年6月から行っている。植物のサ  

イズを比較すると，自然林や湿地林ではDBHlOOcm  

以上の大きな木が多いのに比べ，二次林ではDBHlOO  

cm以上の大きな木ははとんど見られずDBH60cmから  

70cmの小さな木が多い。これから，1960年代に大きな  

木のほとんどは伐採されたことが分かる。これらの3  

タイプの林内にかごわなを20m間隔で250個設置し，  

捕獲された小型は乳頬の個体数密度を推定した。  

1992年6月から1994年5月までの調査の結果，5  

日7科20種のほ乳動物が記録され，そのうち16種は  

成獣1kg以下の小型は乳類であった。全動物の密度を  

3つの森林タイプで比較すると，自然林で13，2／ha，二  

次林で10．1／ha，湿地林で7．2／haとなり，湿地林での密  

度が低し’、ことが分かった。－・九■種多様性指数αで比  

較すると，それぞれ3．55，3．23，3．59となり，二次林が  

最も低いことが分かった。これは二次林ではリスやツパ  

イが減ってネズミが増えるため動物相が単純化するため  

である。これらの結果から，1960年代の伐採の影響が，  

30年以】1二経過した現在でも，動物相に残っていること  

を示唆している。  

（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

クアラルンプール郊外ケボンにあるプキット・ラゴン  

森林保護区とセランゴール州にあるパソ森林保護区との  

2カ所において実験・調査を行った。2カ所ともに低地  

熱苗雨林にあたり樹相は東南アジア熱帯雨林に特有のフ  

タバガキ科樹木が優占している。  

1991年10月に実験を開始して以来，1年おきに 2地  

点の各種箱ごとに3本の丸木をl司収した。実験期問3  

咋問にわたる炭素重量の減少過程を以下の式で指数曲線  

に近似して求めた指数を減少率として用いた。  

Wt ＝W。・eXp（←kt）  

Wtは回収時の現存鼠 W。は開始時の現存量，t は経  

過時間で，kが減少率である。   

木材の主要な成分である炭素の重量で分解の経過を追  

うと，初めにあった炭素屋のうち 2年でほぼ半分，3  

年でそれ以上が分解された。シロアリが閉めFlこiされてい  

るかどうかでは差が認められず，地点間でも弟が認めら  

れなかった。   

以上の結果からみると，シロアリが閉め出されている  

かどうかがこの丸木の炭素重量減少に影響しているとは  

言えない。木材の密度によってシロ‘ァリに食われやすい  

かどぅかが変わるということが一般的に指摘されている  

が，この丸木の場合も密度が影響している可能性がある。  

この点については．現在実施中のチェンガルとメランタ  

イの分解実験で木材の鮮度が大きく異なる種を選んであ  

るので，それらの実験結果と合わせて，シロアリの木材  

分解に果たす役割と木材の密度との関連を検討する予定   

（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関す  

る研究   

パソーの50ヘクタールのデータのうち第1回目のセ  

ンサスで確認された814種の木本生植物のうち出現回数  

が100回以上の種，466種を選び各階層ごとに解析を行っ  

た。これらの個体群データの巾から互いに40m以＿1二離  

れている成熟木を拍托し，それらの周囲半径20m以内  

での椎樹（1cm＜DBH＜2cm）の個体密度を求めたとこ  
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分をカバー）を入手した。このLANDSAT TMデp夕  

から土地被覆分頬を行うための簡易手法について検討し，  

．特定地域について地上調査データを用いて，土地被覆分  

類図を作成した。また，対象全域をカバーする衛星モザ  

イク画像の作成のために，各′rMデータの幾何補正を  

行い，一部対象地域のモザイク画像を作成した。  

〔発 表）A－27，C－47，a－7，9，10，36，38，43  

である。  

（4）熱帯林生態系の修復に関する研究   

植物群落内光環境の空間的変動は群落内実生の光合成・  

蒸散反応，形態的可塑性，生存と成長に大きな影響を及  

ぼすと考えられる。従って，熱帯多雨林の修復と更新の  

生態学的メカニズムを明らかにするため，林内光環境の  

時空間的不均一性，特に実生スケールでの微小空間の光  

環境を把握する必要がある。本研究ではマレーシ了のパ  

ソー保護林において異なるサイズのギャップ下及び林床  

の稚樹の光環境，すなわち，光合成有効光量子密度  

（PFD）の空間的変化を測定した。その結果として，1）  

ギャップのサイズによって光環境の空間的不均一性が大  

きく変化すること，2）約600rばの大きなギャプでは  

80％以上の地点は，積算PFD，陽斑PFD，散乱光レ  

ベルとも約50汀ぎの小さなギャップや林床の地点より有  

志に高いこと，3）小さなギャップ内の測定地点の積算  

PFDは林床と比べてほぼ同じ値であったが，小さなギャッ  

プの方は林内に比べて散乱光のレベルが高く，積算陽斑  

PFかが低いことが分かった。これらの結果に基づいて  

稚樹の物質生産をシミューレーシュンし，1）大きなギャッ  

プ内において多く■の地点の光環境は耐陰性の低い椎樹の  

定着と更新に重要であること，2）小さなギャップと林  

床では隕斑と散乱光レベルが異なり，そのためそれぞれ  

の瘍所で光利用性の異なる樹種の定着と更新する空間を  

提供し，林内に生育樹木の多様性を維持できることが示  

唆された。  

2．3．7 野生生物種の減少に関する研究  

〔研究担当〕野生生物保全研究チーム  

〔研究概要〕複数のタイプの野生生物生息地における種  

多様性の差異を明らかにすることによって，森林破壊に  

伴う野生生物種の減少の機構解明を行う。研究調査地点  

はクアラルンプールの北方約10kmに位置するウルゴ  

ンバック（Hulu Gombak）および南東約70kmのパソ  

保護林（Pa＄Oh）である。パソ林は平地に残った数少な  

い森林の一つで，周りをアブラヤシのプランテーション  

に囲まれた約250Pヘクタールの森林である。一方，ゴ  

ンバックほ最近高速道路やリクレーンョン施設の建設が  

進んでいる地域の森である。昆虫や′ト形は乳類に関して  

は主にパソ林内の地点間比較，鳥頓に関しては 2地点  

の比較研究を行っている。 

北海道釧路湿臥 オーストラリア東部湿地帯において，  

LANDSAT TM等衛星データの収集，現地調査による  

地上観測データの収集を行った。また，タイ パチョキ  

リカン湿地，マレーシア マタンマングローブ湿地など  

世界の代表的湿地の衛星層像データの収集を開始す寧と  

ともに，一部実験フィールドにおいて現地調査等による  

地上データの収集を行った。一方，衛星画像から湿地環  

境を調査するためのデータ解析手法について検討を行い，  

特に，マイクロ波帯域のセンサーである合成開口レーダー  

（SAR）画像データとLANDSATTM等光学センサーデー  

タ複合利用により柿生分類を行うための手法を開発した。  

また，全球レベルでの湿地分布図作成のために，NOAA  

AVHRR束アジア時系列モザイク画像を人手し，湿地の  

季節変化パターンの評価を行った。   

絶滅に瀕した野生動物の遺伝的多様性（ヘテロ接合対  

率）が低‾卜していることはいくつかの種で知られている。  

これは近交劣化とほぼ同等の現象であるので，その生存  

力ヘの影響を見るために，メダカや昆虫に関して野生系  

統と室内飼育系統の遺伝的多様性の比較を行っている。  

その結果，長期間室内飼育された系統は遺伝的多様性が  

（5）人工衛星データを用いた東南アジア地域の地表面   

被覆分布図の作成に関する研究   

本研究では，1970年代，1980年代，1990咋代の  

LANDSAT MSS，TM等の人工衛星データを用いて，  

各年代の土地被覆分布図を作成し，さらにこの20年間に  

おける東南アジア地域の二】二地被覆状況の変イL 特に，植  

生分布の変化を定量的に評価することを目的とする。本  

研究は，平成3～5年度に実施したNOAA AVIiRR  

データによる発南アジ ア植生分布計測（分解能1km）  

に比較し，高分解能センサデータである LANDSAT T  

M（分解能30m）を用いることにより，焼畑や森林伐  

採など小規模での植生改変をとらえることにより柄度の  

高い土地被覆分布計測を行うものである。   

平成6年度には，東南アジア地域をカバーする1990  

仲代のLANDSAT TMデータ100シーン（全域の約半  
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減少していることがDNA分析から分かってきた。一方，  

動物には本来左右対称であると考えられる部位がわずか  

に左右の長さが異なっていることが多い。そこで，左右  

対称性のゆらぎ（Fluctuating Asymmetry‥略して  

FA）と生存力や繁殖力との関連性を検討している。ま  

た，密度効果などの環境の影響がFAに与える影響を評  

価するための実験を行っている。  

る地上観測データの収集を行った。また，タイ パチョ  

キリカン湿地，マレーシア マタンマングローブ湿地な  

ど世界の代表的湿地の衛星画像データを収集するととも  

に，一部実験フィ▼ニールドにおいて現地調査等による地上  

データの収集を行った。一方，衛星画像から湿地環境を  

調査するためのデータ解析手法について検討を行い，特  

に，マイクロ波帯域のセンサーである合成開口レーダー  

（SAR）画像デ．夕とIJANDSATTM等光学センサーデー  

タの複合利用により植生分類を行うための手法を開発し  

た。   

さらに，広範囲な湿地の分類を行うことを目的とし  

て，NOAA AVHRRの乗アジア全域をカバーする  

4km分解能モザイク画像（1982～19g2年）を入手した。  

本データは，全域について15E】間のデータを重ね合わ  

せ，合成して雲のない画像を作成したものである。この  

NOAA AVHRRモザイク画像の時系列変化（季節変化）  

から湿地の植生分類を行う方法について検討を行った。  

（1）森林破壊が野生生物種の滅少に及ぼす影響に関す  

る研究   

本研究は，森林総合研究所，自然環境研究所，鹿児島  

経済大学が共同してマレーシア半島部の熱帯雨林におけ  

る鳥類，小形ほ乳類，昆虫顎の調査を行っている。マレー  

シア側の共同研究機関としてマレーシア森林研究所  

（Forest ResearchInstitute M左1aysia），T7レp大学  

（University of Malaya），マレーシア国立大学（Univ＠－  

rsitiKebangsaan Malaysia）が本研究に参加している。   

研究調査地点はクアラルンプールの南東約70kmの  

パソ（Pasoh）および北方約10kmに位置するウルゴン  

バック（Hulu Gombak）である。パソ休は平地に残っ  

た数少ない森林の一つで，周りをアブラヤシのプランテー  

ションに囲まれた約2500ヘクタールの森林である。一方，  

ゴンバックは最近高速道路やリクレーンョン施設の建設  

が進んでいる地域の森である。   

鳥類の推定種類数はいずれの地域も75～80種類でほ  

とんど差はないが，パソでは林床性昆虫採金型のチメド  

リ科の種類が多く，ゴンパックではかく乱された環境を  

好むヒヨドリ科の種類が多いことが分かった。   

パソ林でカゴワナを用いた調査を30カ月以上にわたっ  

て続け，これまでに21種，3400個体の小型ほ乳額が確  

認された。熱帯では動物の個体数は安定していると考え  

られてきたが，多くの種で個体数はかなりの変動を示し，  

リスの1種では果実量に伴って増減していることが分かっ  

てきた。  

（3）希少野生動物の遺伝子の多様性とその保存に関す  

る研究   

絶滅に瀕した野生動物の遺伝的多様性（ヘテロ接合対  

率）が低下していることはいくつかの種で知られている。  

これは近交劣化とほぼ同等の現象であるので，その生存  

力への影響を見るために，野生メダカと室内飼育系統メ  

ダカ（ヒメダカ）の遺伝的多様性の比較を行った。その  

結果，長期間室内飼育された系統は遺伝的多様性が減少  

していることがDNA分析から分かったム ー方，動物  

には本来左右対称であると考えられる部位がわずかに左  

右の長さが異なっていることが多い。そこで，左右対称  

性のゆらぎ（FluctuatingAsymmetry‥略してFA）と  

生存力や繁殖力との関連性を検討した。FAを測定した  

形質はムナビレの長さである。また，密度効果などの環  

境の影響がFAに与える影響を評価するための実験を行っ  

た。その結果，密度ほ成長速度には影響するものの，F  

Aにははとんど影響しないことが明らかになり，遺伝的  

な変困が重要であることが示唆された。   

ギフチョウの野外個体群に関してFAと繁殖成功度の  

関連性について検討した。ギフチョウのオスは，交尾の  

際，メスの腹部に巨大な交尾栓をつけることが知られて  

いる。オスは腹部の毛を交尾栓の材料として使い，交尾  

の度に毛を消費するので，その消耗の程度からオスの交  

尾回数を推定することができる。このことを利用して，   

（2）人工衛星データ等利用による湿地植生分布の調査  

に関する研究   

本研究は，人工衛星からのリモートセンシングデータ  

を利用して，個別湿地の植生，水，土塊環境を調査する  

ことを目的とする。平成6年度は，前年度に引き続き  

実験フィールドである北海道釧路湿原，オーストラリア  

東部湿地帯において，衛星データの収集，現地調査によ  
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漢研究に関する研究論文を収集し，砂漠化研究データベー  

スの更新を行った。  

（り砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する研究   

乾燥地と半乾燥地に放牧の影響を受けない保護区と非  

保護区を作成し，羊による放牧圧の調査を行った。また，  

NOAA衛星画像を用いてタール砂漠の植生分布及び土  

地利用分布図の作成を行った。耕地及び休耕地の土壌調  

査を行い，．過耕作と土壌荒廃の関係を明らかにした。乾  

燥地の農村において社会調査を行い，使用エネルギー鼠  

農業形態，砂漠化防止対策等のデータを収集し，砂漠化  

進行の人的影響を明らかにした。国際比較研究では気象  

（気温 降水量，塞眉目数，干ばつ年等），植生（現存鼠  

植被率，優占種，群落構造，植生荒廃の程度等），水土  

壌（物理性，化学性，地下水位，砂の移動，塩性化，水  

食，風食等），土地利用（伝統的土地利用，利用形態の  

変化，土地所有等），社会経済（作物収塁，家畜頭数，  

人口，死亡率，平均寿命，移住者数，収入源，主食，エ  

ネルギーソース等）に関するデータを収集し，砂漠化進  

行の人的要因の比較を行った。  

〔発 表〕K－48～54，82，G－21  

オスの麹に関するいくつかの形質についてFAを測定し，  

交尾成功度との関係を検討した。その結果，FAの小さ  

な個体の寿命が長く，交尾成功度も高くなることが分かっ  

た。ユスリカ，オオセッカなどについてもFAの測定を  

行い，交尾成功度や寿命との関連性が明らかになってき  

た。  

〔発 表〕A－26～29，C－46，a－10，36，39～44，C－35  

～37  

2，3．8 砂漠化と人間活動の相互影響評価に関す  

る研究  

〔研究担当〕森林減少・砂漠化研究チーム  

〔研究概要〕人為的な要因による砂漠化進行現象を制御  

し，砂漠化に伴う環境への影響を予測するためには，こ  

れらの地域の生態系の現状とその変化，土壌，水文特性  

等の環境容量を算出する手法の開発を行い，人間活動と  

砂漠化危険地域の環境容量の観点から人為的要因による  

砂漠化進行機構を解明し砂漠化危険地域を予机 抽出す  

ることが急務である。また，砂漠化のメカニズムは地域  

によって多様であり，地域的な固有性・特殊性を強くも  

つ。したがって，適切な砂漠化対策を講じるためには，  

その地域の固有性・特殊性と世界の砂漠化地域に共通し  

て現れる共通性・普遍性を十分ふまえておく必要がある。  

本研究では，（1）乾燥・半乾燥地域における砂漠化に  

及ばす人間活動の影響評価に関する研究，および（2）  

砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する国際比較研究  

を行った。（1）では，インド西部のタール砂漠を対象  

に，インド中央乾燥地研究所（CentralAridZoneRese－  

archlnstitute）の協力で，夕一ル砂漠の乾燥地（チャ  

ンダン）と半乾燥地（パリ）において①植生に関する環  

境客員の算出と植生回復手法の解明に関する研究を行っ  

た。また，乾燥地のジョドプール地域では②人工衛星リ  

モートセンシングによる砂漠化進行の面的把握に関する  

研究，③過耕作と土壌劣化に関する研究，④砂漠化進行  

と人為的要因に関する研究を行った。（2）では，砂漠  

化の共通性・普遍性と地域固有性・特殊性を国際比較を  

通じて明らかにすることを目的として，比較研究を行っ  

た。研究対象地域として，アフリカ（北ケニア，ニジェー  

ル等），■インド（ジョドプール，ジャイサルメール），中  

国（内蒙古），カザフスタン，タイ（コンケン）を選出  

し，気象，植生，水土壌，土地利用，社会経Z引こ関する  

項目についてデータを収集し比較を行った。さらに，砂  

2．3．9 総合化研究  

（研究担当〕地球環境研究センター  

〔研究機婁〕総合化研究は，複数の個別要素に係る研究  

の成果を活用し，これらを総合化する研究，あるいは複  

数分野に共通する研究対象について分野横断的に行う総  

合的な研究であって，複数研究機関の緊密な協力が必要  

となるものとされている。また本研究は，地球環境研究  

の成果を政策に結びっける機能をもっており，地球環境  

研究センターが中心となって推進するものとして，推進  

費研究のなかで課題別研究と並列に設定されている。  

現在以下の3課題が遂行されている。「モデル」研究で  

は，これまでに世界および国内レベルでの地球環境保全  

政策効果の評価を国内外研究者の協力を得て行っており，  

時宜に応じて政府検討会等を通じて政策に反映されてい  

る。「都市と生活の相互関連」を中心、とした研究は，平  

成4種皮から開始されてきた環境保全型社会への改革  

にむけた社会システムのあり方を国際比較を通じて分析  

しようとする研究を，本年度から新たに再編したもので  

ある。これも，研究所・大学・民間研究所で構成される  

チームで遂行され，また環境意識の国際比較のための  

6カ国共同研究も組まれている。「環境資源勘定」は，  
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環境の価値を経済システムに組み入れるための仕組みと  

して世界的に統一した方向で研究が進みつつあり，これ  

に呼応して総合化研究では担当省庁研究所を連合して研  

究を進めてきた。本年度で実用化に向けたデータ整偶の  

方向性が定まり，さらに経済システムヘの統合をめざし  

た研究の必要性が明らかになった。これら総合化研究の  

成果の多くは，環境白書などに頻繁に引用され，研究報  

告以外にも成本の形で広く世に問われている。．  

（1）持続的発展のための世界モデルに関する研究   

地球環境の保全と経済の発展を両立させるための条件  

をいだすためには，自然科学分野で得られた知見と経  

済学等の社会科学分野で得られた知見を体系的につなぐ  

必要があり，このためには，既存の学問の領域を越えた  

新たな学際的モデルの開発とともに，100咋という地球  

環境問題を検討するタイムスパンに耐えうる経済モデル  

の開発が不可欠である。このため，過去5年間にわたっ  

て，自然科学分野と社会科学分野を統合する環境フレー  

ムワークモデルとともに，長期的に経済発展の可能性が  

予測できるいくつかのタイプの経済モデルを開発してき  

た。   

本年度は，この研究プロジェクトの最終年度として，  

環境フレームワ【クモデルを完成させて，今までに得ら  

れた科学的知見をもとにして持続的発展の可能性につい  

て分析を試みるとともに，今までに開発してきた動学的  

最適化モデル，一般均衡モデル，システムダイナミック  

ス・モデル等の長期経済予測モデルを用いて，持続的発  

展のための経済システム例の条件を分析した。これらの  

成果は，環境庁のエコ・アジア長期予測プロジェクト等  

に反映された。  

〔発 表】A－66，77，C－28  

保全行動との相互関係分析についてのフレームワーク作  

りを行った。さらに市民の環境保全活動とその有効性検  

討に関して日独共同調査による生活行動分析を行い，加  

えて企業と市民の相互関係・役割分担についての満室方  

法検討を行った。またOECDの研究調査の一環として  

都市交通における環境コスト負担の国際比較研究を行い，  

適正な負担のあり方について検討した。  

〔発 表〕A66～69，C5～12，Ⅰ－15～17，a－98，C－  

2～4  

（3）環境資源勘定体系の確立に関する研究   

環境資源勘定は，自然資源や環境汚染物質のフロニと  

ストック，環境に関連する支出などのデータを，帳簿形  

式で体系的に記述した統計システムである。環境と経済  

の統合や，持続的発展といった環境政策の世界的な目標  

の達成の渡合いを測るための手法として，その重要性が  

国連やOECD等により再三指摘されており，本課題は  

それに応えて我が国の環境資源勘定体系の構築を目標と  

するものである。木研究所では，「地球規模の環境変化  

を反映した環境資源助走の手法開発に関する研究」を分  

担し，温室効果ガスなど地球環境問題に関連する項目に  

ついての勘定の作成方法と，貿易を通じて日本が海外に  

与える環境負荷についての勘定の作成を中心に研究を行っ  

ている。本年度は，貿易に付随するCO2の国際収支勘  

定の作成を続けるとともに，畜産物等の輸入により海外  

で発生するメタンの排出，日本国内での原産地別の木材  

資源利用に関するマテリアルバランスを作成した。  

〔発 表〕B－106～108，C－5～12， ト15～17，b－208  

～210，i－16～22，26～28  

2，3．10 課題検討調査研究  

（り地域開発と環境保全の相互作用の分析と予測に関  

する予備的研究  

〔研究組織〕■地球環境研究センター  

社会環境システム部  

〔研究概要〕アジ7・太平洋地域は自然条件，社会条件  

とも多様性に嵩み，かつ変化も著しいため，20年後，  

50年後などの近未来の土地利用・被覆変化を予測し，  

持続的発展のための適切な土地利用システムを睦言する  

ことは非常に重要である。   

本課題検討調査研究では，アジア太平洋地域の特性を  

考慮し，fGBP（地球圏一生物鎖国際協同研究計画）／   

（2）地球環境負荷低減のための都市とぅイ7スタイル  

のあり方に関する研究   

地球環境保全のためにほ社会システムの大規模な構造  

変革が必要である。この認識に葺．ち本研究は，今後目指  

すべき社会システムの具体像を都市の形態・構造やそこ  

で暮らす市民のライフスタイルに関して描きだすことに  

よって，具体的な変革の誘導・実現手法の検討に役立た  

せようとしている。   

本年度は，都市の空間構造，マテリアルフロー，静脈  

施設計画とこれを前提とした生活者の消費・生活・環境  
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〔研究担当〕地球環境研究センター  

〔研究概要〕本研究は，気候変動の適応ノ影響評価につ  

いて分野横断的に科学的な知見を集大成してガイドライ  

ンを作成すること，そして地球環境の限界的な負荷・閥  

値について概念整理を行い持続的発展へ向けての研究課  

題を検討することを目的としている。ガイドラインにつ  

いては，英国グループと協力して，知見の集‡乱 原稿作  

成・編集，各分野専門家・各国政府のレビューを経て，  

完硬をみた。本ガイドラインは∴気候変動枠組み条約の  

締約国会議（平成7年3月ベルリンで開催）に1PCC  

の特別報告書の一つとして提出されるとともに，今後の  

温暖化影響評価の指針と 

なった。さらにIPCCは，気候変動枠組み条約第2条で  

示された大気中のCO召濃度を安定化させる人間活動の  

限界的な負荷（閲値）についての知見を集積するための  

活動を開始したが，平成7年11月のブラジルフォート  

レザの会合等を通じて，閥他の概念整理を行うとともに，  

分野ごとに事例を収集整理するとともに今後の検討事項  

を明らかにした。  

LUCC（土地利用・被覆変化70ロジュクト）の一環とし  

て，地球環境保全への貢献を郎旨した研究を行うための  

土地利用・被覆変化研究計画の骨子について検討を行っ  

た。   

調香項目は，以下のとおりである。  

一関迎研究等の世界的動向  

既存の土地利用・披覆変化予測モデルの概要  

一既存の土地利用・被後閑連データベース  

ーケーススタディ候補地の概要   

調査ほ，既存資料の収集・整理，検討会における討議  

結果のとりまとめ，ケーススタディ候補地のカウンター  

パートとの打ち合わせ及び有識者へのヒアリングにより  

行い，結果は，「地球環境保全に関する土地利用・被覆  

変化研究（Land Use for GlobalEnvironmentalCons－  

ervation二LU／GEC）計画に関する報告書」としてま  

とめた。  

（2）気候変動に対する適応／闇値の評価に関する予備   

的研究  
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特別研究  2．4  

2．4．1閉鎖性海域における水界生態系機構の解  

明及び保全に関する研究  

（研究担当〕海域保全研究チーム  

〔研究期間〕平成3～6年度（1991～1994年度）  

〔研究概要〕閉鎖性海域における水質汚濁と水界生態系  

の構造・機構との関連を明らかにし，望ましい内湾環境  

の保全を図ることを目的として現場海域調査，室内実験  

並びに数理モデルによる数値計算を行った。   

東京湾の北東部沿岸に発生する青潮現象ほ－ 底層の無  

酸素水塊が湧昇することによって引き起こされる。湧昇  

流は従来，水理学において吹送流による補流として生ず  

るとされている。本年度は裔潮発生機構をより詳細に検  

討するために，過去の青潮発生事例について，水温・塩  

分成層の発達状況，気象要素（風向，風速，気温）を解  

析した結果，苛潮発生時に観測される北偏風は，常に水  

温より低いことが分かった。風洞付きの内湾密度流装置  

を使って，これらの青潮発生条件を設定し，湧昇流の再  

現化実験を行った。水温・塩分の鉛直分布の測定及び染  

料による流れの可視化を行った結果，水面から大気に向  

かう放熱作用で生じた表層付近の冷水塊が自然対流によっ  

て鉛直混合を促進し，温度・塩分成層の崩壊を招くとと  

もに，癖昇洗を起こりやすくすることが明らかになった。  

一方，鉛直2次元流動モデルを用いて内湾密度流装置  

内のフローパターンを求めた結果，実験で得られた湧昇  

流の形成過程をよく表すことが分かづた。   

海の物質循環に重要な食物連鎖に関する一連の研究で  

は，本年度は微小動物プランクトンに着目し，繊毛虫と  

従属栄養性渦ベン毛虫（HDF）について，現場調査と  

培養実験からそれらの生態を調べ，次の点が明らかになっ  

た。（1）HDFは15～20ミクロン程度の比較的大型の  

植物を食べるが，繊毛虫は2～8 ミクロンの小型の餌  

を好む。したがって，両者は直接の競合関係にない。  

（2）培養実験の結果，HDFはケイ藻よりもベン毛藻を  

好んで食べ，その摂食速度は渦べ／毛藻の赤潮を消滅さ  

せ得ること。（3）昨年の瀬戸内海調査では渦ペン毛深  

の赤潮が発生したが，それに伴い，HDFが増殖し，赤  

潮を消滅させた。  

【発 表〕K－81，92，93，113，B－58，72，b－128，159   

～161，C－11．25  

2．4．2 環境保全のためのバイオテクノロジーの  

活用とその環境影響評価に関する研究  

〔研究担当）新生生物評価研究チーム  

〔研究期間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔研究概要〕組換えDNA技術を用いて汚染環境の浄化  

などに有用な生物を作成すること，組換え体の環境中で  

の挙動及び環境への影響を解明すること，あるいはこれ  

らの手法を開発することを目的に研究を進めている。本  

年度に得られた成果は以下のとおりである。（1）植物  

の環境ストレス耐性に関与すると思われるグルタチオン  

レダクターゼ■（GR）遺伝子を木本植物のヤマナラシに  

導入した。得られた組換えヤマナラシは二硬化硫黄に対  

して強い耐性を示した。（2）オゾンや二酸化硫黄等の  

大気汚染ガスに暴露された植物はエチレン生成が増大す  

るが，阻害剤を用いてエチレン生成を抑制したり，エチ  

レン作用を抑制すると大気汚染ガスによる障害が軽減さ  

れた。これらの大気汚染ガスにより，エチレン生成の律  

速になっているACC合成酵素活性が増大することが明  

らかになった。そこで，トマトからこの酵素の cDNA   

、   

み込まれた，紺換えプラスミドpSR134の保持率に対す  

る温度の影響を調べた。100Cで保持率が高いことが分かっ  

た。また，種々の組換え微生物について比較すると，宿  

主により安定性が異なることが分かった。（4）水銀マー  

カーを導入した組換え微生物P．卯心血の土壌中の生残  

性に及ぼす土壌の種類の影響を調べたところ，黒ポク土  

壌においては，組換え体と．非組換え体のあいだで差が見  

られなかったが，砂質土壌では，組換え体の方が非組換  

え体に比べて．やや死滅速度が速いことが示された。  

（5）土壌に散布された微生物の土壌中での移動性を明  

らかにするためには，微生物細胞と土壌粒子の吸着特性  

を明らかにする必要がある。今年度は土壌粒子と微生物  

細胞との分離法について検討し，しょ機液を用いた密度  

勾配遠尤、分離により効率よく分離されることを示した。  

（6）土壌マイクロコズムにおける一般細菌，糸状菌等  

の微生物に対する組換え微生物（P，puと上血）接種の影  

－62   



響について検討した。組換え体接種．非組換え体接種い  

ずれも土壌微生物に対して影響を与えなか三た。  

〔発 表〕B－15，G－41～43，H－1，b－101～103，135  

～137，g－38－40，44，弧 h－1～3，17  

の西側を切り取った形状を呈していた。西側の休耕田を・  

含め，湿原の境界部で土壌水分の低下が示された。  

〔発 表〕K4～22．30，k－8，8－97，H－36，ゎー4，5  

2．4，4 環境中の有機塩素化合物の暴露量評価と  

複合健康影響に関する研究  

【研究担当〕化学物質健康リスク評価研究チーム  

〔研究期間）■平成4～8年度（1992～1996年度）・  

〔研究概要〕有機塩素化合物は，化学コニ兼製品の中でも  

その雇類，割合は非常に多いが，その反面製造等が規制  

されているものに有機塩素化合物が多く入っており，こ  

れは安定性，殺菌殺虫作用といった有機塩素化合物の有  

用性が難分解性，有毒性といった環境汚染につながって  

いることを示している。これらのことを踏まえて我々は  

環境中の有機塩素化合物の影響を体系的に評価するため  

の研究を行っている。   

今年度の研究では，都市河川の大部分の河川で検出さ  

れるが工業的にあまり使用されていない塩化メトキシベ  

ンゼン類の起源を推定するために，10河川21地点の河  

川水中で，防虫剤であり生活排水を通して河川に流出し  

てくるp－ジクロロベンゼンと塩化メトキシベンゼン顆  

の異性体別分析を行い，物質問の相関を調べた。その結  

果量的に多い2，5－ジクロロアニソール，1，4－ジクロロー2，  

3－ジメトキシベンゼンはp－ジクロロベンゼンとの相関  

が髄く，p－ジクロロベンゼン由来と推定され，微生物に  

よる反応で生成したと考えられた。その他にフェノール  

が塩素化されて生成したと考えられる塩化メトキシベン  

ゼンも見られた。   

河川水中の有機化合物を活性炭に吸着して，熱分解し  

出てくる塩素量を独走したTOX（全有機ハロゲン量）  

とGCMSで検出された有機塩素化合物の塩素員を比較  

すると，GCMSで検出される塩素量はTOXの10～20  

％である。残りの大部分の有機塩素量が何に由来する  

かを推定するために，住宅地域を流れる河川（綾瀬川）  

で生活排水由来の有機塩素貢を試べた。河川水中の生活  

排水塁を河川水中の合成洗剤量から推定して，一人一目  

当たり有機塩素量として70mg排出していることにな  

り，このうち水道水由来の有機塩素童は約40％という  

推定になった。   

TCEPの培養胎仔への影響，神経細胞特異的な毒性の  

有無，行動薬理学的影響の検討を行い，44時間培養後  

の胎仔タンパク亀Morphologicalscoreで3mMにお   

2．4．3 湿原の環境変化に伴う生物群集の変遷と  

生態系の安定化維持機構に関する研究  

〔研究担当〕生物圏環境部  

（研究期間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔研究概要〕湿原生態系の特性と生物群集の変動特性を  

把挺し，湿原の保全に資する知見を蓄積することを目的  

として，福島県の宮床湿原，赤井谷地湿凰福島・群馬・  

新潟の 3県にまたがる尾瀬ケ原及び北海道の釧路湿原  

で調査を行った。   

宮床湿原及び赤井谷地湿原では，気象・地下水位等の  

物理環境要因の連続測定を行い，自動撮影装置による湿  

原景観の変化，植物のフユノロジー，積雪・水位変動の  

変動等の調査を継続した。釧路湿原では赤沼から温根内  

川にかけての高層湿原（ポッグ）部で，地温・地下水位  

の連続測定を継続した。尾瀬ケ原の中田代湿原では，岩  

床湿原で開発検討された手法を用いて－ 地下水位・池塘  

水位の連続測定を行った。   

宮床湿原は，衰流水の水質が，流水徳養型でpHが中  

性に近い底層湿原（フェン）としての特徴を示し，水理  

上もフェンであると考えられた。しかしながら植生や底  

生動物相からは，降水頑養型でpHの低いポッグとして  

の特徴を示すことが明らかにされた。このようなポッグ  

とフェンの複合構造は尾瀬ケ原でも見られている。そこ  

で池塘のプランクトン・底生生物群集構造に及ぼす水現  

水質，池塘形状及び植生の影響を調べるため，尾瀬ケ原  

の25の池塘において比較調査を開始した。   

尾瀬ケ原及び赤井谷地湿原において，TDR法により  

土壌水分の測定を行い地下水位との対応を調べた。さら  

に航空機搭載スペクトルイメージャ一による画像データ  

と組み合わせて，植生の速いによる土壌水分の変動を調  

べた。ミズゴケに覆われる地点では土壌水分は60～100  

％であったが，ヤマウルシ等の木本類やヤマドリゼン  

マイが進入・分布する地点では20～50％に低下してい  

ることが明らかにされた。赤井谷地湿原の徴地形測量に  

より，この湿原が高低差約2．5mのドーム状にミズゴケ  

の堆積した湿原で，中央部は北西に偏っていることが明  

らかにされた。かつて開墾された湿原西側の水田が湿原  
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いて影響が認められた。形態的な障害作用としては神経  

管への影響が特徴的であった。  

〔発 表〕B－51～53，D－25，26，E－4，5，b－8，142  

～144，147，213，d－12，13，18，21～24，31，e－3，4，  

13～15，20，25，26  

2．4．6 都市型環境騒音・大気汚染による環境ス   

トレスと健康影響に関する環境保健研究  

【研究担当〕都下ド環境影響評価研究チーム  

〔研究期間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔研究概要〕超都市化の進行と相まって，道路交通に山  

来する騒音と大気汚染による環境ストレスや健康影響の  

評価が急務である。本年度は，昨年度に引き続きストレ  

スの生物学的な（特に安静時心拍間隔変動の自己回帰ス  

ペクトル成分による交感・副交感神経活動を用いた）評  

価法を実験的に検討し，職域健康診断へ適用を行った。  

夜間道路騒音による酔眼への影響評価を行うため，都内  

1地域でランクいムに抽出された1500名の主婦を対象に  

厚生省調査に準じた不眠症症状調査を前年度行ったが，  

今咋度はそこで把握された不眠症者について，夜間騒音  

暴露状況に関するcase－COntrOユ調査を行った。その結果，  

障眠時の騒音レベルが対照例より不眠症例で高いことが  

示された。一方，ディーゼル排ガスの影響が示唆されて  

いるスキナ 花粉症の疫学調査として行った東京都市圏内  

の3地域と茨城県内2地域（計5地域）の各約1000  

名を対象としたランダム調査の回答者について，今年度  

は追跡調査を実施し，地域間の有症率の傾向が一貫して  

いることが確かめられた。また，職域集団において，血  

清中スギ特異的IgE・抗体検査とスギ花粉症有症率との  

関連性を検討して，年齢別の傾向を明らかにした。  

〔発 表）K－27，B－22，23，26，27，30～33，軋 81，  

83～85，C－34，b－96～100，112～115，120，124，175，  

176，178，180，C－7，8，26  

2．4．5 湖沼環境指標の開発と新たな湖沼環境問  

題の解明に関する研究  

〔研究担当〕湖沼保全研究チーム  

〔研究期間〕平成4～8年庶（1992～1996咋度）  

〔研究概要〕湖沼環境は近年急激な勢いで変化しており，  

特に藻類組成を含む生態系の変化が著しい。このような  

変化は従来のCODを中心とする水質項目では的確に表  

現できないので，新たな湖沼環境指標の開発と湖沼環境  

問題の解決を目指して木研究を行っている。本年度得ら  

れた成果は以‾ドのようである。（1）流域の大部分が森  

林である河川では，崩壊地，人工林の比率等により水質  

が大きく変化することを，現地紙測，地理情報システム  

を用いた解析から明らかにした。（2）小型屋外実験池  

を用いた魚の影響評価実験を昨年から継続して行い，特  

に夏期には40日間連続で，水質，生物量や生産・分解，  

沈降等の速度を測定した。昨年度の系との大きな違いは，  

底泥がかなり存在すること，窒素が制限園子となったこ  

となどである。魚のいる旭でラン藻類，ケンミジンコが  

卓越し，クロロフィル濃度はいない池と比べ高いものが  

多いものの昨年はどの差ではなかった。（3）pH，DO  

の連続観測結果を用いて湖テ召における一次生産，呼吸・  

分解速度を推測する方式を開発し，炭素収支を明らかに  

するとともに，生態系の代謝特性の評価を可能とした。  

（4）湖沼水中の溶存有機物質を化学，生分解特性によ  

り分画するとともに，その光学的性質により流域起源か  

湖内内部生産起源かを分離する手法を開発した。（5）  

野尻湖でピコプランクトンの発生状況を調査した結果，  

6月と11月の2回のピークが確認された。垂直的に  

は10T琉，15m付近に集積していた。また，栂色塾花eCん0－  

cocc〟S は極めて暗い条件下でも増殖を示した。（6）  

劫乃eCんoc）′g£よgsp．の有毒分画はスペルミジンとプトレ  

シンの混合物であり，毒性の大部分がスペルミジンに由  

来することが判明した。  

〔発 表〕K－31，40，65～80，84～88，95～104，B－8，  

102～105，G－1～3，13，15，16，H－9～12，b－19，199  

～205，g－5，9，23，47，h－27，47  

2．4．7 環境負荷の構造変化から見た都市の大気  

と水質問題の把握とその対応策に関する研  

究  

〔研究担当〕都市大気保全研究チーム  

交通公害防止研究チーム  

水改善手法研究チーム  

〔研究期間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔研究概要〕大気問題に関しては都市の大気問題の実態  

解明と予測に関する研究を中心に実施し，都市の大気問  

題の対応策と対策評価に関しては予備的研究を行った。   

都市の大気問題の実態解明に関しては初年度に実施し  

た関西地域における春季高濃度大気汚染フィールド観測  

データの総合的な解析を行った。この中で，局地気象モ  

デルによる気流解析，流跡線解析，拡散モデルによる解   
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〔研究期間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔研究概要〕ディⅦゼル排気が党がんや気管支ぜん息等  

の慢性肺疾患の発症にかかわっている可能性は様々な疫  

学的研究から示唆されている。このうち，発がんについ  

ては実験的にその発症は証明され，両者の因果関係が認  

められている。しかし，気管支ぜん息等についてはいま  

だ異論も多い。前年度は，ディーゼル排気の主成分であ  

るディーゼル排気微粒子（DEP）が上記の気管支ぜん息  

を引き起こし得るかどうかを実験的に検討した。0．1mg  

あるいは0．2mgのDEPをマウスに1週間に1回ずつ，  

繰り返して16回投与したところ，ぜん息の基本病態の  

①好硬球の浸潤を伴う気管支周囲での慢性炎症，②粘液  

の過剰分泌，および③気遣の過敏性の元進等が起こるこ  

とを示した。   

そこで本年度は，より低濃度のDEPでより短期間に  

前年度に認められた基本病態が起こる条件を検討した。  

その結果，DEPと同時にハウスダストなどと同じ作用  

をすることが知られている卵白アルブミン（OA）を一緒  

にして3週間に一回ずつ3回，気管内に投与すること  

でマウスに朗著な気道炎症が生じることを見いだした。  

なおこの時，血清中のIgE抗体の増加は認められなかっ  

た。しかし，この反応は何らかのアレルギー反応による  

ものと思われる。このような条件で気道の慢性的炎症症  

状が発現することは，日常的に様々なハウスダスト等の  

抗原にさらされているヒトでもぜん息様症状を起こし得  

ることを示唆する重要な知見と思われる。   

さらに，今年度はディーゼル排気をマウスに一年間吸  

入させる実験を開始し，現在この暴露実験は順調に進行  

している。  

折を行った。また我が国初めての試みとして1年間に  

わたり測定した炭化水素成分データの分析を行い発生源  

どの関連性を検討した。これとともに局地大気汚染観測  

データの解析も実施した。この中で風洞を用いた実験を  

行い発生源強度と環境濃度との関連性を各種の安定度条  

件下で解析した。これらの研究と並行して炭化水素成分  

自動測定機の開発と性能評価に関する研究を行い，実用  

的なシステムを確立したこ   

都市の大気環境の予測に関しては都市域における大気  

環境質変化の経年変化や地域分布の特徴を明らかにした。  

また発生源の特徴を把握するための調査手法を検討しキ。  

さらに大気環境予測モデルの基礎的な検討を行い，関西  

地域におけるフィールド観測データとの照合を行った。  

その結架，モデル境界付近を除いては十分な精度が得ら  

れていることが分かった。また，従来から開発を進めて  

きた差分法与こよる沿道大気拡散モデルについてiアルゴ  

リズムの改良による高速化，野外拡散実験や解析解型モ  

デルとの比較による再検証を行い，モデルの実用性を高  

めた。これとともに関西地域における交通量予測モデル  

の構築のためにゾーニングおよびネットワーク作成，並  

びに道路交通センサス関連データの整備等を行った。   

水質問題に関しては，都市域の河川の水質の経年変化  

の解析を行い，河川水中の総窒素が上昇傾向にあり，  

N／P比が上昇傾向にあることが明らかとなり，有毒ピ  

コプランクトン等の増殖による利水障害等が増加する可  

能性が示唆された。また，首都圏の水質予測システムを  

開発し，人口の増加に伴い水質汚濁が進行することが予  

測された。生活系排水対策として，合併処理浄化槽の高  

度化脱窒の条件を最適化する手法の開発，畜産排水，  

レストラン排水等の高濃度有機性排水対策として，高温  

好気発酵法を応用した処理の開発を行った。また，既設  

の合併処理浄化槽をさらに高度化し，未処理雑排水を高  

度処理合併処理浄化槽で処理する場合，既設の下水・し  

尿処理場を100％高度処理化した場合にはぼ匹敵し，大  

きな総量規制の効果を有することが明らかとならた。  

【発 表〕K－29，41，46，k－7，B－10，12，16，17，  

109～111，F－■4，6，7，b－18，28，29，33，51，55，58，  

71，104～109，215～227，ト2～10  

2．4．9 廃棄物埋立処分に起因する有害物質暴露  

量の評価手法に関する研究  

〔研究担当〕有害廃棄物対策研究チーム  

〔研究期間〕平成6～9年度（1994～1997年度）  

〔研究概要〕特別研究の初年度である平成6年産は，  

水質・土壌経由の汚染を評価するための前提として，化  

学物質の観点から浸拙水の実態を明確にする目的で実施  

することとした，14の地方環境研究所等との「埋立地  

浸出水共同分析プログラム」を最蛮点項目と設定し，実  

施した。また，これらの分析結果から，浸出水の特性・  

指標となる物質耶についての検討を開始した。非揮発性  

有機ハロゲン化物の指標であるAOXについては，基礎  

2．4．8 ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発  

症機序の解明とリスク評価に関する研究  

〔研究担当）大気影響評価研究チーム  
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的な分析化学的見地からも検討を加えた。   

制定結果については，現在取りまとめ中であるが，概  

観すると，①環境基準で規制されている揮発性有機物  

（VOC）はほとんど検出されない，②水に対する分配係  

数の小さい有機物（アCB，D10Ⅹ1丁ヾ等）は，濃度が低い，  

（診フクル酸エステル，リン酸エステル等のプラスチック  

添加物は比較的高濃度，④種々の有機酸が検出される，  

⑤無機成分ではカルシウム，マグネシウム等が高濃度で  

存在，⑥鉱津が埋め立てられた処分地では，ヒ素，ホウ  

素が高濃度の例が存在，⑦無機陰イオン成分では，塩化  

物イオンが高濃度，硝酸イオンはND～10ppmとバラ  

ツキが大きい，等が得られている。   

次年度以降についても，プログラムは継続を考えてい  

るが，経時的な変化と採取地点の拡大とどちらを重要視  

するかは，今後の検討課題である。   

汚染土壌の標準試料は，非揮発性有機物についても測  

定できる調整法を検討し，試料採取，前処理を実施した。  

また，水質の要監視項目であるホウ素に注目して，溶出  

実験を実施した。   

大気経由の汚染を評価するための気体成分捕集法に関  

しては，従来の活性炭を用いた固相吸着法（フィンガー  

プリント法）とGCあるいはGC／MS直接導入可能な坦  

持液相分配法を，土壌ガスの現場測定可能性の観点から  

検討した。  

〔発 表〕B→74，D－30，31，33，35，d－27  
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2．5 開発途上国環境技術共同研究  

2．5．1開発途上国環境技術共同研究（フィジビ   

リティー研究）  

〔担当者〕地域環境研究グループ：中島興基  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕本調査研究は，平成5年度に実施した「開  

発途上国における環境技術共同研究のあり方に関する調  

査」を踏まえて，開発途上国の水質環境の保全のための  

効果的な環境改善手法を研究開発することを目標にして，  

対策技術水準等の現況調査を行うとともに，実施可能な  

研究課題を検討するための背景的調査研究を行うことを  

目的にした。   

本調査にあたっては，アジア地域等の開発途上国にお．  

いて策定，あるいは計画された数カ所の河川や湖沼の流  

域水質管理計画等の文献を収集し，関係の専門家にヒア  

リングするとともに，本調査研究に関して意見交換を行っ  

た。   

事例調査対象の水域とした，ソンクラ湖（タイ），ト  

ンレサップ湖（カンボジア），ラグナ湖（フィリピン），  

紅河（ベトナム）等の6水域について，計画の基本的  

考え方，水質汚濁の現状及び特乱 計画の必要性及び優  

先度の把握，組織や制鼠 アクションプログラム，水質  

汚濁評価の手法・制度等，及び計画の実効性及び進捗状  

況の見地から考案した。   

それぞれの結果を取りまとめるとともに，相互に比較  

検討した。共通の問題点としては，生活排水による水質  

汚濁，モニタリング等データの不足，計画担当の組織の  

弱体や不明確さ，市民の不参加等が見られた。ま．た，技  

術的な制約要因としては，科学的根拠にもとづいた政策  

や対策技術の採用が十分でなく，先進国からの援助によ  

る不適切なインフラ整備等も指摘された。   

共同研究としては，各種計画の技術的，社会的，政策・  

組織的，及び経済的制約要因を明らかにすること，実行  

性のある計画の策定のためのデーータの蓄積，シミュレー  

ションによる将来の環境を予測すること等の必要性が示  

唆された。  

2．5．2 開発途上国における自然利用強化型適正  

水質改善技術の共同開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・高木博夫・  

西村 修・中島興基  

【期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕開発途上国では生活排水，産業排水等の未処  

理放流により水辺環境の汚濁が著しく進行し安全な水資  

源を確保することも困難な状態にある。このままの状況  

を放置することは極めて危険であり，特に環境衛生上，  

一刻の猶予も許されない状況であると考えられる。下水  

道システムの整備には多大な資本投下が必要であり，か  

つその維持管理にも多大な予算を必要とすることから開  

発途上国では経済的に整備不可能な地域が大半であり，  

これらの地域では別途方策手法を開発する必要がある。  

また，我が国において主として採用されている活性汚泥  

法は，高度な処理能力を発揮するためには熟練した技術  

による維持管理が不可欠であるほか，エアレーションを  

始めとしてその運転には安定した電力供給が前提となっ  

ており，開発途上国にそのまま適用することは適切でな  

い場合が多い。このため，開発途上国における生活排水  

等の処理方法としては多大な施設とエネルギー消費が伴  

う処理ではなく，有用生物を活用することによって自然  

の浄化能力を強化し，効率化した水処理技術が求められ  

ている。また，その技術は我が国における水質改善手法  

の多様化を図る際において基礎となるものである。そこ  

で，水源域における汚濁物質の質と量を把挺するために，  

汚濁物質のスクリーニングとモニタリング物質の抽出と  

現地の汚濁状況に応じた分析条件等の最適化について検  

討を行った。また直接浄化機能の高い有用生物の検索と  

培養を行うために水質浄化に関与する微生物のスクリー  

ニング及び利用可能な水生生物，活用可能な充填物の調  

査と活用可能な充填物の物理化学的特性の把握及び有用  

生物との親和力の把握について検討した。さらに低濃度  

および高濃度汚濁水域の直接浄化手法の開発に関する研  

究を行うために既往手法の調査と処理システムの選定，  

実験装置の設計及び装置容積の最適化に関する実験的検  

討及び現地における処理実験装置の設計について検討を  

行った。以上の検討より，自然利用態化型適正水質改善  
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技術を発展途上国で活用する上での重要性を明らかにし  

た。  

〔発 表〕8－9～ユ1，b29，31，32，36，67，71  

備調査するとともに，現地における共同調査の進め方に  

ついて検討し，フッ素暴露状況の把握と健康影響の調途  

方式の確立のため，目「巨共同協議を実施した。さらに国  

内調査委員会を設け，中国におけるフッ素への暴露調査  

の内容と骨フッ素症，歯牙フッ素症の確定作業を実施し  

た。特に骨フッ素症に関しては，類似所見との鑑別診断  

のため，放射線医学的解析について日中双方の詳細ぢ臨  

床医学的協議を行った。   

石炭燃焼時に発生する高濃度フッ素への暴露による健  

康影響の把握のためには，フッ素吸入に伴う疾病発生機  

偶の解明が必須である。この目的ため，本研究所におい  

てフッ素ミスト発生方法を検討し，動物暴露チャンパー  

システムの試作を行った。この小型試作チャンバーを用  

いて，実験動物にフッ素ミストを暴謁し，吸入実験を行っ  

た。   

フッ素吸入により動物の呼吸細気管支および肺胞部が  

障害され，浮腰が観察される。肺を含め組織障害に伴う  

毒性発現機構については，細胞生化学的手法を用いてさ  

らに詳細な検討を進めつつある。   

2．5．3 開発途上国における石炭燃焼に伴う大気  

汚染による健康影響と疾病予防に関する研  

究  

〔担当者）地域環境研究グループ：安藤 満・平野靖史郎■  

山元昭二  

環 境 健 康 部：田村憲治  

〔期 間）平成6～10年庶（1994～1998年度）  

〔内 容〕中国においては，全国29の省，自治区，直轄  

市のうち，上海市を除く28の省，自治区，直轄市がフッ  

素汚染に果され，その人ロは3億人にのぽるとされて  

いる。このうち石炭燃焼時に発生するフッ素による大気  

汚染と屋内汚染により，14の省にまたがる地域におい  

てフッ素汚染が発生している。これらの地域においては  

高濃度フッ素の吸入と，フッ素汚染に伴う金品汚染によっ  

て，フッ素症の流行が報告されている。   

本年度は中国におけるフッ素汚染の広がりについて予  
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2．6 国立機関公害防止等試験研究  

2．6．1多雪地域における地下水の汚染機構の解  

明及び滴養手法の開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループニ平田傑正・西川雅高・  

植弘崇嗣・巾杉修身  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕硝酸性窒素は揮発性有機塩素化合物と並んで  

高頻度，高濃度で地下水から検出される物質である。硝  

酸性窒素の汚染源は農地への過剰な施肥や生活排水・工  

場排水の地下浸透処理などであるが，本研究ではこれら  

の要因別窒素負荷量を明らかにする。また，土地利用特  

性の地‾F水質に及ぼす影響を調べるとともに，窒素安定  

同位体比や一般水質項目の統計解析から地下水中におけ  

る硝酸性窒素の起源解明を目的としている。   

本年度は，岐阜県，山形県，沖縄県などに設けた試験  

地の地下水質について，一般水質項目の季節変動調査を  

継続するとともに，窒素安定同位体比や酸素安定同位体  

比の計測を行った。このうち岐阜県各務原苗では地下水  

への窒素供給量を減じるため施肥肥培管理を強化し，そ  

の効果確認の監視を実施しているが，畑地，水田域とも  

に着実に硝酸性窒素濃度の減少していることが確認され  

た。さらに沖縄県宮古島では琉球石扶岩の流域区分ごと  

に地下水流れ方向に地下水を採取し，一般水質項目に加  

えて窒素安定同位体や酸素安定同位体の計珊を農地，市  

街地などの土地利用特性の違いや季節変動特性が把握で  

きるよう地‾F水・湧水を中JL、に34埠点で年4回程度の観  

測を開始した。その結果，地下水流れ方向に溶存酸素濃  

度が減少し，電気伝導度や硝酸性窒素濃度が増加するな  

ど，土地利用特性や水の滞留時間が地‾F水質に及ぼす影  

響をとらえることができた。さらに窒素安定同位体  

比∂15Nについて，市街地では生活排水の地下浸透処理  

の影響を受けて7．3から9．撒0の範問に分布するのに対し  

て，サトウキビ佃を通過し，硝酸性窒素濃度が上昇する  

と∂15Nは7．3から5．8‰程度にまで減少しており，無機  

化学肥料成分の溶脱が地下水質に影響していることも明  

らかになった。  

（発 表〕b191  
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2．7 眉境保全総合調査研究促進調整費による研究  

2・7・1ヒ素による地下水汚染の原因究明に関す  

る緊急湘査  

【担当者）地域環境研究グループこ中杉修身・西川雅高  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕ヒ素による地下水汚染が．天然土壌からの溶  

出によるか，有機ヒ素農薬の散布など人為的な要因によ  

るかを判別する手法の開発を行った。まず，地下水申の  

化学形態ごとのヒ素濃度を求めるためのサンプリング分  

析システムを確立し，各地の汚染現場の地下水中の化学  

形態ごとのヒ素の存在畳を測定し，想定される汚染原因  

との関連を解析した。、また∵各地の上薬汚染地下水中の｝  

一般水質項目の測定データを収集し，ヒ素濃度との関連  

を解析した。これらの結果に基づき，ヒ素による地下水  

汚染原因を判定する手順を検討した。   
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2．8 国立機関原子力試験研究費による研究  

2．8．1原子力利用研究  

（1）有毒アオコが生産する毒物質の標識化とその生体   

影響作用機構に関する研究  

〔担当者〕イヒ苧環墳部：彼谷邦光・佐野友者■  

生物圏環境部二渡逓 信・高村典子  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕最終年度である本年度はこれまでの結果と本  

年度の結果からラ．ン薬毒ミクロンスチンの毒性発現のメ  

カニズムの解明を行った。ミクロシスチンが肝臓に特異  

的に取り込まれる現象については，肝細胞にだけある胆  

汁酸輸送系の関与が証明された。肝細胞に入ったミクロ  

シスチンは2つの系に作用する。1つはタンパク質脱  

リン酸化酵素2Aの活性を阻害することによって，細  

胞骨格タンパク質の過剰リン酸化による細胞変形，細胞  

膜構造の変化を引き起こす。この細胞膜構造の変化は細  

胞外カルシウムの細胞内流入を促し，ボスホリノヾ・一ゼ  

A2を活性化する。その結果，遊離アラキドン酸が増加  

し，プロスタグランジンやスロンボキサン等の産生を促  

進する。また，細胞内成分の漏出による血液凝固にもつ  

ながる。さらに，このタンパク質の過剰燐酸化は発がん  

促進作用にも結びつく。もう1つの系はインターロイ  

キン1（工L－1），腫瘍壊死因子（TNF）α，血小板活性  

化因子（PAF）の分泌を促進し，炎症反応を引き起こす  

スロンボキサン（TX）A2の産生を促進するよ「方，腹  

腔マクロファージでもミクロシスチンによって，Ⅰし1，  

TNFa，PAFやTXA2の代謝産物であるT丈B2の産生  

促進が確認された。これらのことから，ミクロシスチン  

の急性毒性発現の主要要因は肝細胞の過剰りン酸化によ  

る細胞機能の喪失と炎症反応の発現によるものと考えら  

れた。  

〔内 容〕微生物の持つ有害化学物質分解・除去機能の  

発現に及ぼす環境要因を明らかにするとともに，分解・  

除去に関与する酵素及びタンパク質を単離，精製しその  

、諸性質について検討を加えた。   

1）1，1，1－トリクロロエタン（TCA）を好気的に分解  

する微生物の検索及び単離を行い，TCA分解微生物の  

生理学的性質，さらに分解特性に及ぼす環境要因につい  

て検討を加えた。エタンを炭素源とした時にTCA分解  

菌の集積が確認された。寒天平板法による純粋分離の結  

果，TCAを好気的に分解する細菌TA5株及びTA27株  

を分離した。これらの蘭は，TCAのみを炭素源として  

増殖することはできないが，TA5株はエタン及びエタ   

ノールを，TA27株はエタン，エタノール，プロパン及   

びグルコースを資化し，TCAを分解することが判明し  

た。TA5株は，TCA濃度1．2mg／Zを4日間で60％分  

解する能力をもち．最適pHは7付近であった。TA27  

株は，pH5．5と低いpHの時に分解は最大となり，7 日  

間でTCAはほぼ完全に分解された。温倭に関しては，   

いずれの株も25～35℃で良好な分解を示した。  

2）トリクロロエチレン，クロロホルム等の脂肪族ハ   

ロゲン化合物を分解するメタン資化性菌八東拘沖叫阿南  

sp．strain M（M株）より揮発性有機塩素化合物分解酵   

素であるメタンモノオキシゲナーゼを単離精製し，その  

諸性質を検討した。M株菌体を20mMジチオスレイトー   

ルを含む0．1M PIPES－NaOH緩衝液（pH7．0）に懸  

濁し，フレンチプレスにて破壊した。遠心して非破壊菌  

体および菌体残さを除いた後，上清を超遠心分離（40，000  

rpm，1b）し．膜画分および可溶性画分を得た。超遠   

心分離によって得られた膜画分を各種界面活性剤を含む   

緩衝液に懸濁し分解酵素活性を測定した結果，いずれに   

おいても徳性は検出されず，隈結合型分解幣束は非常に  

不安定であることが示唆された。可溶性画分をMonoQ   

カラムにかけ年給巣，遊離型分解酵素はヒドロキシラー   

ゼ，レダククーゼ，およびコンポーネント Bからなる   

マルチエンザイムであることが明らかとなった。  

〔発 表】G－31，34，35，45，g－13，36，41～43  

（2）微生物における有害化学物質分解・除去能の発現   

機構の解明とその活用に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：矢木修身・内山裕夫・  

冨岡典子†向井 哲・  

服部浩之  

地域環境研究グルプ：岩崎一弘  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）・  
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（3）水界生態系由来の気候変動気体の循環機構解明  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ＝原田茂樹  

水土壌国環境部＝土井妙子・渡辺正孝  

地域環境研究グルーフて＝稲森悠平  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕地球規模の気候変動に影響を与える気体とし  

て，二酸化炭素とジメチルサルファイドが注目を集めて  

いる。前者は温室効果気体と呼ばれるものであり，後者  

は大気の熱収支に影響を与えるものである。これら 2  

つの気体の消長は，水界生態系における物質循環に影響  

を受けると言われている。すなわち，水界生態系の物質  

循環を構成する様々な生物化学的反応を通じ，2 つの  

気体の生成・吸収が起こっている。そのため，水界生態  

系における物質の形態変化 及び栄養塩など環境条件の  
影響を明らかにする必要がある。本研究では動物プラン  

クトン・植物プランクトン・バクテリアによって構成さ  

れる水界マイクロコズムシステムにおける物質の形態変  

化を，安定同位体及び放射性同位体トレーサーを用いて  

解析する事を目的としている。本年度は以下の検討を行っ  

た。  

1）炭素の形態変化を追跡するため，POC・PIC・DIC  

の形態で存在する炭素の安定同位体比計測手法について  

検討した。試料をガス化した後に真空ライン中で低温精  

製にする方法によって，＿1二記の形態の実サンプルに対し  

て0．05～0．10の十分な計測精度を得た。さらに，  

POCの安定同位体比計測について，元素分析計と安定  

同位体比質量分析計を直結したシステムを適用し，精度・  

確度に関する検討を行った。   

2）植物70ランクトン・原生動物・バクテリアの 3  

つの生物コンポーネントによって構成されるマイクロコ  

ズムシステムを構築し，物質循環研究に供するに十分な  

再頚性及び安定性を得た。   

3）マイクロコズムシステムに炭素放射性同位体を添  

加し，各生物コンポーネントの分画手法，及び生物体内  

に解り込まれた炭素放射性同位体の濃度計潮手法につい  

て検討した。  

〔発 表〕a－81～83，b－20，21，35，41，45，64，77，  

85  

1）植物関係  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・  

中嶋信美  

生物圏環境部二久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成6年～10年度（1994～ユ998年度）  

〔内 容）現在，多くの植物はその生息する環境の急速  

な変化により，生育阻害や枯死などの被害を受けている。  

特にそのなかでも二酸化硫黄，窒素酸化物やオゾン等の  

大気汚染物質の増加による柄物の被害が近年問題になっ  

ている。植物をこれらのリスクから回避させるには大気  

汚染物質の植物への影響を明らかにする必要がある。   

近年になって，大気汚染による植物の可視障害発現に  

植物の老化ホルモンであるエチレンが重要な役割を担っ  

ていることが示唆された。そこで本研究では，二酸化硫  

黄によるトマト緑薫の可視障害発現とエチレン生成の関  

係について検討した。その結果，′二酸化硫黄暴露によっ  

てトマト緑葉でのエチレン生成速度が上昇し，エチレン  

生成経路の酵素の活性上昇が認められた。同時に可視障  

害も観察された。また，エチレン生成の阻害剤の処理に  

より可視障害が軽減された。以上の結果から，二酸化硫  

黄によるトマト緑葉の可視障害発現にはエチレンの作用  

が大きく関係しており，エチレン生成を抑制することに  

より可視障害を軽減できるものと考えられる。現在，ト  

マト緑薫よりエチレン生成に関係する酵素の遺伝子を単  

離を試みており，今後はそれらの遺伝子の大気汚染物質  

による発現調節機構を明らかにしていく予定である。   

2）動物関係  

〔担当者〕環 境 健 康 部：遠山千春・青木康展・  

国本 学  

地域環境研究グループ：米元純三  

〔期 間】平成6年～10年度（1994～1998年度）  

（内 容〕都市の大気中には酸化性ガスや塩素化化合物  

が汚染物質として存在している。生体内で，これら汚染  

物質の解毒には酸素添加酵素や転移酵素を始めとした多  

くの薬物代謝酵素が関与している。本研究ではその中で  

典型的な解毒簡素であるシトクロムP450（CYP）とグ  

ルタチオンSトランスフエラーゼ（GST）の多塩素化  

ビフェニルによる誘導能を，C56BL系マウスとDBA系  

マウスの肝臓細胞を用いて検討した。その結果，C57BT．  

の方がDBA に比べてCYPの誘導能がはるかに高か  

ったが，GSTは両系統の問で大きな差は認められなかった。   

（4）大気汚染物質の生体影響機構の解明と耐性植物の   

作出に関する研究  
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放出がある。14Cは現在の生物の国定した有機物を原料  

としている自然起源のものにほ含まれているが，化石燃  

料には含まれていないので，大気中の1dCH4を測定する  

ことにより両者の寄与の割合を求めることができる。  

1994年には西シベリアで航空機上および湿原で空気を  

サンプリングし，また，湿原から発生するメタンと天然  

ガスのサンプルを人手した。  

（5）西シベリア大低地から発生するメタンの起源同定   

のための計測技術の開発に関する研究  

〔担当者）地球環境研究グループ：井上 元  

〔期 間〕平成6～10年皮（1994～199昨度）  

〔内 容〕西シベリア大低地には広大な湿原があり，ま  

た，石油・天然ガスの採掘・輸送活動が活発である。自  

然の湿原からは嫌気性細菌により生成したメタンが発生  

し，他方，化石燃料の採掘・処理・輸送に伴うメタンの  
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2．9 科学技術振興調整嚢による研究  

2．9．1総合研究  

（1）砂漠化機構の解明に関する国際共同研究   

①半乾燥地での生態系維持機構および回復機構の解明   

一人工環境下での植物の環境耐性反応及び生理生態機  

能の実験的解明－  

〔担当者〕生物圏環境部：大政謙次・名取俊樹・  

戸部和夫・田中 浮  

〔期 間〕平成元年～6年度（1989～1994年度）  

〔内 容）本研究は，当研究所の生物環境実験施設を用  

いた中国科学院との共同研究であり，地球規模の環境問  

題の一つである砂漠化の機構解明を目的としている。本  

年度は，中国から導入した砂漠化地域に生育する植物の  

実験植物化の方法をまとめた。また，新彊ウイグル自治  

区に生育する塩生植物について，生育地の環境調査等を  

行った。さらに，中国科学院の植物研究所と新埴生物土  

壌砂漠研究所の研究者を招へいし，塩生植物として代表  

的な塩棟木等の生理生態機能を調べた。得られた成果を  

要約すると以下のとおりである。中国現地から種子等を  

採取しなくても，数種の植物を実験に供給することが可  

能となった。代表的な塩生植物である塩植木の生育地土  

壌は，Na濃度が高く，また，塩棟木には10％以上  

（乾物重当たり）のNaが含まれていた。栽培溶液中の  

Na濃度を変えて，塩穂木個体当たりの炭素量の増加  

（生長塁）を調べたところ，海水の1／2の濃度で生長が  

最も良かった。さらに，生長増加の機構を明らかにした。  

〔発 表〕H－23～25，27，h－14，15，30，31   

都市キャノピー層にも適用可能なように拡張しこ 有効体  

積率Gと表面積密度Aの概念に基づく都市キャノピー  

層乱流モデルを，Z一座標系のメソスケール気象モデル  

に組み込んだ。これを用いて植生域から都市域への大気  

境界層の昌変化についての特徴を野外観測データと比較  

し，キャノピー層乱流モデルが観測結果を定性的にサポー  

トすることを確認した。また，キャノピー層内を記述す  

る長さスケールモデルの定式化の感度解析も行った。キャ  

ノピー層効果を含む長さスケールの補正は，夜間め乱流  

混合を促進する方向に作用するが，温位と風速に対する  

差は，Therry and Lacarrere（1982）の診断式を用い  

た場合と大きな差を生じなかった。［］中の対流混合層形  

成時にほ，キャノピー層効果が相対的に小さくなること  

が示され，キャノピー層は夜間の安定成層時の大気境界  

層再現に特に重要であることが判明した。  

〔発 表〕f－4，9，10  

（2）新しい植物実験系開発のための基盤技術に関する  

研究   

環墳応答機構解明のための実験系の開発一環墳耐性  

解析用実験系の開発と環境耐性機構の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・  

中嶋信美  

生物圏環境部：久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕大気汚染ガスをはじ吟様々な原因によって生  

じる植物の傷害には活性酸素が関与していると考えられ，  

この活性酸素の消去系酵素が植物の生存に重要な役割を  

果たしている可能性がある。そのような醇素の役割を解  

明するため，遺伝子レベルでの研究を行っている。   

我々は昨年度，シロイヌナズナから学離した活性酸素  

消去系酵素の一つであるアスコルビン酸ペルオキシダー  

ゼ（APX）の遺伝子をタバコに導入し．この酵素の活  

性が様々な程度に異なる遺伝子租換え植物を作成した。  

本年度これらの植物のストレス耐性を調べたところ，  

APXを過剰生産するようになったタバコは，．除草剤の  

バラコートや大気汚染ガスのオゾンに対し，対照の非組  

換えタバコと同様な耐性を示した。一方，APX の発現   

②砂漠化機構解明のためのシミュレーションの検討   

一植物群落帯での微気象，環境のパラメーター化－  

〔担当者〕大気圏環境部：鵜野伊津志・花崎秀史・  

光本茂記  

〔期 間〕平成5～6年度（1993～1994年度）  

〔内 容〕本研究の目的は，①砂漠域での植物群落の環  

境緩衝機能を評価できる群落帯周辺の微気象数理モデノじ  

の作成，②緩衡機能のシミュレーションの実行，③その  

結果をワークステーション等上で可視化するシステムの  

開発である。   

本年度は，植物キャノピー層での裏面積密度の概念を  
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が抑制されたタバコの中には，対照よりも低いパラコー  

ト耐性を示す個体があり，APX活性とパラコート耐性  

の間にほぼ相関が認められた。したがって少なくとも本  

研究で用いた材料及び条件下では，APXは，活性酸素  

耐性の律遠因子にはなっていないが，必要なものである  

ことが示唆された。  

〔発 表〕b－135～137，h－3，17  

第1期の研究では，水温，気温情報とNOAA衛星デー  

タをもモに熱収支情報ベースを構築した。第2期の初  

年度である本年度は日本における気象観測施設の属性情  

報と実測値のサンプルを収集して，検索・地図化システ  

ムを作成するとともに，短波放射計算のためのアルゴリ  

ズム調査とシステム構築を試みた。  

（5）マイクロ波センサデータ利用等によるリモートセ   

ンシング高度化のための基盤技術開発   

①リモートセンシングデータの複合利用技術の開発   

複合センサによる物理屋の高精度測定手法の開発一大  

気物理量の高橋皮測定手法の開発－オゾン層変動の解明  

のための大気センサデータの複合利用技術の開発－  

〔担当者〕地球環境研究グループニ笹野泰弘・鈴木 睦・  

横田達也・中根英昭  

大気 圏環境部：杉本伸夫  

【期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕ADEOS搭載の大気センサ（ILAS．RIS，  

IMG，TOMS，POLDER）から得られるオゾン，エアロ  

ゾル等の大気徴塁成分データを複合的に用いて地球規模  

大気環境動態，特にオゾン層の変動現象を総合的に解明  

するのに必要な基盤技術の開発を目的とする。ADEOS  

搭載の各種センサデータ及び関連データ（気象データ，  

地上ベース観測データ等）の複合利用を可能にするため，  

高次データ作成用アルゴリズムの開発，データベース化  

の検討，関連データの検索・複合分布図の作成等のオゾ  

ン層解析支援システムの構築を行うために必要な基礎調  

査を行い，プロトタイププログラムを開発し，テストを  

行った。  

〔発 表〕a－51   

（3）北極域における気圏・水圏・生物圏の変動及びそ  

れらの相互作用に関する国際共同研究  

（担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成2－6年度（1990～1994年皮）  

【内 零〕（1）1992年1月から1994年6月までのハ  

ロカーボン（トリクロロエチレン，テトラクロロエチレ  

ン，ク・ロロホルム，ジクロロエチレン，ブロモホルム，  

ジプロモメタン，プロモク ロロメタン，クロロアイオ  

ドメタン）濃度変動デ丁夕を得た。．それらを解析した結  

果，①クロロカーボンについては二OHラジカルとの反応  

性が高いものほど真の濃度が低いこと－ ②海洋起源のプ  

ロモカーボンの季節変化も各成分の光分解性と関係のあ  

ること，③クロロアイオドメタンは日の出前の2月に  

急減し，発生源として中緯度の海洋が考えられることな  

どが分かった。春と夏に観測されるエアロゾル巾の臭素，  

ヨウ素濃度の増加との関連性は特に見られなかった。  

（2）ポーラサンライズエクスペリメント1994の一環  

として実施されたSWAN（北緯840）キャンプにおける  

大気測定の結果，北極海上では海洋起源プロモカーボン  

濃度が高く．トリクロロエチレンやテトラクロロエチレ  

ン濃度が低くなる状況が長く持続しており，1992年の観  

測結果を裏付けるデータが得られた。  

【発 表〕D－39，41～46，d－34～35，  

②熱帯地域の環境変動に関する国際共同研究   

熱嵩生態系変動の把握方法の開発一現存植生分布の変  

動把握手法に関する研究－  

（担当者〕社会環境システム部二安岡善文・田村正行・  

山形与志樹  

地球環境研究グループ：宮崎忠国  

t期 間〕平成4～6年皮（1992～1994年度）  

〔内 容〕本研究所は，人工衛星ERS，一－ERSに搭載  

されているマイクロ波センサ（SAR）及び高分解能光学  

センサ（OPS）等を利用して熱帯地域における地表面特  

性，特に現存植生の現況とその変化を把握するための手  

（4）創造的研究開発支援のための自己組織型情報ペー  

スシステムの構築に関する研究   

情報べ⊥スとその高度利用に関する研究一地球観測デー  

タによる熟収支情報ベースの構築と利用の研究一  

〔担当者〕水土壌圏環境部：宇都宮陽二朗・  

井上隆信・恒川篤史′  

地球環境研究センター：藤沼康実  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年皮）  

〔内 容〕日本とその周辺，東アジアをカバーする広域  

の熱収支及び熱環境解析に必要な基礎情報の取得のため，  

一75－   



法の開発を行うことを目的とする。平成6年皮には以下  

の成果を得た。  

（1）釧路湿原地区において現存植生，ERS－1，JERS－1  

のSAR画像，及びLANDSAT TM画像を重ね合わせ，  

植生等の地表面特性がSAR画像に及ぼす影響を定量的  

に評価した。  

（2）タイでのフィ軋ルドであるバンコク，コンケン，  

プラチョキリカン（湿地）におけるフィールド実験デー  

タ及びJERS－1SAR，MOS MESSR，LANDSATTMデー  

タを基に，SAR時系列画像から植生分布を計測する手法  

を検討した。  

〔発 表〕c－35，36，46  

てメタン測定用レーザーレーダーシステムの開発を行っ  

た。  

〔発 表〕f－22  

（7）システムと人間の調和のための人間特性に関する  

基礎的・基盤的研究   

一意観の解析・評価のための画像シミュレーション技  

法及びその適用手法に関する研究一  

〔担当者〕社会環境システム部：安岡善文・大井 紘■  

須賀仲介・清水 明・  

青木陽二・近藤美則  

【期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕都市の再開発や，大型リゾート開発は地域の  

景観を著しく変化させてしまう場合が多く，地域住民の  

意向を十分考慮した計画の作成が必要である。本研究の  

目的ほ開発によって変化する景観を住民が的確に評価で  

きるような景観画像を画像処理手法とコンピュータグラ  

フィックスの技法を用いて作成することである。前年度  

に引き続き，現場写真等による背景画像データの性質を  

抽出し，それをもとに，背景画像に対して臨場感を損月  

うことのないCG画像を作するシステムの開発を行っ  

た。特に本年度は，画像特性抽出における統計的手法，  

CG画像作成におけるテクスチャ画像作成手法の開発を  

行った。  

〔発 表〕C、2，27  

（8）極限量子センシング技術の開発及びその利用のた  

めの基盤技術開発   

1）極限量子センシングのための全団体化レーザー技  

術に関する研究全団体化レーザーによる極儒大気計  

測技術の研究  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井仙郎・  

湊  淳  

（期 間）平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内客〕全団体化レーザーは高効率，高出力でしかも  

小型，軽量，耐環境性を兼ね備えた将来最も有望なレー  

ザー光源として衛星搭載レーザーレーダーなどの開発の  

鍵となっている技術である。本研究では人工衛星などを  

利用した将来の大気環境遠隔計測システムをにらんで，  

全国体化レーザーの特性を最大限に利用する大気遠隔計  

測技術を開発することをねらいとする。そこで，赤外波  

長可変全固体レーザー技術に着目し，赤外領域の差分吸  

収レーザーレーダー技術の開発を目標として選んだ。前  

年度に開発した半導体レーザー励起YLFレーザーおよ  

び3〟m笛の光パラメトリック発振器の特性評価を行  

う「方，メタンを測定対象とする測定手法を検討した結  

果，光パラメトリック発振曇旨を狭帯域化せず相関分光法  

を用いてメタンの測定を行う新しい手法の着想を得た。  

この手法は，メタンを封入した相関セルを検出系に用い，  

メタンの吸収スペクトルよりも波長幅の広いレーザーを  

用いて測定を行う。この手法を用いることにより珊定シ  

ステムが著しく簡単化され小型化が可能となる。この測  

定手法について計算機シミュレーションを行った結果，  

高い精度でパックブランド大気中のメタンが測定できる  

ことが示された。以上の結果に基づき，この手法を用い  

2且2 国際流動基礎研究（省際基礎研究）  

（1）海洋円石藻の炭酸塩鉱物形成と海洋炭素循環機構  

に関する基礎研究  

〔担当者〕水土壌圏環鹿部：渡辺正孝・高松武次郎  

地球環境研究グループニ原田茂樹  

地域環境研究グループ：木幡邦男  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕大型純粋培養装置を用いて海産円石藻且m清一  

αれよαんuズgeツよの培養を行い，光合成と炭酸カルシウム形  

成とが同時におこる系の中での且上眈油少細胞中の無  

機・有機炭素動態を計測し，炭酸カルシウム形成に伴う  

炭素循環と環境因子との定量把握を行った。溶存啓二酸  

化炭素が増殖を制限しない増殖過程では炭酸カルシウム  

形成は有機物生産に比して相対的に小さく，粒子態無機  

炭素／有機炭素比は0．1程度である。増殖に伴い有機態  

炭素の安定同位体比は20から－ユ75程度へと重くなっ   
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た。溶存態無機リンの欠乏とともに増殖は停止L，炭酸  

カルシウム形成が活発化することが明らかとなった。外  

洋域のようにリン濃度が低い条件下でも且ん比嘉eγよのブ  

ルーム形成が観測されている事実を培養実験で裏付ける  

結果となっている。溶存態二酸化炭素が制限となるよう  

なpH＝8．9以上においても，栄養塩添加により且血〟加水  

は増殖を行うことが明らかとなった。この期間の粒子態  

無機炭素／有機尿素比は0．6程度であり，また有機悪炭  

素の安定同位体比は－18から一13．5へと重くなった。  

利用可能な炭酸塩は主にHCO。であることから，本種  

は炭簡カルシウム形成に蔓り生成したCO2を光合成に  

用いていることが示唆された。  

査研究  

一大容量数値データ等の伝送に適した省際ネットワーク  

経路制御方式の研究一  

〔担当者）環境情報センター：阿部重信・波多野実  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

（内 容〕環境観測㈲促データ，シミュレーションデー  

タ等の機関内に蓄積された多数の大規模な研究データに  

ついて，・その性質に応じて省際ネットワーク上で高速か  

つ効率的に伝送させるとともに，スーパーコンピュータ  

等の情報基盤設備を省際ネットワー■クを介して有効活用  

できるように，経路制毒凱 データ・情報機器アクセス管  

理等の基礎的利用技術を確立する。  

▲省際ネットワ【クに接続し，国内外の試験研究機関，  

大学等の問に，最新ネットワーク技術の成果を取り入れ  

た効果的な情報提供・情報流通システムに関する利用技  

術を開発する。また，国立試験研究機関等における観測  

削定データや研究情報を始め，我が国の大学，行政機関，  

地方公共団体，民間団体等において所有する情報を基盤  

として，これまでの研究脇九、行政対応等を主軸に情報  

の集約を効率的に実現する。   

本年度は，大容量データ等の伝送に有効な方式を確立  

するための予備的研究として，高性能ファイルサーバを  

導入するとともに，多くの分野で使用されている多様な  

書式及び媒体の大容量データ等について，更改的な相互  

利用を実現するための標準化書式を検討するはか，比較  

的大容貫の研究情報について，コンピュータネットワー  

ク上で利用しやすい提供システムの開発を行った。  

回線接続器（ルータ等）を導入し，NTT専用回線  

（512Kbps）をもって，省際研究情報ネットワークつく  

ばNOCとの間を接続し，各種の設定を行った。また，  

ネットワークサーバ及びクライアントを設置し，種々の  

研究情報に対応した情報提供システム（WWWサーバ）  

の構築を行い．試験運用を開始した。な払 スーパーコ  

ンピュータ等の利用にかかる大客員のデータ伝送のため  

の経路制御についても，関係機関のネットワーク担当者  

との間に連絡・調整を図るなど，所要の検討を開始する。  

（2）環境保全に対応した陸上移動媒体（エコビークル）  

に関する基礎研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：清水 浩・森口祐一  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕本研究は車社会が抱える環嵐 エネルギー，  

事故，渋滞の4つの問題を抜本的に解決することを目  

的とした総合的な取り組みのうちの基礎的研究を行う。  

本研究では4つの目標を達成するための手段として，  

（1）新技術を盛り込んだ電気自動車技術を主体とし，  

（2）これに太陽電池による充電の補助機能を持たせ，  

（3）車体を小型化するという概念を盛り込んだ車輌を  

開発する。さらに（4）センサー技術を駆使して車に衝  

．突防止機能を付加することと，（5）渋滞をより良く解  

消するために道路を多層構造で利用するマルチデッキと  

いう技術について基礎研究を行う。   

本研究における最も重要な課題はエコビークルの基本  

車輌の開発である。本研究の特徴は新しい駆動システム，  

新しいフレーム（バッテリービルトイン式7．レーム構造），  

新しい電池管群技術の採用により高性能化，高機能化を  

図る。超小型でありながら安全性が高い，動力性能が高  

い，乗員一人分の空間は十分に広いという 3つの要素  

を兼ね備えており，かつ，極めて省エネルギー性の高い  

車を実現することである。   

平成7年度は本車輌の基礎設計を行った。また，新  

い、センサーの開発を行った。さらにマルチデッキにつ  

いては概念設計を完了した。  

（2）物質関連デ→夕（生体影響，食品成分，表面分析）   

のデータベース化に関する諏査研究  

（担当者〕地域環境研究グループ：中杉修身・植弘崇嗣  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容1本年鑑は，リスク評価に活用するデータベー  

2，9．3省際ネットワーク  

（1）省際ネットワークの整備・運用に係る基盤技術詭  
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スを搭載するハードシステムを整備するとともに，デー  

タベース作成のもととする既存化学物質データベースの  

移植を行った。また，他機関と協力してデータベースの  

維持及び利用を図っていくための方法について，国立及  

び地方研究機関の担当者と打ち合わせを行った。   

さらに，データベースに搭載されたデータを用いて暴  

等量を算定するシステムの基礎となる数学モデルについ  

て概念設計を行った。  

合させたプラスミドを作成，ヒト神経芽細胞脛NB－1  

細胞に導入し，形質転換細胞を得た。この細胞を440kDa  

アンキリンBに対する抗体で免疫染色したが，このア  

ンチセンスRNA配列は発現を阻害しなかった。  

（2）揮発性有機塩素化合物分解菌の分子育種に関する  

研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫・、矢木修身†、－・  

冨岡典子・向井 哲・  

服部浩之  

地球環境研究グループこ岩崎一弘  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容）トリクロロエチレン等の揮発性有機塩素化合  

物を微生物を用いて分解・除去するバイオレメディエー  

ション技術が注目されている。本技術の有効性を確立す  

るために，分解微生物にかかわる以下の問題点の改良を  

目的とする。すなわち，メタン資化性菌肱坤殖cッs土is  

sp．strain M（M株）を用いてトリクロロエチレンを分  

解するとCO2のほかに少量のハロ酢牽の生成が認めら  

れる。また，分解中間産物が分解酵素タンパク・核酸等  

の生体高分子に作用し、分解活性が失宿することも観察  

される。本研究では，これら課題を解決するために分解  

菌M株の分解酵素である可溶性メタンモノオキシゲナー  

ゼ（sMMO）の遺伝子の単離・解析およびケミカルス  

トレスタンパクの検索を行い，以下の結果を得た。  

（1）M株は通常のリゾチーム法では溶菌されないが，・  

アンモニア・EDTAによる前処理を加えることにより  

溶菌することが判明し，全DNAを抽出することができ  

た。これより，M株のジーンライブラリを構築した。  

（2）〟e亡んγわs∠几損亡ricん0甲Ori比mOB3b株のsMMO  

過伝子断片をプロープに用いることにより，ジーンライ  

ブラリーよりM株のsMMO遺伝子を有するクローン  

pWM3を得た。PCR反応による検証の結果，PWM3  

はmmoX，mmOY，mmOZ，mmOB，mmOC遺伝子を  

保持していることが判明した。  

（3）sMMO遺伝子の塩基配列を明らかにした。他生  

物との相同性をアミノ酸レベルで解析した結果巨財正わー  

～osi托旭tric九0箪Ori辻mOB3b株，財e班ッJococc祝5C叩Sr  

祝gα亡比S Bath株とそれぞれ95タ石，84％と高いホモロジー  

が見られ また，SMMO宿性中心部位の立体横道の様  

式が示唆された。（4）pWM3を導入した且coJよには  

トリクロロエチレン分解活性が認められず，ヒドロキシ   

2．9．4 重点基礎研究  

（1）分子環境毒性学的アプローチのための発現ベクタ  

ー系の確立に関する研究  

（埠当者〕環 境 健 康 部二遠山千春・青木康展・  

松本 理・石堂正美・  

国本学  

地域環境研究グループ：熊谷嘉人  

〔期 間1平成6年旺（1994年監）  

〔内 容〕環境汚染物質の生体影響評価に応用可能なバ  

イオ7ッセイの確立のたあ，以下の4つの小課題ごとに  

発現ベクター系の確立等を行った。（1）GIF七対する  

受容体の研究を行うためには良質のリガンドGIFが大  

量に必要になるム ヒトGIFcDNAをpBKblueに組み込  

み発現ベクターを構築し，リン暫カルシウム法を用い蚕  

核多角病ウイルスDNAとともにBmN4細胞に導入した。  

BlllN4細胞においてGIF追伝子が発現していることは，  

RT－PCR法により確認できた。（2）胎盤型グルタチオ  

ンS、トランスフエラーゼ （GST－P）遺伝子とクロラム  

フェニコールアセチルトランスフエラーゼ（CAT）過伝  

子を結合したキメラ遺伝子を培養肝細胞に導入し，PCB  

によるGST－Pの発現調節機構の解析を行うことを目的  

として，まずプラスミドDNAの初代培養肝細胞へのト  

ランスフェクション法，並びにCATアッセイの反応条  

件，細胞抽出液の調製法などについて検討を行った。  

（3）環境汚染物質と神経型NOS（nNOS）の活性中心  

あるいはhemeなどの結合ドメインとの相互作用を調べ  

るため，nNOSのc工）NAフラグメントをpCDNA‘1に結  

合した発現ベクターをCOS細胞にtransfectionし，  

nNOSタンパク貿を発現させた。（4）440kDaアンキリ  

ンβは，神経突起の伸展に密接に関連するとともにメ  

チル水銀の神経毒性の標的部位の一つである。ヒトの  

β－アクチンのプロモータの下流に440kDaアンキリン  

Bに特異的な部位の順方向及び逆方向のcDNA配列を  

一78一  



ラーゼの構成・発現にはシャペロニン様因子の関与が示  

唆された。  

（5）トリクロロエチレンで誘導されるケミカルストレ  

スタンパクの検索を行った結果，中性領域に等電点を有  

す約8種のタンパクの誘導が認められた。  

（発 表〕G－6～10，44，g－10～12，14～17，49  

【担当者〕化学環境部：柴田康行・吉永 淳・  

瀬山春彦・森田昌敏  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）   

t内 容〕サンゴや貝殻，魚の耳石等の生物起源の炭酸  

カルシウムは，その時々の周囲の環境の影響を受けなが   

ら年々成長を続け，年輪構造を形作っている。その中に  

含まれる微量元素濃度や元素の同位体比に影響を及ぼす  
一・環境要因を明‘らかにしながらf・それらの分析から過去のし  

環境変化を明らかにしていくことを最終的な目的とし，  

西オーストラリア海洋研究所の研究者と共同でいくつか  

の試料を入手し，研究を行った。小型の可搬式コアドリ  

ルシステムを開発し，オーストラリア側研究者と共同で，  

深さ10mの海底から直立する直径8m程のマイクロア  

トールから，全長3m程度のコア試料の採取を行った。  

断面からみた成長速度は2cm／年程度であったので，こ  

のコアの中にはおおよそ150年間の環境変化の歴史がき  

ぎまれているものと期待される。東在，分析準備作業を  

進めている段階である。貝殻については，オーストラリ  

アで1年前に元素濃度比の異なる海水に一時的につけ  

て飼育した真珠貝の貝殻の元素組成比を，本研究所で開  

発したミクロレーザーアプレーション▼ICP／MS装置に  

よって分析した。特定の場所に元素濃度比の大きく異な  

る部分があることが明らかになり，この結果から成長速  

度，及び殻の表面の模様との対比が明らかになった。さ   

らに，魚の耳石やジュゴンの牙を二次イオン質盛分析法  

及びミクロレーザーアプレーションーICP／MSで調べ，  

元素濃度比と生育環境との関連について解析を行った。  

〔発 表〕d－10  

－∴2二9．5個別重要国麻共同研究∴   

（1）塩素系有機化合物の新しい測定法の開発：超音  

速自由噴流の利用   

〔担当者）化学環境部：藤井敏博   

〔期 間〕平成6年度（1994年度）   

〔内 容〕この共同研究は気体試料分子を超音速自由噴   

流により，1～20eV程度まで高速化し，金属固体表面   

に衝突させる系において，この試料分子が電子励起から   

イオン化へと進む過程に関するものである。イオン化に   

必要なエネルギーを運動エネルギニで補うことによりイ   

オン化を促進させる過程を利用することにより，マスス   

ペクトロメトリー（MS），ガスクロマトグラフィー   

（GC），GC／MSの検出法の分野に全く新しい境地が開   

かれ，農薬，ハロカーボン等の塩素系有機化合物の高感   

度高確度測定法の確立を目的とした。  

本課題は，イスラエル側の得意な超音速自由噴流法と   

日本側の得意とする有機化合物表面電離質量分析法の結   

合という性格を待っため，早期達成のためには双方から   

の研究者の派遣と招へいが有効となった。日本からの派   

遣者の研究は，イスラエルのテルアビプ大学の化学教室   

で11月に行われた。具体的に行った研究内容は，（1）  

ミリ秒の保持時間の高速GC法の開発，（2）GC に十   

分追随する超音速自由噴流億利用のインターフェイスを   

持っマススペクトロメトリーに関する研究を行った。招   

へい研究者として，テリアビプ大学のアミラブ教授を招   

いた。具体的な研究内容は，（1）超音速自由噴流の特   

異な特性を利用した新しいGC検出器の開発，（2）マ  

ススペクトロスコピーのための高効率表面電離イオン化   

法の開発に関する研究を行った。高速GC／MS法は，計   

測技術に関する世界で最もホットなトピックスの一つと   

なっているが，本国際共同研究により，この達成に最も   

基本的な■根拠を与える実験結果が得られた。  

（3）生体内微量元素代謝に及ぼす環境汚染の影響の新  

しい機器分析手法による解明  

〔担当者〕環境健康部：遠山千春  

化学環境部二吉永 淳  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕本研究課題は日本とイギリスの問の科学技術  

協定に基づく研究「ヒトにおける微量元素及び金属結合  

タンパクの代謝に及ぼす環境汚染の影響」の推進のため  

に行われたものである。環境汚染物質を投与した実験動  

物体内の必須教員元素代謝を本研究所の先進的な機器分  

析手法（高速液体クロマトグラフイ・－1CP質量分析法二  

HPLCLICP－MS）により解明することを目的としている。  

1994年11月にイギリスのRowett ResearchInstitute  

（2）サンゴ礁等炭酸塩鉱物中の微量元素に反映される  

環境要因に関する研究  
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マクロファージについてはLPSによる活性化時におけ  

るスーパーオキサイド産生と肺胞上皮細胞の密着結合に  

及ぼす影響に関して検討し以下の結果を得た。  

（1）呼吸器系への影響   

植物由来のアルコール類は好中球および好啓球のロイ  

コトリエンB。に対する遊走を濃度依存的に抑制するこ  

とを見いだし，その作用はアルコールの疎水性が高t、ほ  

ど強いことが見いだされた。  

（2）脳神経系への影響   

抗不安作用をマウスを用い抗コンフリクト（葛藤）作  

用を指標にし，植物精油について検討した。用いた精油  

はローズオイル，オレンジオイル，カモミオイル等であ  

る。フォーゲル型コンフリクト課題ではローズオイル，  

イランイランオイルとカモミオイルに抗コンフリクト作  

用がみられた。ゲラー型コンフリクト課題においてはロー  

ズオイル，カモミオイルとジャスミンオイルに抗コンフ  

リクト作用が認められた。従ってこれらの精油に抗不安・  

緊張緩和作用がある可能性が示唆された。  

（3）マクロファージの機能におよばす影響   

LPS刺激したときの肺胞マクロ，ファージのスーパー  

オキシド産生量および肺胞上皮細胞への傷害に対する青  

葉アルコールの影響を検討した。スーパーオキシド産生  

は青葉アルコールの濃度に依存して減少したが，線維芽  

細胞上など生理的条件に近い状態で培養すると抑制効果  

はわずかであった。活性化した肺胞マクロファージが肺  

胞上皮細胞と共存したときの密着結合の傷害は青葉アル  

コールにより増強されるが，緑推算細胞あるいはその偶  

成成分があると青葉アルコールの効果は観察されなくなっ  

た。  

〔発 表〕E－12，e－31，32，－  

を訪問し，研究打ち合わせおよび同研究所における最新  

の研究成果について情報交換を行った。そこでの情報を  

もとに，1995年2月に英国研究者の訪問をうけ，新た  

に問題化しつつある環境汚染物質である白金化合物を投  

与した実験動物における必須微鼻元素（セレン）の存在  

形態に関する実験を，HPLC－ICP－MSにより行った。  

白金錯体（シスプラチン：35〟mOユ／1（g）及びセレン  

（亜セレゾ酸ナトリウム：10〃mOl／kg）を同時投与した  

マウスの肝臓・腎臓・脾臓中には6．3，5．7，1．81〕pmと  

いう高濃度の白金が検出された。肝臓ホモジネート中の  

高分子分画には複数の白金を含む化合物が存在し，その  

うちのひとつにセレンが共存していることを示唆する結  

果が得られた。限外ろ過による分画で，この白金一セレ  

ン複合体の分子量は30，000以上であることが判明した。  

なおセレンを含む他の化合物は検出できなかった。セレ  

ンのシスプラチン毒性軽減作用にこの複合体が関与して  

いる可能性が仮定できるが，その同定は今後の課題とし  

て残された。  

2且6 生活・地域流動研究  

（1）青山の自然生態からのバイオテクノロジーを用い  

た有用資源開発等に関する研究   

薬用植物由来の生理・生物活性および検索法に関す  

る基礎研究  

〔担当者〕環 境 健 康 郡：小林隆弘・持立克身  

地域環境研究グループ：梅津豊司  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994）  

〔内 容〕植物由来物質群の生理活性として，呼吸器系  

ではぜん息症状の一つである気管の収縮反応に及ぼす作  

用，脳神経系では向精神作用，特に抗不安・精神安定作  
用に関して，免疫系ではマクロファージの機能に与える  

影響の観点から検討すること，およびそれらの作用機構  

を検討することを目的とする。これまでに，植物由来の  

のアルコール類がヒスタミン，メタコリン等により収縮  

した気管平滑筋を弛緩する作胤 収縮反応を抑制する作  

用，肥満細胞からのヒスタミンの放出を抑制する作用の  

あることが見いだされた。また，ゲラニオールが抗不安・  

精神安定作用を有する可能性，および肺胞マクロファー  

ジが活性化されたとき肺胞上皮細胞の密着結合が傷害さ  

れることが見いだされた。   

本年度は呼吸器系ではアレルギー反加こよる炎症細胞  

の遁走，脳神経系では植物精油成分の抗不安作風肺胞  

（2）生活用水等を中心とした都市環境の浄化に関する  

研究   

①水分離剤の有効性及び安全性の研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：柏崎守弘  

地域環境研究グループ：福島武彦・松重一夫  

〔期 間〕平成4～6年度（1992～1994年度）  

〔内 容〕泥水や汚泥から水と泥とを迅速に分離するた  

めに開発された水分離剤を用い，浮上式急速ろ過装置か  

ら排出される高濃度のアオコを含む逆洗排水に対して応  

用を試みた。水分離剤の使用により，汚泥と水の固液分  

離がスムーズにいくこと，A・B 2液の添加が通常は  
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スでは25〃g几前塩素→凝集沈殿→砂ろ過→オゾン，  

生物活性炭→後塩素プロセスでは24〟g／gであった。  

このことから，生物活性炭流動床法を前処理として用い  

た処理フローは，上水処理プロセスで最も理想的とされ  

る高度処理プロセスを組み込んだ処理フローとはぼ同じ  

処理能を得られることが明らかとなった。さらに，生物  

活性炭流動床を用いることで，塩素および凝集剤の添加  

塁の低減が期待できることから，生物活性炭流動床法は  

上水処理の前処理として有効であるという新たな知見を  

得ることができた。  

【発 表〕B－14，b－43，56，57，92～94  

必要であるが，今回の靡液に対してはB液のみでも有  

効であることが分かった。また，分離された固形物の分  

解実験を行ったところ，A・B両液を使って処理した  

場合には分解が抑制され，栄養塩の恒」帰が極めて少なかっ  

たが，B液のみの処理でほ分解が多少抑制される程度で・  

コントロールと同程度進行すること等が分かった。   

②生物膜法による水質浄化技術の研究  

〔担当者】地域環境研究グループ‥稲森悠平・高木博夫・  

水落元之・松正一夫  

〔期 間〕平成4～6年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕本研究では，生物活性炭流動床法のより効果  

的な活用法を検討するために，通常の上水処理プロセス  

の前処理としての有効性を明らかにすること，生物膜の  

剥離による処理水質の悪化の対策として連洗処理条件を  

確立すること，活性炭を核とした自己造粒の形成条件を  

明らかにすることを目的として検討を行った。   

適正な逆洗条件について検討したところ，エアーの供  

給時間10分，エアーの供給量80J／mm，逆淡水量は装  

置容積の約2倍量，逆洗の周期は約2週間に1回で行  

うことが安定した処理水を得る上で重要なことが明らか  

となった。また，自己造粒の形成は，ペプトン培地を用  

いた場合，基質の濃度に依存し，DOC濃度30mg／£以  

上で活性炭を核とした造粒体が容易に形成することが明  

らかとなった。DOC濃度約5mg／lの基質濃度の低い  

湖沼水を用いた場合においても造粒体は形成された。こ  

れは，湖沼水中に生息する糸状性の藻類，細菌等の微生  

物の付着による要凶が大きいものと考えられる。さらに，  

生物活性炭流動床法の前処理としての有効性について検  

討するために，他の処理プロセスとの比較を最終処理水  

中のトリハロメタン生成能に着目して評価を行った。そ  

の結果，前塩素→凝集沈殿→砂ろ過→後塩素プロセスで  

は60／上g／J，浸漬ろ床→前塩素→凝集沈殿→砂ろ過→  

活性炭→後塩素プロセスでは37〟g／J，生物活性炭流動  

床→前塩素→凝集沈殿→砂ろ過→活性炭→後塩素プロセ  

（3）白山山系における高山植物の多様性の解明と生物   

工学的手法を用いた遺伝子資源の保全法の確立に関  

する研究   

一水・低温ストレス耐性株の検出に関する研究一  

〔担当者〕地墟環境研究グループ：近藤矩朗・中嶋信実  

地球環境研究センター  ：藤沼康実  

〔期 間）平成5～7年年度（1993～1995年度）  

【内 容〕自然環境の保全を最終日的とし，ストレス耐  

性植物を作製するための基礎として，紫外線，乾燥，低  

温等の環境ストレスに耐性の植物種を選抜することを当  

面の目的として研究を進めている。本年度は白山の標高  

の異なる地域に生育している植物の紫外線による遺伝子  

損傷を比較することを試みた。まず，DNAの抽出・精  

製法について検討した。ついで，シクロブタン型チミン  

ニ量体に対する単クローン性抗体を用いた酵素標識免疫  

法より，標高の異なる4地点から採取した7キノキリ  

ンソウの窯6枚ずつのDNA損傷を比較した。個体間  

のバラツ辛が大きく，4地点間に有意の差は得られな  

かったが，標高の高い地点で得られた植物では退伝子損  

傷産物の蓄積が多いものが見られた。今後は各地点から  

採取する彙の枚数を増やして，標高による違いがあるか  

どうかをはっきりさせたいと考えている。  
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2・10 海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．10．1地球環境遠隔探査技術等の研究  

（1）大気分光観測システムの研究  

〔担当者〕大気圏環境部二杉本伸夫・湊 淳  

〔期 間〕平成5～7年皮（1993～1995年度）  

〔内 容〕人工衛星に搭載した分光計と地上から発射す  

るレーザー光を用いたレーザー長光路吸収法による大気  

観測システムは特に対流圏の微量分子の観測において，  

他の手法では得られない高い測定感度，測定精度が得ら  

れる特長がある。   

本研究は，この観測システムの概念を確立することを  

目的とする。前年度に実施した吸収線データベースを用  

いた測定の評価では，赤外領域においてCO2，H20，  

03，CH4，N20，COの高度分布およびNO，NO2，HNO，，  

HF，flCl，OCS，C2H2，C2H6，NH，．H2CO，HOCl  

などのカラム量の測定が可能であることが示されたが，  

本年度は衛星搭載システムに関する理論的検討により，  

その具体的な仕様を明らかにした。この結果，静止軌道  

衛星を想定する場合，搭載する分光計システムの受信望  

遠鏡の仁】径は約15cmで十分であること，スペクトルバ  

ンド幅，視野ともに比較的広くとっても差し支えないこ  

となどが示された。これらの結果に基づき搭載システム  

の概念検討を行い，受信光学系を試作し検討した。最終  

年度である次年度は，測定システムの制勧，データ伝送  

技術等の具体的な検討を行い，観測システム全体の概念  

をまとめる計画である。  

〔発 表〕r－21，40～42  

に必要なさらに高感度で分光分解能の高い分光計を，一  

次元・二次元赤外検出器を即、て試作し，室内実験，実  

太陽光を用いた地上からの試験的大気紛軋 アルゴリズ  

ム検討研究および理論シミュレーションによりその評価  

を行う。また，衛星搭載サンサーとして開発を進める上  

で必要な各種の基礎的データの収集を行う。   

すでに開発を行ってきた3～5 ミクロン帯で動作可  

能なアレー検出器エシュレ型分光計について，分光特性  

の実験的評価，較正実験による評価を引き続き行い，  

0．1cmて1程度の非常に高い分解能で大気の吸収スペクト  

ルを太陽を光源として高いSN比で測定できることを実  

証した。また，得られた成果をILASⅠⅠに搭載する  

Echelle分光器（0．14cm‾1分解能）に反映させるため，  

分光器の小型化のための詳細な概念検討を行った。その  

結果，25cm程度の′卜型分光器が実現でき必要なSN及  

び分光分解能が得られると結論され，この成果をILAS  

一打搭載機器開発プロジェクトに反映させた。  

〔発 表〕A－18～22，a－26，30，32，35  

2．†0．2 地球科学技術特定調査研究  

（1）地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等  

に関する観測研究   

①大気微量気体とエアロゾルの濃度・組成の変動に関  

する観測的研究   

－エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に関する観測  

的研究一陸上からの観測的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘  

大◆気 圏 環 境 部＝杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成2～11年度（1990～1999年度）  

〔内 容〕大気中のエアロゾル（成層圏・対流圏）濃度  

の長期的変動の把握を目的とLたレーザーレーダー観測  

を実施する。このため，大型レーザーレーダー（地上設  

置固定型，掃引測定可能型，単一波長），多波長レーザー  

レーダー（地＿ヒ設置固定型，鉛直上方のみ，3波長，  

偏光成分）による定時観測を実施する。さらに，流跡線  

解析による気団分類を行った上で，レーザーレーダーデー  

タをもとにエアロゾルの粒径分布情報の抽出，放射収支  

に影響するエアロゾルの光学的性質の推定，エアロゾル   

（2）アレー頗出器回折格子分光計を用いた大気微貞成  

分の高精度観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：鈴木 睦・笹野泰弘・  

横田達也  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年皮）  

〔内 容〕衛星からの大気教員成分の測定には，スペク  

トル情報の豊富な赤外領域での観測と，自己校正能力が  

あるため，高精度観測が安定して実施可能である太陽掩  

蔽法が大きな利点をもっ。このような装置の例として  

ADEOS衛星搭載用のILASがあるが，将来型のセンサー  
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型の分類，エアロゾル濃度の長期変動傾向の把握，エア  

ロゾル鉛直分布のモデル化を行い，気候モデル入力のた  

めのデータベースを作成する。   

サンフォトメータ，粒径測定器，オリオルメータのデー  

タを併用して，エアロゾル粒径分布，屈折率を推定した。  

また，これまでに得られたデータを整理して，高度分布  

のモデル化を行った。  

〔発 表〕A－10，14，15，a－16～18   

し，どのようなフィードバックをもたらすか．を調べる。  

そのために，蓄積された衛星データを利用して移動性の  

雲一大気擾乱を総合的・統計的に解析し，気候値および  

ENSOに伴う変化を解明する。また，TOGA－COARE  

（熱帯海洋および全球大気プログラム，海洋大気結合  

実験）のような総合観測データおよび大循環モデルを利  

用し，移動性擾乱と ENSOとの相互関係について知見  

を得ることを目指す。本年度は，以下の 2項目につい  

てデータ解析研究を行った。  

1）中西部熱帯太平洋域の大規模大気一芸擾乱と  

ENSOとの関係の解析：気象衛星「ひまわり」の観測に  

よる赤外相当異体福射温度データを用い，エルニーニョ  

年とラニーニヤ年とにおける数1000kmスケールの雲一  

大気結合榎乱の特性の変化を比較解析した。9年間の  

気候値は，この領域の雲擾乱のスペクトルに赤道波モー  

ドのうち，東進n＝－1，n＝0，西進n ＝ 0， n＝1  

Rossby，n＝1，2 重力波のモードが顕著に現れてい  

ることを示した。これらのモードの卓越性には，季節変  

化と同時にENSO等の大規模循環場の変化による経年  

変化があることが明らかになった。つまり，ENSOに伴  

い対流活動の平均的緯度・経度分布が変化するだけでな  

く，エルニーニョ年には赤道上の長周期東進モードや  

n＝1西進重力波モードの占める割合が大きく，赤道  

から離れたモードとしては混合ロスピー重力波モードよ  

りはロスピー波モードが卓越する。一方，ラニーニ十年  

には，混合ロスピー重力波モードが卓越することが分かっ  

た。   

2）TOGA－COAREデータを用いた大規模擾乱構造  

と大気海洋 フラックス の解析：TOGArCOARE集  

中観測期間（1992年11月－1993年2月）の詳細なデー  

タを利用し，大規模大気一雲擾乱を調べた。この期問に  

顕著な準2 日周期および4～5 日周期の大規模擾乱が  

解析され，これに伴う大気一海洋間のフラックスの解析  

を開始した。12月の対流活動活発期に観測された雲活  

動の準2日周期は，対流圏大気にも慣性重力波に相当  

する顕著な擾乱を伴うことを示し，その構造が明らかに  

した。一方，11月の静穏期に観測された4～5 日周期  

は，混合ロスピー重力波に対応することを示したら擾乱  

の位相により大気→海洋間の顕熱フラックスに準2 日周  

期では約90～160W／m224～5 日周期では約50～100  

W／m2という顕著な変動があった。このような大気擾  

乱に伴う大気一海洋間相互作用についての研究は，来年  

②大気微量気体とエアロゾル濃度の将来予測および，  

それらが地球温暖化に及ぼす影響解明のためのモデル開  

発研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘  

〔期 間〕平成3～6年度（1991～1994年度）  

〔内 容）本研究では大気エアロゾル濃度分布を計算す  

るための一次元数値モデルを開発することを目槙とする。  

このためにエアロゾルの発生，成長，消滅を支配する様々  

な因子を整理し，各過程ごとのサブモデルを開発する。  

完成した一次元モデルの結果を過去の観測結果と比較，  

検討し，モデルに含まれる物理，化学過程や，パラメタ  

リゼーションの妥当性を検討する。   

平成6年度には，これまでに開発したサブモデルを  

統合するため，凝集，拡散，重力落下を含む1次元モデ  

ルを構成した。凝集過程は確率モデルの考え方により粒  

径分布を与えて，粒子同士の衝突を計算し，粒径分布の  

変化を時間発展的に求めている。このモデルの特徴は粒  

子と核とを区別し，内部に核を持っている粒子について  

も，衝突による内部核の成長を併せて計算するものであ  

る。   

作成したモデルを用いていくつかの粒径分布を高度ご  

とに与えて粒径分布の変化を時間発展的に計算し，概ね  

妥当な結果を得た。  

（2）エルニーニョ南方振動（ENSO）機構の解明   

（ENSOに伴う熱帯対流活動の変化に関する研究）  

〔担当者〕大気圏環境部：高薮 縁・沼口  敦・  

鵜野伊津志  

〔期 間）平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕熱帯対流活動の大規模（数千km）組織化の  

特徴が，ENSOに伴いどのように変化するかを明らかに  

する。さらに，このような対流芸擾乱の特徴の変化が  

ENSOのような時間空間的にスケールの大きい現象に対  
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【発 表〕F－23，24，ト24，25，29  度以降に継続する計画である。  
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2．11衛星観測プロジェクト  

2．11，1ADEOS衛星搭載用改良型大気周縁赤外   

分光計（ルAS）によるオゾン層観測に関す  

る研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・鈴木 睦・  

横田達也・l日根英昭  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間〕平成2～10年度（1990年～1998年）  

〔内 容〕1996年2月に打ち＿1二げが予定されている地  

球観測プラットフォーム技術衛屋（ADllOS）に，環境  

庁はオゾン層観測センサ「改良型大気周縁赤外分光計  

（ILAS）」を搭載することとし，搭載機器の開発を進め  

ている。これに対応して，機器開発・性能評価試験の支  

援，データ処理アルゴリズムの開発研究，データ処理運  

用システムの開発に関する調査研究，検証実験計画立案，  

データ利用研究計画立案など，衛星観測プロジェクトの  

科学的側面の推進を当研究所が担当している。内容が広  

範に渡ることから，所内外の研究者を含めたサイエンス  

チームを組織し，これらの研究の推進に当たった。   

平成6年度は，搭載用モデル（プロトフライトモデル）  

を用いた光学性能評価試験を，ガスセルを用いて実施し，  

装置関数の決定などの解析を行った。また，定常的なデー  

タ処理運用システムのための，高速・高精度データ解析  

アルゴリズムの検討を行った。検証実験については，国  

内外の関連研究者からの情報を収集し，詳細計画案を策  

定した。データ利用研究に関しては，サイエンスチーム  

メンバによる研究課題，芋‘苗開発車業閉，通産省との  

共同で行った研究公募による研究課題について，実行計  

画を検討した。   

なお，デタ処理運用システムの開発は地球環境研究  

センタニの業務の一環として，実施された。  

〔発 表〕A－8，9，．16～21，Ⅰ－4～6，8，a－15，19，  

20，32．i－1，5，7～13  

松井一郎  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間〕平成2～10年度（1990咋～1998年）  

〔内 容〕1996年2月に打ち上げが予定されている地  

球観測プラットフォム技術衛星（ADEOS）に1環境  

庁は高層大気中の微量成分の観測のための「地上権星間  

レーザー長光路吸収測定用りトロリフレクター（RIS）」  

を搭載することとし，搭載機器および地上設備（レーザ  

送受信装置）の開発を進めている。これに対応して，機  

器設計，性能評価試験の支援，データ処理運用システム  

の開発に関する調査研究，検証実験計画立案，デタ利  

用研究計画立案など，衛星観測プロジェクトの科学的側  

面の推進を当研究所が担当している。内容が広範にわた  

ることから，所内外の研究者を含めたサイエ／スチム  

を組織し，これらの研究の推進に当たった。   

平成6年度は，検証実験の詳細計画を立案するため  

所内外の関連研究者から情報を収集し，計画案を策定し  

た。また，データ利用に関しては芋苗開発事業団，通産  

省との共同で行った研究公募による研究課題について，  

実行計画を検討した。RISを利用する観測技術のl謁発研  

究は，地球環境研究総合推進費により別途進められてい  

る。一方，共同研究として郵政省通信総合研究所により，  

衛崖追尾技術の開発研究が行われている。   

なお，デタ処理運用システムの開発が地球環境研究  

センターの業務の一環として，実施された。  

〔発 表〕F－8，14，f－13，14，16，19，20，39  

2．‖．3 ADEOS一Ⅲ 衛星搭載用改良型大気周縁  

赤外分光計Ⅱ型（lLAS一皿）によるオゾン  

層観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・鈴木 睦・  

横用達也  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間〕平成6年度～14年度（1994年～2002年度）  

（内 容）1999年2月に打ち上げが予定されている環  

境観測技術衛星（ADEOS－Ⅱ）に，環境庁はオゾン層観測  

センサー「改良型大気周縁亦外分光計型（ILAS－Ⅲ）」を  

搭載することとし，搭載機器の開発に着手した。これに  

2．什2 ADEOS衛星搭載用地上衛星間レーザー  

長光路吸収測定用リトロリフレクター（RIS）  

による大気観測に関する研究  

〔担当者）地球環境研究グループ：笹野泰弘・中根英昭  

大気圏環境部＝杉本伸夫・湊 淳・  
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対応して，機器開発・性能評価試験の支援，デ√夕処理  

アルゴリズムの開発研究，データ処理運用システムの開  

発に掬する調査研究，検証実験計画立案，データ利用研  

究計画立案など，衛星観測プロジェクトの科学的側面の  

推進を当研究所が担当する。   

平成6年度は，衛星搭載機器の概念設計に係る検討  

を行？た。また，プロジェクト運営に係る基本方針の検  

討を行った。  

〔発 表〕a－29，30，33～35  
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2．12 地方公共団体公害研究機開と国立環境研究所との共同研究  

研究課題1）河川における農薬流出量の定量評価の研  

究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：海老瀬潜一・井上隆信  

北海道環境科学研究センター：沼辺明博  

神奈川県環境科学センター：伏脇裕一  

長野県衛生公害研究所：清水重徳・佐々木一敏・  

月岡 忠  

福岡県環境保健研究所：永淵 修  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕水田・畑地・ゴルフ場で施用され河川に排出  

される農薬の生態系への影響評価等が可能なように，流  

出濃度・負荷畳を正確に定量評価できる調査方法の確立  

を行った。この調査方法に基づき，それぞれのフィール  

ドで，降雨時流出を含めた詳細な実態調査を実施し，河  

川における農薬濃度・負荷量の変化特性を明らかとした。  

この結果をもとに，排出源や流域特性等が異なっても適  

用可能な河川における農薬濃度変化モデルについて検討  

を行った。  

〔発 表〕G－4，14，g－3，4，6～8，24  

湖や阿寒パンケ湖では表層から底層まで広く分布できる  

ことが判明した。  

〔発 表〕h－18，32，47  

研究課題 3）リモートセンシングによる湿原環境モニ  

タリング手法の研究  

〔担当者〕社会環境システム部：安岡善文・田村正行・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究センター：金子正美・小野 理  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容）人工衛星LANDSAT等からのリモートセン  

シソグ画像データを用いて釧路湿原，サロベツ湿原の植  

生分布等環境状態を調査する手法を検討した。人工衛星  

の観測に同期して，湿原の調査実験を行い，植生データ  

及び地表面での分光スペクトルデータ等を収集した。こ  

れらのデータに基づき，人工衛星データから植生分布図  

等環境主題図を作成した。  

【発 表〕C－35，37，46  

研究課題 4）東アジアにおける酸性，硬化性物質の動  

態解明に関する研究  

t担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎・畠山史郎  

青森県環境保健センター：早狩 進  

新潟県衛生公害研究所：福崎紀夫  

長野県衛生公害研究所：太田宗康  

富山県環境科学センター：安念 清  

福同県保健環境研究所：宇都宮彬  

長崎県衛生公害研究所：森 淳子  

鹿児島県環境センター：木山柘三郎  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕東アジアにおける酸性，」硬化性物質の動態解  

明に関する研究の一環として，総合的な共同観測を実施  

した。山岳地帯で降下物を採取，分析し降下量特性を明  

らかにした。九州地方では11月から12月の航空機観測  

の期間の前後を含む期間に雨水，エアロゾルの採取，分  

析を行った。また，乾性降下物量の測定のために，1  

から2週間の捕集による大気汚染物質濃度の測定を行っ  

研究課題 2）ピコプランクトンの異常発生機構に関す  

る研究  

〔担当者〕生物圏環境部：渡過 信・高村典子  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

北海道環境科学研究センターニ日野低次  

長野県衛生公害研究所：樋口澄男  

〔期 間〕●平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕ピコ植物プランクトンの異常発生機構及びそ  

の毒性を把握するため，阿寒パンケ湖，野尻湖において，  

ピコ植物プランクトン，従属栄養ベン毛虫類，繊毛虫頬，  

動物プランクトン，水質等生態系構成要素の分布と季節  

的変動を調べた。野尻湖での変動パターンは平成4年  

度のそれと類似tており，6月と11月の2回ピコ植物  

プランクトンの発生ピークが確認された。阿寒パンケ湖  

ではピコ植物プランクトンの発生と対応して混合栄養型  

植物プランクトンである黄金色藻類の発生が確認された。  

褐色系のラン藻ピコプランクトンは1〟E／ポ／secの低  

照度でも増殖できることが純粋培養系で確認され，野尻  
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た。  

〔発 表〕a－71，72，89～94  

仙台市衛生研究所：田口早智子  

長野県衛生公害研究所：小沢秀明  

鳥取県衛生研究所二南條吉之  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕湖沼における藻類の異常発生に関するデータ  

を全国的に収集し，その機構に関して議論を行った。こ  

の結鼠 アオコの発生に関しては従来から言われている  

ように，1）一定以上の栄養塩濃度が必須で，2）水温  

が25Dcを超えると肘よcrocッ5£Zsの発生率は急激に増加  

するが，逆に微妙な水温低下によってはd乃良ゐαe乃αやラ  

ン藻以外の藻頬に変化し，3）塩分が高まると掴よcrocッ、  

s己£ぶほ増殖できない，ことが確かめられた。また，屋外  

実験池でのアオコの発生実験から，4）鉄やある種の有  

機物の存在が増殖の必要条件と考えられた。ラン藻内で  

の種の優占機構に関わる事象としては，5）北海道の湖  

沼では栄養塩濃度ミ・N／P比の増加によりA乃αもαe几αから  

ルす云crocッs亡云sに優占種が変化する傾向が見られるものの，  

6）全国湖沼の解析ではN／P比の違いにより財よcrocッー  

ヾ∴∴・㌧・∴∴∴リ．・∴l・∴・；、L∴＝∴ ノート∵・＝∴・∴∴∴■「、、＼ミニlトL  

率が大きく変わるという傾向は見られず，7）重金属，  

阻害化学物質に対する耐性のためか，霞ヶ浦湖水のAG  

P試験では0ぶCよ〃α亡Or王αのみEDTAの添加なしでも増殖  

することが分かった。  

・〔発 表〕K－65～80  

研究課題 5）高濃度大気汚染生成機檎の解明に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原 稿  

大気圏環境 部：鵜野伊津志・松井一郎  

東京都環境科学研究所：渡辺武春・伊藤政志・  

鎌滝裕輝  

山梨県衛生公害研究所：清水廊詣・高橋照美  

神奈川県環境科学センター：牧野 宏■須J」芳明・  

阿相敏明  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕広域大気汚染の生成機構を解明するためにヘ  

リうブター等を用いた共同観測を実施した。今年度は山  

岳地帯を含む関東西部地域におちナる大気汚染機構を明ら  

かにするための共同研究を，東京都，神奈川県，山梨県，  

静岡県との問で開始した。  

（発 表〕b－225～227  

研究課題 6）新潟県上越市における消雪用地下水申揚  

水による地盤沈下特性  

〔担当者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

新潟県衛生公害研究所：大関正春・関谷一義  

〔期 間〕平成6年度（1994年皮）  

〔内 容〕上越市では冬期に降った雪を地下水を利用し  

て消雪している。これは，地下水の熱を利用して降った  

雪を直ちに溶かす方法である。このため，雌‾F水を短時  

間に極めて多量に揚水することになり，・急激な地下水位  

低下に伴う地盤沈‾Fが生じる。この地盤沈‾F特性を解明  

し，地盤沈下の将来予測を行うことを目的として，ポー  

リング試料による土質工学的特性の把握と，地質学的な  

解析を行うとともに，各地層ごとに設置した（深度が異  

なる）地盤沈下観測井から得られた地層収縮員と地下水  

位の変化について解析を開始した。  

（発 表〕G－25  

研究課題 8）生活排水，汚濁湖沼等の有用生物を活用  

した水質改善技術の開発と高度化およぴそ  

の評価に関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・高木博夫・  

水落元之・西村 修  

千慧県水質保全研究所：中島 淳  

福井県環境センター：石本建治  

岡山県環境保健センター：山本 淳・村上和仁  

広島県保健環境センター：橋本敏子  

大分県衛生環境研究センター：有田 等  

〔期 間】平成6年度（1994年皮）  

〔内 容〕河川．湖沼，海域等の環境基準達成率は近年  

横ばい状況が続き，特に湖沼は閉鎖性が強いために，そ  

の達成率は平成5年度で46，1％と低い。これら公共用  

水域の汚濁負荷の発生源の70％を占めるといわれる生  

活排水，小規模事業場排水の処理対策は極めて重要であ  

ることから，有用生物を活用した高度合併処理浄化槽，  

研究課題 7）藻類の異常増殖機構に関する研究  

〔担当者】地域環境研究グループ：福島武彦・総量一夫  

水土壌圏環境部 柏崎守弘・矢木修身  

生 物 環 境 部：高村典子  

北海道環境科学研究センター：日野修次  
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高度事業場排水処理プロセス，水生植物浄化システム，  

捕食動物活用アオコ分解システムの開発を行うと同時に  

大型マイクロコズムを用いた解析，評価検討を行った。  

【発 表〕B－10，13，ト17，44，59，68，70，89，90  

気中のフォルムアルデヒド濃度が増大することが見込ま  

れている。そこで，木研究では，樹木による大気中のフォ  

ルムアルデヒドの除去能力やフォルムアルデヒドの樹木  

の生育に及ぼす影響を検討する。本年度は，所定の濃度  

のフォルムアルデヒドを樹木に暴露し，樹木によるフォ  

ルムアルデヒドの吸収速度を測定するための装置の開発  

を行った。  

〔発 表〕H－26  

研究課題 9）無酸素水塊動態に関する調査研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：竹下俊二  

千葉県水質保全研究所：小倉久子  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

、〔内 容〕本研究は，千葉県環境郡所有の調査船■tきよ  

すみ”を用いて定期（毎月1匝l）及び育潮発生時に東  

京湾北東部海域の4定点で水質調査を行い，無（貪）  

酸素水塊の発生・消滅時期，存在場所などの把握をする  

ことによって若潮など海域の水環境に与える影響評価を  

行っている。本年度は，平成3～5年度までの調査結  

果をまとめ，調査資料として刊行した。収録した内容は，  

水中の溶存酸素のはか，水温・塩分の鉛直分布，栄養塩  

濃度をグラフ化したものであり，宣酸素化の発達・消滅  

過程を総合的，視覚的にとらえた。  

〔発 表〕K－113，B－58  

研究課題12）リモートセンシング技術の大気環境モニ  

タリングへの応用に関する研究  

〔担当者〕大 気 圏 環 境部：松井一郎  

大阪府公害監視センター：小林 啓  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕ミ一散乱レーザーレーダーを用いた大気構造  

の観測結果をもとに，大阪府域の大気汚染濃度との関係  

について調査を行い，レーザーレーダ【観劇の大気環境  

モニタリングへの応用の可能性について検討を行う。平  

成6年度は，関西地域における広域大気汚染機構解明調  

査との共同観測として，大阪府公害監視センター内で行っ  

たレーザーレーダー観測結果をもとに，大気構造の日変  

化と大気汚染質濃度との関連について検討を行った。  

〔発 表）b－219  

研究課題10）環境大気における植物起源有機物質の役  

割の解明  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所こ太田宗康・笹井春雄・  

野清春子・内田英夫・  

〔期 間〕平成6年露（1994年度）  

〔内 容〕テルペン類の反応によって生成するオゾンか  

日本の森林大気中オゾン濃度に対してどの程度寄与して  

いるかを明らかにするための研究を進めている。  

本年度は森林地域におけるオゾン濃度の変動を把握する  

ため，長野県小谷の観測ステーションにおいてオゾンの  

通年連続測是を実施し，その変動要因について解析を行っ  

た。  

研究課題13）住民意識に基づいた騒音に関する居住環  

境評価指針の検討  

〔担当者）社会環境システム部：大井 紘  

大阪府公害監視センター：厚井弘志・金城 巌・  

奥田孝史  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕住工混在地域である東大阪市の 3地区で，  

工場騒音に対する意識を把屈するために地区内の居住者  

に，近所から聞こえて〈る音，悩まされている音な■どに  

ついて，選択肢式とそれに対応する構成の自由記述式の  

質問紙で調査した。音種別にみて，選択肢式の万が一般  

的には回答比率が高いが，両方式の間．の比率の比は音確  

聞で著しく異なった。このことは，各方式が互いに本質  

的に全く異なる意識の様相を調べていることを示す。  

〔発 表〕c－6，9～10  

研究課題1り樹木による大気汚染物質吸収能に関する  

研究  

〔担当者〕生物圏環境部：大政謙次・名取俊樹・  

戸部和夫  

富山県環境科学センター：近藤隆之  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容）将来のメタノール自動車の普及に伴って，大  
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研究課題14）SPMの個人暴露評価法に関する研究  

〔担当者〕環 境 健 康 郎：田村憲治  

大阪市立環境科学研究所：宮崎竹二  

（期 間〕平成6年年度（1994年度）  

〔内 容〕家屋構造，生活パターンなどの条件の異なる  

地区のSPM哀話データを蓄積するため，大坂市阿倍野  

地区の沿道8家屋を対象として，連続する 6 日間  

SPM，NO2濃度の個人暴露濃度と家居内外濃度，家屋  

内外のホルムアルデヒド濃度を湘定した。   

屋外濃度はいずれも道路からの距離減衰が認められた  

が，屋内濃度には認められなかった。同一家屋の繰り返  

し測定結果から，家屋ごとにはSPM，NO2とも家屋内  

外の濃度間に有意な相関が確認された。  

【発 表〕e－36，40  

汽水域の研究＿ヒ，注目すべき種であると思われた。  

研究課題17）微生物分解を活用した土壌お皐び地下水  

浄化に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：矢木修身  

名古屋市環境科学研究所：朝日教智  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕テトラクロロエチレン（PCモニ）の土壌からの  

脱着特性について検討を加えた。脱着操作を繰返し行い，  

TCEの脱着がほとんど認められなくなった時点において  

も，TCEの収昔濃度の10％が土壌中に残存した。揚水に  

よるPCEで汚染した土壌の浄化は，低濃度においてほ困  

難であると考えられた。  

研究課題 柑）リモートセンシングによる環境評価管理  

手法の研究  

〔担当者〕社会環境システム部：安岡善文  

岡山県環境保健センター：鷹野 洋  

（期 間）平成6年度（1994年度）  

t内 容〕瀬戸内海，特に児島湾の水質を調査するため  

の衛星リモートセンシング手法につし‘、て検討を行った。  

本年度は，これまでに収集した人工衛星データ，水質諷  

査データを基にクロロフィル，SS等の水質推定モデル  

の改良を試みた。  

研究課題15）埋立処分に起因する有害化学物質の環境  

負荷に関する研究  

〔担当部地域環境研究グループ：植弘崇嗣  

兵庫県立公害研究所：中野 武  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕廃棄物埋耳処分地に起因するポリ塩化ナフタ  

レン等の有機塩素化合物を中心とする，有害化学物質の  

環境負荷畳を評価するため，埋立処分地侵出水中のポリ  

塩化ナフタレン等の濃度を測定した。試料としては，国  

立環境研究所が地方環境研究所等と共同で実施している，  

「埋立地侵出水挙動分析プログラム」に使われた共通試  

料を用いた。   

測定値の評価を実施する過程で，「阪神・淡路大震災」  

にみまわれ，散逸したデータ等をとりまとめている。  

研究課題19）難分解性化合物分解菌の検索及び特性に  

関する研究 ′  

【担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫  

岡山県環境保健センター：水嶋香織  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

（内 容〕テトラロロエチレン（PCE）を分解する微生  

物を肇離するために，検索用培地の組成を検討した。微  

生物分離源には採取した各種の土壌を用いた。PCEを  

唯一炭素源とし，無機塩培地を用いた好気的培養法では，  

分解菌は得られなかったが，有機栄養源を添加した栄養  

豊富な培地では，様々なPCE分解能を有す集積培養体  

が得られた。  

研究課題16）ユスリカ類の分布特性に基づく汽水域の  

環境評価  

〔担当者〕生物圏環境部：上野隆平  

島根県衛生公害研究所：江角比出郎  

〔期 間）平成6年匿（1994年度）  

【内 容）宍道湖から羽化するユスリカをライトトラッ  

プにより採集し，種構成・個体数と環境要因との関係に  

ついて検討した。個体数が多かった種のはとんどは淡水  

の富栄養湖でも普通に見られる種だった。これらのうち，  

オオユスリカの発生曳は湖水の塩分を反映したものと考  

えられた。また，最も個体数が多かったヒゲエスリ・カの  

一種は淡水の富栄養湖では優占種にならない種であり，  

研究課題 20）クロム化合物の安定性に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：森田昌敏・吉永 淳  

徳島損保健環境センター：伊沢茂樹  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）   
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件，分解能や残存率などの諸特性を明らかにした。  〔内 容）環境中に存在する6価およぴ3価のクロム  

の溶出挙動および安定性，価数別の分析法について，広  

く内外の文献を検索した。  研究課題 23）モデル地域における有機塩素化合物の暴  

露童評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：白石寛明  

北九州市環境衛生研究所：門上希和夫・花田言文  

〔期 間〕平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕ガスクロマトグラフ質量分析計を用い，大気，  

海水，底質及び海藻中に存在する有機化合物の検索を行  

い，過去報告例のないプロモジクロロアニリンなどの  

49種の有機ハロゲン化合物を含む約400物質のリスト  

を作成した。また，イオントラップ質屋分析計を用いた  

水中の微塁有機化合物の一斉分析手法の検討を行った。  

266種類の化合物についてGC保持指標，匡収率，検出  

下限を求め，実試料の測定に応用した。  

〔発 表〕B－51，b－142  

研究諌題 21）リモートセンシングによる地域環境評価  

手法の開発  

〔担当者〕社会環境システム部：安岡善文  

福岡県保健環境研究所：大久保彰人  

〔期 間〕平成6年度（1994年皮）  

〔内 容〕人工衛星からのリモートセンシングデータ及  

び地図等の地理情報を用いて福岡県の環境保全行政を支  

援するための地理環境情報システムを構築した。特に，  

本年度は，地域の土地被覆変化を定員化するためのリモー  

トセンシング画像解析手法システムを開発するとともに，  

北九州空港周辺等の具体的な地域において地理情報ベー  

スを作成した。  

〔発 表〕C－31～33，45  

研究課題 24）人為起凰 自然起源の大気粉じんの物理  

的・化学的性状と遺伝毒性並びに免疫毒性  

に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：白石不二堆  

環 境 健 康 部：藤巻秀和  

鹿児島県環境センター：宝釆俊一  

〔期 間）平成6年度（1994年度）  

〔内 容〕大気中の粒子状物質濃度とアレルギー疾患の  

発症・増悪との関連が疫学的に示唆されているので，免  

疫機能元進に関与するアジュバンド効果について粒子状  

物質間で比較検討した。その結果，マウスに抗原と粒子  

状物質とを投与して抗原特異的なIgE抗体価を測定する  

と，その価の高い州別こ，ケイ酸アルミニウム，フライアッ  

シュ，ディーゼル排気粒子，火山灰であった。  

研究課題 22）土嵐 地下水汚染機構の解明と浄化対策  

技術に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：平田健正・西川雅高・  

中杉修身  

福岡県保健環項研究所：徳永隆司  

〔期 間〕平成6年度（1994年庶）  

〔内・容〕トリクロロエチレンなどの揮発性有機塩素化  

合物の地下環境中での分解挙動を汚染現地及び室内実験  

の両面から調べ，多くの場合ジクロロエチレンにまで分  

解されていることを明らかにした。さらに嫌気的雰囲気  

で水飽和溶解度のテトラクロロエチレン（150mg／J）を  

分解する微生物の単離培養に成功し，微生物分解による  

土壌・地‾F‘水汚染修復技術開発に必要な微生物の培養条  
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3．環境情報センター攣  

図書室においては，研究所としての書籍，雑誌類の収  

集，管理に努めたほか，蔵書（単行本）の検索システム  

の構築作業や文献等の検索作業を行うなど，研究利用環・  

墳の充実に努めた。   

また，当研究所の活動内容及び研究成果に関する情報  

提供として，「平成5年度国立環境研究所年報」等各種  

研究報告書を刊行した。   

電子計算機関連業務については，各種情報の処理・解  

析及び各種シミュレーション計算に利用される大型電子  

計算機システムのはか，地球環境に係る研究を推進する  

ため，平成3年度に導入されたスーパーコンピュータ  

システムに加えて，これらの効率的な利用を図るための  

国立環境研究所ネットワーク等の運用・管厘体制の一層  

の整備を行った。特に，国立環境研究所ネットワークに  

ついては，新たに省際研究情報ネットワークとの接続を  

行うなど，より高度なネットワークヘの拡充・強化を図  

るとともに，インターネット上における情報の提供シス  

テム（WWWサーバの試験運用）を構築するほか，利  

用環境の整備に努めた。   

なお，平成3年7月から，当センターと地方公害試  

験研究機閲との間でデータ通信回線を利用したパソコン〉  

通信システム（環境情報ネットワーク）の連用を行い，  

より一層の情報交換の緊密化，迅速化を図っている。  

3．1業跨概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究  

所が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ  

れた業務部門であり，旧環境情報部が行ってきた環境情  

報の収集・整備・提供と大型電子計算機を中心としたシ  

ステムの管理・運営などの業務を引き継ぐとともに，今  

日の環境情報に対する広範な需要に応じるため「環境デー   

タベース 」を整備し，当研究所内のみならず広く環境研  

究，環境保全行政に提供し，環境情報整備ゐより一層の  

■充実を図ることとしている。また，環境基本法の主旨を  

踏まえ，環境情報の国民等への提供に対して，その取り  

組みの強化を図っている。   

平成6年度は，引き続き大気質，水質に係る数値情  

報ファイルの作成，図書資料を始めとする文献情報など  

国内及び国外の環境に関する情報の収集に努めたはか，  

環境庁行政部局の行った調査研究に関する成果物の収集  

及びそのデータベース 化に取り組んだ。また，大型電子  

計算機上に構築された自然環境保全総合データベースシ   

ステムを，より利用を容易にするため，パソコン用シス   

テムとしての開発を行った。   

さらに，国民への環境情報の提供という観点から，環  

境庁長官官房総務課と協力して環境情報提供システム開  

発調査に着手したはか，環境情報に関する情報源情報デー   

タベースである環境情報ガイドディスク第2版の改訂作  

業を行った。さらに環境データベースの磁気テープコピー   

サービスのほか，環境庁公表資料情報データー覧及び公  

表資料に係る提供を行った。このほか，当センターは，  

国連環境計画（UNEP）の運営する国際環境情報源照会   

システム（INFOTERRA）の我が国の代表機関（National  

ForcalPoint）としての役割を担っていることから，情   

報源照会に対する回答業務のほか，国立環境研究所ネッ  

トワーク上で，これらの情報を検索するシステムを構築   

するとともに，国内情報源台帳］汀）版を発刊し，利用   

環境の充実を図った。（現在，環境情報センターに整備   

されている環境データベースの構成を図3．1に示す。）  

3．2 環境数値データファイルの整備と提供  

3．2．†データファイルの整備   

環境行政及び環境研究において必要とされる環境数値  

データを広く収集・整理し，電子計算機によるアクセス  

が可能な形で蓄積し，提供することは，環境情報センター  

の主要な任務の一つである。平成6年度においては，  

前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境データを  

収集してデータファイルの整備を行った。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データファイルは，①大気環境時間値データ  

ファイル，②大気環境月間偵・年間値データファイル，  

③大気測定局属性情報ファイルの3つで構成されてい  

る。本年度もこれらのファイルに平成5年度データを収  

＊〔発表〕に記載された記号は，第7章の成果発表一覧  

の記号に対応する。  
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環境データベース  

数値情報  大気環境  大気環境時間値データファイル  

大気環境月間値・年間値データファイル  

大気環境測定局属性情報ファイル  

○
 
◎
 
△
 
 

環境質   

◎
 
△
 
◎
 
 

水質環境  公共用水域水質データファイル  

公共用水域水質データ年間値ファイル  

公共用水域水質マスターファイル  

自然環境  自然環境保全総合データベース  △◆1●∈   

▲   

▲   

▲  

自然環境保全基礎調査  

国土数値情報（国土地理院）  

メッシュ気候値（気象庁）  

関連統計一工業統計（通商産業省との情報交換）  △  

○●l●3  

0†l  

O■い2  

0●2  

（⊃トい＝   

△－2  

（⊃◆1◆≦  

NIES－BOOK（単行本所蔵目録）  

N陀S－SC（遂次刊行物所蔵目録）  

NIES－MF（マイクロフィッシュ所蔵日録）  

NIES－REPORT（研究報告論文）  

NIES－PApERS（発表研究論文）  

NIES－SCIENTIST（研究活動調査）  

NtES－NEWS（新聞記事）  

EARESEARCH（環境庁委託等網査報告書）（整備中）◆5  

EAPRESS（環境庁公表資料情緒）  ◎●2  

INFOTERRA（国際環境情報源照会システム：UNEP） ◎’3  

◎◆2●≡   

EトGUIDE（環境情報源情報）  環境情報源情報  

◎ 一般へ提供  
○ 行政機関・研究者等へ提供  
△ 所内・庁内利用に限定  
▲ 利用システム上での利用に限定  
●l大型電子計算機システムで利用可能  

パーソナルコンピュータシステムで利用可能  
■3 国立環境研究所ネットワ←クで利用可能  

＝ 国立環境研究所ネットワークでも制限的に利用可能  

■ふ 一部は所内・庁内で利用可能  

図3．1環境データベースの構成  
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録した。   

①大気環境時間値データファイル   

大気環境時間値データファイルは，自治体が各副定局  

の1時間ごとの測定値をテレメータ等により収集記録  

した磁気テープを，各自治体から直接提供を受け，昭和  

52年度より継続して編集・作成しているものである。  

磁気テープの仕様や測定項目の配列順序は自治体ごとに  

異なるため，当研究所で定めた「標準磁気テープウォー  

マット」に変換・編集して収録している。平成6年度  

に収録対象とした測定局は，関東・愛知・近畿・中国・  

北九州地方の測定局及び全国の国設測定局であり，収録  

測定局数は，福岡市の管理する測定局及び上記対象地域  

外の国設測定局を新たに加え，1，205局である（立体局  

測定点を含む，移動測定車による測定局は除外）。平成  

5年度測定データより，国設測定局については全国を  

網羅することが可能になった。本年度収録した項目別の  

測定局数は衰3．1に示すとおりである。   

また，平成4年定から同ファイルに収録している測  

定地域，測定月日及び測定項目を指定することにより必  

要な箇所のデータを摘出し，フロッピーディスク等での  

提供を可能とするため，メディア変換装置を搭載したネッ  

トワーク計算機システム（6、2．16情報関連施設（3）を参  

照）を活用した「データ抽出プログラム」を整備してい  

る。   

②大気環境月間値・年間値データファイル   

大気環境月間値・年間値データファイルは，■環境庁大  

気保全局が年に1回発表する「一般環境大気測定局軸足  

結果報告」及び「自動車排出ガス測定局測定結果報告」  

に記載されるデータに対応するもので，昭和45年度測定  

結果から収録されており，現在，全国的かっ経年的に我  

が国の大気汚染状況を評価することができる唯一の資料  

となっている。このデータファイルは，環境庁大気保全  

局が各自治体からの測定結果の報告により作成したデー  

タの提供を受けて整備したものである。なお，平成 6  

年産も，大気保全局が平成5年度測定結果に関する月  

間値・年間値データファイル及び対応する報告書を作成  

するのに支援を行った。本年度収録された項目別の測定  

局数は，表3．1に示すとおりである。   

③大気測定局属性情報ファイル   

大気測定局属性情報ファイルは，全国の一般環境大気  

測定局及び自動車排出ガス測定局等について，その名称，  

住所，測定局コード，地図情報，周辺状況，測定項目，  

測定機の型式及び保守管理状況等を記録している。全国  

の測定局については，経年的な位置の把捉・管理が重要  

であるが，本ファイルの更新・運用により位置の変更，  

新設廃止などに適切に対応して全国的な一意のコード付  

け，位置等の追跡などが可能となっている。本ファイル  

については，平成3年度からパーソナルコンピュータ  

衰3．1大気環境データファイル項目別局数（平成5年度測定データ）  

測 定 項 目   大気環境時間値   大気環境月間値・年間値  
データファイル   デ ー タ フ ァ イ ル   

二酸化硫黄   
窒素酸化物   
一酸化窒素   
二散化窒素   
一酸化炭素   
二酸化炭素   
オゾン   
オキシダント   
全炭化水素   
非メタン炭化水素   
メタン   
浮遊粉じん   
浮遊粒子状物質   
塩化水素   
硫化水素   
その他◆   

合  計   9，981   12，128   

◆：気象要素及び交通旦を含む。  
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（PC）によるデータの管理システムに切り替えている。  

本年度においては前年度と同様にデータの追加・修正を  

行うとともに，データバックを希望する自治体に対し，  

フロッピーディスクによる当該自治体設置測定局データ  

の送付を行った。  

活環境項目（pH，DO，BOD，COD，SS，大腸菌群数．  

n－ヘキサン抽出物質．全窒素，全リン）及び健康項目  

（カドミウム，シアン，鉛，クロム（6価），ヒ素，総  

水銀，アルキル水銀，PCB，トリクロロエチレン，テト  

ラクロロエチレン）等の各測定結果データを収録した。  

収録件数の詳細は表3．2のとおりである。   

②公共用水域水質データ年間値ファイル   

年商の測定結果について，最高値，最低値，平均値，  

測定回数及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計し，  

生活環境項臥 健康項目等の項目別に年間値ファイルを  

作成した。   

③公共用水域水質マスターファイル   

水質マスタ‾アアイルは公共用水域の水質測定点に関  

する情報を収録したファイルであり．データの検索や環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持っている。  

本年度ほ，前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に  

基づいて，地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期  

間，緯度，経度などをマスターファイルに収録した。  

（2）水質環境データファイル  

・水質汚濁防止法に基づき，昭和46年度から全国公共用  

水域水質調査が実施されている。この調査結果をデータ  

ファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し，収  

録項目を逐次充実してきたところである。平成6年度  

は，前年度に引き続き水質環境データファイルの作成を  

行った。   

水質環境データファイルは，①公共用水域水質データ  

ファイル，②公共用水域水質データ年間値ファイル，③  

公共財水域水質マスターファイルにより構成されており，  

その内容は以下のとおりである。   

①公共用水域水質データファイル   

本年度は平成5年度測定に係る全国公共用水域の全  

測定点（8，601地点，延べ118，344測定）について，生  以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

表3．2 水質データファイル収録件数（平成5年度測定データ）  

項目名   河 川   湖 沼   海 域   合計   

PH   74，865   7，399   30，800   113．064   

DO   71，621   7．819   30．547   】09，987   

BOD   71，890   3，690   110   75，690   

COD   54，836   ＝7，557   31，404   93，797   

SS   71，945   7，105   8，936   87，986   

大腸菌群数   49，491   4，6柑   12，017   66．126   

油分   3，359   233   9，904   13，496   

全窒素   16，174   5，923   5，554   27，651   

全リン   16，S12   5，948   6，564   29，324   

カドミウム   19，603   【1，021   4，411   25，035   

シアン   17．078   888   3，670   21，636   

有機り／◆   0   0   0   0   

鉛   19，469   1，018   4，419   24，906   

6価クロム   17、063   847   4†151   22．061   

批素   17，927   ’921   4，113   22，961   

給水銀   20，851   1，154   5，540   27，545   

アルキル水銀   4，284   284   2，038   6，606   

PCB   2．774   190   857   3，821   

トリクロロエチレン   10，606   458   1，465   12，529   

テトラクロロエチレン   牲611   459   1，465   12．535   

収録レコード件数   76，882   8，144   33．3柑   118，344   

測定地点数   5，800   506   2，295   8．601   

（■有機リンは平成5年虔より測定対象外である。）  
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域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調査によっ  

て得られた内容を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成6年11月に発表した「平成5年度公共用水域水質  

測定結果について」及び同局監修の「全国公共用水域水  

質年鑑」の内容は，この作業結果を基礎としている。   

なお，水質データファイルの整備については，効率的  

なデータ交換及び将来の改定に対する拡張性を考慮Lた  

標準フォーマットを策定し，本年度より，都道府県から  

の測定結米の収集に採用するとともに，今後はこの標準  

フォーマットによる整備提供を行うこととし，こ窄まで  

蓄積してきた水質データファイルの再編作業を実施した。  

から平成4年皮剥定データ）の3種腰のデータファイ  

ルについて，磁気テープコピーサービスによる有償提供  

を行っている。   

③他機関との情報交換   

当研究所所長と通商産業大臣官房長との覚書交換（昭  

和56年3月30日）に基づいて，昭和55年度より，大  

気環境月間値・年間値データファイルと工業統計との磁  

気テープによる交換が行われており，本年度についても  

これに基づき情報交換が行われた。  

（2）利用説明書の整備   

表3．3に示したファイルについては，各ファイルごと  

に利用説明書を整備しており，所要の見直しを行った。  

3．2．2 データファイルの提供  

（1）利用体制の整備   

①貸出による提供   

数値データファイルは，「環境データベース磁気テー  

プ貸出規程」に基づき，従来より所内及び研究機関等へ  

の提供業務を行っており，平成6年度の提供実績は，  

表3．3に示すとおりである。   

②コピーサービスによる提供   

環境情報瀾へのニーズの高まり，収集したデータの有  

効利用を図るべきであるとの社会的認識の深まり等の背  

景を踏まえて，環境データファイルが環境研究及び環境  

行政にとどまらず，民間機関を含め広く社会的に利用さ  

れるよぅ情報提供の体制の煮備を進めてきており，平成  

4年三10月から（財）環境情報普及センターを通じて，大  

気環境月間値・年間値データファイル（昭和45年度か  

ら平成4年度測定データ），公共用水域水質データファ  

イル及び公共用水域水質マスターファイル（昭和46年度  

3．3 研究情報の整備と提供  

3．3．一 環境文献データファイルの整備と提供   

環嘘研究や環境行政に関する文献情報の収集とそのデー  

タベース化を推進するとともに，CDROMの導入を行  

うなど，国内外のデータベースのオンライン検索の活用  

の効果的利用体制の充実を図っている。平成4年度か  

らは，EIENERGY AN工）ENVrRONMENTファイル  

（CD－ROM版）及びENVIRONMENTAL LTBRARYファ  

イル（CD－ROM版）を導入し，地球環境問題，自然環  

境問題等を始めとする研究テーマの多様化に対応できる  

機能を整備している。また，科学技術分野の主要な雑誌  

の日次速報誌であるCCOD（カレントコンテンツのフロッ  

ピーディスク版）を購入し，最新の情報をより速く入手  

することとしている。   

所内で利用できる各ファイル名等の内容及びシステム  

の概要を蓑3．4に示す。  

表3，3 データファイルの提供数  

提 供 実 績  
ファイル名   

データ撃備対象年度   
貸出による  

提供ファイル数   提供ファイル数   

大気環境時間値データファイル   昭和51～平成4年度   8  ＊   

大気環境月間値・年間他データファイル  昭和45～平成4年度   24   14   

大気測雇月順性情報ファイル   昭和52～平成4年度   3   一＊   

公共用水域水質データファイル   昭和46～平成4年皮   38   40   

公共用水域水質マスターファイル   昭和46～平成4年度   

A  計  74   57   

＊：提供対象外  
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（1）内部システム  

（丑NIES－BOOK   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして－，昭和  

58年度から入力を開始したもので，書名，著者名，出  

版iF，出版社，配架先等を入力している。このファイ・ル  

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。  

（診NIES－SC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作  

成しているもので，入手形態，配架場所，所蔵巻号，所  

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，逐次刊行物リスト  

の発行，雑誌架の見出し作成等を容易にするなど，図書  

室サービスを強化する手段になっている。   

③NIES－MF   

主として1976年以前に発行された当所所蔵のマイク  

ロフィッシュについて，書誌事項を入力してデータベー  

ス化したものである。   

④NIES－REPORT   

これまで刊行された国立環境研究所研究報告（Rシリー  

ズ）及び国立環境研究所資料（Fシリーズ）等に掲載さ  

れた内容について，シリーズご とに論文タイトル別の表  

題，著者，ページ， 刊行年等を記録しているデータベー  

スである。   

⑤NIES－PAPERS   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文  

等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表者，題臥 掲載  

誌（学会等名称），巻号・ページ （開催年）及び刊行年  

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ  

ベースとしているものである。   

⑥NIES－SCTENTIST   

国立環境研究所研究職職員を対象とする研究活動調査  

（年2回更新）に基づいて作成された研究者の専門分野，  

所属学会，研究課題，主要論文等の現在をベースとする  

データファイルである。   

⑦NIES－NEWS   

環境公害に関する新聞ゐ記事について，昭和57年度  

に開発に着手し，昭和62年度までに6，593件を入力し  

ている（以降は中止）。収録の対象は，朝日新聞，毎日  

新聞，読売新聞，■日本経済新聞，産経新乱 日本工業新  

聞，茨城及び常陽新聞の8紙であり，日本経済新聞社  

のNEEDS－IRが開始される前の昭和48年1月から昭  

和52年9月までのものが収録されている。なお，現在  

は，商用データベースのG－Search等を中心に利用して  

表3．4 国立環境研究所の研究情報検索システム  

フ ァ イ ル名等  端末操作者   備   考   

収録件数等  
NIESBOOK  （単行本所蔵目録）   28，620  

（逐次刊行物所属目録）  2，661  NIES－SC  

内  部  （マイクロフィッシュ所蔵目録）  10，261   

シ ス テ ム  NIESRl弓PORT  （研究報告論文）  138  

N柑S－PAPERS  （発表研究論文）  5，211  

NrESSCIENTTST．  （研究活動調査）  177  

NIES－NEWS  利 用 者  

NTIS  （米国技術情報関連文献）  1980「最新（年4同車新）  

M下：DLINE  （医学関連文献）  1966一点新（月1回東新）  

CD－ROM  198小1致新（年4回更新）  
システム  

（エネルギー・環境関連文献）  

ENVIRONMENTALLIBRARY（環境文献書誌）  1980最新（年1回更新）   

F D シ ス テ ム  CCOD  （雑誌員次）  1991「最新（年52回更新）   

JOIS  （文献等）   

データベース  DIAI．」OG  センター内  
STN－International   担当者  

オンライン検索  
G－Search  （新聞記事等）  

ASSIST  （社会情報等）   
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発注による原報復写サービスが利用できる利点がある。  

なお，JICSTファイルには，国内の環境公害関連の研究  

報告を含めて科学技術文献が毎年数万件入力されている。  

（塾DIALOG   

米国ダイアログ・インフオ・メーションサービス社の検  

索システムであり，利用できるファイル数が多い（約  

400種のデータベース，蓄積情報量は世界最大）のが特  

色である。また，科学技術情報だけでなく社会情報の検  

索にも有用である。  

（卦STN－rnterrlational   

米国化学会のChemicalAbstracts Service（CAS）と  

ドイツFIZ Karlsr11he及び日本科学技術情報センターが  

共同で提供する国際的オンラインネットワークデげ夕べー  

スサーゼスであり，科学技術関係の多数の有用なファイ  

ルを含んでいる。オフライン回答は，国内で出力してい  

るため，比較的速く入手することができる。   

④G－Search  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

朝日新聞，読売新聞，日本経済新聞及び日経産業新聞等  

の新開情報，産業技術情報の検索に利用している。また，  

同システムのゲートウェイサービスの1つであるNTeHI  

GAIASSIST（（株）日外アソシエーツ）に接続して，  

人物・人材情報，企業動向情報，図書内容情報等の検索  

に利用している。   

いる。  

（2）cD－ROM システム   

①NTIS   

NTIS（NationalTechnicalInformation Service一米  

国国立技術情報サービス）作成の米国政肘関連技術報告  

書を収録しているデータベースであり，従来，内部作成  

していたNTESrEPAファイルは，本ファイルを部分的  

に抽出加工していたものである。平成2年度から，CD－  

ROM版の借上げを実現し，米国環境保護庁沌PA）関  

連レポートのみでなく，環境科学及び周辺科学全般のよ  

り広範な報告書を検索することが可能となった。また，  

原典については，EPA及び環境科学関連の技術報告書  

をマイクロフィッシュで収集しているので，即時に利用  

できる体制になってい■る。   

②MEDLINE   

米国国立医学図書館（NLM：NatiorlalLibrary of  

Medicine）作成の医学文献データベースで ，利用者が外  

部システムによらず，直接必要文献を検索することが可  

能である。   

③EIENERGY AND ENVIRONMENT   

環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

に，環境工学，石油・石炭技術．水源生態系，大気汚染，  

水質汚染，酸性雨関連の文献について，1984年から約  

70万件が収録されている。   

④ENV王RONMENTAL LIBRARY   

OCLC Online Union Catalog（OLUC）から環境関係  

の刊行物を抽出したデータベースである。現在，約30  

万件のデータが収録されている。  

また，所外文献の原典コピー入手に？いては，国立大  

学附属図書館（筑波大学，東京工業大学，東京大学），  

JICST，国立国会図書館を利用しており，さらに，国外  

所蔵文献に関してほ，DIALOG代理店（紀伊駅屋書店）  

より海外情報サービス．米国の CAS（ChemicalAbst－  

racts Service）祉の原報復写サービスを利用することに  

より，原報提供体制の強化を図っている。特に，JICST  

への複写依頼については，オンラインによる発注のほか  

に，ファクシミリによる原報の即日提供も可能である。   

前述のように，複数のデータベースを利用する方法と  

並行して，日独科学技術協力協定に基づく情報交換等国  

際協力による研究情報の整備を図っている。  

（3）FD システム  

（∋CCOD   

米EgISf社（Institute for ScientificInformatioh，  

Inc．）作成の目次速報誌であるカレントコンテンツの  

FD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の目次情報を  

検索することができる。  

（4）データベースのオンライン検索   

①JOIS   

日本科学技術情報センター（JICST）のオンライン文  

献検索システム（漢字データベースであるJICST系ファ  

イルを含む。）データベースである。また，オンライン  

3．3．2 図書関係業務   

図書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。図書等の整理及び研究情報の提供については，特に  
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データ入力にパーソナルコンビュ叫夕を利用し，事務の  

合理化を進めるとともに，所内の利用者かオンライン検  

索できるよう整備している。   

平成6年度においても，引き続き地方公共同体環境・  

公害関係部局・機関から送付された資料について所蔵デー  

タの整備を行うとともに，所蔵管理ファイルを作成した。  

さらに，環境庁長官官房環境情報企画官室を通じて送付  

される“環境庁公表資料”及び“環境庁委託等認査報告  

書’’の2種類の資料と環境庁各課塞から直接送付される  

資料等を一元的に管理・把握するため環境庁資料管群ファ  

イルを作成し，管理体制の整備を図った。   

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2月64  

棚，雑誌展示書架840誌分，204Ⅰぜ，単行本閲覧室は棚  

数708棚，雑誌展示書架280詰分，194ポ，索引・抄録  

詰問覧室は棚数480肌 80Ⅰぜ，報告書閲覧室は棚数918  

棚，74Ⅰばであり，その他情報検索室（50rば），地図・マ  

イクロ資料閲覧室（iOl打f），及び複写室（17エゴ）となっ  

ている。   

また，図書室の有効，適切な利用及び勤務時間外の利  

用の一層の適正化を図るため「国立環境研究所図書室利  

用要領及び同細則」を定め，その適正な運用を図る¶環  

として，図書室利用説明会を開催するとともに，出入口  

のドアに設置する磁気力一ド方式による入退室管理シス  

テムにより，勤務時間外における図書室の適正利用を図っ  

ている。表3．5に平成7年3月現在の蔵書数等を示す。  

3．3．3 編集・刊行業務   

当研究所の各部，各グルれプ，各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  

広く提供している。   

平成6年度においては，年報（1件），特別研究昨  

報（1件），地球環境研究年報（1件），特別研究報告  

（1件），研究報告（1件），資料（17件），地球環境研  

究センター報告（10件），ニュース（6件）をFl」行した  

（成果発表一覧参照）。   

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立匡  

全図書館，環境関係試験研究機関，各省庁及び地方公共  

団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配布した。  

3．4 機関情報（INFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センターは，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国脛環境情報腑照会システム（1NFOTERRA）に  

おける我が国の代表機関（ナショナル・フォーカルポイ  

ント）として，次の業務を取り行った。なお，1995年3   

表3．5 蔵 書 数 等  （平成7年3月現在）  

資料形態   内  容   5年度末  6年度末  増加数等   

単行本   32，141冊  33，657冊   1，516冊  

外国資料類  l，698冊  1，805冊  107冊  

国内資料頬  
冊子体  継続資料  382詰  4ユ8喜吉  36語  

単発資料   11，228冊  11，976冊   7適冊  

購入洋雑誌   」67語   452詰  ∠ユ15誌  

購入和雑誌   173諾   176誌   、3誌   

地方囲（国土地理隠 50万分の1）   8枚   8枚  

地勢図（国土地理院，20万分の1）   130枚   130枚  

地形図（国土地理院，5フ丁分の1）   1，249枚   1，249枚  

地形図（国土地理院，2万5千分のり   4．429牧   4，429枚  

地  図                                 地形図（国土地理院1万分の1）   319枚   319枚  

湖沼図（国土地理院，】万分の1）   ユ】2枚   】】2枚  

土地利用図（国土地理院，2万5千分の1）   1，269枚   1，269枚  

その他の図稟（地質図等）   978枚   978枚   

マイクロ  EPA及びその他のNTISフィッシュ   88，961件  92，935件   3，974件   

フイルム  EICフィッシュ（昭和49年度）   5，507件   5，507件   

そ の他  新聞切り抜き（昭和55年1月～平成元年3月）   31，104件  31，104件  

（地図については発行図面数）  
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月現在，lNFOTERRAへの参加数は170カ国であり，  

登録されている情報源数は，約6，800となっている（日  

本国内登録機関数511件）。   

①情報源の登録と更新   

本牛皮は，国内情報源台帳を最新の内容に更新するた  

め，登録内容更新調査を行い，国内登録機関に係る記述  

の修正及び追加等の作業を行った。   

②情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依顧に対して，情緒源照会回答業務を行っ  

た。本年度（平成6年1～12月）は，44件の照会があっ  

た（国外からの照会数39件）。   

（9ネットワーク上での検索システムの開発   

平成6年度は，平成4年度に構築された，EWS4800  

／UNIFY 2000による英文版検索システムについて，  

SPARCcenter2000／ORACLE7による同様のネットワp  

ク上で利用可能な検索システムに移行するとともに，国  

名，機関名，機関特性及び検索用語について．コード及  

びキーワード（日本語シソーラス用語）から検索できる  

ように改良を加えた。   

④国内利用普及のためのJICSTとの協力   

国内利用の普及を図るために，日本科学技術情報セン  

、クー（JfCST）に対する情報源データベースの提供など  

の協力を行った。同センターの検索システムJOISを通  

してのオンライン利用件数は，本年度（平成6年1～12  

月）は140件であった。   

⑤広報活動   

情報源及び利用者への広報資料として，「1NFOTERR  

A国内情報源台帳（第12版）FD版」について，電子  

メディア版による刊行を行い，国内外の関係機関に配布   

した。   

また，国内における登録及びデータベース検索におけ  

る参考資料として，UNEP の提供する英語版シソーラ  

ス第3版に基づいて，「lNFOTERRA環境用語シソー   

ラス（日本語版）第1版」を刊行し，併せて配布した。  

管吼 連用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利用体制を確  

立し，電算機周辺装置室及びスー ▼ 
室の共通の出入口のドアに設置する磁気カード方式によ  

る入退室管理システムの管理を行うとともに，利卿こあっ  

ては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」及び「国  

立環境研究所電子計算機室利用要領細則」を定めて運用  

を行っている。  

（1）大型電子計算機システム管理業務   

大型電子計算機システム（環境情報システム）は，環  

境分野のシミュレーション計算，各実験施設やリモート  

センシング等における測定データの解析及びそれらの画  

像・図形処理に利用されるとともに，各種データベース  

等の業務処理に使用された。   

本年度は，地球規模での環境問題に関する研究への取  

り組みが本格化したことを背景として，大規模なメモリ  

空間や長時間の計算を必要とするシミュレーション計算  

が引き続き行われた。電子計算機の性能に依存するこれ  

らのジョブは，¶般に，相当程度のCPUを費やし，場  

合によっては数日から10数日の期間を要するため，特  

に大型のジョブを実行する場合にあっては，システム運  

転時間を最長翌日の7時30分まで自動的に延長するな  

どの処置を講じた（平日の通常逆転終了時問は22時00  

分）。また，「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」  

に基づき，年度初めに実施した全利用者に対する利用予  

定調査をもとに，年間利用計画を作成したはか，個別の  

ジョブについては，プログラムサイズ32メガバイトま  

でを一般ジョブ，それ以上のサイズのものを大型ジョブ  

とし，実行クラスを分けてスケジューリングを行うなど，  

システムの円滑な運用に努めている。また，シミュレー  

ション計算及び大屋のデータを扱う計算を対象とする利  

用のほか，大型電子計算機システムに付属する豊富なラ  

イブラリプログラムを活用する例も多く，それらの適切  

な利用に当たって，利用者の要請に対応した。   

なお，6年度における本システムの利用登録者は，  

延べ154名であった。利用状況を年平均CPU使用率及  

び月平均実行ジョブ本数でみると，それぞれ85％，  

2，492本であった。  

3．5 電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として，大  

型電子計算機システム，スーパーコンピュータシステム  

及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用等  

業務を所掌している。これらの管理，運用を行うため，  

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立  

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な  

（2）スーパーコンピュータシステム管理業務  

平成3年度，新規に導入されたスーパーコンビュー  
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タシステムは，その利用に係る調整にあっては地球環境  

研究センターが，システムの管理及び運用にあっては環  

境情報センターが行うこととされている。   

本システムの運転時間は，その処理業務の性格上，夜  

間及び閉庁日を含めて24時間連続運転を行い，原則と  

して月に1度，第4土曜日に4時間程度，保守作業  

のため計画的に停止することとしている。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してSUPER－UX（UNlX準拠）を採用し，地球環境問題  

を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よく作成・  

編集し，また実行するために，デバッグ機能，最適化機  

能や高水準の自動ベクトル化機能などをもつFORTRAN  

コンパイラ及び各種支援ツールを備えている。また，地  

球環境研究では，計算結果を可視化することが現象解明  

並びに影響評価及び予測を行う上で非常に重要な役割を  

果たすため，計算結果を動画として表示する高遠画像表  

示装置を始め，三次元グラフィック処理装置及び二次元  

画像処理装置等を備えている。   

なお，平成6年度における本システムの利用登録者  

は，共同研究員等を含めて，延べ115名であった。利用  

状況を年平均CPU使用率及び月平均実行ジョブ本数で  

みると，それぞれ97％，999本であった。今後，運用  

の面では，本格的な利用に伴う長時間ジョブの増大に対  

応するため，計算時聞及びメモリサイズ等によるジョブ  

のクラス分けのスケジューリングや，各利用者のプログ  

ラムのチューニングによる効率化等について検討を行う  

など，さらに効率的な利用環境の整備を目指すこととし  

ている。  

バ及び同クライアントを設置し，所内の各種業務及び研  

究活動の紹介を中心にした情報提供システム（WWW  

サーバ日本語版の試験運用）を構築した。   

さらに，ネットワークの利用及び普及については，前  

年度に整備したネットワークデータベースの試験運用開  

始（平成6年9月）を契機に，ネットワークデータベ⊥  

ス及び電子メール等の利用に関する所内説明会（同9  

月1日）及び本庁説明会（同12片15日）を開催した。  

3．6 国立環境研究所環境情報ネットワーク   

平成6年度には，前年度に引き続き「匡】立環境研究  

所環境情報ネットワーク研究会（第7回）」を平成7  

年2月15，◆16日に開催し，地方公害試験研究機関等か  

ら約40機関（約90名）の参加を得た。ここでは，パソ  

コン通信システムの整備とともに，平成5年11月に制  

定された環境基本法を契機として，今後の環境情報の提  

供等のあり方に関する検討を加えるなど，所要の検討を  

行った。   

これらの研究会の実績や全国公害研協議会から包に対  

する要望を踏まえて，当研究所でほ「環境情報ネットワー  

ク（パソコン通信システム）」の本格運用を平成3年  

7月1日から開始したところであるが，平成4年度ノ  

においては，本システムの情報交換の内容を拡充するな  

ど，地方公害試験研究機関との協力関係をより緊密に深  

めることに努めた（平成6年度末の加入者数は，約170名）。  

情報交換の内容等の概要については，表3．6に示すと’  

おりである。なお，電子会議では，多数の利用者が定め  

られたテーマについて，意見交換や議論を行うことがで  

きる（SIG：SpecialTnterest Group）。また，特定の利  

用者の問で，例えば共同研究に関する情報交換，事務打  

合せ等を行うはか，ある課題に関する報告書の作成等を  

共同で執筆することができる（CUG：Closed User Gro  

up）。また，電子メールは，各利用者聞において研究情  

報の交換や事務的連絡を行うごとができる。  

（3）国立環境研究所ネットワーク管理業務   

平成3年度に構築された国立環境研究所ネットワー  

クは，平成4年5月にNTT専用回線（64Kbps）によ  

り国際理学ネットワーク（TISN，東京大学理学部）と  

接続され，所外との通信利用が可能となったことに伴い，  

本格的な利用が開始された。代表的な利用例は，各研究  

室に配置されたワークステーション又はパーソナルコン  

ピュータにより，研究室からの大型電子計算機及びスー  

パーコンピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究  

者との電子メールの交換である。   

本年度は，平成6年産科学技術振興調整費により，  

新たにNTT専用回線（512Kbps）による省際研究情報  

ネットワークとの接続を行うとともに，ネットワークサー  

3．7 各種情報の収集及び整備等に関する業務  

3．7．1自然環境保全総合データベースの開発   

自然環境保全総合データベースは，自然環境に関する  

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ  

とを目的として，環境情報センターにおいて平成3年  

度より整備業務を開始したものである。   

全国土を3次メッシュで区切ると約39万個の区画で  
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表3．6 環境情報ネットワーク  

環境情報ネットワーク（EトNET）  

シろテムからのお知らせ  
】⊂言う言‡雪空竺雲習えせ  

ニュ【ス朋帆椒醐究センタ‾） 
〔宝覧（各号）  

‾「二≡≡≡孟孟去：ン＝＝「  

電子掲示板  

環境研行事予定表（お知  
環境庁行事予定表（お知  
全公協行事予定表（お知  

）
）
）
せ
 
 知

 
 

全国行政行事予定表（お  
環境関係学会・研究集会  

地球環境問題  
酸性雨問題  
富栄養化問題  
化学物質問題  
ゴルフ場農薬問題  
リモートセンシンダ  
EトNETの広場  
全国  
北海道・東北  
関東・甲信・静  
東海・近畿・北陸  
中国・四国  
九州  
気象データ利用G  
広域大気汚染動態  
都市域NOェ汚染  
その他 課題  
地球環境問題  
海外技術協力  
1。ANWG報告雷  
ヽ  

電子会議室   SIGフォーラム  

「  
CUG全公協フォーラム  

1  
CUG共同研究  

筆    「  
CUG共同執  

大型電子計算機  
スーノヾ－コンピュータ  

国立環境研究所ネットワーク   

環境研究所職員  
人事異動情報  
全国公害研協議会会員機関名簿  
全公協機関プロフィール  
環境公害年表  
環境庁公表資料  

大型電子計算機・ス¶ノヾ一コンピュータ・所内  
ネットワーク（お知らせ）   

環境情報センターからのお知らせ  
職員名簿  

全公協機関名簿  

環境庁データベース  

環境研デ‾夕べ‾ス（数値闘）   
「  宗鮎義士警禁讐讃品孟品ル）概要  

環境研データベース（文献情報）  環境情報源国内台帳  
（IMFO「rERRA）  
逐次刊行物所蔵リス  

「  雷謂詔望盗  

卜一一「 団体逐次刊行物  

‾ ヽl  

環境研データベース（刊行物情報）  環境研年報  
環境研特別研究年報  
環境研特別研究報告  
環境研研究報告  

環境研資料 地球環境研究センター報告 
環境研地球環境研究年報  
環境研指定刊行物所蔵リスト（残部数情報）  1  

環境研研究発表一覧  

「≡…≡…  

昭和63年度  
平成元年度  
平成2年庶  
平成3年度  
平成4年度  
平成5年度  
昭和63年度  
平成元年度  
平成2年庄  
平成3年度  
平成4年虔  
平成5年度  
平成2年度  
平成3年度  
平成4年度  
平成5年度  
機関別所蔵リスト  
外国雑誌  
国内雑誌  

地方公害研データベース   地方公害研所報   

「  「  
逐次刊行物所蔵リスト   「  CUG環境研各種事務連絡事項  

「 琶琵雷撃査DB  電子メール  
チャット（会話）  
電報機能  
プログラム（OSL）コーナー  
質問コーナー  
自動ダウンロード，新アーティクル探象全シグ探嵐電報機能，アクセス状況通知機私利用者名簿，端末環境変更機能  
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表されるが，この3次メッシュ単位で地域固有の自然  

環境データを数値及び文字情報として検索・表示できる  

デ‾ 

発期間である平成5年度までに整備した。当データベー  

スは，国立環境研究所大型電子計算機システム上に構築  

しており，庁内及び所内に設置されている専用端末機や，  

ネットワ「ク接続されたパーソナルコンピュータ等から，  

対話型で利用が可能である。   

平成6年度は，完成システムの本格的な運用による  

利用の促進を図るため，ユーザーズガイドを作成すると  

ともに，庁内及び所内において利用説明会を開催した。   

また，第2期の整備計画として，これまでの 3 カ年  

間の成果及び収録データ（表3．7）等を共に，ノぺ－ソナ  

ルコンピュータ用の自然環境保全総合データベース  

（P－GREEN）の開発を開始した。   

パソコン用システムは，WINDOWS上での動作を前  

提に，グラフィカルな表示及び操作機能を開発し，自然  

環境データの利用を容易にするとともに，Pfモ用システ  

ムとしても活用できるものである。開発にあたっては，  

パソコン画面表示に適当な範囲として，全国を1／50万  

地方図に準拠した地方ブロックに分割し，各ブロック  

を独立したシステムとして作成することとし，本年度は，  

北海道及び関東甲信越ブロックについてシステムを作成  

した。全体計画としては，平成6年度と 7年皮の 2  

年間で開発を行うこととし，特に本年度作業に重点をお  

き，基幹機能とともに実用性の高い機能から整備した。  

また，収録地域についても2年間で全国を網羅する予  

定である。  

長官官房環境情報企画官室が平成3年度以降より成果  

物及び概要の収集・整粗 データベー スの作成を開始し  

ており，毎年度作業完了後に当センターに移管されるこ  

ととなっている。  

3．7．3 環境庁公表資料情報データ一覧及び公表資料の提  

供   

環境庁は，広報室を通じて咋間300件以上の資料，調  

査結果等の公表を行っている。これらの情報を民間の機  

関等が把握するためには，新聞等を毎日精査するなど，  

大きな労力が必要となる。これを軽減し，環境庁の公表  

資料の普及に努めることば，環境行政の推進の観点から  

も重要なことである。   

このため，環境庁行政部局の協力を得て，平成3年度  

分からの環境庁公表資料データー覧並びに公表資料及び  

添付資料の一般利用者への提供体制について検討を行っ  

た。環境庁公表資料データー覧は∴公表年月軋 件名，  

概要，キーワード，添付資料名，担当課室等を含み，帳  

票（コピー用紙）のほか，パーソナルコンピュータによ  

る検索等の処理の便を考慮してフロッピーディスクによ  

る提供を，また，公表資料及び添付資料については，  

（財）環境情報普及センターを通じてコピーによる提供を  

行っている。   

一方，同データー覧は，環境情報ネットワーク  

（EトNET）にアップロードし，別途，地方公害研究機関  

等への提供体制も確立している。  

3．7．4 環境情報源情報の整備   

環境情報については，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境白書などの  

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境惰報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ  

とが必要となっている。   

このため，環境情報センターにおいては，どのような  

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに  

関する情報（環境情報源情報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について，広く一鰍こ利用可能な形で提供するため，  

平成4年度より環境情熱こ関する調査を行っている。   

平成6年度においては，環境情報提供システム開発  

3．7．2 環境庁委託等調査報告書の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであり，  

環境情報センターの役割としてこのようなGreyLiteI・ature  

の整備が必要である。   

このため，平成2年度までの環境庁の委託等の調査  

研究について，環境庁行政部局の協力を得て，名称や成  

果物の特定，キーワードや対象地域などの検索用のデー  

タの付加を行い，データベース化するとともに．可能な  

限り報告書等の成果物を収集・整理する作業を実施して  

きた。平成6年度は，企画調整局等の調査研究等につ  

いて実施し，整備が終了した。   

なお，平成3年度以降の報告智については，環境庁  

川l－   



蓑3．7 自然環境保全総合データベース収録データー覧  

デ ー  タ 名 称  デ⊥夕年度   デ ー  タ 名 称  データ年度   

植物群落（767分頬）  2，3回調査   平均   昭和58年  

植生自然度（13区分）  標  

自  3回調査  高  
然  

哺乳類（105種）  起状量  
環  

鳥類（326種）  
境  

盛大傾斜角度■   昭和58年  

保  傾  

全  斜  

基  〟  方向  
国  

礎  3次メッシュ面積   平成3年1  
調  

環境指標種（70種）  土  川  査  
自然景観資源（14934件）  3回調査  畑  

自然公園・保全地域（402地域）    2，31亘1調査  
数  

その他の樹木畑  日本の絶滅のおそれのある  値  
野生生物（全種調査該当401種）  森林  

乱然地名（22ユ60件）  惜  

農業地域  昭和62年度  用  

森林地域  報  幹線交通用地  
面  

都市計画区域  その他の用地  
都  
市  積  

国  計  海浜  
指  

土  市街化調整区域  海水域  
定  

普通地域  計  
数  自  

地  表層地質  昭和54年  

値  
域  地形分類  

園  
惰  海中公園  土壌  

面  

報  原生自然環境保全地域  平年気温（最高，最低，平均）  昭和61年  

気  
積  

立入制限地区  平年年間降水量  昭和60年  

自  
然   

象  平年最深積雪  
環  

昭和63咋  

境 保  各3次メッシュの緯度経度  
全  そ  

野生動植物保護地区、  の  平成2年度  
他  

海中特別地区  1／5万地図名称  

環境庁：自然環境保全基礎調奄」匡土地理院：国土数値情報，気象庁：メッシュ気候値による  
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調査の一環として環境情報源情報及び環境情報扱い機関  

情熱こついて，更新・追加調査を実施するとともに，環   

／．填関連の法律や条約についての情報票数び環境情報をよ   

ぃ、－ノ  り理解しやす‘くする■ための用語解説を作成し∴一合■わせて  

フロッピーディスクに収録した。本ディスク（環境情報  

ガイドディスク）は，（財）環境情報普及センターを通  

じて一般への配布も行っているが，複写・譲渡を自由に  

することにより，より広く活用されることも考えている。  

環境情報ガイドに収録している案内情報としては，以  

下のようなものがある。  

果，定期刊行物 などを収録  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／INFOTERRA）   

の国内登録機関情報  

（国や地方自治体の組織，研究所い・大学なゼr約510㌧件）   

名称，連絡先，扱う環境分野（キ→ワード方式）な  

どを収録  

○環境関連法律・条約惜稚  

（環境保全を主目的としている法律・条約など 約100   

件）   

一名称，概要，公布・施行年月日などを収録  

○環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる   

もの 約200語）   

一名称，解説，関連図書などを収録   

○環境情報源情報  

（国や主要NGO等の持つ環境情報 約380件）   

－情報の概要，収録内容，保有機関，整備期間，対象  

地域，入手方法 などを収録  

○環境情報扱い機関情報  

（国の組織，公益法人，NGOなど 約180件）   

一名称，■所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成  

今後は，さらに収録範囲・対象を拡大・充実し，現在  

整備中の環境情報提供システムによるオンライン提供を  

行うことも予定している。  
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4．地球環境研究センター  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化，成層圏オゾン層の破壊，酸性降下  

物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化，野生生物種の減  

少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存基  

盤に深刻な影響を与えている。このような事態に対して  

実効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観  

測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が  

地球環境に及拝す影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まって  

いる。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れた技術力  

を有する我が国としては，「世界に貢献する日本」の立  

場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果たしてい  

くことが必要である。   

以上のような背景の下，地球環境研究センターは平成  

2年10月1EIに発足した。当センターの基本的任務  

は，地球環墳研究を国際的，学際的，さらには省際的な  

観点から総合的に推進することにあり，この実施のため  

地球環境研究の総合化，地球環境研究の支援及び地球環  

境のモニタリングを業務の「3つの桂」として据えて  

いる。   

平成6年度には，平成5年度までに築き上げた基盤  

をさらに発展させるべく業務を実施した。具体的には，  

内外の研究者の参加による各種研究交流会議を開催して  

研究者間の交流を促進するとともに，総合化研究の継続  

的推進，スーパーコンピュータシステムの戦略的な運用，  

UNEP／GRIDのセンターとしてのサービス提供，落石  

岬一地球環境モニタリングステーションの整備などによ  

る地球環境モニタリング業務のより具体的推進を図って  

きた。   

このほかにも国際研究協力の観点から，IPCC（気候  

変動に関する政府間パネル）活動への参加，APN（ア  

ジア太平洋地球変動研究ネットワーク）の支援，ENRICH  

（地球変動研究における欧州ネットワーク）及びIAI  

（汎アメリカ研究所）との連携等の活動を行った。  

及び急速な技術進歩等，人間活動が複雑に関連し合って  

生じている。地球環境研究の総合化においては，地球環  

境保全に向けて各分野の研究者の総力を結集して効果的  

に研究を進めるため，研究の有機的連携を図るとともに，  

こうした社会事象や環境破壊に至る現象を総合的に把握  

し，相互作用を解明することにより，地球環境研究の方  

向付けを行うことを目的としている。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地坪環境研究者交流会識   

平成6年度は，第6回を平成6年10月4日～7日に，  

第7回を平成7年2月1日～3日に開催した。   

第6匝Ⅰ地球環境研究者交流会議として地球環境研究  

総合推進費平成5年度終了研究発表会及び地球環境保  

全と土地利用に関する国際会議を開催した。   

前者は，平成5年皮末に終了した地球環境研究組合  

推進費課題について，研究成果を広く公表する場を設け，  

地球環境研究に携わる研究者間の情報，意見交換を図る  

ことを目的として，10月4日～5日に開催した。後者  

は，持続的発展と密接に関係する土地利用・被覆変化を  

テーマとして開催し，国内外からの研究者の参加のもと，  

世界及び日本における関連研究の枠組みづくりの状況，  

ケーススタディ，データ収集，モデル予測の各取り組み  

の動向について，情報提供及び活発な意見交換が行われ  

た。（（2）2）参照）   

第7回地球環境研究者交流会議（炭素循環国際研究  

集会）は，地球温暖化対策の実施に向けて重要な地球規  

模の炭素循環メカニズムに関する研究の現状と今後の課  

題について総合的に討論することを目的として，内外の  

第一線の研究者の参加により開催し，分野を超えた総合  

的な討論が行われた。  

（2）各種研究企画支援活動  

1）地球変動に関する日米ワークショップ   

平成6年10月25日～27日にハワイにおいて開催さ  

れた日米科学技術協力協定に基づく第3 回日米ワーク  

ショップ「気候変動のモデル化とアセスメント：方法論  

と戦略の向上」に対して，センター長が共同議長として  

4．2 地球環境研究の総合化   

地球環境問題は，発展途上国における人口増加や貧困，  

農業用他の乱開発，先進国の都市化 高度な生活の要求  
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参加したはか，会議の準備及び運営において実質的な窓  

口の役割を担った。   

響，土地利用・被覆変化が採択され，各国のキーパーソ  

ンを洗い出すこととなった。また，TEACOM内の地球  

環境研究者のインベント■リーの第1版が作製された。  

2）土地利用・被覆変化研究   

地球圏一生物圏国際協同研究計画（IGBP）と地球環  

境変容の人間的側面研究計画（HDP）の共同コアプロ  

ジュクトとして提案されている土地利用／被覆変化  

（LUCC）を支援するため，コアプロジェクト計画委員  

会（LUCCrCPPC）会合及び日本学術会議のLUCC－Japan  

ワークショップの開催に協力した。さらに，持続的発展  

に向けた環境政策提言につながる土地利用・被覆変化関  

連研究の必要性に鑑み，検討会を設置し，研究計画の検  

討を行ったほか，地球環境保全と土地利用に関する国際  

会議（上述）の開催，日本学術会議IGBP専門委員会  

LUCC小委員会と協力して，データやモデルに関する情  

報の収集等，我が国における組織的な土地利用・被覆変  

化研究の立ち上げに向けた基礎づくりを行った。   

（2）アジア太平洋地球変動研究ネットワーク構想   

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）は，  

地球を3つの地域に分割してそれぞれの地域の巾で地、  

球変動研究のネットワーク化を図る構想の一環である。  

平成6年度は，2つのワーキンググループにおける検  

討を受け，平成7年3月に東京で第3回ワークショッ  

プが開催され，APNの運営体制についての基本的枠組  

み，支援対象とする研究テーマ等について討議が行われ，  

APNの発足を確認する共同宣言を採択した。当センター  

もメンバーを派遣し，本ネットワークの構築に向けて積  

極的に協力している。また，これと関連して他の2地  

域における研究ネットワーク（ENRICH及びIAI）と  

の連携を図った。  

3）地球環境研究総合推進費関連活動   

分野内の研究者間の交流と情報交換を目的として，平  

成6年10月に平成5年度終了研究発表会を開催した  

（上述）。また，分野別研究発表会として，「熱帯林の減  

少」及び「生物多様性の減少」分野の発表会（平成7  

年1月）を開催した。  

4．2．31PCCへの貢献   

気候変動に関する政府間パネル（IPC〔：）においては，  

平成7年度に予定されている第2次評価報告書の作成  

に向けて国際的作業を行っているが，これに先立ち，平  

成6年11月に気候変動枠組条約交渉に向けて中間報告  

をとりまとめた。本センターは，影響対策を担当する第  

2作業部会において温暖化影響評価の方法論をとりまと  

め；「気候変動影響・対策等評価ガイドライン」を  

IPCC1994報告の一環としてとりまとめ，同年11月に  

ナイロビで開催された全体会議において承認を受け，・関  

係研究者に配布している。また，12月には「地球温暖  

化の防止に向けて／セミナー：IPCCの最新情報」実行  

委且を務める等により，広くIPCCの結果の普及に努め  

る等，我が国におけるIPCC活動の中心としての役割を  

果たしている。  

（3）リサーチオンリサーチ   

地球環境問題の構造を解明し，研究の状況を把握する  

ためのリサーチ・オン・リサーチを行っている。  

（2，2．9参照）  

4，2，2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）東アジア地域における地球変動研究の地域ネット  

ワーク  

1GBP（地球圏一生物圃国際共同研究計画）において，  

地球規模の変動に関する地域研究所のネットワークづく  

りを行うためSTART（地球規模変動に関する解析・研  

究・訓練のためのシステム）が進められているが，この  

一つとして東アジア地域における地球変動研究の地域ネッ  

トワーク（TEACOM）が創設された。平成6年皮は，  

8月に第3回会合が，平成7年3月に第4」司会合が  

開催され，TEACOMの枠組の中で推進すべき研究分野 ／  

として，アジアモンスーンの機構とその変化が及ぼす影  

4．2．4 総合化研究   

推進費の中の「総合化研究」については当センターが  

中心となって進めており，平成6年度は，5年皮に引  

き続き「持続的発展のための世界モデルに関する研究」，  

及び「環境資源勘定体系の確立に関する研究」を実施し  

たはか，新たに「地球環境負荷低減のための都市とライ  

フスタイルのあり方に関する研究」を実施した。（詳細  

については，2．3且 2．3，10参照）  
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提供を開始した。1   

さらに，GRID一つくぼから提供しているデータセッ  

トの概要について理解してもらうために，『GRID DA  

TA BOOK』等の関連資料の整備を行った。  

4．3 地球環境研究支援   

日本における地球環境研究の中心的役割を果たすべく，  

地球環境研究に必要な様々な支援体制を整備し，それを  

広く提供していくことにより，研究の効果的推進を図っ  

ている。  

4，3，2 スーパーコンピュータ   

平成3年度からスーパーコンピュークシステ仝の利  

用サービスの提供が開始され，平成6年匿は引き続き  

研究所内外にl周放して運用を行った。運用に当たっては，  

専門家からなる「スーパーコンピュータ関連研究ステア  

リンググループ」の意見を反映させるとともに，代表的  

な利用者からなる「スーパーコンピュータ利用ワーキン  

ググループ」（代表的ユーザーからの意見聴取等）及び  

「スーパーコンピュークユーザーミーティング」（利用者  

への情報提供等）を開催した。   

本システムを利用して，地球規模の気候変動を予測す  

るための大循環モデル（GCM：GeneralCirculation  

Model）による数値シミュレーション研究，人工衛星等  

によるリモートセンシング関連研究をはじめとする広範  

な分野の地球環境研究が，国立環境研究所内外の研究者  

により実施された。利用者数は約100名に達し，CPU  

の稼動率は年間を通じて100％に近い値を継続的に記  

録している。   

当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利  

用者間の情報交換などを目的として，平成7年3月  

23日には「第3回スーパーコンピュータによる地球環  

境研究発表会」を開催した。また，本システムを利用し  

た地球環境研究の進展状況については年報を作成してお  

り，平成5年度の研究成果をCGER’S SUPERCOMP－  

UTER ACTIVITY REPORT Vol．2－1993 としてとりま  

とめた。  

4．3．1データベース  

（1）地球環境データベースシステムの整備・   

当センターでは，地球環境に関するデータについて，  

数値データ，データ概要，データ情報源，データ作成機  

関に関する情報をリンクさせて取りJjけことが可能な地  

球環境データベースシステムの構築を進めている。   

平成6年度には，本データベースシステムのネットワー  

クを介した利用について検討・設計を行うとともに，使  

用履歴・データ退避復元等のシステム管理面での機能拡  

充を行った。   

個別分野のデータベースについても，平成4年度から  

整備虻進めている海面上昇データベースについて，関連  

情報を地理情報と結びつけて表示ができるワークステー  

ション版ソフトを開発したはか，定期船楯を利用した東  

アジア海域海洋汚染モニタリング（4．4．2（1）⑦）によっ  

て得られたデータをCD－ROM化し配布を開始した。   

さらに，地球環境研究の基礎データとなる気象関連の  

データやNOAAの衛星データ，地図データの収集・整  

備を行い，また，平成5年度に導入したGRID地理情報  

システムを利用して，人口，気象，地勢，行政界等の情  

報について作成あるいは加二［処理を行った。  

（2）GR】D一つくぼ   

当センターは，平成3（1991）年5 月に国連環境計  

画（UNEP）／地球資源情報データベース（GRID）のセ  

ンターとして指名され，以来GRID一つくぼとしての活  

動を進めている。   

平成4年度から開始した地球環境データの提供業務  

についてほ，平成6年度は，国内外から約20件の申請  

があり約150データセットの提供を行った。また，GRID  

の活動について約30件の問い合わせがあり，さらに，  

約50件150名の見学があった。   

また，人工衛星画像データ（NOAA－AVHRR画像）  

を用いた東南アジア地域の1kmメッシュ植生指数デー  

タ（1986，93年次）等をGRIDデータとして登録する手  

続きを行い，GRID一つくぼのオリジナルデータとして  

4．4 地球環境モニタリング   

環境庁が毎年度策定する「地球環境モニタリング計画」  

に基づき，地球環境研究や行政施策に必要となる基礎的  

なデータを得ることを目的に，世界各国・関係国際機関  

と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的かっ長期的  

な地球環境モニタリング（地球環境変動因子や地球環境  

変動による影響等の継続的監視・観測）を推進している。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，①様々な事象につ  
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いての個別の地球環境モニタリング，②衛星搭載観測機  

器のデータ処理運用システムの開発，運用等，（衛星観  

測プロジェクト関連），③国際的なモニタリングネット  

ワークの支援・参画，に大別される。  

「衛星観測プロジェクト検討小委員会」において，本プ  

ロジェクトにかかわる人工衛星搭載機器を利用した地球  

環境研究に必要な事項の検討が行われており，今年度末  

より．その庶務は，地球環境研究センターにおいて処理  

することとされた。  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

各地球環境モニタリング事業は所内研究者を中核に，  

所内外の研究者の協力を得て，外部団体を活用して推進  

されている。各事業は進捗状況により，フィージビリティ  

スタディ（以下FS。原則1年間とし，モニタリング  

の対象・手法等の検討を行う），試験モニタリング（原  

則3年間とし，FSで検討された手法等を試行し，長期  

モニタリングとしての手法・体制を確立する），長期モ  

ニタリング（試験モニタリングで確立された手法で長期・  

継続的にモニタリングを実施する。原則3年ごとに事  

業見直し）の3段階に分類される。各事業は，新規提  

案時，段階移行時，事業見直し時に「モニタリングに係  

る地球環境研究センター運営委員会」で審査され，その  

評価を踏まえ推進することとしており，その結果は国立  

環境研究所幹部会議に報告される。また，事業結果及び  

事業計画は，環境庁の地球環境研究等企画委員会モニタ  

リング小委員会に報告される。  

－本事業で得られたデータは，広く一般に提供するため  

に速やかに公表することとしており，検証が済んだデー  

タから順次，年次報告書「Monitoring Report on Glo－  

bal】∃nvironment」．CD－ROM その他の媒体で公表さ  

れている。  

（3）国際的なモニタリングネットワークの支援・参画  

∴世界各国、・，関係国際機関と連携しつつ国際的なネー・シ■ト∴  

ワークの一員としてモニタリングを推進すべきことは言  

うまでもないが，ネットワーク自体の構築・強化への貢  

献もわが国の責務であり，当センターも必要に応じて精  

度管理，データ検証，国内またはアジア太平洋地域関係  

機関への窓口業務等の支援事業を行うこととしている。   

現在は，UNEPとWHOの地球環境監視システム／陸  

水環境監視計画（GEMS／Water）について支援事業を  

行っている（4．4．2（3）参照）。  

4．4，2 事業別枚要   

平成6年慶事業結果及び7年慶事業計画について，  

7年3月に環境庁の地球環境研究等企画委員会モニタ  

リング小委員会に報告した。  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

本年度は．平成6年12月から7年3月にかけて  

「モニタリングに係る地球環境研究センター運営委員会」  

を数回開催し，そこでの評価結果を踏まえて7年度実  

施事業を決定した。   

6年度の長期モニタリング及び試験モニタリングの  

概要を以下に示す。なお，6年度のFSは「ミリ波分光  

器による成層圏オゾン層モニタリング」，「International  

MllSSelWatch（二枚貝を指標生物とした海洋汚染の国  

際的モニタリング）」，「温帯湖沼とその集水域における  

生態系モニタリング」の3課題であったが，このうち  

「ミリ波分光器による成層圏オゾン層モニタリング」が  

7年度より試験モニタリングに移行することとなった。  

（2）衛星観測プロジェクト関連  

ILAS／RIS衛星観測プロジェクト（ILASこ改良型大  

気周縁赤外分光計，RISこ地上衛星間レーザー長光路吸  

収測定用リトロリフレクター，2．11参照）の一環として，  

地球環境研究センターは，主として，ILAS・RIS  

データ処理運用システムの開発業務を担当している。ま  

た，ILASおよびRISセンサーが搭載される地球観測プ  

ラットフォーム技術衛星（ADEOS）が打ち上げられ  

（平成8年予定），同センサーの運用が始まった後には，  

データ処理運用システムの運用業務を担当する。   

本事業で得られたデータほ，データ質の検証が済んだ  

後，広く一般に提供するため，活字媒体およぴCD－ROM  

等の電子媒休で公表される予定である。   

なお，本研究所「研究推進委員会」の下部組織である  

＜成層圏のオゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング（長期モニタリング）   

地上ベース遠隔計測器による国際的なオゾン層総合観  

測ネットワークであるNDSC（成層圏変化の検出のため  

の監視網）に加盟し，オゾンレーザーレーダーによりつ  
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くぼ上空の成層圏オゾン層の垂直分布を観測している。   

6年度は前年度に引き続き，つくば上空の成層圏オ  

ゾンの垂直分布を観測し，観測旧数は56日間に達した。   

また，平成3年12月から4年11月までの観測デー  

タを「Monitoring Report on GlobalEnvironment  

－1994一」にとりまとめ，公表した。   

②有害紫外線モニタリング（試験モニタリング）  

濃度（人為発生海の直接影響を受けない濃度）を観測す  

るため，日本一オーストラリア間の定期航路で洋上大気  

を一定時間（緯度で約3度）ごとにボトルに自動採取し  

て持ち帰り分析し，空間分布，季節変動，経年変動を観  

測している。6年度は前年度に引き続き，8航海で観  

測を行った。   

平成4年6月から現在までの観測で，二酸化炭素，  

∴、三∴。水ゾ予ン層破壊に伴う＝有害紫外線の増加を監視する七め，、′▼－．メ∫タ′ン，㍗亜酸化窒素の濃度の増大傾向，ご季節変動ベタrr■▼≡  

ン，南北両半球での分布状況等についての知見が得られ  

た。   

⑥定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋問ガス交換  

収支モニタリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスとして重要な二酸化炭素の地球規模の挙  

動を解明するため，生物生産が大きく二酸化炭素の発生  

源・吸収源として重要な北部太平洋域での大気／海洋間  

の二酸化炭素交換を観測することとしている。6年度  

は，日本一カナダ間の定期船舶に測定機器を設置・調整  

し，7年度の観測開始に備えた。  

前年度に引き続き，東京都千代田区霞ケ閲で，ブリュー  

ワ分光光度計，B領域紫外線計，全量日射計により有  

害紫外線を試験的に観測した。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

③地上ステーションモニタリング（試験モニタリング）   

人為的な発生源の直接の影響がない地点で大気中の温  

室効果ガス等の長期的変動を監視するため，沖縄県竹富  

町波照間島及び北海道根室市落石岬に無人ステーション  

を設置して．．温室効果ガス等の大気微量成分の高精度自  

動測定を行っている。   

波照間一地球環境モニタリングステーションにおいて  

ほ，6年度は前年度に引き続き，二顧化炭素，メタン  

等の温室効果ガス及びオゾン，エアロゾル，ラドン，気  

象データ等閑遵項目の観測を試験的に行った。なお，6  

年8月には大型台風により局舎・測器に大被害を受け，  

年度後半に観測システムの再構築を行った。   

落石岬一地球環境モニタリングステーションは5年  

度に局舎・観測塔を建設（6年3月竣工）し，6年度  

には竣工記念式典を開催（6年6月）し，観測システ  

ムの構築に着手した。   

④シベリア上空における温室効果ガスた係る航空機モ  

ニタリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスの地球規模での挙動を解明するため，湿  

地からのメタンの発生や森林による二酸化炭素の吸収な  

ど，温室効果ガスの発生源・吸収源として重要なシベリ  

ア凍土地帯において，ロシア連邦の中央大気観測所（C  

AO）と共同して航空機観測を実施している。   

6年度は前年度に引き続き，中型航空機を剛、てシベ  

リア各地で温室効果ガス等の水平分布及び高度分布を観  

測した。   

⑤定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング  

（試験モニタリング，7年度より長期へ移行予定）   

温室効果ガスの西部太平洋地域でのバックグラウンド  

＜海洋汚染に係るモニタリング＞．   

⑦定期船柏を利用した東アジア海域海洋汚染モニタリ  

ング（試験モニタリング）  

．人間活動の増大による地球規模の物質循環の撹乱を把  

握するため，影響が顕在化しやすい縁辺海域（沿岸域～  

大陸棚海域）の海洋汚染をクロロフィル等を指標に観測  

している。従来，神戸一釜山間のフェリ－を利用して  

「日韓フェリーによる海洋環境モニタリング」を実施し  

ていたが，同航路の廃止に伴い，6年度より大阪一別  

府，大阪一沖縄の2航路の定期船舶で観測を開始した。   

また，平成3年6月から5年2月までの観測デー  

タを「Monitoring Report・■On．L・1GlobalEnvironment  

－1994－」として，同期間のデータ及び画像化フ≠イルを  

CD－ROM（「CollectedDataofHighTemporalSpatial  

Resolution Marine Biogeochemical Monitoring by 

Japan－Korea Ferry」）として公表した。  

＜植生分布に係るモ＝タリング＞   

⑧リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング（試験モニタリング）   

インド及びインドシナ半島全域を含む東南アジア地域  

の植生及び土地利用状況の変化を把握するため，衛星観  

測データ（NOAA／AVHRRデータ）を用いて当該地域  
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の広域モザイク画像と1kmメッシュの植生指数分布  

図を作成している。6年度は1987，89，94年次（各々  

前年12月～当該年3月）のデータを処理した。  

て職），総括研究管理官（1名），研究管理官（4名），  

業務係長，交流係長．観測第1係長及び観潮第2係長  

の体制で業務に当たった。   

また，当センターの職員のほかに，専任に準ずる併任  

として2名と，モニタリング，データベース及び総合  

化研究を主体的に実施する研究者等17名を所内併任とし  

て，業務の推進を図った。  

（2）衛星観測プロジェクト関連  

ILAS・RISデータ処理運用システム（計算機システ  

ムおよびソフトウエアシステムを統合したシステム）の  

開発を前年度に引き続き行った。なお，6年度は，デー  

タ処理運用装置（計算機システム）の導入を行った。   

ソフトウェアについては，6年度は，データ処理にっ  

いてのプログラム運用試験，運用システムの設計を行っ  

た。   

計算機システムについては，8 月に仕様慧が官報公  

告され，10月に技術審査，改札が行われて内容が決定  

し，2月に導入された。以後，その計算機システムを  

使用したソフトウェア開発が開始された。計算機システ  

ムの仕様は，ソナトウェアシステム全ての機能を実現で  

きるものとした。装置導入にかかる契約に必要な事項の  

検討および仕様書のとりまとめは，「衛星観測プロジェ  

クト検討小委員会」の下に昨年度末に設置された「TLA  

S・RISデータ処理運用装置導入検討作業部会」によっ  

セ行われた。その作業部会の幹事を，当センター研究管  

理官（衛星観測担当）が研究企画官とともに務めた。  

（3）国際的なモニタリングネットワークの支援・参画   

①GEMS／Water支援事業   

UNEP，WHOが推進する地球環境監視システム／陸  

水環境監視計画（GEMS／Water）に協力し，ナショナ  

ルセンター業務（国内データのとりまとめ）及び参照研  

究室業務（分析精度管理のための標準試料作成及び内外  

関係機関への配布等）を行っている。   

6年度にほ，ナショナルセンターとして，汚染源の  

直接的な影響のない摩周湖でベースラインモニタリング  

を継続し，GEMS事務局に報告するとともに，国内湖沼・  

河川19地点で地方自治体が測定したデータをとりまと  

め，同様に報告した。参照研究室としては，水分析精度  

管理用標準試料及び河川底質標準試料の作成を行った。  

（2）客員研究官制度   

地球環境研究センターには，研究活動推進のため客員  

研究官を置くこととされており，平成4年7 月29日  

付けをもって5人の大臣発令があった。   

客員研究官は，地球環境研究に関する有識者としての  

立場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環  

境研究の総合化に対し指導，助言を行った。  

4且2 所外協力活動  

（1）地坪環境研究等企画委員会 地球環境研究小委員  

会 地球環境モニタリング小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地  

球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎  

年度策定される実施要細に其づき研究連絡会議及び研究  

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  

「地球環境研究小委員会」にその結果を報告している。   

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地  

球環境モニタリング小委員会」においては，当センター  

で行う地球環境モニタリングが審議されて′いる。・  

（2）その他ゐ所外活動   

当センターの総括研究管理官等が環境庁「地球温暖化  

問題検討委員会」，「地球温暖化対策の共同実施検討会」，  

大蔵省「環境保全型経済発展の在り方に関する研究会」  

等を通じて，地球環境政策への提言を行っている。  

4．5．3 広報活動（広報印刷物）   

地球環境研究センター発足から現在までに，年報，パ  

ンフレット，ニュース等によりセンターの活動を広報し，  

研究者間の交流等に役立たせている。地球環境研究セン  

ターニ ュースほ毎月発行し，地球環境研究関係者及び諸  

機関あてに送付した。   

その他，地球環境研究の総合化 研究支援，モニタリ  

4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

平成6年度束現在で，地球環境研究センター長（充  
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ングに関連した各種報告書を作成し，配布した。  
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5．環境研修センター  

5．1業務概要   

環境研修センターは、環境行政に従事する，国及び地  

方公共団休等の職員の行政的識見の向上，専門的知識，  

技術の習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修  

を実施している。   

研修コースは，行政関係研修と分析関係研修に大別さ  

れるが，平成6年度の研修は，環境をめぐる社会情勢  

の複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべく行政  

関係研修18コース，分析関係研修7 コース等を実施し  

た。   

また，国際協力の一環として開発途上国における環境  

モニタリングに関する人材の養成のための．「環境モニ  

タリング（水質）研修」を実施した。（平成2年度より  

開始）   

研修実績は次のとおりである。  

5．2 行政関係研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  

環境行政管理■監督者研究会  6．5．9～6．5．13（5日）  国及び地方公共団す本等の環境行政を担  
当する管理者及び係長（相当職を含む。）  
以上の監督者  

国及び地方公共団体等において環境管  
理業務及び快適環境に関する業務を担  
当している職員  

国及び地方公共団体等において環境影  
響評価業務を担当している職員でその  
経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において環境教  
育に関する業務に従事している職員で  
その経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体の環境教育実践活  
動を支援する関係団体等の職員  

地方公共団体等において環境に関する  
国際協力業務の企画・管理及び開発途  
上国等からの研修且の指導等に当たる  
職員  

地方公共団体等において地球環境保全  
対策の企画・実施等に関する行政また  
は研究業務に従事している職員  

国及び地方公共団体等において自然保  
護業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において鳥獣関  
係司法警察員及び野生生物保護業務を  
担当している職員でその経験が1年以  
上の者  

環境庁の職員で自然公園管理業務を担  
当している職員  

国及び地方公共団体等において大気保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において騒音・  
振動防止業務を担当している職員でそ  
の経験が1年以上の者  

地域環境研修（環境管理・快  
適環境）  

環境影響評価研修  

6．7．19～6．7．28（8日）  89  

6．9．7～6．9．14（6Ei）  114  

環境教育研修（行政）  6．10．24～6．10．28（5日）  56  

環境教育研修（実践）  

海外研修員指導者研修  

6．10．飢～6．10．26（3El）  

6．9．27～6．10．6（8日）  

地球環境保全技術研修■  6．11．8～6．11．17（8日）  34  

自然保護研修  6．11．30～■6．1宰．7（6日）  69  

野生生物保護研修  6．11．7～6．11．11（5日）  49  

国立公園管理官研修  

大気保全研修  

7．2．7～7，2．10（4日）  

7，2，15～7．2．22（6［け  

騒音・振動防止研修  6．7．6～6．7．13（6日）  77  
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実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  研  修  名  

水質保全研修  6．10，12～6．10．19（6日）  国及び地方公共団体等において水質保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において環境に  
関する行政又は研究業務に従事してい  
る職員でその経験が1咋以上の者又は  
同程度の知識を有する者  

環境庁め職員で、係長に昇任して1～  
3年の者  

環境庁新採用職員（1種）   

環境庁新採用廠員川・Ⅲ種）   

環境けの業務を所管する総務庁の環境  
調査官等の初任者でその経験が1年未  
満の者  

情報処理研修  7．1．18－7．1．27（8日）  36  

7．2．20～7．2．24（5日）  環境庁職員研修（係長級）  

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  

環境庁新採用職員研修（Ⅲ・  
Ⅲ種）  

地方環境調査官初任者研修  

6．4．4  

6．4．11～6．4．19  
（8Eり  

6．4．11～6．4．14（4日）  

6．4．19～6．4．22（4日）  

5．3 分析関係研修  

研  修  名  実施時期（日数）   研修対象者  修了者数（人）  

機器分析研修（一般課程）  7．1．18－7．2．3（13日）  国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が概ね2年程度までの者  

国及び地方公共団体等において大気・  
悪臭関係の分析業務を担当している職  
員でその経験が概ね2年以上の者   

国及び地方公共団体等において水質・  
土壌・廃棄物関係の分析業務を担当し  
ている職員でその経験が概ね2年以上  

の者  
国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が2年以上の着  

地方公共団体の公害試験研究機関にお  
いて分析測定業務を担当している職員  
で既に環境研修センターの分析研修課  
程を修了した者及びそれと同等の者  

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  

一般分析研修  6．5．18～6．5．27（8日）  26  

大気分析研修  6．11．29～6．12．15（13日）  28  

6，6．14～6．6．30（13日）  水質分析研修  

機器分析研修（A（GC－MS第1E］）6．7，4－6．7．8（5E］）  
（特定課程） A（GC－MS第2回）6．10．24～6．10．28（5日）  

B（SEM）  6．9．5～6．9．9（5日）  

特別分析研修  6．10．31～6．11．30（21日）  

7
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6．研究施設・設備  

6．1運営体制   

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を叶吐、とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を宿用しつつ行って  

いる。  

質の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ  

ンバー装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応  

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一  

定期間の使用に供することを目的とした施設で．各種の  

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の  

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の  

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー  

ダーが設置されている。  

6，2 大型研究施設  

6，2，1大気化学実験棟（光化学チャンパー）   

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド■成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主目的として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

「オゾンレーザーレーダー」   

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレーダー  

は3台のレーザーと口径200cmおよび56cmの 2 台の  

望遠鏡を備えており，高度45kmまでのオゾンの高庇分  

布を高い精度で観測することができる。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる  

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ  

ングが行われた。  

6，2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は，二L場や自動車から排出される大気汚染の移  

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす  

るための施設である。木施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置∴加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重  

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。  

’本年度ほ，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

6．2．5 大気モニター棟   

木施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として7種類の  

日動測定器（NO∫，SO2，0，，CO，，非メタン，SPM．ガス状  

Hgの各測定機器）が設置されている。機器の性能を維  

持するために，専門技術者に精度管理を厳しく行ってい  

る。また，所内の研究者に対して，気象要素（風向，風  

速，雨風気圧，日射量，紫外線放射量，地表温度）や  

大気質の測定結果の公開なども行っている。本年度は，  

半年以上にわたる長期テストを必要とする研究課題を含  

み4研究課題の利用申込みがあり，有効なレファレン  

スデータの提供を行った。  

6．2．3 大気汚染質実駿棟（エアロドーム）   

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気  

汚染質の空間分布を短時間に串範囲にわたって観測する  

ための装置で，コンピュータによって操作，データ処理  

を行う。3階にほ，粒子状汚染質および酸性・酸化性物  
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6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（別棟）   

本施設は，放射性同位元素を利用することにより，汚  

染物質の挙動を解明するためのものであり，使用承諾さ  

れている核種はα放射体を除き36核種である。  

（1）建物概要：RC3F 延べ床面積＝1，564rば  

昭和53年3月竣工   

空調系統一4系統＝（RI3系統，叫般1系統）   

排水系統一RL CD   

RI実験室－5室：動物用チャンパー，植物用チャン   

バー，放射性ヨウ素使用室，RI希釈室，オートラジ   

オグラフイー用暗室，測定室，低温室，温室，RI貯蔵   

室，廃棄物貯蔵室，廃水処理施設，コールド実験室，   

ヨウ素実験室，分析機器量  

また，水生生物の飼育培養および系統保存のための設   

備が設置されている。屋外には自然条件下における生態   

系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を，  

生物群集の面から解析するための実験施設として生物生  

態実験地が設けられている。  

本年度に供試された実験水生生物は，グッピー．メダ  

カ，タマミジンコ，オオミジンコ，ヌカェビ等を中心に  

チ・およそ・50・種・系統に及んだ言・、－  

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

6，2．8 水理実験棟   

本施設は，沿岸海域の水理現象と水質に関与する物質  

の輸送と混合・拡散現象を実験的に解明することを目的  

とした施設であり，地下水汚染研究のための諸モデル測  

定装置及び海産藻類の増殖に伴う炭酸ガス吸収や炭素循  

環など海洋物質循環を研究する目的で上海産藻類を長期  

間無菌的に純粋培養を行う海洋マイクロコズムが設置さ  

れている。   

本年度軋 省際基礎研究，地球環境研究および経常研  

究等が行われた。  

（2）主要機器：RI動物廃棄物凍結乾燥機，凍結乾燥機，  

放射性有機廃液焼却装置，液体シンチレーションカウ  

ンター，GMカウンター，低バックグラウンドガスフ  

ローカウンター，Nalシンチレーションカウンター，  

Geガンマ線スベタトロメーター，オートガンマカウ  

ンター，ラジオアクティブスキャナー，高速液体ク  

ロマト連続ラジオアクティビティモニター，ラジオガ  

スクロマトグラフ，超遠心分離機  

6．2．9 土壌環境実験棟（ぺドトロン）・   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土蔑の浄  

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，地  

温制御大型ライシメーター，グロースチャンバー，地温  

制御チャンバーなどの装置が設置されている。本年度，  

農薬チャンバーを撤去し，代わりに有害化学物質研究の  

ための化学実験室を新たに設置した  

本施設を利用して，特別研究2課題，地球環境研究  

2課題，経常研究8課題，原子力利用研究1課乱 重  

点基礎研究1課題が実施された。  

（3）施設利用状況   

施設使用登録者数  51人   

課題別利用者数  

バイテク特別研究4件 科技庁重美基礎研究 3件   

原子力特別研究 3件 経常研究  15件   

奨励研究  5件 地球推進費  3件   

特別研究  10件 オゾン特別研究  6件   

原子力研究   1件 湖沼特別研究  1件   

文部省科学研究 1件  

6．2．7 水生生物実験棟（アクアト田ン）   

本施設は，水界におlナる汚濁物質の挙動および影響  

を生態学，生理学，微生物学，水質工学等の見地から解  

明することを目的とした施設である。大型施設として．  

アオコ等の微生物の挙動およか水質改善効果等を研究す  

る目的で淡水マイクロコズム装置が設置され，微量の重  

金属，農薬等の汚染物質が，どのように魚類や甲殻類等  

の水生生物に影響するかを研究する目的で毒性試験装置  

が設置されている。  

6．2，10 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，  

BiomedicalScienceの立場から，動物を用いて実験的  

に研究することを目的とした研究施設である。   

本施設を使用して実施された試験研究は，特別研究  

（①ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発症機序の解  

明とリスク評価に関する研免 ②都市型環境騒音・大累  

汚染による環境ストレスと健康影響に関する環境保健研  

究）の2課題と開発途上国関係（開発途上国における  
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石炭燃料に伴う大気汚染による健康影響と疾病予防に関  

する研究）1課題，さらに経常研究20課題であった。  

これらの内容として，大気汚染物質，重金属およぴその  

他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研究・  

リスク評価研究に加えて，地球温暖化やオゾン層の破壊  

に伴う紫外線の健康影響に関する研究が含まれている。  

る植物等海外で種子を採取した野生植物種を含め約60  

種に及び，年間供給国体数は約10，000固体に達した。  

6．2、12 微生物系統保存棟   

木施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，  

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応  

七て保存株を株データトとせもに韻供する‘ラことを眉的とレ・一モ  

た施設である。   

平成4年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻  

類，汚染指標藻類，AGP供試藻類，有毒藻類，炭酸カ  

ルシウムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保  

全研究および地球環境保全研究に利印された。   

本年度寄託株54株を含めた微細藻類と原生動物612  

株について，それらの種名，履歴（産地，採集者，分離  

者，採集月日等），株の状態（無菌，単藻等），培地，  

培養条件等をパーソナルコンピュータで整理した。本施  

設の保存株を利用して実施された試験研究ほ，特別研究  

6課題，l経常研究7課題，地球環境研究総合推進費3  

課題，地球モニタリング2課題，原子力利用研究1課  

題であった。  

「生体用NM・R装置」．   

本装置はヒトや実験動物を生きた状態でNMR計測を  

行い，その代謝機能や体内イメ′ジを解析する装置であ  

る。   

科学技術復興調整費総合研究「生体の分子レベルにお  

ける高感度・高分解能非破壊計測技術の開発に関する研  

究」および同調整費一般研究．「核磁気共鳴法による脳の  

エネルギー代謝機能評価法の研究」などに使用された。  

6．2．11植物実験棟（ファイ．トトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影  

響について，制御された環境下で研究をすることを目的  

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対  

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン  

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，種々  

の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟ⅠおよびにⅡ  

設置されている。また，平成4年度において，砂漠化  

や熱帯林の研究のための低温低湿，高温高湿の設定ので  

きるグロースチャンバーを設置した。   

本年度に本施設では，2研究グループおよび3基盤  

研究部によって，地球規模研究5課題，特別研究1課  

題，経常研究3課題，科学技術振興調整費研究3課題  

の試験研究が行われた。特に地球規模研免「紫外線の  

増加が植物に及ぼす影響に関する研究」，「地球の温暖  

化が植物に及ぼす影響の解明に関する研究」，「酸性物  

質の生態系に与える影響に関する研究」，「砂漠化機構  

の解明に関する国際共同研究」等により，植物に対する  

地球規模の環境変動の影響について，遺伝子から群落ま  

での種々のレベルで研究が行われている。また，環境保  

全のためのバイオテグノロジーの活用とその環境影響評  

価に関する研究では，′ヾイオテク／ロジーを用いて大気  

汚染環境に対して指標性や浄化能力の高い植物の開発に  

関する研究が行われている。   

本年度に供試された実験植物は，中国の砂漠に生育す  

6．2．13 騒音・保健研究棟   

本施設は，環境中有害物質等の人体への影響に関して，  

人を対象として研究することを目的とした施設である。   

本施設を利用して実施された試験研究は，特別研究  

2課題，特別経常1課題，経常研究7課題，地球環境  

研究総合推進費4課題，原子力利用研究1課題．重点  

基礎1課題，個別重要1課題であった。  

6．2，14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組換えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，追伝子を組換えた生物の環境中での  

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収  

集することを目的とした施設であり，平成5年皮に完  

成した。   

平成6年皮に承認された本研究所における組換え  

DNA実験は27課題，登録された組換えDNA実験従事  

者は67人であり，いずれも昨年度より増加した。遺伝  

子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成，組換え  

微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子の  

クローニングなどの実験が本施設内で実施された。  

11ヨl   



本システムは，環境に関する科学技術計算，データ検   

索，文頭情報検索等の各業務を行うとともに，主に当研   

究所の研究活動及び環境・公害に関する内外の資料の収   

集，整理，提供業務を支援し，併せて環境行政に役立て   

ることを目的とした設備である。  

昭和50年3月に最初の機種が設置されて以来，処理   

業務の増大に伴い，技術革新によるハードウエア及びソ   

フトウエアの性能の大幅な改善に合わせた形で，昭和5   

5年2月及び昭和60年12月の機種更改を経て，現在は，   

平成2年12月に更改された，（株）日立製作所製「HITAC   

M－680／180E」を中央処理装置とするシステムが設置さ   

れ，所外の共同研究者を含めた研究者の研究支援のため   

のデータ処理，環境庁本庁の行政情報処理及び研究所内   

における事務処理等∴各分野において広く利用されてい   

る。主なハードウエア構成は，主記憶装置（128MB），   

磁気ディスク装置（32，5GB），光ディスクライブラリ装  

．〕置（15GB），オー7Dン型磁気テープ装置，カートリッ  

ー＿，ジ型磁気テープ装置，レーザービームプリンタ，画像端   

末装置，多機能端末装置等である。  

また，管理区域外の分析機器量にはペプチドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，極めて活発に使用された。  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と  

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，  

表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するため  

に専門技術者による維持管理業務が行われている。その  

中でも，①ガスクロマトグラフ質量分析装置，②電子顕  

微銘，③78ラズマ発光分析装置 ④核磁気共鳴装置，⑤  

元素分析計ほ，特に分析希望が多い装置である。分析希  

望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とするもの  

が多いため，この5装置については，専門技術者による  

依頼分析業務を行っている。   

平成6年皮に依頼分析を行った研究テーマは，約30  

課題，約10，000検体の分析希望があった。このようた  

して，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用して  

おり，環境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立  

つデータを提供している。   

なお，平成6年皮にFT－1R およびGC－AED の更  

新がなされた。  

（2）太一パーコンピュータシステム   

本システムは，近年の地球環境研究の分野において，  

我が国が果たす役割に寄せる各国の大きな関JL、に対し，  

積極的に寄与するための設備として，平成3年度に，  

地球環境研究センターに導入されたものである。  6．2．16 情報関連施設  

（り大型電子計算機システム（環境情報システム）  環境問題に関する研究分野では，全地球的な現象とし  

蓑6，1共通機器一覧表  

型  式  導入年  機  器  名  
平成6年  

昭和59年  

昭和63年  

平成4年  

昭和58年  

平成6年  

昭和54年  

昭和55年  

昭和55年  

昭和56年  

昭和60年  

昭和鑓年  
昭和63年  

昭和63年  

昭和63年  

平成7年  
平成7年  

（1）ガスクロマトグラフ質量分析装置  

（2）走査型電子麒徴鏡  

（3）透過型電子顕微鏡  

（4）プラズマ発光分析装置  

（5）プラズマ発光分析装置  

（6）核磁気共鳴装置  
（7）Ⅹ線光電子分光装置  
（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）細胞自動解析分離装置  

（12）蛍光Ⅹ線分析装置  

（13）原子吸光光度計  

（14）顕微分光分析装置  

（15）高精度安定同位体質量分析計  

（16）フーリエ変換赤外分光光度計  

GC／MS  JMS－700  

SEM  JSM－840  

TEM  JEM－2000FX   

ICP－AES  ICP－750   

ICP－At∃S  JY48PVH  

NMR  JNM－A500  

ESCA  ESCALAB5  

ESR  JESFE：3Ⅹ  

HITACHI835  

CHN  CARLO－ELBAllO6  

CELL SORTER FACSr440  

ⅩRF  VF－320A  

GFAA  5100（P．E．）  

UMSP－80  

PRISM  VG－PRISM  

FT－1R  FT／IR－500  

（17）AED検出器付ガスクロマトグラフィー  GC－AED  5921A  
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て広い地域を対象とし，時間的にも10年を単位とする  

極めて良い期間を対象とすることから，それらの現象解  

明並びに影響評価及び予測に当たっては，数学的モデル  

解析や数値シミュレーションによる研究を行うことが極  

めて重要である。数値シミ．ユレーション等は通常大規模  

計算であるため，これらを効率よく実行させるためには  

特段の高速演算機能と十分な記憶客員をもつスーパーコ  

ンピュータシステムが必要となる。   

このため，日本電気（株）製「SX－3モデル14」を中央  

処理装置とするシステムが導入され，所外の共同研究者、  

を含む利用に供されている。主なハードウエア構成ほ，  

主記憶装置（1GB），拡張記憶装置（3CB），磁気ディ  

スク装置（81．5GB），超大容量補助記憶装置（光磁気ディ  

スク（790GB）），高速動画像表示システム，グラフィッ  

クスワークステーション，画像ワークステ」ション，ネッ  

トワークペ－ジプリンタ，ネットワークカラープリンタ，  

オープン型磁気テープ装置，カートリッジ型磁気テープ  

装置等である。  

場管理棟，遺伝子工学実験棟及びラジオアイソトープ実  

験棟におけるネットワークの増設を行った。また，電子  

メールの利用環境の向＿1二を図るため，特に，Macintosh  

利用者を対象にしたPOPサーバを導入するなど，利用  

拡大に向けた基盤整備に努めた。これにより，サブネッ  

ト数及びセグメント数の合計は，それぞれ16となった。   

さらに，平成6年度科学技術振興調整彗により，新  

たにNTT専用回線（512Kbps）による省際研究情報ネッ  

トワークとの接続を行うとともに，ネットワークサーバ  

及び同クライアントを設置し，情報提供システム（WW  

Wサーバの試験運用）を構築した？   

なお，本ネットワークには，大型電子計算機，スーパー  

コンピュータ及びネットワーク計算機を始め，ミニコン  

ピュータ及びワークステーションはもとより，パーソナ  

ルコンピュータ， ファイルサーバ及びネットワークプリ  

ンタ等，本年度新たに接続した92台のコンピュータを含  

めて，合計360台に及ぶコンピュータ等が接続されてい  

る。  

（3）国立環境研究所ネットワーク   

本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資  

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受等を行うことを目的として，平戒3年度に構築さ  

れたものである。   

本研究所構内において中核をなすネットワークは，  

ABF（ェアブロンファイパー）形式による光ファイバー  

ケーブルによる総延長1，500mのFDDI（通信速度190  

Mbps）の2重ループであり，研究本館1，研究本館Ⅲ，  

大気汚染質実験棟及び土壌環境実験棟を経由している。  

このFDDIから，総延長3，050m（6年度350m増設）  

となる合計12セグメントの同軸ケーブル（10BASE5  

規格のイーサネット，通信速度10Mbps）を分岐させて  

いる。FDDIと同軸ケーブル間の接続はブルータにより，  

同軸ケーブル間はローカルデータリンクブリッジにより  

接続されている。   

本年度は，環境庁サブネット接続（9，600bps→64  

Kbpsへの回線の増強を含む。）を大型電子計算機システ  

ムの中で実現するとともに，霞ケ浦臨湖実験施設ネット  

ワークを構築し，INSネット64回線ダイアルアップ方  

式によって本構内ネットワークと接続するはか，実験は  

6．2，17 実験ほ場   

木施設は，植物および土壌生琴系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研  

究成果を野外条件下での応用試験，並びに環境指標植物・  

環境浄化植物などの実験植物を系統保存，供給を行うこ  

とを目的とした生物系野外実験施設である。施設は，所  

内にある構内実験ほ場と当研究所の西方約4kmに所  

在する別団地実験ほ楊（つくば市八幡台3）の2施設  

より構成される。   

平成6年度には，特別研究，地球環境研究総合推進  

費による研究などによる野外実験が実施された。また，  

樹木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存するととも  

に，それらを植物実験棟などで実施される研究に供給し  

た。  

6，2．18 霞ケ浦臨湖実験施設   

霞ケ浦臨湖実験施設は国立環境研究所の研究者の共同  

利用施設として利用されている。日本の中でも水質汚濁  

の進行している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，霞  

ケ補を対象とした調査や，霞ケ浦の湖水や生物を利用し  

た各種の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解  

明，汚濁した湖の水質回復に関する函免 湖の生態等や  

物質循環などを明らかにすることを目的として研究が行  
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われている。  

平成6年度は，特別研究「湖沼環境指標の開発と新  

たな湖沼環境問題の解明に関する研究」，「環境負荷の  
∴ゝ－’ノ 

構造変化か古見東都市ガ大気と水質問題の把握とその対  

応策に関する研究」，「閉鎖性海域における水界生生態  

系機構の解明および保全に関する研究」，地球環境研究  

総合推進費による「地球の温暖化（現象解明）」，総合  

研究グループおよび基盤研究部の経常研究等で29の研  

究テーマが施設を利用して行われた。  

に測定している。   

6年度は前年度に引き続き，二酸化炭素，メタン等  

の温室効果ガス及びオゾン，エアロゾル，ラドン，気象  

、、ずJ夕等関連項眉の観測を試験的に」行った。∴なお，〉‥6  

年8月には大型台風により局舎・測器に大被害を受け，  

年度後半に観測システムの再構築を行った。  

（2）落石岬一地球環境モニタリングステーション   

波照間に続く第2のステーションとして，根室半島  

の付け根にある落石岬（北海道根室市落石西）に落石岬一  

地球環境モニタリングステーションを建設し，6年3  

月に竣工した。   

本施設は55．5mの鉄塔を有し，波照間ステーション   

と同様の手法により，シベリア気団や北西太平洋気団の  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。   

施設は，日光国立公園内の栃木県日華市奥日光に所在  

し，観測所と管理棟の2施設により構成されている。   

■平成6年度は，比較的人為影響の少ない奥日光地域  

において植物の成長や遷移過程と環境要因との関係につ  

いての調査研究と河川底生動物群集の構造と食物網の解  

明を目的とした調査研究を実施した。   

さらに温暖化現象解明関連課題としても本施設におい  

て測定された森林土壌中の二酸化炭素濃度と同位体比の  

深度分布から森林土壌と大気のガス交換に関する知見を  

得た。  

ベースライン大気を長期観測することとしている。   ノ
．
観
 
 6年度には竣工記念式典を開催（6年6月）  

測システムの構築に着手した。   

6．2．21黒島NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観測データを受信，処理するためのシステムである。  

平成5年度の補正予算により日本国内に2セットの設  

置が認められ，一方を沖縄県八重山郡黒島の（財）海中  

公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば市  

の国立環境研究所内に設置することとなった。平成7  

年1月より黒島受信施設の稼働が開始された。   

NOAAは上空850kmで北極と南極を通る軌道上を周  

回する人工衛星で，NOAAに搭載されたリモートセン  

サーAVHRRからは約2700kmという広い幅（範囲）  

を，地上での分解能1km（地上の1km匹】万が一点）  

で，毎日2回観測することができる。AVHRRは，地  

上で反射された太陽光や地表面か，ら放射される熱赤外線  

などの電磁波（光と熟）を検知して画像化し，この電磁  

披信号を解析することにより，地上の植生分布や海面の  

水温分布，また雲の分布に関する情報を得ることができ  

る。広範囲を高瀬度で観測できるというAVHRRの特  

徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的規模で進行しつつ  

ある環境の変化を正確に捉えるうえで非常に有効な手段  

となる。   

黒島に設置されたアンテナは，半径約3300kmの範囲  

のデータを受信することができ，中国北部から東南アジ  

7までをカバーしている。現在NOAA9，10，12，14  

6．2．20 地球環境モニタリングステーション   

地球環境変動の監視の一環として，人為的な発生源の  

直接の影響がない沖縄県竹富町波照間島及び北海道根室  

市落石岬に無人ステーションを設置して，大気中の温室  

効果ガス等を高精度自動測定し，ベースライン大気（大  

気汚染の影響をほとんど無視で、きる十分に清浄な空気）  

の長期的な変化を観測することとしている。  

（1）波照間一地球環境モニタリングステーション   

本施設は沖纏県八重山郡竹富町にあり，西表島の南方  

約20kmの日本最南端の波照間島の東端に位置してい  

る。  

．本施設においては，亜熱帯気団や小笠原気団のベース  

ライン大気の長期的な変化を観測するため．39mの鉄  

塔上で大気を採取して温室効果ガス等の大気微量成分を  

測定し，同時に風向・風速や温湿度等の気象要素を同時  
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号からのこの範囲の画像を毎日4～5枚受信処理して  

おり，平成6年度では，これらの画像を基に地表面の  

植生指数分布図，温度分布図，雲分布図を作成するため  

（・∴のプ、ロゲラ、ム開発を開始した。二  

6．2．23 研究本館Ⅱ（共同利用棟及び共同研究棟）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：EvaEuation   

Laboratory of Man－EnvironmentalSystems）及   

び環境総合評価のための情報システム（SAPIENS：   

SystemsAnalysis8ndPIanninginhlteIligentEnvi‾  

ronmentallnform8tion System）   

ELMESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定や，  

意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の確認  

等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設であ  

り，中会議室と兼用の一集団実験室，ゲーミングシ■ミュ  

レーションのための多集団実験室および情報伝達に用い  

るオーディオ・ビジュアル機器と実験制御装置（ミニコ  

ンビュータ）等から構成されている。   

SAPIENSはELMESでの環境情報提示や，地域環境  

情報システムの開発研究を進めるためのミニコンピュー  

タおよび画像処理・表示システムと環境データベースに  

よりなる。  

6．2．22 研究本館Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，  

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調  

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質  

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体  

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か  

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）ほ，この  

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な  

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー  

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の  

測定データを提供している。また，一部の機器について  

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても  

利用されている。  （2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフリー  

ザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立ってい  

る。低温室は－20℃の3低温室からなり，大量の試  

料の保存が可能である。ディープフリーザー主には 3  

基の超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温  

保存（一850c，－1108c，＋▲1960c）の必要な少量の  

試料の保存が可能である。＋4℃，＋20℃の恒温室は，  

それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する  

試料の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温  

度が表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録さ  

れている。   

なお，平成5年度には，資料保存システムを一新し  

てバーコード管理システムを導入し，試料の出入庫管理  

体制を強化した。  

（1）主要機器  

1）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

2）誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP－MS）  

3）二次イオン質量分析装置（SIMS）  

4）高分解能質量分析装置（HRMS）  

5）ガスクロマトグラフ質量分析装置（GC／MS）  

6）原子吸光光度計（AAS）  

7）表面電離型質量分析装置（IDMS）  

8）大気圧イオン化質量分析装置（API／MS）  

9）ガスクロマトグラフ四垂極質量分析装置（GC／QMS）  

10）誘導結合プラズマ発光面検出装置（1CP－SIT）  

11）高速液体クロマトグラフプラズマ発光分光分析装  

置（HPLC－ICP）  

12）Ⅹ繰回析装置（XRD）  

13）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  

14）レーザー蛍光高感度分析装置  （3）内湾密度流実験装置   

本施設は内湾における密度流現象を解析する目的で設  

置され，内湾および外洋を模擬した水路部と，その上部  

に位置する風洞部から構成されている。   

本年度は特別研究，地球環境研究および経常研究等が  

行われた。  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）特殊毒物実験室  

3）純水製造装置  
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6，3 共通施設  

6．3．1エネルギー供給施設   

エネルギーに対する生物系の安定した供給要請と理工  

系の間欠的な変動の大きい供給要請に応じるために，各  

研究室との密接な連絡と運転保守とにより，これを対処  

し，省エネルギーに努めた。   

平成6年度末におけるエネルギーセンター施設の概  

要は次のとおりである。  

（1）処理能力  

1）肌般実験排水処理能力  300t／d  

2）特殊実験排水処理能力  100t／d  

3）¶般固体廃棄物処理能力  150kg／h  

4）特殊固体廃棄物処理能力  100kg／d  

（2）排水処理   

平成6年度における処理水について，表臥2に本構内  

の汚水排除基準と霞ヶ浦臨湖実験施設の排水基準および  

各々の最高値を示す。   

（平成5年3月8日環境庁告示16号で環境基準が  

全改され，ジクロロメタン等13物質が水質汚濁防止法  

及び下水道法施行令の有害物質に追加された。「平成6  

年2月1日施行」，茨城県研究学園都市‾F水道条例第  

3条により平成6咋8月から追加。）  

（1）規模   

特高受変電施設66，000V，容量9，000kW，共通施設  

棟（エネルギーセンター），（ポンプ棟）  

（2）主な設備  

1）受変電設備  

1次変電所（特高）  

2）常用自家発電設備  

3）温熱源設備（ボイラー）  

1カ所，2次変電所18カ所  

1，000VA  3台  

10，000／h  3台  

（都市ガス使用）  

6．3．3 工作室   

研究活動の活発化に伴い，ガラス工作室，金工室，材  

料工作鼠 木工室，溶接室，エレクトロニクス室の利用  

が増し，これに伴い各種機器を導入して工作室の充実を  

図り，研究部門の要請に対処している。   

平成6年度における各工作室での依頼件数は次のとお  

りである。  

1）ガラス工作室  65件   

2）金工室（材料工作室，溶接室を含む）   96件   

3）木工室  134件   

4）ェレクトロ（利用件数）  66件   

4）冷熱源設備   

吸収式冷凍機  600USRT 3台  

6．3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処理施設とともに順調に稼働し  

た。   

平成6年度における廃棄物処理施設の概要は次のと  

おりである。   

なお，平成6年度において，老朽化対策のため，一  

般系，特殊系排水処理設備，一般固体焼卸炉，液中燃料  

設備等の更新を行った。  
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蓑6．2 平成6年度 汚水排除基準  

構  内   霞ケ浦臨湖実験施設   
項  目   

（汚水排除基準） （最高値）   （排水基準） （最高値）   

1温度   45度以下  （6～330c）   45度以下   （8・－310c）   

水素イオン濃度   5～9  （6，7～8．0）   5．針－8．6  （7．1～7．5）  

生物化学的酸素要求量  6〔沿畷／J以下 （16．2）  

化学的酸素要求量  15mg／J以下  （3．3）  

浮遊物質宜  餌Omg／～以下 （24．0）  15mg／J以下   （1．6以下）  

ノルマルヘキサン抽出物含有量  
ア）鉱油類含有量  5曙／J以下   3mg／J以下   

イ）動植物油脂類含有屋   30曙／J以下  （ユ以下）   5町／J以下  （1以下）  

ヨウ素消費量   220mg／J以下   （7．3）   

カドミウム含有量   0．01mg／g以下  0．01曙／J以下           （0．005以下）   （0．005以下）  

シアン含有量   不検出  （不検出）   不検出   （不検出）   

有携リン含有量   不検出  （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有量   0，1mg／g以下   （0．05以下）   0．1曙／J以下   （0．鮎以下）   

クロム（六価）含有量   0．05昭／J以下   （0．01以下）   0，05喝／J以下   （0．01以下）   

ヒ素含有量   0．05喝／J以下   （0．002以下）  0．05喝／J以下   （0、002以下）   

総水銀含有量   不検出  （不検出）■   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有量   不検出  （不検出）   不検出   （不検出）   

PCB含有量   不検出  （不検出）   不検出   （不検出）   

フェノール含有量   D．5mg／J以下   （0．025以下）   0．1喝／～以下   （0．肥5以下）   

銅含有量   3喝／〃以下   （0．12）   1mg／〃以下   （0．01以下）   

亜鉛含有宜   5mg／J以下   （0．85）   1喝／J以下   （0．02）   

鉄（溶解性）含有量   10喝／J以下   （0．36）   1喝／〃以下   （0．㈹）   

マンガン（溶解性）含有量   1喝／J以下   （0．72）   1叩／J以下   （0，01以下）   

クロム含有宜   1喝／J以下   （001以下）   0．1曙／J以下   （0．01以下）   

フッ素含有塁   以下 （0．2以下）  0．8喝／J以下   （0．1以下）   

窒素  25喝／J以下   （3．26）   

リン  4喝／J以下   （0．糾以下）   

トリクロロエチレン  以下 （0．001以下）                       0．03曙／／以下   （0．001以下）   

テトラクロロエチレン   0．01mg／J以下   （0．001以下）  0．01mg／J以下   （D．∞1以下）   

ジクロロメタン   0．02Ⅰ唱／J以下   （0．002以下）   

四塩化炭素   0．002mg／J以下   （0，0002以下）   

1，2一ジタロロエタン   0．脱帽／J以下   （0．001以下）   

1，1－ジクロロエチレン   0．02mg／J以下   （0．001以下）   

シス1，2－ジクロロエチレン  0．掴曙／J以下   （0．001以下）   

1．1，1－トリクロロエタン   1喝／J以下   （0．001以下）   

1，1，2－トリクロロエタン   0．M6mg／∠以下   （0．001以下）   

1．3－ジクロロブロペン   0．002mg／J以下   （0．001以下）   

チウラム   0．006曙／J以下   （0．∽恍以下）   
シマジン   

0．∽3咤／J以下   （0．0003以下）   

チオペンカルブ   0．02mg／J以下   （0．002以下）   
ベンゼン   0．01mg／〃以下   （0．001以下）   

セレン   0．Dlmg／～以下  ■（0．01以下）   

（注）最高値欄の（××以下）は定量限界以下を示す。  

llこ？ト   



7．成果発表一覧  

7．1研究所出版物   

国立環境研究所地球環境研究年報 平成5年度．（19g4）  

言己号   発  表  者   三；三  ≡   ページ   

l－l  国立環境研究所   国立環境研究所地球環境研究年報 平成5年度   107p．   

国立環境研究所特別研究年報 平成5年嵐（19g4）   
妃号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 2  国立環境研究所   国立環境研究所特別研究年報 平成5年度   71p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR一柑ノg5．（1995）  

記号   発  表  者   さ三  ≡   パトージ   

K－ 3  国立領域研究所   水環境における化学物質の長期暴毒による相乗的生態系影響に関する研究   64p．   

国立環境研究所研究報告 R－134－■g4．（柑94） 宮床湿原の生態系構造  

記号   発  表  者   見  目   ページ   

E－4   Ab8tr8Ct   ト2   
Ⅹ－5  要旨  

岩熊敏夫  研究の概要   5－8   

K－ 7  岩熊敏夫   宮床湿原とその環境   9－22   

Ⅹ－8  冨田晋蒜ll閂翫）岩熊敏丸  雪床湿原の地下水と表流水の水質変動   23－33   

R－9  野原精一，岩熊敏夫   宮床湿原の敵地形．水理環境と植物分節   35－43   

E－10  竹原明秀◆1（●1岩手大）   宮床湿原とその周辺地域の植生   45－79   

K－11  野原精一   官床溢原の植物季農と精鋭   8ト＄7   

Ⅹ－12  上野陸平   宮床湿原の訪花昆虫   89－95   

K－13  渡辺倍，真山茂樹●1，野崎久義 ●1  営床湿原2池場における底生藻類の現存丘，稚組成及び多様性   97－108   
（東京学芸大）  

【一14  岩熊敏夫   宮床濁原の底生動物相   】09－120   

Ⅹ－15  上野隆平，岩熊敏夫   宮床湿原のユスリカ相   12ト125   

K－16  岩熊敏夫   宮床湿原の池塘におけるユスリカ幼虫の生産特性   1Z7－138   

R－17  広木幹也，渡辺 侶   ナイロンメッシュ法による湿原泥炭土のセルロース分解活性測定   139－142   

R－18  広兼幹也，渡辺 倍   宮床湿原の泥炭土薫別こおける微生物群集とセルロース分解   143－150   

E－19  宮床湿原の泥炭土壌の有機物組成と理化学的特徴  151－159  
棚橋弘子●〇，山本一彦●1 
（●1日本大 

， ●2（株）都市稔合計軌 ●つジャパンマシナリ 
ー（株））  

X－20   宮床湿原気象データ  16ト176   

Ⅹ－2l  平田腱正，野原精一，岩熊敏夫  宮床湿原水屑・地下水位観測データ   177－180   

R－22  竹原明秀●1（●1岩手大）   宮床湿原地域の高等植物目録   181－19l   

国立環境研究所資料 F－65ノ94／NIES．（1994） 国立環境研究所20周年記念特別研究発表会予稿集  

一127－   



妃号   発  表  者   親  日   ページ   

【－24  膳 宜商   絶滅に瀕した野生生物に何が起きるのか   4－6   

E－25  ．‘■H ＝：：：   大気化学研究におけるフリーラジカルの計測と反応   丁十9   

E－26  柴田康行   環境中の元素の如き－ヒ素の化学形態と分析   10－12   

K27  大井 紘   自由記述法による環境意徹の調査と分析   13－15   

K一之8  畠山戚久   水界生態系に及ぼす化学物質の影書評価   16－18   

Ⅹ－29  若松伸司   都市大気汚染と光化学反応   19－20   

K－30  岩脈敏夫   湿源の環境と生物群集の成り立ち一高眉・低層湿源を例として   2l－23   

K－31  柏崎守弘   饅ケ捕の研究20年   2426   

K－32  小林随弘   スギ花粉症増加と大気環境   27－29   

K－33  今村隆史   アルデヒトの光分解によって生成するHCOラジカルの絶対収率決定   33   

㌃錮  恒川場史   インド北西部のタール砂漠における砂漠化と人間活動   34   

K－35  畠山史如   IGAC／APAREプログラムに基づく航空機∵地上観測   35   

X－36  山形与志樹   衛星画像でみる釧路湿原の植生   
Ⅹ一37  田村憲治   国保レセプト統計を用いたアレルギー性鼻炎受療串の変動分析  37   

llJ＄  原島 省，功力正行，宮崎忠国  サンゴ彼のモニタリング   38   

Ⅹ－39  中嶋信美，佐治 光，近藤矩朗  紫外線の増加が植物に及ぼす影響   39   

E－40  福島武彦，松塵一夫   生態系と水質   40   

E－41  鵜野伊浄志   大気循環の数値シミュレーション   41   

Ⅹ－42  内藤正明   地球環境問題に科学技術は何をなしうるか   4Z   

R－43  青木陽ニ   筑波研究学園都市における植生を中心とした景観変化   43   

K－44  横内陽子   北極域における地表オゾン減少とガス状有機化食物   44   

国立環境研究所資料 F－66－’94／NIES，（柑94）  

記号   発  表・者   亀  目   ページ   

【－45  笹野泰弘，小林高知●1   衛星搭載レーザーレ一夕」による地球崩楔大気環境の評価に関する調査報告   94p．  
（●l福井大）   （3）   

国立環境研究所資料 F－67－’94／NIES．（柑94）  

記号   発  表  者   題  日   ページ   

E－46  若松伸司，宇都宮彬●1   漠江流域の環境汚染管理に関する研究   81p．  
（ll福岡県保健環境研）   一大気汚染物貿の移動と降下に関する研究－   

国立環境研究所資料 F－68一■94／Nl∈S．（柑g4）  

記号   発  表  者   粗  目   ページ   

K－47  中農興基   開発途上国環境技術共同研究のあり方に関する調査報告   66p．   

国立環境研究所賀料 F－69二’94／NIES，（1q94）TowarrdssoIvingtheglobaldesertificat与onLPrOblem（2）  
ニResearch on the evaluatlOn OfinteractlOnbetween desertification and human activitleSL  

記号   発  表  者   鹿  日   ページ   

K－48  R．8．Singh●1（●1Univ．Delhi．）  DesertRegioninlndia：恥sourceぬn昭細entfssue88ndResearch   1－18  
Strategy   

【－49  SureshEul18r●1   CurrentStatu80fDesertificationinIndi88ndFutureRese8rCh   19－46  
（‖cent，lridZoneRe3．lnst．）  Prioritie5fronEcologic札1Viewpoint   

【－50  T8d8kuniItiy8ヱ8ki，   Vegetatiom舶pping8ndCh8ngelm81yきISinTh8rDesertofWestern   47－54  
YoshifumiYasuoka   Indi8frollⅣOA人1VHRRLACImageries   

－128－   



言己号   発  表  者   題  目   ページ   

㌃51   Revi印OrEcologlCalStudyonDesertificationinlndianDesert   5569   
k 

K－52  人tgushiTsunekawa   DesertificationHonitoringUsing戒e爪OteSensingTechniques   70－79   

R53  ProcegestolnitiateDesertificationResearcbProject   る0－86   

K－54  ResearchOrganiz＆tiorLSOnDesertificationinChirLa   87－90   

国立環境研究所資料 F－70－’94／NIES，（1994）■92IGAC／APARE／PEACAMPOT 航空機・地上観測データ集  

記号   発  表  者   嬰  ＝   
ページ   

K55  畠山史郎   平成4年度弼査の概要   1－25   

R－56  向井人史   ’gz／1GAC／APARE／PEÅC珊POT観抑＝こおける流跡線解析   26－38   

K－57  畠山史郎，坂東 博●l   ’9Z／IG人C／APARE／PEAC川POト航空機調香におけるオゾン（0，），窒素酸化物   39－62  
（NOl），および二酸化硫黄（SOt）の観測   

R－58  ’9Z／IGAC／人PARE／PEAC州POT地上網査（隠岐）および航空機調査における   63－77  
中西基噌＝，松浦学良＝  バーオキシアシルナイトレート頼（P仙さ）の観測  

急宝史駕i3棚健太臥  
（◆個立公衆衛生院， 一 
っ千葉県環境研， ◆〇 

大阪府立大）  

E－5g   ’92／1GAC／APARE／PEACAl肝OT地上観測（対馬），航空機扱彦捌こおける大気中  78－85  
微風カス成分の都窪結果   

R－60  向井人史，畠山史臥村野健太郎  ’92／1GAC／APIR石／PEACA刊POT航空機観測によるエアロゾルの挽洲   8688   

K－61  向井人史，村野健太郎   ’92／1GAC／人PARE／PEACAItPOT地上観測によるガス，エアロゾルの観測 －   89－97   

K－62  ’92／lGAC／ÅP人RE／PEAC川POT税測，八方尾根における地上観測  98－120  
：i．，  

鹿野正明■】，太田宗康●】，  
向井人史  
（●】長野県衛生公害研）  

ll市1   九州・沖縄地域におけるエアロゾル組成調査（1991年度の調査結果）  121－13Z   

山下敏郎●コ，穴舛功一＝  

I丁域l。，  
大和康博●g  
（●1福岡県保健環境研，  
●2鹿児島握環偵セ，  
●つ長崎県衛生公告研，  
14佐賢県環境セ，  
■6大分県衛生環境研究セ，  
㌣関本県衛生公害研  
●7宮崎県衛生環境研，  
●8沖縄県公害衛生研，  
◆g北九州巾環境衛生研）  

国立環境研究所資料 F－7ト■94／NtES．（1994）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－64  環境情報センター   川FOTE月RA 頚墳用語シソーラス（日本語版）弟1版   242p．   

’国立環境研究所資料 F－72－■95／N】ES，（1995）アオコの計量と発生状況，発生機構■－アオコ持楔換討会資料－  

妃号   苑  表  音   粗  目   ページ   

K－65  福島武彦，柏崎守弘   研究の趣旨と本報告杏のねらい   卜3   

R－66  高速液体クロマトグラフィーを用いたフィコシアニンの定最法と餞ケ浦に   7－1－l  

塙本信也●】，柏崎守弘，  おけるラン藻類現存塁変化に関する研究  
高村典子  
（●1東京水産大）  

K－67  湖沼におけるラン藻優占度の推定  15－Z3  
， 

●2北海道立衛生研）  

E－68   光合成色素分析（クロロフィル，カロチノイド）による湖水の植物ブランク  Z4－30  
八木圭一‖，春日清一  トン現存塾推定   
（◆1東京理科大ト  

－129－   



追号   発  表  者   ≡；三  ≡   ページ   

33－39   
Ⅹ－69  貸賃守莞l．声轍）高木服・  アオコ景綬指標による麻ケ涌の評価  

アオコの基準は？→見た目アオコ指綴によるアンケート綱査結果の解析－  4D－48  
エー70  

（●1日本大）  

K－71  5ト6l  il姦 
（●1茨城大）  

K－72   北海道における水の革の発生状況  82－67   
（●りと海道環境科学研究セ）  

llTこl  北海道過栄養湖，茨戸湖に】酎ナる植物プランクトン相の変化および朱書塩親  68－72  
（●1北海道立衛生研，  の消長  
●2北海道環境科学研究セ）  

l－74  網走湖における水の革の消長  7ユー79  

有東二郎●1  

（●l北海道環境科学研究セ）  

E－75  －80－88  

加藤丈夫●l，小塙正彦●l  一丸田沢および三共壕ため池唱ついて－  
（●り山台市衛生研）  

監－76   湖山他の水質変動に及ぼす気象要因の影書   さ7－94  

）  

Ⅹ－77   アオコの増殖に及ぼすリン及び塩素イオン濃度の影響   95－104   
モ．）  

【－78  柏崎守弘，宵山莞爾●I（●1東邦大）  屋外実験地を用いたアオコ発生実験における植物プランクトン組成の変化  105－114   

湖沼における藻類穐ヒ環境眉子ヒの関係   115－122   
【－79  藤本尚志＝，福島武彦 （◆1東北大）  
【－80  資料   123－165   

国立環境研究所資料 F－73－■95／NほS，（1995）  

記号   発  表  者   用  目   ページ   

【－81  須貿†申介，大井 拡   海のイメージの自由連想法による珂査   135p．   

国立環境研究所資料 F－74－■95／NIES．く1閑5）  

妃号   発  表  者   見  目   ページ   

E－82  宮崎忠回，恒川篤史   砂洪化問題の解決にむけて13ト砂酎ヒ文献データペースー   Z27p．   

国立環境研究所資料 F－75（FD）ノg5／N忙S，（1995）  

祀号   発  表  者   頭  目   ページ   

E－83  環境情報センタ「   川FOTERR▲国内情報源台帳（嫡1Z版）F．D版  

国立環境研究所資料 F－78－’95／NほS．（1995）霞ケ浦塩湖実験施設研究発表会 講演報告集－9‾   

氾号   発  表  者   鯛  日   ページ   

pHと80の連続測定による生産丘の推定（2）  ト4  
l一朗  

河合崇欣  
（●1TokyoUniv．riれ）  

l－85  邑外実験池における溶存有機物の挙動  5－8  

由彦 
（●l東京水産大）  

R－86   
H．1iE8ki，▲．Otsuki●1  （ure8肌d－dis501ved†ree且皿ino8Cids）ineutrophiee叩erlmental  
■●二…●：  pond桐山汀   
（ 

。軋e8．l。rd｝  
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氾号   発  表  者   粗  目   ページ   

t－87  graヱerS構成が異なる実験池でみられたフエオ色素組成の特徴  14－17  
札束帝●2，柏崎守弘  
（●l千葉県水質牒全研，  
＝韓国国立環境研究院）  

【一88  80Xを用いた水界生態系ヒ関する研究  18－20  
llll，  

福島武彦，松貞一夫  
（●l東京農工大）  

㌃朗  生物活性炭パイロットアラン、ト処理における汚濁湖沼水浄化手法の適正損作    2卜24  
近山憲章＝，稲森悠平  条件の解析  
（◆l筑波大，●2東北大， ●テクノプラン 
？日立化成ト）  

K－gO  生物活性炭流動床法における水質浄化と自己追拉化の機構解明  25－27  
栢森悠平  
（●l日立化成テクノプラント  
●2東北大）  

R－9l   水耕生物ろ過法による土浦港湖水の浄化   Z8－34  
（＝バイオックス中央研）  

R－9Z  35－38  
田中秀之●1，佐藤正春●2  
（◆】㈱環境研究セ， ＝ 

新日本気象海洋）  

E－g3  東京湾に捌ナる育漸に関する研究Ⅵ  39－40  
木幡邦男，中村泰男，竹下俊二  
（‖㈱環境研究セ）  

K－94   シペリア永久凍土地帯の小湖沼のメタン放出について  4卜43   

K－95  HethodsqfdisBOIvedinorg8niccarbonme8Sリーenentfornaturalwaters  
恥s80Ishii●2  
T8kehikoFukushima，  
Akir80tsuki●l  
（ 

r）  

K－96  藍藻舜の総桐成に及ぼす¶／P比の影響  49－51  
須藤隆一‖，松垂一夫，稲森烙平  
（‖東北大）  

芳一97  52－55  ll森 
（H茨城大）  

‡－98  56－60  
：義l． 

（●1東京水産大）  

l199   61－64   
（●1東京水慶大）  

R－100  春日清一   霞ケ洒の生態系構造とその管理   65－68   

R－101  中島淳●1  湖沼保全対策研究の現状と課毘   7卜73   

（●1千葉県水質保全研）  

R－10Z  川村賃●1  両源負荷対熊と湖内対策   74－76   
（●1長野県衛生公告研）・、  

R－103  高橋幹夫●l（●1琵琶湖研）   成層した湖における壇存酸素の消費過程について   ナ718P   

E－104  絹島武彦，柏崎守弘，松垂一夫，  83－92   
春日清一   

国立環境研究所資料 F－77・■95／NほS，（1g95）環境スペシメンバンキングー15年の歩み－  

妃号   発「 奏  者   臨  臼   ページ   

R－105  柴田康行，植弘崇嗣，森田昌敏  国立環境研究所におけるパイロットスペシメンバンキング   ト9   

バンキングシステム   
R－10（i  吉永 淳  8）保存室、装置の偶成と概要   10－16  

文一】07  田中 敦   b）保存試料の保管管理体制   17－2さ   

R→l【I8  田中 敦，柴田康行   主な長靭保存試料   29－35   

K－109  向井人史，安部喜也●1   保存性に関する情報   
（日東京農工大）   a）大気粉塵中の恥n乙0（a）pyreneの長期的な保存性   36一山  

一1311   



∂己号   免  表  者   尽  日   ページ   

Ⅹ一110  向井人史，安部音也●1  b）その他の物質の保存性   42－48   
（●】東京農工大）  

l十11l  染田康行，森田昌敏   スペシメンバンキングを巡る国際動向   49ィ53   

広一112  堀口敏宏   付録．試料保存を望まれる方へ   54－57   

国立環境研究所資料 F－78－’95／NIES，（1995）  

記   発  表  者   盈  目   ページ   

R－113  笠言質妄i．千隻穿男起票村泰男・  140p．   

く●l千葉県水質保全研， ◆2東京都立大   
）   

国立環境研究所資料 F－79－，95／NほS，（1995）  

記号   発  表  者   題  目 ノ   ぺ一ジ   

Ⅹ－I14  青木陽二   筑波研究学園都市における植生を中心とした景況変化の資料  
（1g80年と1991年の比較）  

国立環境研究所資料 F－80－■95／NIES，（1995）  

妃号   発  表  者   粗  目   ぺ－ジ   

Ⅹ→】15  西川雅高   大気質成分モニタリングデータ集   254p．  
一大気モニター操測定結果（1992，柑93年ト   

国立環境研究所資料 F－81（FD）－■95／NIES，（1995）  

百己号   発  表  者   題  目   ページ   

K－11（；  環境情報センター   環境情報ガイドディスク 第2版  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－AOO3－・g4．（1gg4）  

記号   発  表  者   竃  日   ぺ－ジ   

【－‖7  地球環境研究センター   地球環境研究センター年報Vql．3（平成5年4月一平成6年3別   42p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DOO4－，94，（1994）  

記号   発  表  者   尽  日   ページ   

K－】18  地球環境研究センター   GR川全球データセットユーザーズガイド 平成6年9月   61p．   

国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER－DOO5－，94．（1994）  

紀号   発  表  者   題  目   ページ   

K－119  地球環境研究センター   GR川GLO丑ALl）ATASETS：   65p．  
DOCUItE町人TIONSU皿ARIES NoYe】lber1994   

国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER－0006－■94．（1994）  

記号   発  表  者   題  目   ヘージ   

【－120  Hide（）H且raS8Wa，  GRIDDATA】】00Ⅹ De（：enbell1994   61p．   
Hirok8乙uHashimoto  
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国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER－DOO7（CD）－，95，（1995）  

舌己号   発  表  者   ぎ三  ≡   ページ   

K－121  A．Harashilba   CollectedDataofMighTeEAPOral－Sp8ti且IResolution馳rine  
gi咤eOCh帥ic81鵬nitⅣingbyJ8pam－【ローe8Ferry  

（Junelg91－－ebru8ry1993）   

国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER一拍13－’糾，（柑糾）  

ヨ己号   発  表  者   粗  目   ′く－ジ   

K－122  Yuヱuruぬtsuok8●1，  馳timationofC8rbonDioxideFluxfronTropic81Defore5t8tion   亭5p・   

T5urIeyukiIbrita，  
Hideo Harasawa 
（11KyotoUniv．）  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1014－’94，（1994）  
冨己旨   発  表  者   題  目   ページ   

K－123  地球】見場研究センター   PROCEDIIIGS OFT甘ETSlIEUt肌OZONEl和RKSHOtI   172p．  
一乱08A工．甜Ⅴ川0〃推EⅣTT舗別封∵飢－  

Feb川8ry16－18，1994Tsukub8，J叩an   

国立環境研究所地坪澤境研究センター報告 CGER一拍15－▼汎（1994）  

記号   発  表  者   盈  目   ページ   

K－1Z4  地球環境研究センター   IPCCTechnic81Guidelinesfor▲8SeS51ngClim8teCha鴨eImp8CtS肌d   59p．  
Ad8pt8tions   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－】016ノ94，（1994）  
CGER’SSupercomp11ter Activity ReportVol．2－1993  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－125  
（一】Heteorol．Res．lnst．）  T：芸恕きa；冒…㌘：苦言h8三u≡芸u三言。吉b：t監：ミ諜：さ。霊；三8孟。S三．怒怒主C8宅0】  3－9  

themeteorologicaトre8e8rChin3titute  

R－126   Lutr＆－highresolutionDOdelingofthetropic＆1＆tmOSphere   10－1Z  
（●1Toky8Univ．）  

K－127  AtusiNumaguti   Developmentpfah8tDOSphericgener8lcircul＆tionmodelforclimte  13－15  
Rese8rCh   

K－128  H8SakiSatoh●l  Ar01eof肋dleycirculations8ndb8TOClinic粕VeSiれtheglob8l■  16－17   
（●Isait且n8In3t．Technり1．）  angu18TmOⅡほntl加budget  

X－129  Ⅰ5amuY8gai●l  Thestt）dyofm8S8tranSpOrtbetveenthetroposphereandヨtr8tOSE）here  18－19   
（＝打eteorol．Coll．）  

K－130  Has8hiroElldoh●1  Studyof88Sin－Scale8ce且nCircul8tionrel且tedtoGlob81Chlorophyll  
（●1Heteorol，Re3．In3t．）  Distribution）   

Ⅹ－】3】  Jひnji5ato◆t   Develq押8ntOftheTr8爪gp即t，Tr8爪gr8r∬8tion8爪dRemDVal皿Odelfor血  Z5－Z7  
（●】Heteorol．Res．lnst．）   idic8ndOxi血tivePollutant写iIlthe払stAsi8   

K－13Z  Y且SuOSato◆1  Astudyofmodeli几gOfloc81CO2Cireu18tions   28－30   
（●1Meteorol．Re8．Inst．）  

K－133  YoshトYuki11ay且Shi●1   Experiment81studyonthethreeditnen5i8n且Ispheri仙1∝脚・eCti8n8  33－37  
（‖TokyoUniY．）   Yiththepar8ロeterSOtplanetaryatnospheres   

・Ⅹ134  S8tOruXomori●l   DireetNumericalSiⅦulatiohOfLiquidhixingL叩erVithSecond－Order  38－4l  
（●1RyushuUniY．）   ChelaicalRe8仁tions   

t－135  ToshihiT・OFujii   Li◆affinityofCtⅥ3 且ndC】H■radicals：8binitiocharacteriヱ已tion  45－47  
OfLi◆－radic且1complexe8   

K－136  
ratsuro肋tsuur8●1  P言畿iご鵠だ芸d；ぎ1£喜i蕊盲富鉱箪h：ニ吉eh；芸r…ぷr≡ご1C三吉芸恕t■sc81e  48－49  
（暮IpublicWoTksRes．Inst．）  

R－137   SupercomputerSX－30verview   53－54  
Tatsuy8T8k8bma●1  
（●朋CCorp．）  

－1ごiこi   



国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER－MOO4－■94．（1994）  
MONITORING REPORT ON GLOBAL ENVIRONMENT－1994－  

由号   発  表  者   題  目   ページ   

E－138  片ide8kiNak8ne，Ⅳobu8SugilnOtO， Y8Suhiro；nO l－12   
5as8，IcIlirol仏tsui   

Ⅹ－139  lkir8Ilar8Shil】8   “ighTenpDr81－Sp8ti81Resolution馳rin¢ちiogeochemiⅢ1肋雨tori爪g  13－50  
fronaJapan－lore8Ferry－19920一見esult8   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発表年月日 平成6年5月2ア日  

記号   発  表  者   ’親  日   
k－1  井上 元（地球環境研究グループ）   地球温暖化とシベリア   

k－2  椿 宜高（地球環境研究グループ）   絶動こ瀕した野生生物に何が起きるのか   

k－3  鷲田仲明（大気圏環境部）   大気化学研究におけるフリーラジカルの計測と反応   
k－4  柴田康行（化学環境部）   環境中の元素の動き－ヒ素の化学形態と分析   

k－5  大井 紘（社会環境システム部）   自由∂己述法による項境意識の調査と分析   
k－6  畠山成久（地j或環境研究グループ）   水界生態系に及ぼす化学物質の影響評価   
k－7  若松仲司（地壬菰環境研究グループ）   郡市大気汚染と光化学反応   
k－8  岩熊敏夫（生物圏環境部）   湿原の環境と生物群集の成り立ち一高層・低層湿原を例として   

ト9  柏崎守弘（水土壌圏環境部）   霞ケ浦の研究20年   

k－10  小林陵弘（環境健康部）   スギ花粉症増加と大気環境   

－135－   



7．3 誌上発表  

尭．表 音  題  目  掲 載 誌  
A  

A－ 1  Y．Hatsuok8（♯】），  
H．E8inuma，T．Horita  
（■1Eyoto UniY，）   

Seenario analysis of global war.ing 
u51ng the Asian－Pacificinteg柑ted  
model（人川）  

Integrative  
hssessolent of 
机tig＆tion，1npacts，  
alld Adaptation to  
Climate Ch8nge  
（‖A5A，朗9p．）  
ファジィ科学十人間・  
社会・自然への応用－  
（海女堂，264p．）  

机odiversity：Its  
Complexity and  
Role（GlobalEnviron，  
Forum，273p，）  

週刊朝日百科 植物の  
世界  
J，Jpn．Soc．Inf．＆  
【n01り．  

ぶんせき  
入門分析化学シリーズ   
機器分析におけるコ  

ンピュータ利用（朝倉  

召店，126p．）  

Sci．Technonews  
Tsu桓ba  
計装   

NASA Conf．Pllbl．3266  
0之Onein the  

TropロSphere and  
Stratosphere Part Z  

甲斐沼美紀子，  
中森義輝（り）  
（■1甲南大）  

T．Okuda，N．Eachi，  
S．K．Yapい1），  
N．Hanokaran（＊1）  
（■1FR川）  

可知直穀   

H．Eunugi，  
T．Nak8nO（雷1）  

い1Environ．Sci．Inst  
Hyogo Pref．）  

J刀力正行  
瑚力正行  

大気汚染濃度予測モデル  

Spatialpattern of＄aplings and adult  
trees of canopy－and sub－CanOPyformlng  
SpeCiesin alowland rain forestin  
Peninsular〃alaysia   
二年草の繁殖戦略  

Teleco】Ⅷunication networks for  
SpeCialist8in environmentalproble爪S  
belong to government andlocalgovernJDentS   

「ぶんせき」とInterface   
自動分析への応用   

A－ 6  
A－ 7  

（12）  981  
107－113  

笹野泰弘   

笹野泰弘   

S．Hayashida（■1），  
Y．Sasano，H．Nakane，  
l．Hatsui（■2），  
T．Hayasak且（t3）  
（t川ara恥nen’8  
Univ. , 
＊2Atmos．Environ．Div，  
＊3Tohoku Univ．）  

笹野泰弘   

笹野泰弘，神沢憎い1），  
鈴木陸，横田達也  

（■1地球セ）  

S．Hukai（書1），  

1．Sano（■1）．Y．Sasano，  
H．Suヱuki，T．Yokot且  
（■1EinkiUniY．）  
T．Taka口Iura（霊1），  
Y．Sasano，  
T．HayaB8k8（事2）  
（事1Natl．Def，Ac8d‥  
■2Tohoku Univり）   

笹野泰弘，  
林田佐智子（■1），  
松井一郎  
い1奈良女子大）  
鈴木睦  

人工衛星からオゾン層を監視する  

人工衛星によるオゾン層のリモートセンシン  
ク   

Stratospheric aerosol increase after 
eruption of Pinatubo ob写erVed withlider  
and8ureOle】¶eter   

オゾン層破腰   

ILAS／At）EOS  

による成層圏オゾン層観測プロジェクトー地上  
検証とデータ利用計画－   
RetFieval algorithns for stratospheric 

8erOSOIs based on ADEOS／11AS measurements  

Tropospheric aerosolopticalproperties  
derived fro瓜1idar，Sun photo】ロeter，and  
opticalparticle counterlロeaSure爪entS   

地球環境樺藩論［上］  
（慶應通信，Z57p．）  
大気圏シンポジウム  

1EEE Trans，GeDSCi．  
Remote Sensing  

▲ppl．Opt．  33（30）  7132－7140  1 1994 

A－15  エアロゾルの大気中濃度・組成の長期変動に  
関する挽測的研究  

1LAS航空機検証実験の可能性について  

地球温暖化の原因物質  
の全球的挙動とその影  
響等に関する研究 平  
成5年度成果報告書  
IGBP／IGAC  
シンポジウム航空機観  
測ワークショッ7報告  

事  
第4回大気化学シンポ  
ジウム講演集  
第4回大気化学シンポ  
ジウム講演集  
Proc．5th Workshop  
ASSFTS．  

23－30  1994  

A－16  32－37  1994．  

鈴木睦   

鈴木極   

目．Suzuki，T．Yokota  

lL▲S航空機検証実験の可能性について   

ILAS ハードウェア開発状況について  

HighlSpeedIR forYardline－by－1ine  
retrievalsystem forliTDb observation  

1LAS onboard ADEOS s  acecraft  

－136一   



Infr且red  
Inprovedlimb a SpeCtrOmeter，ILAS  Pr【】C   

T．Ishigaki（■1），  
N．Kimura（書1），  

N．Araki（霊1），  

AJbtsuBakiい2）  
（書川atsu8ita  
Res．lnBり★ZMie  
Univ．）  

Y．Kojima（■1）  
H．Ⅳakajima（■1），  

T．舛oriyal旭（■り，  

T．Aoki（＊2），M．Suzuki  
（＊1NASDA，  

■2日eteorol．Res．Inst  
）  

き含木躇，笹野泰弘，  
横田達也，  
古田直紀（＊1）  
（■1中央大）  

A．T8ken8ka  

A．Takenaka  

Senslna II Spaceborne Remote   

226B  80－91  

Japan’s strategy for earthロbserevation by5paCeborneinfraredinstrument9   

Proc．Infrared  
Spaceborne Remote  
Sensinn II 

A－ 21  

アレー検出器型回折格子分光計を用いた大気  
徴毘成分の高精度観測に関する研究  

Effects af leaf blade narrowness and 
petioleユengtわOn theユjght capture  

efficiency of a shoot   
A5imulation爪Odelof tree arehitecture  

developmeht based on growth response to  
locallight environment   

Factors cロntrOlling the recrui伽e雨of  
Aster kantoensis（Asteraceae）Ⅰ．8reeding  
SyStem and pollination system   

平成5年度地球原偵遠■  
隔探査技術等の研究成  
果報告書   

Ecol．Res．  

J．Plant Res．  

PJa刀t Specjes8jol．  

】5▼23  柑銅  A－ 22  

K．Inoue（  

l．Ikshit  
N．Ruralれ0  

（
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＿
▼
 
、
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書2）  

（■3），  

A．Takenaka  
（＊1Shinshu Univり  
＊2Tsukuba Univリ  
雫3T0l【叩pref．）  
椿宜高  
Y．Tsubaki，  
J．Intach8t（■1）  
い1Forest ReseaTCh  
Inst．〟alaysia）  

64（10）  遺伝的多様性と左右対称性のゆらぎ  
I）ung beetle cornlnPnity structurein a  

Malaysian rain forest：gradient from edge  
to cロre are且   

607－608  
139－145  

Å－ 26  

A－ 27  
科学  
Biodiversityこits  
COmPlexity and  
role（M．Yasuno＆H．W  
Watanabe ed．，Global  
EnvironlⅥentアorum，  
273p．）  

Behav．もcol．  
Sociobi01．  

A－28  Y．Tsubaki，  
H．T．S－Jothy（暮1），  
T．Ono（■2）  
（＊1Sheffield Univ‥  
★ZKinjロGakuin  
Univ．）  
永田尚志   

中根英昭   

小竹卸紀（事1），  
福西浩（tl），中根英昭  
（＊】東北大）  

中根英昭   

中根英昭  

Re－COpl止8tion8nd pqsしcQpulatory tnate  
guardingincreaseiTnrnediate female  
reproductive output in the dragonfly 
N8nnOphy且pygmaea  

（訳書）第‖都賀源の利用，意志決定／資源  
をめくる腐争／捕食者と被念者の相互作用  オゾン層について   

1992年1月14日の札幌上空におけるオゾン減  
少の原因について  

NDSC及び関連する研究計画  

成層鮨オ、ノン層とその現状  

・オゾン層破壊のメカニズム  

南柏オゾンホールと不均一反応によるオゾン  
層破壊  

オゾン層モニタリング  

The che】¶istry of oxidant gener8tion：   
Tropospheric ozoneincreaseirLJapan  

進化からみた行動生懸  
芋（蒼聞古夙57gp．）   
電子情報通（言草会技術  
研究報告  
第4回大気化学シンポ  
ジウム講演集   

第4回大気化学シンポ  
ジウム講演集  
地球環境ハンドブック  
（不破敬一鮎編著，  
朝倉畜店，634p．）  
地球環境ハンドブック  
（不破敬一蝕編著，  
朝倉書店，634p．）  
地球環境ハンドブック  
（不破敬一郎編著，  

A－ 29   

A－ 3（〉   

A－31  

J卜 32   

▲一 33   

A－3五  

人－ 35  

A－36  

A－37  
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 中根英昭  
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森田恒率，松岡韻（霊1）  
甲斐沼美紀子  
（■l名古屋大）  

森田恒幸  

森田恒章  

魚田恒幸  

森田恒幸  

森田恒幸  
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（慶応義塾大鰐，  
慶応通†言，297p．）  
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メソコスム湖沼生態系  
の解析（名古屋大学出  
版会，346p．）  
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地球環境50の仮説（東  
海大学出版会，220p．  
）  

地球環主点50の仮説（東  
海大学出版会，220p．  
）  

Interactions  
Between Economy＆  
EcDl咤y川uncker＆一  
Humblot，Berlin，  
240p．）  
環境指標の展開（内藤  
正明・森田恒幸，  
学際書房，209p．）  
土木学会論文集  

C－ 7  

C－ 8  

C－ 9  

C－10  

C－11  

C－12  

青柳みどり  

青柳みどり  

背柳みどり  

青柳みとり  

青柳みどり  

H．Aoyagl  

大家族から核家族に移行すると環境への負担  
が大きくなる  

女性の社会進出が進むと環境への負担が小さ  
くなる  

適度の農業奨励政策は森林両横や森林栗源減  
少への圧力になる  
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C44  ごみ飛花によるエネルギー回収およぴCO2排  エネルギー・資源  15（6）  73－80  

近藤美則，  出量の削減効果の推定  
厳島良二（■1），  
森本林（＊Z）  

（■Ⅰ（株）タクマ，  
■2（株）元タクマ）  

C－45  GIS一理諭と応用  、2  151157  
東公一（tZ），  モートセンシンク情報の活用  
前浜三四郎（■3），  
安岡善文  
（■1福岡県保健環境札  
◆Z福岡県環境整備局，  
■3社会調査研）  

C－46   Opt．Method8iomed，＆  ，269－272   
Y．Yamagata   environment811DOnit叶ing－globallletland  Envlron．Sci．   

monitoring  
C－47  14（3）  ト10  

安岡壱文（■1岩手大）  グ学会誌  

D  化学環境部  
D－l   第8章 藍藻帝の毒性発現   アオコーその出現と痴  183－207   

素（東京大学出版会，   
257p．）  

D－Z  Chemistryandtoxicologyofthecyclic   Microbi01．Cult．  10  5－34．  
H．H．Watanabe（＊1）  hept8peptidetoズin5，themicrocystins，  C011．  
（りEnviron．丑iol．DiY．  
）  

D－3   アオコの有毒物質の母性について   水環境学会誌  17  551－556   
D－ 4  彼谷邦光   アオコ毒ミクロシスチンをめくる最近の研究  環境化学   4   689－691  1994   

動向  
D－ 5  K．Kaya，T．Sano，  人stasin，anOYelcytotoxic   8iochilコicaet   125 5  201－204  1995  

F．Shiraishi   Carbohydraterconjugateder印SterOlfrom  
thecolorlessenglenoid．Ast8Sialonga   

149   



Rus＄．Geo  ．Geophys．  
Objectives且nd recent results  

H．l．Log8Chev（■1），  
S．Colm8n（■3），  
8．N．Ehakh8eV（■4），  
T．E8Y8i，P，Hearn（書3）  
Sh．Horie（■5），  
L．A．Pevヱner（●4），  
▲．A．8ukharoY（◆1），  
V．A．Fi81kov（■6）  
（＊1Siberi孔n♪iY．RAS  
■2Univ．So11仙  
Carolin8，  
■3U．S．Geol．Survり  
霊4NEDRA Enterpり  
■5Pale01imnol．Group  
＊6Ec01．Hu写．B8ikal）  
河合崇欣  D一 7  バイカル湖研究へのアプローチ  バイカル湖古代湖のフ  

ィールドサイエンス  
（東京大学出版会，  
267p．）  
Sci．Policy：New Hech．  
Sci．Col18b．betl†een  
E8St＆Ve＄t（V．A．  
Koptyug＆J．Elerkx  
ed．，EluYer Acad．Pub．  
，250p．）  
Scj．P（〉1icy：〃e絆〃ech．  
Sci．Co11ab．betveen  
E8写t＆Vest（Ⅴ．▲．  
Koptyug＆J．Xlerkx  
ed．，Eluwer Acad．Pub．  
，250p．）  

3－19  1994  

D－ 8  T．E8■ai  

lbrief report ofJapane8e8Ctivity for 即CER ProjectsinI9g3   
101－106  

D－ 9  H．l．Ru乙min（■1），  
¶．A．Logachev（暮2），  
H．1．Gr8Chev（■3），  
P．P．Hearn（雷4），  
D．F．WilliamB（■5），  
Sh．Horie（t6），  
T．私恨i  
（■1Vinogr8血▼  
lnst，Geochell．S8RAS，  
■2Ⅰ爪St．Earth’8  
Crust S8R▲S，  
●3Ⅰ‡8ik81  

Int．Cent．Ec0loglCal  
Res. , 
書4U．S．Geol．Survey  
N8tl．Cent‥  
■511niv．South  
Carolina，■6Eyoto  
UIliv．）  
Y．Shib8ta，1．Morit乱  

ぬjkaユdrilling pfoject：rirβt re5uユtざ and pro8peCtS for fllture Studies   

】87一‖憶   

Arsenic8山d organoarsenic81s  

Deteetjon of丘r5en8betajne j乃bu皿a刀   
bl【〉8d   

Arse爪ic compound8in ti8Sue80f the  
le＆therb8Ck turtle，dem）OChelys cDriacea   

Anal．Co爪tam．Edible  
Aquatic Resour．  
（VCH Publ．）  
Appl．8rga爪仰et，Cわ印．   

J．1hr．Biol．Ass．U．K．  

Y．5hib8ね．  
J．Yo8hinaga，1．Horita  
J．S．Edl】Ond8（■1），  
Y．Shibat8，  
R．Ⅰ．T．Prince（事2），  
R．A．Franceseoni（■1），  
付．〝orit8  
（■川e5t．仙St．H8r二Res  
．L8bり  
■2Wildl．Res．Cent）  
托．Seyam8，1．Som   

l．Sol】a，A．T8nak8，  
H．Seyalna，  
Ⅹ．S8t且ke（書1）  
（■1Glob81  
Environ．Div．）  
Y．T8ni，（■1），  
Y．伽eヱ8V8（■1），  
R．Chik8ma（■2），  
A．HeⅧi（■2），H．Soma  
（■1Univ．Tokyo，  
事2仙止k且ido UJ】jv．）  
1．Tanak8，H．Sey8肋，  
M．Som  

D－13   

．D－14  

Analysi80f airborne particul8teS  
de匹8ited o乃】eaf gurface by F劇一古川S   

Ch8r8Cteriz8tionOf■・8門eni（：inl且ke  
SedilpentS by X－r8y photoelectr8n  
SpeCtrOSCOpy  

Non－StOichiol】etri（）di5SOlution of  
l8爪thanu山fluoride（LaFユ〉且ndits  
relevance to a．process ofion－Selecti－e  
Chユーge Sep8r8tio爪8t the solid／solution  
intel・face   

Iron－8nd且ndローa爪ganeSe－rich sedil】e爪tS  
as8nindic8tOr Of hot spring8Ctivities  

S川SIX  Geo（：hiI0．Cosmochim． Acta  
953－956   

2743－2745  58（12）  

D－15  J．Electl、08nal．Ch印．  ZO5－Z13   1994  

D－16  Geoche】】．J．  

8t the bottom ofI．8keIt85hu  

－150－   





－ 

■■  

．1 

■■ 
・ 

1 

－ 

－ 

一  



＋                                                                          153  



がりがもたら  ローバルネット  
・ザンビアの野生動物と家畜の関係一   
口er【血at叩hilosis（cutaneous  

StTeptOtbric車S）inkも†Ⅵele小川e（k。bus  
leche k8fuensIS）   

G．S．Pandey（●1）．  
A．伽eene（■l），  
A．Suguki，  
A．nambota（＊1），  
T．K8giい1）  
（■川niv．Zambi8）  
村上正孝（■1），  

J．Wildlife Dise8Se  

小池域における疾病構造の解析にかかわる一  
考察   

国保1あ病統計データによるアレルギー性鼻炎  
受療率の経年変動と地理的分布   

生存科学   

日本公衡誌  

5   

42（3）  

Z9l－307   

】94－2（〉2   

義治（tl筑波大）  
小野雅司  

新井峻（■4〉  

（■】筑波大，  
■2茨城県健康科学セント  
，■3帝京大，  
■4匡L立喀ケ補病院）  
遠山千春，鈴木継美  E－ 20  

上一2】  
地球気候変動と健康   
打eね11¢thionei几m紺Ain the testi5and  

prostate of the rat detected by  
digQXigenin－18bled Tiboprobe   

労働の科学  
那stochem．  

580－584  
‾341－346  1994 1994  C．T（〉hya戊a，  

N．Nishimur8（t  
J，S，Su已uki（竃Z  
H．貼ras8Y8（■3  
日．Nishimur且い  
（■1▲iehi11ed．  
◆ZEyoritsu  
Coll．P山川．，  
＊3Univ．Toky8）  

y
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I
）
 
刀
 
 

E－22  S．Robayasllil★1）  Po＄Sible r0le of met＆1lothioneitlin the  
9ellulardefensemらch8n血柳in5tUV8  
1rradi8tionin neon孔talh川胤n Skin  
fibrob18StS   

Photoclle口l．Photobiol．  650－656  59  1 1994 
Y．Hirot8（■1）  
J．S．Su乙ukiい  
H．Takeh且n8（●  
川．Nishi11u一札（  
N．Nishi11ura（  
C．Tohyama  
（■lXyoritsu  
Coll．m胤Ⅷリ■2Aichi  
Hed．Univ．）  
E．Nohar8，T．SallO（事1），  
F．Shiraishi（■2）  
（★】伽Viro几．Chel】．DiY．  

）  

Ⅹ．仙）har8，  
H．他k8uChiい1），  
S．Spiegel（◆2）  
（■汀凱血血l伽iv．，  
事2Georget8Wn UniY．）  
N．払t8y8ma（■1），  
0．Nohara（事1），  
H．Horiy8ma（■1），  
月．fujimaki（■】Jikej  
UniY．）  
H．Fujilm8ki，  
0．Nohar8（り），  
T．lchinose（t2），  
N．W8tanabe（◆1），  
S．S8ito（事1）  
（暮】山keiUni▼り  
事2Reg．Environ．Di▼．）  
H．Fujim8ki，  
0．Noh8r8（＊1）  
（■1Jikei伽iY．）  
藤巻秀和  

E－ 23  血＝MtiY8tion－8SSOCiated g8喝1iosidein  
rat thymocyte5  

Glycosphingolipids of rat T cells．  
Predomin8nCe of Asialo－GIIland GDIc   

J．Eiol，Che【n．  24997－25000  1993  

E－ 24  Biocheln．  33（15）  466ト4666  柑94  

E－25  Atte叩t tOiso18telコ8St－CellE）reCurSOrS  
based an the differential sensitivity to 
UV－88nd‡－irradiation  

IL－4productioninmedi8Stin811如ph  
node cellsillniceintratrache811y  
in8tilled■ith dieseleェh肌St  
p8rticulates且nd antigen   

Toxic S11bst．一．  85－95  11994 

E－26  26トZ68  Toxicol．  92  1994  

Inhal．T【lXicol．  

血n11且1Revi帥  

呼吸器  
1g95（中外医学社，  
264p．）  
喘息   

医学のあゆみ■  
J．Occup．Environ．Hed．  

Changesin the re8pOnSe Oflunglm幻  
cellsisolated fro】℡r8tS and guine8plgS  
ex印Sed to nitrogen dioxide   

4．環境汚染とアレルギー  

藤巻秀和   

本田絹  
Y．Hon血，  
E．Del乙e11（■1）  
P．C01e（事り  

l．サイトカインと喘息  
ディーゼル排気粒子とIL－4藍生   
温暖化は死亡率に影響するか   
An叩血ted3tudy of＝Ort81ity among  

WOrker＄8t8petrOleum m且nuf且¢turing plant  

＊1伽iv．118b8∬8  
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気徹塁分子の  度分布測定の検討  
N，Sugimoto，A．Hinato  r［eterodyne spectroscopy using broadband  

Short－pUIselaser forlong－Path  
absorption me8Surement Or8t取口Spheric  
trace species   
Honitoring of atmospheric enviroⅧent  

u8inglaser remote sensingl¶ethods   
Retroreflector xith acute dihedral 

8ngles   
Tleterodyne spectT・OSCOpy uSirlg SpeCtral  

Spread pfさh（汀tJ85er Pu】5e．  

第17回国際レーザーレーダ，会議   
赤道西太平洋で観測された4一之O日周期擾乱   
丑aroclinicinstability of Eirchhoff’s  

elliptic vortex  

On the three－dimerlSioIlalinternalwaves  
eよCited by topographyin the flow of a  
Stratified fluid   

大振幅非線形波動とⅤorteヱbreakdown  

粒子粗面壁上の乱流構造と胞子の飛散   

33（7A〉  Jpn．J．Appl．Phys．  

N．Sugimoto   

N．Sugi】叩tO，A．HiれatO   

〃．Sugi爪OtO，A．Hi爪atD，  
Y．Saito【事り，  
A．Nomura（■1）  
（＊1Shinshu血iv．）  
杉本伸夫  
沼口敦  
T．Hiya乙akiい1），  
H．Han且Zaki  
（■1UniY．Electro－  
ColⅥmun．）  
Ⅵ．Hana乙aki  

花崎秀史   

黒瀬良一（霊1），  
小森僧（＊】），  
村上泰弘（■l），  
花崎秀史  
（（■1）九州大）  

Y．M．T8kay8bu  

Opt．Hethods Biomed  
＆Environ．Sci．  
Optics Lett．   

Jpn．J．Appl，Phys，  

265－268   

1660－1662   

L1602－い603  

19（ZO）   

33（118）  

23（2）   

27  
2fil 

レ▼サー研究  
月刊海洋  
J．Fluid Mech  

188－195  
16卜165  
253－271  

J．Fluid Mech．  

日本流体力学会誌「な  
がれ上  
目本流体力学会誌  
「ながれ」  

lt）9j  433－449  LargeSCale cloud disturbances  
associated vith equ且tOri且1w8VeS，  
PartI：Spectralfeature50f the cloud  
diざtUrbance5   

L孔rge－SCale cloud distlエーb8nCeS  
associ8ted with equatorialY8Ve8，Part  
lI：We5tWard－prOpagatinginertiローgraVity  

WaVeミi   

Eye－5afe compact打ie sc8tt即inglidar  
using8口iode－laser－pumped Nd：Y九Glaser  
for me8Suring the8tInO5plIeric bound8ry  
layer   
土壌モデルの地中下端境界条件が地表面にお  

ける長時間の熱および水分交換過程に及ぼす影  
響－1次元大気塊界層一陸面モデルを用いた感  
度分析一   

Experiment81studies of ozo爪e depletion  
by CFC’s，ⅠげC’s，HCFC’s，and CH3加by  
uslng86－mつ photochemicalchamber   

J．Meteor01．Soc，Jpn，  ト 23  

11994 451－465  J．Meteqrol．Soc．Jpn．  72  Y．N．Takayabu  

33（12A）  1994  6569－6571  Jpn．J．Appl．Phys．  Ⅰ．Hatsui，  
H．Rubomu一礼（◆1）、  
打．Im8tO（事1），  
N．Sugi【町tO（tlNEC）  

光本茂妃，  
江守正多（■1），  
阿部寛蘭（＊ll  
（書l東京大）  

軋lねshida，T．Imamura，  
H．b8ndoY（書1）  
（tlVniv．Osaka Pref．）  

F－ 25  

1994  水文・水資源学会誌  （4）  Z59－267  F－ 26  

The13th UOE11Int．  
Natl．S叩p．＆The2nd  
Pan Pacific Coop，  
Sy叩．lnpact  
Increased UV－B  
Ex叩Sure Human  
Health Ecosystem（Y．  
Eodama＆S．D．Lee ed．  
，Ⅵniv．Oc飢patiロnal  
Environ．打e乱1th  
Japan，348p．）  

割  
環境科学（環境情報セ，  
朝食笥店，160p．〉  

ニュー茨腰  
緑の読本  

，  

一蕗ケ捕一（STEP，  
16Zp．）  
Water Science and  
Technology  

F－ 27  

1994  102－107  

オソン層の形成と地球環境におけるその役 ，オゾン層破風影笥と対策   鴬田仲明  F－ 28  

水土壌圏環境部  
柏崎守弘   
柏崎守弘  
柑崎守弘  

0．Nagafuchiい1），  
T．Inoue㍉，Ebise  
くtl†血那加  
Inヨt．He81th  
Environ，5ci．）  
A．Im8i，R．Onuma（■1），  
Y．Inamori（雷2），  
R．Sudo（事5）  
（■1Univ．Tsukuba，  
■ZReg．Environ．Div．，  

G  

6一】  
G－ Z  
G－ 3  

G－ 4  

26り）   
31  

】994  

1994  
1994  

1994  

26－27  
1ト17  
35－119  

13ト144  

愚ケ浦のシンボル「ひようたん島」の闊想   
水生植物を使った池の浄化   
生産者・消費者，分解者，亀ケ涌の盲栄課化  

市ケ浦の大規模洩浬   

Rur10ff pattern of F）eSticides from paddy  
fieldsin the catchnent area of Rikilnaru  
reseT・VOir，Japan  

Biodegr8dation札nd ad8ロrptionin  
refractory leachate treatnent by the 
bi01咤ic8l8Ctivated c8rbDnfluidlヱedbed  
prOCeSS  

1995  687－694  恥teI，Res．  G－ 5  

■JTohoktl【rniY  

一156一   



F．Okada（■1），  
R．”ishilDa（■1），  
H．Uchiyama，0．Y8gi  
（■1Et】ar8Re6．Comp，）  
内山裕夫  
内山裕夫，矢木修身   

内山裕実  

内山裕実   

宇都宮陽二朗   

宇誹宮陽二朗，  
杉本幸男（■1）  
（＊1大野市歴民資料館）  
海老瀬潜一  

海老瀬潜一，井上隆信  
海老瀬清一  

海老瀬清一  

木村強，江崎哲郎（tl）  
l■1九州大）  

Polycyclic Ar01□atic  
Hydrocarbon  
Compound5（LeJis  
Publ‥525p，）  
学術月報  
バイオサイエンスとイ  
ンダストリー  
微生物機能の多様性  
（学会出版センター，  
5Z6p．）  

生物工学会誌   

CICSJ8ull．   

地図  

decompo－Sition aetivity of Hethylocystis  
印．H during b8tCh culture  

バイオリアククーによる地下水浄化   
揮発性有機塩素化合物を分解する微生物  

メタン質化性菌と環境浄化  

バイオレメディエーションの微生物学的課題  
一メタン酸化細菌の場合一   
帯塁による地球環境の解析一地球表面の情報   
把握とその分析   
幕末における一舶来地球儀一笑国BETTS社製  

携帯用地球儀について一  

湖沼の貯溜特性と物質の流入過程，湖内の水  
質・底質分布特性と浄化機能の強化領  

水環境中の農薬流出量評価のための調査研究   
水をきれいにして自然に返す一水辺の水質汚  

濁と点源・非点源汚濁対策  

汚濁源としての集水域  

不規則な表面形状を有する岩盤不連続面のせ  
ん斬破壊特性   
接触面積の異なる岩石割れ目を透過する弾性  

波の減衰特性   
乾燥・浸潤過程での岩石内の水分移動に関す  

る実験的研究   

47（5）  
52（11）  

G－ 7  
G－ 8   

G－ 9  

G－10   

．GJll   

G¶12  

G－13  

G－14  
G一】5  

G－16  

G－17   

G－18   

G－1g   

G一 之O  
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4
 
 

自然の浄化機梢の強化  
と制御（楠田哲也編著，  
技報堂出版，Z42p．）  
資源環境対策  
省資源・リサイクル社  
会の構築（ぎようせい，  
330p．）  
ひとと湖とのかかわり  
一環ケ浦－  
（STEP，167p．）  
土木学会論文集   

資源と素材   

資源と素材  

環境資源と海相システ  
ム（竹内和彦，  
恒川箱史編著，  
古今書院，219p．）  
地球環境ハンドブック  
（不敬敬一飽編著，  
朝倉召店，634p．）  
西南学院大学児童教育  
学論集  
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恒川鴇史  砂漠化の現状  

雪仙島唄火に伴う島原半島への19g2年3月か  
ら1994年4月までの降下火山灰  
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藤
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磯
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大
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一
哉
 
 （■1西南学院大，  

■2日本大，■3信州大  
■4アシー7航測〉  

陶野郁雄  23（2）  
23（Z）  基隠工 基礎工  

l  

106－110  
地球工学的な環境閻忽  
19g4年北海道東方沖他者による地盤災菖  

G一 之3  

G－ 24  
陶野郁 鈴木正  

鹿
茸
彦
樹
 
 

田
 
 

内 足立  
萩渾穀（■4）  

（■1道都大，  
■2竹中工務店．  
書3茨城大，＊4東京ゾイル）  

1994  
1994  

LoY18nds  
九州大学理学部研究報  
告地球惑星科学  

413－437  
103－129  

Land Subgidence Probl印SinJapan  
有明海北岸低地の第四系   

湯村弘志  
竹村恵二  
岩尾丑四  
三浦哲彦  
陶野郎慮  
■2川鉄商  
■4佐貫大  
陶野郁雄  学術月報   

1995年1月17日兵庫県  
南部地震  

発  
ンポジウム（1994）論文  
集  

地展時の液状化による地磐災害  

基調報告一旭磐工学の立場から一  

北海道南西沖地層において液状化によって  
生した噴砂の粒度特性  

（暮1九州工大）  

陶野郁雄   

足立雅樹（霊1）  
相野郁雄，  
規矩大義（事2）  
安原一哉（■1）  

い1茨城大，  
霊Z横浜国大）  
陶野郁虎  火山工学シンポジウム  火山工学の確立を目指して  
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S．Sugavara（＊1）  
（■1HeijiUniv．）  

宇郁官権（■1），  
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■Z国立公衆衛生院）  
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矢木修身，内山裕美  
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矢木修身   

矢木修身   

矢木修身   

矢木修身   

矢木修身，内山裕美  
矢木修身，内山裕美  
渡辺正孝   

生物圏環境部  
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K．Fujiya帆（■2），  
M．Sugita（t3），  
Ⅳ．Romdo（■1），  
R．Tanak8  
（■1Reg．Environ．Divり  
＊ZToho UniY‥  
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Seasonal variation of atnospherie 
concentrations of Pb and7Be at  
Tsukuba，Japan，Vith a possible  
Observation of Pb origir）8ting from the  
1991eruption of Pinatubo voIcano，  
PhilipplneS   
非汚染地城山間軌こおけるオゾンの濃度変化   

Hicrobiol．  

Geochelq．J．  G－32  

G－33  大気汚染学会誌  

バイオレメディエーション技術を用いる土壌  
・地下水汚染の浄化   
Biore皿ediation of trichloroethylene－   
tontaminated soils by a methane－  

utilizlng bacterium Methylocystis sp．HY   

水   

Bioremed．Chlorinat．  
polycyclic Aromatlc  
Hydrocarbon  
Compounds（L印is  
Publり525p．）   

日本水処理生物学会誌  G 38 養魚池から分煎した∫cenedes附S  
quadricaudaの増植特性  

E打ect Dr■lrradiance and Temperature on   
Photosynthetic activity of the  

Cyanobacterium”icrocystis spp．   

トリクロロエチレン等による汚染土壌と汚染  
地下水の浄化  

土壌汚染とその対韓  

バイオセンサーの活用  

組換え微生物等の活用と法制度  

組換え微生物等の野外利用と評価のあり方  

組換え微生物等の土壌マイクロコズムを用い  
た環境影響   
バイオレメディエーションによる環境浄化   
バイオレメディエーション技術   
地球項境にはたす削羊の役割  

Decre8日ein8CtiYity ofglutathione  
red11CtaSe enhance8paraqu且t8enSitivity  
in tr8nSgenic Nicotiana tabacum   
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477p．）  
水処理バイオ入門（産  
業用水調査会，ZZ7p．）  
水処理バイオ入門（産  
業用水調査会，2Z7p．）  
水処理バイオ入門（産  
業用水調査会，2Z7p．）  
水処理バイオ入F7一産  
業用水調査会，ZZ7p．）  
日本醸造協会誌  
ファルマシア  
混相流  

Plant Physi01．  

89（12）  

こ11り1   

8（3）  

107  

H－ 2   

H－ 3  
打一 4  

日－ 5   

＝一 6  

湖沼沿岸帯の生態系構造の特色、特に藻類群  
集の生産と窒素の取込みについて   
湖を読む   
ユスリカの仲間  

繍胞機能の計測手法に関する研究  

Diagnosis of trees by portable 
thermographic sy3tem  

1992日本河川水賢年鑑  
研究・参考編  
岩波書店  
原色図鑑 野外の毒虫  
と不快な虫（全国農村  
教育協会，33】p．）  
平成5年度科学技術庁  
垂託調査報告百  
Ⅰ爪missionsok010gisch  
e Forschung川  
Wandelder Z（！it  
川estarp  
Ⅳi8Sen5Cムaften．Z84p．  
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計測と制御  

959－969   

160p、  

43－55  

65－74   

Ⅰ4ト152  

1994   

1994  
1994  

1994   

柑94  

細胞・組織機能の計測と診断一可視～熱赤外  33（川）  855－860  
域のスペクトル  
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対策に関する日中共同  
の基礎研究一日中広域  
環境管理計圃の策定に  
貸するため一研究班平  
成4年度研究成果（総説  
・論文等）収録集（国際  
善隣協会，237p．）  
J．Phycol．  ル・9  N．Takamura，  

Y．Nojiri（■1）  
（■lGlobal  
Environ．Div．）  
高相典子  

商材典子  

高村典子  
N．T且k且mura，  
R．Ivata（■1），  
G．S．F8ng（■Z），  
X．B．Zhu（■2）．  
Z．F．Shi（■2）  
（■川ak8yama Univり  
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Fish．Univ．）  
洩蓬智子（■1），  
土梼昇（■1），田中凱  
鈴木彰（■2）  

（◆l千葉県立衛生短大，  
■2千重大）  

K．Tan8ka，T．Sano（◆1），  
K．Ishizuka（■1），  
K．Kitta（■Z），  
Y．Kawamura（t2）  
（■1Univ．Tsukuba，  
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Y．Kono（■1），  
H．Shibat8（＊2），  
K．Ad8Chi（暮2），  
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田中浄，竜野光子，  
久保明弘  
濱還智子（■1），  
土橋昇（■1），  
高居百合子（■2），  
田中軌鈴木彰（■3）  
（書l千葉県衛生短大，  
＊Z武蔵丘‡豆大，  
■3千葉大）  

濾過智子（■1），  
寓居百合子（■2），  
田中浄，鈴木彰（＊3）  
（■1千葉県衛生短大，  
■2武蔵丘短大，  
♯3千葉大）  

多田満，佐竹研一（事1）  
（■1地球環境研究グ）  
多田乳白石克明い1）  
（■1地域環境研究グ〉   

多田軋安嘉友巳（■l）  
（tl筑波大）  
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W．H．Ho（霊1），  
X．H．Li（■1），  
S．Ji8ng（▲】），R．Omasa  
（■1Chin．Acad．Sci）  
Ⅹ．Ⅵ．Ll（■1），7．¶at8ri，  
K．0【n8S8  
（書1Chin．Ac8d．Sci．）   

Picophytoplankton bioln8SSin relation  
tolake trophic state and the TⅣ：TP ratio  
Oflake waterinJapan   

覆ケ浦の植物プランクトン  

小さな博物館かはたす大きな痩割  

湖沼におけるピコプランクトン   
Feeding habits oflnixed cyprinid  

SpeCie5in a Chineseintegrated fish  
Culture pond：Changein planktivorous  
densityinduces feedingchangesin  
p18nktivorous carps   

439－444   30  

H－10  

日－11  

1ト】ご  

H－13  

ひとと湖とのかかわり  
一宿ケ浦ノ（STEP，  
187p．）  

信濃町立野尻湖博物館  
10年の歩み（信濃町立  
野尻湖博物β臼）  

グローバルネット  
Jpn．J．Limnol．  

30－34  

Z9  

．28－29  
131－141  

1994  

1994  

1994  
1994  

（41）  

55（2）  

ヒラタケの化学成分組成に及ぼす子実体原基 形成中期のオゾン暴惑の影響   
千葉県立衛生福大紀要  9－15  

Hl】5  

Co叩arison of properties ofleaf and root glutathione reduct8SeS■from5pinach   

Physiol．Plant．  353－358  

H－16  Lactate－Dependent KillirIg Of  
Eseherichia coli by nitrite plus 
hydrogen peroxide：A possible role of  
nitrogen dioxide  

他線環境変化ヒ清性酸素  

ヒラタケの化学成分組成に及ぼす栽培時のオ  
ゾン暴露の影習   

Årch．Biochem．  
8iophys．  

153－159  

和胞 一   

目本食品工業学会誌  

26（11）   

41（10）  

lZ－16   

705－708  

H－19  

ナメコの脂肪酸組成に及ぼす栽培時のオゾン 暴産の影響   
日本食品工業学会誌  41（10）  70Z－704  1994  

H－ 20   

H－ 21  

H－ Z2   

H－ Z3  

Epiphytic zoobenthos on bryophyte nats  
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Ch8ngeSin且bundance of benthic  

macroinvertebratesin8  
pesticide－COnt8minated riYer   
奥日光外山山麓における繁殖期の烏顆群集  

Grovth of several desert plants under 
ra叩rably contro11ed conditions   

Jpn，J．LilDnOl．   

Jpn．J．Limn01．  

日本馬学会誌   
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Symp．Study Mech．  
Desertificat．（Toyo  
Publ．＆Print．Co．，  
Ltd‥538p）  
Proc．Jl）MCllln．lnt．  
Symp．Study Mech．  
De5ertificat．（Toyo  
Pt】bl．＆PriIlt．Co‥  
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165－170  
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1994   
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u一之4  Compamtlve studles on photosynthesis  
and water re18tions of tYO SpeCies of  
lIaloxylon tJndeI・COntrOlled envirorlnerltS  
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塩谷雅人いZ），  
余田成男（■2）  

（暮1東京大，♯Z京都大）  
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st．Polar＆HaI，ine  
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dependentinterannualvariability of  
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strato8pheric ozone depletion  

人工衛星微量成分データ等の解析による極渦  
の空気交換過程の研究：庵渦の構造およぴその  
年々変動   
郡市環境と地球項境  

広域交通基盤の環境評価支援システムの開発  
と利用   

Japan’s engagementin global  
environlれentalresearch   
環境モニタリングにおけるリエンジニアリン   
グ   
地球温暖化に対する国際的取り組み  

1995年報告に向けた気候変動に関する政府間  
パネル（IPCC）の活動  

自在なあそび心か自然を身近にする  

情報スーパーハイウエイが地球を救う  

地球温暖化   

気候変動に関する破府間パネル（IPCC）報告召  
作業について   
地球環境政熊のための情報の集約と環境評価  

の方法論   

Proc．NIPIISymp．  
Polar Heteorol，＆  
Glaciol．  

l－13  1994  

成層應オゾン変化の気  
候への影響に関する総  
合的研究  
部巾と環境  
一現状と対策∵（ぎょ  
うせい，472p．）  
人間一環境系研究報告  
集   

Human Environ．   

GREEN81．UE   

地球環境ハンドブック  
（不破敬一郎編著，  
朝倉書店，634p．）  
季刊環境研究   

地球環境50の仮説  
地球環境50の仮i説（束  
縛大学出版会，2ZOp．）  
地球環境50の仮説（東  
海大学出版会，Z20p．）  
地球環境経済論  
（慶應通信，257p．）  
気候影響・利用研究会  
会報  
土木学会論文集Ⅵ  

ト 8  
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Ⅰ－15  
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1994  

1994   

1994  
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Z20p．   
4Z－45   

19（ト193  

17一  

2328   

1－14  

西岡秀三  

西岡秀三，  
森口祐一（＊l）  
（書1地域環境研究グ）  
S．Nishioka   

西岡秀三   

西岡秀三  

西岡秀三   

西岡秀三  
西岡秀三   

西岡秀三   
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部，霊2地域環境研究グ）  
西岡秀三  
西岡秀三   

西岡秀三  
西岡秀三  
西岡秀三   

西岡秀三  

ト21  
l－ Z2   

トZ3  
Ⅰ－ 24  

Ⅰ－ 25   

ト 26  

科学と国際政策決定の二人三脚   
地球環境問題はなにをもたらしたか   
一政策科学のフレームから丁   
地球環境研究の総合化と総合化研究   
気候変動防止と素材産業への影響   
地球環境容量の同定に向けて十岨球由境影響  

評価一   
環境指標の展開一項境計画への適用事例－  

19（10）  
13（3）   

31（3）   

34  
98（917）  

かんきよう  
ECOFORUH   

栗源環境対策  
まてりあ  
日本機械学会誌   

環境指標の展開一環境  
計画への適用事例－  
（内藤正明、森田恒幸  
代表書，学陽書房，  
207p．）  

環境衛生工学研究  

地球環境ハンドブック  
（不破敬一郎編著，  
開合書店，634p．）  
地球環境ハンドブック  
（不破敬一郎編著，  

16－17  
13－15  

7－1Z  
352－355  
244－246  

1994  
1994   

】995  

19p5  
1995   

1995  

絹本浩一，原沢英夫   

環境情報センター  
阿部重信  

阿誹垂†言  

地球環境モニタリングに関する調査  

中国  

環境モニタリングとトレーニング  
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J－ Z  

－161¶   



7．4 口頭発表  
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H．E8inum8，  
Y．Hatsuoka（＊l），  
T．Morita，R．【8i，  
H，Harasava（＊Z），D．Lee  
（■1Kyoto Univ‥  
■ZSoc．＆  

Environ．Syst．DiY．）  

甲斐沼美紀子，  
松岡譲（■1），森田恒幸  
（＊l東部大）  

H．Xainu】口8，  

Y．Matsuoka（■1），  
T．Horitaい1Kyoto  
Univ．）  

H，Eainu】町  
Y．陶tsuoka（■1），  
T．Morita（■1Kyoto  
Univ，）  

JDevelopner）t Of an erld－uSe・energy denarLd  
modelfor estimating CO2emission8  

Asi8n－Pacifficintegrated modelfor  
evaluating policy options to reduce  
greenhouse g且S emissions and glob81Yarming  
ilDp且CtS  

Workshop  
人dv．Methodol．Softwarein  
Decis．Support Syst．  
8th TOYOTIConf．  

Laxenburg  

Hikkabi   

地球温暖化影響予測モデルの開発  

The A5ian－PaCificintegrated model（人川）   

第37珂自動制御連合講演会  

EMF14：Integrated  
Assess．Glot】alClilD8te  
Change   

Theintert】ationaljoint  
corlference of the fourth  
l】；EEinternation孔1  
conference on fuz乙y  
systems and the second  
international fuzzy 
engineering synposiuln 
第2回JSRRシンポジウム   

6thInt．Congr．Ecol．  

大阪  

Laxenburg  

On the uncertainty of estinatir）g global  
Climat6change andits potentialimpacts on  
Vegetation   

横浜   

可知直穀   

N．Kachi，T．Okuda，  
S．X．Yap（■1）（事1Fore5t  
Res．Inst．Malays，）   

S．Ⅰ．lshikawa（■1），  
N，【achi（＊1Tsukuba  
Ⅵniv．）  

T．Okuda（■り，N．Rachi，  
S．【．Yap（■2），  
N．Hanokaran（■Z）  
（■1Re5．Dev，Coop．■ZFore  
St Res．Inst．Malays．）   

可知直穀，奥田敏統，  
椿宜高，S．X．Y且p（■1），  
N．〃an8karan（■‖  
（●1マトシ7森林研）  

J刀刀正行，渡辺正孝（tl），  
仁木拓志（■2），  
東胡三（■Z）  

（tl水土虎圏環境部，  
事2日木大）  

J刀刀正行，渡辺正孝（■1），  
仁木柘志（義之），  
東禎三（暮Z）  

い1水土壌乱乳酪郎  
＊2日本大）  
¶．Xunugi，T．帖kanoい1〉  
（■1Environ．Sci．Inst．  
Hyogo）  
叩刀正行   

Y．Sasano  

T．H£げaS8ka（事l），  
Y．〃eguro（■1），Y．Sa5肌○，  
T．T且kamura（■2）  
い1Tohoku Univり  
■2N8tl．Defense Ac且d．）  

T．T8kamur8（■1〉，  
Y．S8San（】，  
T．H8y且S8k8（◆2）  
（■1Natl．Defense人cadり  
■2Tohoku Univ．）  

革本植物における最適な地下部／地上部比：生  
態学の立場から   

Contrasted re写pOnSeS Of Dipterocarp  
Seedlings to且e8nOpy gaPin a troplCal  
forest  

Salt tolerance of plants in saline 
habitats andits ecologicalimplications  

Sp8ti81pattern of8dult trees and  
5eedling survivorship of Pentasp8don  
motleyiin且loY18nd rainforestin Malaysia   

唐津   

Hanchester  

6thInt，Congr．Ecol．  

6thInt．Congr．Ecol．  

ぬn（：hester  

Manchester  

a－10  林冠ギャップに対する2種のフタバガキ科椎樹  
の反応  

微生物によるDIISPの分解とpMSの生成（ⅠⅠ）   

1994年産地球環境研究統合推  
進費分野別研究発表今   

1994年度目本桐洋学会春季大  

つくば  

a－11  大宮  

日本分析化学会第43年会  
梅本中の有機硫黄化合物の存在状態（ⅠⅠ） DHSPの分解と DHSの動態－   

福岡   8－】2  

1nt．fed．Inf，Doc．47th FID  

千葉大学環境科学研究横網講  
演会  
3rd Circu叩01ar  
Symp．Remote5ensing  
Arct．Envirot】，  
17thInt．Las（汀RadaJ・Conf．  

Omiya  

千垂   

下airbanks  

Sendai  

6．10  

6．12   

6．5  

6．7  

8－13  

a－14   

8－15  

8－16  

Telec叩munic8tion netl10rk8for  
SpeCialistsin environ□lent81belong to  
government．andlocalgovernments   
海洋環境から見た地球温暖化   

11igh－1atitude8tratOSpheric trace species  
observation by theimprovedlimb  
atlnOSpheric8peCtrOmeter8board仙EOS   

Str8tific且tions and si乙e diミItributions of  

8erOS01s derived fr011日i皿Ultaneou8  
measurements Yithlidar8ndJ・adiomete門  

Tropo5pheric aerDSOlme8Surement8uSlng  
lidar，Sunphotoneter arld particle courLter  

17thI爪t，Laser Radar Conf．  Sendai  6、T  8－17  
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過  日  開催郡市  
Variatit】n Of  trop（〉Spheric8erOSOl  Jt．Heet．GlobalAtmos．Cheロー  Fuji－Yoshida  

T．Takamur8（●1），  
T．1kyasaka（■2）  
（■1Natl．Defen8e Acadリ  
ーZTohoku Univ．）  
伊藤裕康（■1），  

石原博成（■1），笹野泰弘，  
横田達也  
（＊周土通エフ・アイごと○－）  

Y．Sasano，  
H．Kanzawa（■1），  
H．Suzuki，T．Yokota  
（★lCent．GIDY81．Environ  
．Res．）  

秋葉弘子（■1），  
本構亮一（暮1），  
鈴木寛い1），中屋阻  
佐竹研一  
（書1東亜電波工業）  
中屋健，佐竹研一   

佐竹研一，中屋健   

佐竹研一，中屋健．   

新城昌一（嶋‖，  
関本均（＊2），  
深見元弘（書2），佐竹研一，  
境遇緩い2）  
（■l東京農工大，  
＊2宇郁宮大）  
M．Suzuki，T．Yokota  

深堀正志（霊1），  
青木忠生（■1），  

青木輝夫（■1），鈴木睦，  
森山降（＊2），  
石田英之（■3），  
池辺猛（■3）（霊Ⅰ気象研，  
■2NASDA，暮3東レ州－チり  
Y．Xojilna（＊1），  
H．Nakajil柏（■1）  
T．Horiyaロa（雷l）  
T．Aoki（書Z），H．Suzuki  
（■川ASDA，  
■2Heteorol．Res．Inst．）  
A．Kuze（■1），H，Suzuki，  
Y．Sasano，J．Tanii（書1）  
（■川EC Corp．）  
鈴木睦，横田達也，  
笹野泰弘，中村邦雄（■1），  
久世暁彦（■2），  
谷井純（■2）  

（＊1松下技研，  
■2日本電気）  
N．Katatani（■】）  
H．Suヱuki，T．Yokota  
（書1YamanashiUniv．）  
M．Suzuki，Y．Sas8nO，  
T．Ishigaki（■1），  
¶．Rlm】T8（■l），  
N．A柑ki（雷1），  
人．Matsuzaki（書Z）  
（■1H且tSuShita  
Res．1nstリ■ZItie Univ．）  

鈴木睦，中村邦雄（書1），  
笹野泰弘，久世暁彦（■2）  
（★1松下技研，  
t2日木馬気）  
鈴木睦，久世暁彦（書1），  
笹野泰弘，谷井純（■1）  
（■lNEC）  

久世暁彦（り），鈴木睦，  
笹野泰弘，谷井純（霊1）  

eltinction profile and optical thickness 
OVer Tsukuba，Japan，Observed by the NIES  
lidaI，  

ADEOS／ILAS衛星紋ポ柑ナ画一デ【夕処理運用シス  
テムを中心として－  

Char8Cteristics of theimprovedlimb  
且tmOSpheric spectrometer and validation  
experiment plan  

低電気伝革率試料のpH測定   

a－19  第2回衛生工学シンポジウム  札幌  

且120  Opt，Remote Sensing AtlロOS．  Salt Lake   
City  

a－ 2】  環境科学会Ⅰ994年会  

8－ 22  

8－ Z3   

a－ 24   

a－ 25  

キヤヒラリー電気泳動法による環境試料中の陽  
イオン及び隙イオン分析法の検討と応用   
杉の外樹皮・内樹皮・形成層・木質郡に含まれ  

る生元素の分布の特色   
杉の外樹皮・内樹皮・形成層巨木質部のPH分布  

の特色   
植物生育が土壌p鵠の変化に与える乾琶の評価   

環境科学会1994年全   

項境科学会1994年会   

環境科学会1994年会   

環境科学会1994年会  

つくば   

つくば   

つくば   

つくば  

6．11  

6．1】  

6．11   

6．‖  

High－SpeedIR forwardline－by－1ine  
retriev81sy8te】1forlimb obβerVation using  
ILAS onboard ADEOS spacecr8ft   

CO21．61上m吸収帯の吸収繚強度の測定  

5th Workshop ASSFTS，  

日本気象学会】994年春季大会  

8－ 28  

JaparI’s strategy for earth observati8n by SpaCeborneinfraredinstruments   

SPIE’s人nnu．Heet．San  
Diego’94  

San Diego  6．7  

Adv8nCed solar occult8tion technique for  
OZ8nelayerlneaSurel〔ent from satellites  

衛星センサーILAS←ⅠⅠ用高分解能エシュレ分光  
計の執念検討   

16th Sy叩．R印Ot色Sensing  
Environ．Sci，   

第ZO回リモートセンシンクシ  
ンポジウム  

Ⅹobuchト  
Z8Wa  

東京  

Preli【血ary Btudy on spike noise  
reJeCtion and trend8nalysi80f the  
Satellite sen80rlL＾S data  

Improved Limb Atmospheric Spectrometer，  
ILliS 

1994Int．Symp．Ⅳoise＆  
Clutter Reject．R8ders＆  
llnaglng Sensors  
Infmred Spacet）Orne  
Remote．SensingII  

Kaw且Saki  

San Diego  

「ILAS－‖」の概念検討結果について   電子情報通信学会  

太陽掩蔽法を用いた人工衛星からの成層圏CION  
O2の観測  

太陽掩蔽法を用いた人工衛星からの成層潟火山  
性硫酸液滴エアロゾルの観測  

1995年地球惑星科学関連学会  

1995年地球惑星科学関連学会  
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発 表 者  親  日  開催都市  
マレーシア低地熱帯雨林における木材の  つくば  

地川Che5ter  

L．G．カールトン（■l）  
（■1マレシア森林研）  

Y．T8ng，H．恥iEuⅢi（◆1），  
H．Sato（雷1），  
Ⅰ，Washitani（■2）  
（tlNatl．Inst．AgroEnvi  
ron‥書ZTsukuba Univ．）  
唐艶鴻，可知直軌  
古川昭雄（tl），  
M．AwangいZ）  

（事1生物圏環境部，  
■2マレーシアUPIt）  

Y．Tsubaki，  
〃．T．SJo抽y（暮1），  
T．Ono（■2）  
（■1Sheffield Univり  
＊2Kinjougakuin Univ．）  
伴宜高，松本和馬（■1）  
い1熱帯農研セ）  
永田尚志，江口和洋い1）  
（事1九州大）  

肌Jねgata  

Carbon gain and uater balanee in 
transientlightin Cコand C41eaves grown  
under shade and sun conditions  

熱帯雨林の林床における光環境の時空間豹変動  
性   

6thlnt．Congr．Ecol．  

a－ 38  1994年度地球環境研究給合推  
進費分野別研究発表会  

つくば  

Re－COpul且tion and post－COpulatory mate  
gu且rdingincreaseimmediate remale  
reprDductive outputin the dragonfly，  
Nannophya pygmaea  

ギフ 
ぎ 
マダカスカルの鳥類群集一鳥たちの乗り遅れた  

鳥一   
丁rade0汀如tⅣe即亡びrrent and fu七日re  

reproductive succes5in the皿OnOgamOuS  
Styan’s gr且SShopper Yarbler，Locuste11a  
pleskei   
Changes of for8glng guild structures of  

understory bird con.unity in virgin and 
distrurbed r且infore5tS at peninsula  
Iね1ay5ia  

利根川氾濫剛こおけるオオセッカのテリトリー  
分布   

オゾンとエアロゾルの同時観測（速和）；大洗，  
1993年12月   

5thInt．8ehav．Ecol．Congr．  Nottingham   

日本動物行動学会第13回大会   

第4回日本熱帯生態学会大会   

5thJ爪t．8eh8V．Eco】．伽ngr・．  

大阪  

つくば   

Ⅳottiriglはm  

H．Nag8ta，  
▲．H．Idris（★1）  
Z．A．H．Ahmad（書2）  
（■1Univ．Halaya，  
■2Univ．Xebangsa8n，  
Ma18ySia）  
永出尚志   

岩坂重信いl），  
林政彦（■1），  
長谷正博（暮1），  
中田蔑（■1），  
松永捷司（■1），  
長日和雄（■l），中根英昭，  
宮川幸治（■2），  
沼田典之（■3），  
土屋政義（事4）  

（霊1名古屋大，＊Z気象庁，  
■3エアロソ■ル研，書4シク■マテック）  
n．Ⅳak且ne，  
N，SugilnOtO（書1），  
S．ぬyashi血（■Z），  
Y，S8SanO，1．Hatsui（事2）  
（■1Atmos・E爪Ⅴron・Di▼り  
事2Nara Vomen s Univ．）  
Y．lv8Sak8（■1），  
H．Hayashi（＊1），  
T．Shibata（＊1）  
K．Matunaga（暮1），  
れ恥gatani（fり，  
H．Nakada（■1）．  
Ⅰ．¶ori（■1）．T．Ojio（tl），  
H．Fujiwar且（＊Z），  
E，Akiiyoshi（■2），  
S．Yasum8tu（◆2），  
R．Yamaz8ki（■3），  
R．Kondoh（＊4），h．Nak且ne  
（＊川ag（〉ya伽iv‥  
●2Fuk110k且Univ‥  
■3Heteor01．Re3．In8t‥  
事4JPⅣ．Meteorol．Agency）  

岩坂泰倍（◆1），  
柴田陳い1），林政彦（書1），  

21stlnt，Ornithol．Congr．  Viena  

1994年度日本馬学会大会   

日本気象学会1994年春季大会  

8 46  Five years lidar observation of vertical 
profile80f stratospheric ozone at NIES，  
Tsukuba（360〟，Ⅰ40寸E）   

17thlnt．Laser Radar Conf．  Sendai  6．7  

a 47  Transport of Pinatubo aerosoIs to arctic  
rigionlidar mesurements at Alaska，Winter  
1991／1992  

Sendai  17thInt．Laser Radar Conf．  6．7  

窮11回エアロゾル科学・技術 研究討論会  

豊中  北極圏での成層圏エアロゾルの観測  a－ 48  

足立宏（雷1）， 藤原玄央（■2），中  
■】名古屋大  
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槻催郡巾虻  題  目   
福岡  日本気象学会1994昨秋事大会   北極圏ライダー現況囁Ⅰ：  

柴田隆（＊1），  

松永捷司（■1）  

島田和雄（■1），  

林政彦（■l）  

小塩哲朗（■1），  

酒井匂いl），足立宏（書l）  
藤原玄美（＊2），中根契椚  
近藤孝治（■3）  

（事1名古屋大，■2福岡大．  
■3高層気象台）  
小竹知妃（■1），  

福西浩（＊1），中根英昭  
（書l東北大）  

H．Ⅳakane，  

S．Hayashidaい1），  
Y．Sasano，l．Hatsui（＊2），  
n．Kanzaw8（書3），  

H．▲kiyoshi，  
M．Koide（叫），  

T．Kotake（叫），  
M．T8guChi（珂），  
K，FukunLsbL（t4），et at  
（…araWomヲn’suniv・・  
▼2Åtmos．EnvlrOn．Div．，  
＊3Cent．Global  
Environ．Resり＊4Tohoku  
Utliv．）  

Y．1vasaka（■l），  

T，Shibata（＊l），  

H．Adachi（＊Ⅰ）  

M．Fujiw8r8（■2），  
R．Shiraishiい2），  
R．M－KoI】doh（＊3），  

H．Nakane（■1Nagoy8  
univり♯2Fukuoka Univ‥  
t3Jpn．Heteorol．Agency）  

日本気象学会1994年秋季大会  

Int．Symp．Polar＆  
Tr叩．Atmos．  

1992年北半球冬期におけるポテンシャル渦度と  

オゾン混合比との相関解析  

Stratospbere data analysis system8tⅣIES   

Lidar measurelnentS On StratOSpheric  
8erOSOIs at Alaska；effect of polar vortex  
叩eandering   

Int．Symp．P01ar＆  
Trop．Atmos．  

lnt．Symp．Po18r＆  
Trop．Atmos．  

H．Nakane，  
S．Hay8Shi血（■l），  
Y．Sasano，1．Hatsui（◆2），  
H．Kanzawaい3），  
H．Akiyoshi，  
M．Koide（■4），  
T，Kotake（書4），  
H．Taguchi（霊4〉．  
H．Fukunishiい4），  
et．al．い1Nara  
Women’s collり  
♯ZAtmos．EnviT・On．Div‥  
霊3Cent．Global  
Environ．Resり＊4T8hoku  
Univ．）  
中村岳史（■1），野尻幸宏  
，大槻晃（書1）  
い1東京水産大）  

Stratosphere data且nalysis＄ySten at NIES   

霞ケ哺における溶存メタンの酸化1Ⅰメタン酸化  
活性の季節変化  

南ケ哺における溶存メタン濃度変動  

大気中における二酸化硫舜の酸化反応   
Formation of organic peroxides by the  

reactions of ozone or OH vith81kenes   

日本陸水学会第59回大会  

日本陸水学会節59匝】大会  

酸性雨講満会  
Workshop on LocalAir  
Pollut．in Rapidly  
DeY．Countries  

八∃三子  

八王子  

大阪  
Chengde  

6．9  

6，p  

6．7  
貰∴ 再  

a－ 54  

8－ 55  

a－ 56  
a 57  

野尻奉宏，中村岳史（暮l），  
大槻晃（＊1）  

（■1東京水産大）  
畠山史郎  
S．Hatakeya】口a，  

”．Lai（書Ⅰ），S．Gao（＊2），  

K．Muranoい1Tokyo  
UniYり■2Chongqing  
lnst．Environ．Sci．Honit  

．）  

H．Yamato（■1），  

S．Hatakeya】皿，E．Mur8nO，  
H．Aki爪OtO（■Z），H．Huk8i，  
et al．い1Gunma Univり  
♯ZUniv．Tokyo）  

畠山史郎，村野膵太飽  
け．Hara（＊1），  

S．NakasatoいZ），  
S．Hat且keyam8  
（霊1Inst．Public Health，  

Chengde   Workshop on LocalAir  
Pollut．in Rapidly  
Dev．Countries  

化学工学会つくば大会  
Jt．Meet，GlobalAtrrLOS．Chem．  

Aircraft observation50f aerosoIs over the East A5ia   a－ 58  

つくば FujトYoshida  

6．7  
6．9  

酸性雨の生成機縞と原因物質の大陸からの輸送   
Aqueous－phase oxidation of S（川）by  

CH30011at pHl－2  

a－ 5∈l  

a－ 60  

alma Gakuin Ut】iv  
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開催郁子†j  
lierosols 
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雷4大阪府立大）  
大和政彦（＊1），畠山史郎，  
村野健太乳用中浩l■2），  
坂東馴■3），秋元肇（呵），  
石坂隆（■2），西川雅高，  
酒巻史郎（■5），  
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■2名古屋大，  
■3大阪府立大，事4東京大，  
事5大気圏環境部）  
沈柏圭（■1h姜昌惑（暮2），  
許哲九（暮3），畠山史恥  
村野健太郎  
（■1韓国科学技術院，  

Airbornemeasureme几tS Of SO2inma∫ine  
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OH radic且18－initiated photooxid＆tion of  
isopTene：血esti恥teもf globalCO  
production   

Jt．〃eet．GlobalAtl口OS．Chem．  

8th CACGP／2爪dIGAC Symp．  

Fuji－Yoshida  

Fuji－Yoshida  

右機過破化物の測定一点近江冒されている二次  
汚染質の測定の一例として   
自然起源炭化水素からの過酸化物の生成とその  

影響  
1GAC調査（lト94年3月調査の概要ヒそのSO2，  
OJ－  
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8－67  

IGAC粛査（2）一日本周辺における窒素酸化物濃 度の分布－  

第35回大気汚染学会  盛岡  6．11  

8－68  IGAC調査（4）一日本軌黄海上空および隠岐での  
PA州sの観測一  

第35回大気汚染学会  盛岡  

a－69  
IGIC調査（5）一審先に中国大陸から対流圏を輸 送されるエアロゾルー  

第35回大気汚染学会  

第35回大気汚染学会  
IGAC調査（10）一輪国済州島における地上観測デ ーター  

盛岡  乱一 7（I  

■Z済州大  
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IGAC調査 の特性－  大石興弘く霊l），  
宝来俊一（雷2），  
山下敬則（■3），  
穴井功一（■4），  
森崎澄江（璃），  
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7），畠山史臥  
村野健太郎他  
（■1福岡県保健環境研，  
t2鹿児島県環境セ，  
＊3長崎県衛生公告研．  
■4佐賞県環境セ，  
■5大分県稲生環境セ，  
■6熊本県衛生公害研，  
■7宮崎県衛生環境研）  
豊作欣一（＊1），  
宝果俊一（■Z）．畠山史臥  
村野健太郎，  
溝口次夫（■3）  

（■1鹿児島県環境セ，  
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事3国立公発衛生院）  
畠山史郎，村野健太臥  
向井人史，酒巻史触（■l），  
坂東博（♯2），  
渡辺征夫（■3），  
田史茂（■4），  
大和政彦（暮5），  
秋元肇（■6）  

（事1大気圏環境臥 
■Z大阪府大，  
◆3国立公衆衛生院，  
●4慶応大，■5群馬大，  

a－ 72  

IGAC調査（Ⅰ2）－奄美大鳥及び紫尾山におけるオ ゾン測定－  

第35回大気汚染学会  

8－ 73  航空機による日本海上空の酸性雨原因物質の観  環境科学会1994年会  

雷6東京  大
 
 

a－ 74  畠山史郎  村野健太郎  九州南西沖東シナ海上空の大気汚染物質の分布  日本化学会第8g春季年会  
向井人史，酒巻史郎，  
坂東博（＊1），  
渡辺征夫（■2），  
田史茂（■3），  
大和政彦（■4）．  
秋元肇（■5）  

（■】大阪府大，  
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＊5東京大）  

原島省，宮崎忠臥  
御前洋l霊1），  
浅井信吉（＊2），  
鈴木孝雄い3），  
輿石翠い4），  
中谷宰廣（■5），  
稲見粛（■6）  

（＊1海中公園セ，  
■2筑波大，  
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津田良平（■2），  
紀本葉志（■3）  

（■1海削ヒ研，■2近鎗大  
◆3相木電子）  
A．肘8r8Shim且  

且一 75  サンゴ礁のモニタリング（1）水中分光押度計測   1994年度目本海洋学会春季大  
丁三  

大宮  

8－ 76  

日韓フェリーによる海洋現像モニタリング（4） 栄養塩の時空間変劇   

1994年漫日本海洋学会春季大  大宮  

8－ 77  

商用舶を利用した削羊の生物地球化学的高密度 連続観測   海洋理工学会平成6年度春季 大会  

東京  

a－ 78  

Honitoring of the tine5eries8nd sp8ti81 Vari8bility of biogeochemic81p8rameterS  恥rkshop Honit．肋rine  
ErlYiron．ⅣortI卜Ve8t  
Pacific  

Toyooka  

SeaW8terintake ofJa  an－Korea Ferr  
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題  目  開催都制  
A．Harashim8．  
R，Tsuda（事1）  

Y．Tanaka（■1），  

T，【ilnOtO（■2），  

T．Hagiwaraい3）  
（事1RimkiUniv．，  
■ZRes．Inst．Oceanochem  
，＊3Global  
thviron．Forum）  
A．Har8Shil旭，  
R．Tsuda（事1），  

Y．Tanak8（＊l），  

T．Kin10tO（＊Z），  

H．Tatsutaい3），  
T．Hagiwara（事4）  
（◆1KinkiUniv‥  
■2Res．In5t．Oce8nOChem  
＊3Jpn．Weather  
Assoc．■4Glot）al  

A high－reSOlution biogeロChe山cal  
monitorlng and assesslng Of enYiron爪ental  
Changes using ferry boats   

Qingdao  1nt．Symp．LMEs Pac．Ocean  

from the marginalsea5tO the subtroplCal  

Ferry－based t）iogeochemicalmonitoring      gyre  

PICES－STA VDrksbop  
Monit．Subarctic Pac．Ocean  
Conjunct．PICES3rd  
Annu．Heet．  

Environ．ForulD）  

原田茂樹，渡辺正孝（■1）  
越川海（▲Z），  
木幡邦男い3），功刀正行  
（■1水土壌圏環境部，  
■Z東京理科大，  
■3地域環境研究グ）  
越川海（■1），原田茂樹，  
渡辺正孝，佐藤一省い1）  
（tl東京理科大）  
原田茂樹，越川海（■1），  
渡辺正孝い2），  
佐藤一省（■1），  
（＊1東京理科大，  
t2水土壌鱒環境部）  
H．仇1k8i，A．Tan8ka（■1），  
T．Fujii（■1），  
E．Nakata（＊2），  
H．Yasutake（■Z），  
M．Sakaniwa（霊2）  
（りEnviron．Chem．Divり  
■2Tsukub且Univ．）  
れ．Nakano（書1），  
†．T8naka（暮1），  
E．Y8maguChi（■1），  
T．Tatano（◆1），  
H．W8ku（■1），H．仇bi，  
H．Hara（■2）（雷1Shilnane  
Pref．Inst．Public  
Health＆EnYiron．Sci．  
tZInst．Public Health）  
村野健太郎  
相野健太郎，畠山史郎  
村野健太郎  
大石典弘（■1），  
宇都宮彬（■1），  
下原孝幸（■1），  
村野闊太如  
い1福岡県保健環境研）  
松本光弘（◆1），  
相野健太郎  
（■1奈良県衛生研）  
梶井先約（■1），  
秋元李（雷1），  
薩摩林光（事2），  
太田宗康（■Z），  
中尾允（■3），  
金城義勝（■4），  
村野健太郎（■1東京大，  
●Z長野県衛生公害研，  
事3島根県衛生公告研，  

大宮  6．4  】つCトレーサーを用いた海洋メゾコズム中の  
C且rt）OnCycleに関する研究その4  
1991年のメゾコズムにおける炭素収支  

1994年度日本海洋学会春季大  
a－ さ1  

海洋メソコズムヘの1〇c  
直接添加による炭素の移動・循環に関する研究そ  
の11〇cの存在形態の綬時的変化   
海洋メゾコズム中の生態系遷移と炭素循環に関  

する研究3．表層・下層の炭素循環の比較   

1994年度目木海洋学会春季大   熊Z9回目本水環境学会年会  

Seoul  

Continent Observedin Snow SamplesinJapan   Air pollutants origlnating from Asian  
4th．Int．Conf．AS九人Q  a－ 84  

FujトYoshida  8th．CACGP／2ndIGAC  
Symp．FujトYoshida，Japan  
Sep．1994  

Deposition8ndinflow sources of  
non－SeaSalt sulfatein Shilnane  
Prefecture，Japan  

a－ 85  

大阪  
つくば  
名古屋  
盛岡   

6．7  
6．T  
6．10  
6．11  

酸性霧による影響の特徴と日本での実態  
醒性秀の実態  
酸性雨問題の現状と対策  
ガス・エアロゾル成分及び降水成分の季節変化   

酸性雨講演会  
化学工学会つくば大会  
日本化学会窮68回秋季年会  
第35回大気汚染学会  

8－ 86  
a－ 87  
a－ 88  
a－ 89  

第35回大気汚染学会  

染35回大気汚染苧会  

奈良における乾性沈着  

G入C調香（7）一入方，隠岐および沖縄におlチるオ  
ゾンおよび一酸化炭素の観測一  

暮4沖縄県環境分析t  
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発 表 者  学会等名称  題  目   
35回大気汚染学会  一沖縄・辺戸岬におけるオ   

比嘉尚哉（♯1），  
与儀和夫（♯】），  
村野健太郎，畠山史郎，  
秋元肇（tZ），  
溝口次夫（事3）  

（暮1沖縄県衛生環境研，  
■2東京大，  
■3国立公衆衛生院）  
薩摩林光（■1），  
内田英夫（霊1），  
佐々木一敏（■1），  
鹿角孝男（霊1），  
太田宗康（■1），  
栗田秀買（■2〉，  
村野膵太郎，畠山史郎，  
秋元撃（＊3），  
梶井克純（t3）他  
（＊1長野県衛生公害研，  
■Z長里ヂ県，■3東京大）  
金城義勝（■1），  
比嘉尚哉（書1），  
与儀和夫（■1），  
村野健太郎，畠山史郎  
（＊1沖縄県衛生環境研）  
及川紀久慮（■り，  
村野健太臥  
榎本保典（■2），  
和田健一（■3），  
渚†呆保（■4）  

（■1酸性雨自動分析儲眉  
研究会，＊2柴田科学，  
■3日木タ○イ拍クス，  
書4横河ア川ティかル）  

村野健太蝕，畠山史郎，  
蒋口次夫（霊1），  
久芳奈遠美（■2），  
岡田誠（■2）  

（◆1国立公衆衛生院，  
■2CRC総研）  
T．Morit且，H．Kainuma，  
Y．Hatsuoka（事1）  
（＊1Kyoto Univ．）  

森田恒幸  
森田恒幸   

森田憎幸  
Y．Matsuok且（■1），  
T．Horita．H，Ⅹainuma  
（◆1Xyoto Univ．）  
T．¶orita，H．Xainum8，  
Y．蜘tsuoka（■1）  
（■1Kyoto Univ．）  
T，Morita   

森田恒辛   

T．Horita  

度変動について（ⅠⅠ）－  

第35回大気汚染学会  

IG人C調査（13）－八方尾根におけるオゾンと二次 物質の挙動▼  

辺戸岬の雨水特性について  第35回大気汚染学会  

a 95  

ICを組み合わせた酸性雨自動採取分析装置の 開発（第5報）   

第35匝】大気汚染学会  

東アジア地域のアンモニ≠発生フラックスマッ プ（Z）   

a－ 96  環境科学会1994年会  

8 97  

a－ 98  
8－ 99   

a－100  
a－101  

a－102  

a－103   

8－104   

a－1（〉5  

a－106   

ユー107   

a－108  
a－109   

a－110  
a－111  

Recent scenario＆n81ysis of GHG emissions  
and warlDingimpactsin the Asian－Pacific  
region by u3ingllII   

土地利用・モビリティ・エネルギー効率   
我が国の二酸化炭素排出削減における国際協調  

策の紹済的効果に関する研究   
今、地球温噴化問展はどう動いているか   
Anirltegrated modelof globalvarIロingin  

the A5ian－Pacific region（人用）／Focus on  
i】叩aCt mOdeling   
Anintegrated modelロf globalwarmingin  

theÅsian－Pacific region（AIIl）／Focus on  
elDission modeling   

Emission scenarios and nucle8r energy  

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の活動と  
今後の政策研究の方向性  

Integr且ted】□Odeling for the Asi8nP8Cific  
region  

環境と共生するシステム構築のためのホリステ  
ィック・プランニング   
A8ian－Pacificintegnated model  

地球環境閤周を考える   
最近の地球温暖化モデリングの動向について  

エコトキシコロジーの重要性について   
大気吸収スペクトル計算における吸収線wingの  

計算範囲決定方法について  

太陽掩蔽法センサデータからの大気徽丘成分高  
度分布の簡易導出法  

Workshop Adv．Hethodology  
SoftY8re Decis．Support  
Syst．  

日本計画行政学会  
支離省科学研究声補助金特別  
推進研究会  
国際政策フォーラム月例会  
3rd．J川．－U．S．Workshop  
Glob，Change伽del．Asses5．   

3rd．JPN．－U．S．Workshop  
Glob．change Hodel．人5SeSS．   

Int．Sylnp．Global  
Env．仙clear Energy Syst．  
環境フォーラム・ジャパン研  
究会  
UNUIJDrkshop  
Eco－re5truCturing  
Sustainablel）ev．  
日本計画行政学会関東支部研  
究集会  
Sec．Int．恥rkshop ECO ASIA  
Long－ter11PROJ．  

茨城県県民集会 
日本開発銀行設備投資研究所  
研究会  
エコトキシコロギ一研究会  
第20回リモートセンシングシ  
ンポジウム  

第17回日本リモートセンシン  
ク学会  

Laxenburg  

東京   
京都  

東京  
Honolulu  

Honolulu  

Susono  

東京  
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発 表 者  開催都市  
センサデータからの  気微塵成分  Zl回  リモートセンシンク部  東京  

花泉弘（■1），横田達也  
（●1法政大）   

地域環墳研究グループ  
安藤満，張季平（■1），  
茅志成（■1）  

（■1中国南京鉄道医学院）  
安藤蒲，田村憲司，  
山元昭二  
Ⅹ．q．Chen（■1），”．人ndo，  
S．R．CaO（＊1），  
S．Z．Sun（■1）  
い1IEIILChin8）  
安藤浦，田村憲司，  
松本理，李宇鱒（り），  
陳雪背（■1），曹守仁い1）  
（■岬国環境衛生衛生研）  
長鳥誠（tl），横田浮（■1），  
市瀬草道，嵯峨井勝，  
葛西宏（■1，■2）  
（■1国立がんセ，  
暮2産業医大）  
市瀬孝追，嵯峨井勝  

度分属の簡易導出法   合一第2回リモートセンシン  
クフォーラムー  

第64回日本衛生学会総会  

第43回目木炭村医学会学術総  

20thInt．Soc．Fll】Oride Res．  

b  

b－ 1  

b－ 2   

b－ 3  

熱ストレスによる脂質過酸化障害と防御系酵素  
の誘導  

農薬の生体影響評価の国際比較   

Irthalation toxicity of suspended  
particulate fluoride  

中国北京巾と東京都における大気汚染・屋内汚  
染レベルの検討  

ディーゼル排気微粒子（DEP）気管内授与による  
マウス肺DNA中の8一ヒドロキシデオキシグアノシ  
ンの生成  

ディーゼル排気微粒子（DEP）及び  
4－nitroquinoline卜oxide（4NQO）  
によるマウスの肺癌発生に及ぼす高脂肪食とβ－  
カロチンの影響   

ディーゼル排気微粒子（DEP）の生体影響：7稚  
肺胞洗浄液申の炎症細胞の変化と病理組織学的変  
化   

種々の塩漬度，水素イオン濃度，温度における  
トリプチルスズおよぴトリフエニルスズの飽和溶  
解度の測定   

b－ 4  第35回大気汚染学会  盛岡  6．11  

b－ 5  弟5Z回日本癌学会  仙台   5．10  

b－ 6  第53回目本疫学会  

b－ 7  

b1 8  

b－ 9  

b－10  

巾瀬孝道，熊谷真人，  
嵯峨井勝   

稲葉一穂  

K．Inab且  

相葉→穂，  
S．Muralidhar8n（＊1），  
H．Freiser（霊1）  
（書IUniv．1rizona）  

金岡永（事1），  
近山憲章（■2），  
福武朗子（■3），  
杉浦則夫（■4），欄森悠平  
須藤純一（■1）  

（■1東北大，  
■2日立化成テクノ70ラ州，  
■3東邦大，  
叫茨城県企業個）  
稲森惜乎，金周永（■1），  
須藤隆一（■1），  
近山憲章（■2），  
橋本貴行（■3），  
杉浦則夫（■4）  

（事1東北大，  
成日立化成テ卯70ランl，  
■3筑波大，  
■4茨城県企業鰯）  
金岡永（■り，  
須藤随一（霊1），  
格武朝子（事2），  
近山悪事（雷3），  
杉浦則夫（事4）  

（■1東北大，■2東邦大，  
■3日立化成テクノ70テント，  
■4茨城県企業局）  
中村智明（■1），  
戎野健一（書1），稲森烙平  
石黒智彦い2），  
須藤隆一（暮3）  

（■1東邦大，  
■2日本環境衛生t，  
＊3東北大〉  

小島久宜（◆1），  
高橋三保子（書1）．  
相姦悠平，須藤隆一（■2）  

第35回大気汚染学会  

第55回分析化学討論会  

Int．Tr8Ce Anal．Symp．94  

日本化学会第68回秋季年会  

盛岡  

冨山  

Sapporo  

名古屋  

6．1Ⅰ  

貰∴ 貰  

6．8  

6．10  

Determination Y8teT・：8eh且Viors  

○ 
fe 

Easulロig8ur8，Japan   
Met8110Chro【nicIndicator且ethod  

による金属緒体のバルク水相一ミセル欄間の分配  
平衡と解厳達度の同時解析  

生物活性炭流動床法における低濃度汚濁湖沼水  
の水質浄化儲と各種生物変動   

b－11  第28回日本水環境学会年会  宇都宮  

b－1Z  

パイロットスケール生物活性炭流動床法による 水道原水の直接浄化に関する研究  
第Z8回日本水環境学会年会  宇都宮  

弟28回日本水環境学会年会  宇都宮  b－13  紺菌の基質除去特性に及ぼす活性炭の影響   6．3  

包括固定化プロセスを組み込んだ埋立地浸出水 の高度処瑠   
第Z8回日本水環境学会年会  b－14  宇那官  

活性汚泥を偶成する原生動物の増減，定着と環 境因子との関係  
窮28回日本水環境学会年会  字郡宮  b－15  

■1筑波大  ●2東北大  

【170－   





題  目  
生物膜循環プロセスの  28凶日本水環境字  US8   

桶森悠平，須藤随｝い2）  
（書l山口大，■2東北大）  
志村一彦（■1），  
大野茂（■1），孔海南い2），  
稲森悠平（＊1麒麟計軌  
■2山口大）  

稲森悠平，高谷彰之（霊l），  
高井智丈（■2l、  
平田影いZ）（暮】東邦大，  
t2早稲田大）  
村上和仁（■り，  
岡田光正（■l），  
須藤隆一い2），稲森悠平，  
柴原康（■3）（雷1東邦大，  
書Z東北大，■3奥羽大）  
相姦悠平，高木博夫，  
高松良江（■1），  
須藤隆一（◆Z〉  

（■1筑波大，◆2東北大）  
相森悠平，金周永（■1）  
（霊1東北大）  

R．Hur8kami（●1），  
Y．Ina皿Ori，H．8k且da（■1），  
R．5udo（■Z），  
Y．Rurihara（■3）  
（tlToho Univり  
■2Tohoku仙iv．，暮38qu  
UniY．）  
Y．In8mOri，H．Takagi，  
S．Akimoto（事1），  
l．Nak8mura（■1），  
R．Sudoい2）い1Tsukuba  
甘nivり■ZTohロku U雨Ⅴ．）  
Y．lnamDT㍉軋Takagi，  
Y．T且k8matSuい1），  
R．Sudo（事2）（■1T写ukub8  
Univり■ZTohpku Univ．）  
Y．In8mOri，H．Mizuochi，  
＝．Terunuma（■1），  
T．Uchid8（■1）  
（■1日itachiChem．  
Techno－plant）  
Y．Inanori，  
N．Tanak且（■1），  
E．Hur8k8mi（紹），  
T．1k8爪atSu（■2），  
Y．Rurlhara（■3）  
（■1TottoriUdivり  
■2Toho Univり■3001I  
Univ．）  
稲東條乎，岩見徳雄，  
宮崎純い1），  
青山発電（＊1），  
杉浦則夫（■Z），  
松村正利（■3）  
（■1東邦大，  
◆2茨城県企業局．  
霊3筑波大）  

凋桑悠平，金周永（■り，  
福武朋子い2），  
松村正利い2），  
須藤隆一い1）  
（■1東北大，事2筑波大）  
稲森悠平，高井智丈（書1），  
平田彰（■1）  

（書l早稲田大）  

稲森悠平，高松良江（＊1），  
中原忠筒（■1），  
須藤隆一い2）  
（霊1筑波大，＊2東北大）  
稲森悠平，高木博夫，  
小沼和博（■1）t  

松村正利い1），  
須藤隆一い2）  

反応タンクにおける分解・除去特性 

嫌気自己遺粒・好気生物膜循環法における醸造  
排水の高度処理  

循環式嫌気好気生物膜法における汚泥生成能と  
高度処理  

水圃榊生物生態系モデルシステムにおける微生  
物農薬♭T歯の挙動解析   

b－32  第28回日本水環境学会年会  宇耶宮  

b－33  第28回日本水環境学会年会  宇都宮  

ト 34  椚Z8回日本水環境学会年会  宇部営  6．3  

第2β回目本水環境学会年会  宇都宮  6．3  b 35 界面活性剤の水圏微生物生態系モデルシステム  
を用いた影響評価  

韓国における水質改善システムの開発と普及の  
必要性   
Prosperityand decay ofロicrobial  

pesticide．恥cillus thuringiensisin  
aquatic爪Odeleェロざy5t印5f¢r e耶iro仰e爪t81  
a5Se5Sment method   

第Z8回日本水環境学会年会   

IAWq，Water Qual．Int．1994  

宇都宮   

丑udape5t  

b- 38 8udapest  6．7  IAWq，Water Qual．Int，1994  Eioconcentration8nd DecolnpOSition of  
toxic substances Hicrocystin RR produced by  
Hicrocy5tis viridis  

EnYiroTllnellt8lassessmerlt Of sufact且nt  
using microcosm syste口  

Relation5hip between re】□0Valof nitrogen  
and emission orf greenhouse erfect gasin  
inter爪ittent aeration activ8ted811ユdge  
pJ－ocess  

Effect of叩eCie5COmPOSitionon  
St8bility and reproductivity of印allSCale  
nicrocosn8ySte】コ   

6．7  b－ 39  臥1dapest  lÅVQ，Vater Qual．lnt．  
1994  

IAWQ，Water Qual．Int．  
1994  

8udapest  6．7  b－40  

6．7  餌dapest  ト41  IAWQ，Water Qual．Int．  
1gg▲l  

6．川  アオコの捕食・分解能効率化に果たす微小動物  
走者担体としての多孔ぎセルロトース担体AQUA  
CELl．の効果  

日本水処理生物学会第31回大 ヱ▲  

横浜  b12  

生物活性炭における讃丘汚染物質の除去特性   日本水処理生物学舎弟31回大  横沢  トヰ3  

気  
フ：（   

日本水処理生物学舎熊31回大  

日本水処理生物学会第3】回大  

脱量ろ床・接触ばっ気循環法における嫌気好  
密棺比の汚泥生成量に及ぼす影層   

1AS，石けんの水界微生物生態系に及ぼすマイク  
ロコズムによる評価  

ハイブリッド型プロセスによる埋立地浸出水の  
高度処理  

横浜  b－46  

■1筑波大  ■2東北大  
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題  目  学会等名称  
微生物に及l  

培養試験  
す農薬の影響評価法としての二者   

日本水処理生物学会  武躍満之（■1），  
茅原一之（暮1）  

い1明治大）  
稲森悠平，佐藤瑠住い1）  
村上和仁（霊2），  
須藤隆一（霊3），  
栗原康（叫）（■1東邦大，  
■2岡山県環境保膵セ．  
＊3東北大，■4奥羽大）  
稲森悠平，秋元里乃（■1）  
中原忠餞（＊l），  
須藤隈一（★Z）  

（■1筑波大，書2東北大）  
稲森悠平，水落元之，  
米持謙（tl），  
下條侶弘（■1）  

（＊1筑波大）  

稲森悠平，西村修，  
山内健太郎（■1），  
松村正利（＊1），  
高井智丈（■2）  

（事1筑波大，■2早稲田大）  
稲森悠平，藤井邦彦い1）  
松村正利（■1）  

（＊1筑波大）  

稲森悠平，木村亮子（＊1）  
中原忠鴇（可），  
須藤隆一（＊2）  

（＊1筑波大，■2東北大）  
岩見徳慮，相姦悠平，  
板山明聡（■1），  
杉浦則夫（■Z），  
松村正利（＊3）  

（■1三菱重工（株），  
■Z三乗城県企業局，  
＊3筑波大）  

菊池寿一（書1），  
照沼津（■1），  
林田俊†言（■1），稲森悠平  
い1日立化成）  
金周永（■1），  
楠本貴行（■Z），  
近山妾幸（t3），相森悠平  
須藤隆一（♯l）  

（■1東北大，蛇筑波大，  
■3日立化成）  

金岡永（■1），  
近山憲章（♯Z），稲森悠平  
杉浦則夫（■3），  
須藤隆一（■＝  
（■1東北大，＊2日立化成，  
紹茨城県企業局）  
孔海南凋森悠乎，  
近藤雅夫（＊1），  
岡本正浩（暮1），  
上原勝（■2）  

（■1へ■スト工業，  
＊Z三菱卜］ン）  

西村浩（＊l），稲森悠平  
（■1船楠市役所）  
大内山高広（■1），  
桶森悠平．杉浦則夫（t2）  
須藤隆一（13）  
（■1日本項境クルイト，  
暮Z茨城県企業局，  
■3東北大）  

中村智明（■1），  
戎野梯一（■1），稲森悠平  
石用智彦（一之），  
須藤随一（＊3）  

（♯1東邦大，  
暮2日本項墳衛生セ，  

事3東北大）  

丁国際い1），稲森悠平，  
須藤隅一（tl）  

b－48  

遺伝子組換え細菌と親株和薗の単独，共存下に おける増殖能と微小動物による捕食特性   日本水処理生物学会第31回大 会  

横浜  

b－49  アオコ産成有毒物質Hicrocystin RR  
の生物膜処理施設での消長と分解機能  

生物学的処理プロセスにおける温室効果ガス亜  
酸化窒素の発生条件とその抑制対策  

脱窒ろ床・接触ばっ気循環法の処理特性に及ぼ  
す水温の影響   

日本水処理生物学会節31回大  
会  

日本水処理生物学会第3Ⅰ回大  

日本水処理生物学舎弟31回大  
会  

横浜  

b－ 50  横浜  

b－51  横浜  

微生物製剤の基質分解能に及ほす効果の評価解  
析  

干潟モデルシステム■昼おける水質削ヒ特性と多  
毛類の存在効果  

大型淡水マイクロコズムを用いたアオコ消滅に  
及ぼす微小動物の捕食・分解効果の評価・解析   

日本水処理生物学会第31回大  
フ三  

白木水処理生物学会第31回大  

日本水処理生物学会第31回大  
会  

ト54  横浜  

b－55  Ⅲ自動制御間欠ばっ気活性汚泥・股ろ過法によ  
る生活排水の高度処理  

生物活性炭流動床法のバイロットプラントによ  
る適正運転操作条件の確立   

日本水処理生物学会第31回大  

日本水処理生物学舎弟31回大  
会  

横浜  

b－56  横浜  

b－57  

生物活性炭流動床における活性炭を核とした生 物麒形成機構と基質除去能   日本水処理生物学会第31固大  
横浜  

ト58  

嫌気好気高濃度活性汚泥・吸引式中空糸麒分離 プロセスにおける高度処理と腺Flux性能   

日本水処理生物学舎弟31回大  横浜  

活性汚泥法におけるアメーバによる機能障害と  
その改善   
上水の生物膜処理に出現する赦小動物の食胞内  

pI†値と食性   

日本水処理生物学会第31回大  

日本水処理生物学会窮31回大  

b 61 ダイオキシン分解能を右する Pseudo巾OnaS  
aeruglnOS8  
によるクロロフェノール顆の生分解特性  

日本水処理生物学会第31回大  
A J▲  

横浜  

b－6Z  上水に出現する楳虫類の抽頼の変遷と特徴  
日本水処理生物学会第31回大  

横浜  

■1東北大  
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発 表 者  

須藤随一（H）凋森悠平  
（★ほ北大メ  

田中伸幸（事1），相姦悠平，  
川場竜一郎（書2），  
森忠洋い3），  
須藤隆→（雷4）  

（■1鳥取大，書2愛媛大，  
■3島根大，■4東北大）  
藤本尚志（＊1），  
須藤隆一（嘉1），  
杉浦則夫i■2），職森悠平  
（■1東北大，  
＊Z茨城県企業局）  
朴哲照（■1），  
梶内俊夫（＊1），稲森悠平，  
矢野正健（■2）  

（■1東工大，■Z大王製紙）  
朴恕環l■1），柳在根（■1），  
柳弘一（書1），徐胤珠（■1），  
相姦悠平  
（◆1韓国国立環境研）  

評価一藻類増殖からの解釈－  

マイクロコズムに釦ナる土着及び非土着微生物  
の挙動に関する数理解析   日本水処理生物学舎弟31恒‡大  

横浜  

b－ 65  

オマス皇の変遷に及ぼすN／P比，水温の影普  連続浪合培養法を用いた監藻類の穂およぴバイ   日本水処理生物学全豹31回大  
横浜  

【卜 66  ／りレア排水の包括固定化処理の高度化とATPに  
よる評価  

韓国の湖沼環境の現状とその対策研究  

日本水処理生物学舎弟31回大  

日本水処理生物学会第31恒J大  
人  

横浜  

b- 61 横浜  6．10  

b－68  楠本敏子（■1），  
井澤博文（■1），  
岡本拓（■1），  
松田忠通（＊1），稲森悠平  
い1広島県保健環境セ）  
長坂真上（■1），  
荒又健夫（■1）．  
佐藤義典（■1），  
棚貝極樹（■1），楯森悠平  
（■1茨城大）  

稲森悠平，酎寸修，  
山内膵太郎（■1）ミ  

松村正利（■1），  
高井智丈（書Z）  

（■1筑波大，■2早稲田大）  
稲森悠平．岩見徳崖，  
近山惑幸（■1），  
須藤隆一（■2）  

（■柑立化成，■Z東北大）  
稲森悠平，藤井邦彦（事1），  
松村正利（■り，  
須藤随一（■Z）  

（■l筑波大，t2東北大）  
稲森悠平，小沼和博い1），  
松村正利（■1），  
須藤隆一（雷2）  

（■1筑波大，■2康北大）  
中村智明（■1），  
戎野枚一（暮1），稲森悠平，  
石熟智彦く一之），  
須藤随一（事3）  

（■1東邦大，  
霊2EI本環境衛生セ，  
■3東北大）  

稲森悠平，佐藤曙佳（書1），  
村上和仁（■2），  
須藤隆→（t3），  
栗原康い4）（■1東邦大，  
■2岡山県環境保廊セ，  
■3東北大，叫奥羽大）  

岩見徳雄，稲森悠平，  
板山朋聴い1），  
杉浦則夫（象2），  
扱村正利l■3）  
（■】三菱重工，■Z茨城県，  

■3筑波大）  

田中伸幸（■1），柵森悠平，  
川端善一郎（■Z），  
意思洋（■3），  
須藤随一（事4）  

（■鳩取大，＊Z愛細大，  

植物による水質浄化能力の評価   窮Z9回日本水環境学会年会  広島  

b－69  

小型合併処理浄化槽における水最変動の処理水 への影響について   
第29回日本水環境学会年会  広島  

b－ 70  

生物学的硝化脱窒反応に責献する硝化菌、脱窒 菌の活性に及ぼす揮発性右横酸の影響   
第Z9回日本水環境学会年会  広島  

b－ 71  高温・好気生物脱党酪故による高親展有機廃委  
物の分解と廃食用油添加の効果  

有用微生物及び微生物製剤の水質浄化に対する  
効果とその評価  

オゾン酸化位置による埋立地浸出水の有機物形  
態の変化  

微生物・活性炭複合担休包括固定化法にによる  
埋立地浸出水の難分解性物質の分解   

鞠Z9回日本水環境学会年会  広島  

b－ 72  第29回日本水環境学会年会  広島  

b－ 73  第29回日本水環境学会年会  、広島  

b一 丁Jl  第Z9回目本水環境学会年会  広島  7．3  

b－75  
マイクロコズムにおける遺伝子組換え細菌の消 長と微小動物との相互作用   

第29回日本水環境学会年会  

大型淡水マイクロコズムを用いた架蒋発生アオ コの微小動物による分解浄化とその評価   
第29回日本水環境学会年会  b－ 7（；  

広島  窮Z9回日本水環境学会年会  

マイクロコズムにおける各種組換え棚菌の生残 性に関する数理解析  
b－77  

■4東北大  
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発 表 者  題  目  開他郡市名  
小生物相からみた上水の生物  Z9匝旧木水環境学会年会  の処理機能   広島  

相姦健平，杉浦則夫い2），  
須藤隆一（■3）  

（■1日本項墳クリエイト，  
書2茨城県，13東北大）  
孔海南，稲森悠平，  
近藤雅夫（Il），  
岡林正浩（lI），  
上原勝（■2）  

い1へ’スト工兼，  
t2三菱トヨン）  

稲森悠平，岩見徳雄，  
宮崎純（霊1），  
哲山莞爾（■Ⅰ），  
板山朋聡（■2），  
杉浦則夫（■2）  

（■1東邦大，12三菱重工，  
■3茨城県）  

稲森悠平，秋元里乃（tl），  
中原忠篤（■1），  
須藤随一い2）  
い1筑波大，◆2東北大）  
林紀男（■1），稲森悠平，  
須藤隆－（■2）  

（■1千葉県立中央博物軌  
■Z東北大）  

稲森悠平，高水博夫，  
高松良江（■1），  
武沢滴之（雷Z），  
茅原一之（■Z）  

（＊1筑波大，■Z明治大）  
難戦淑（■1），  
須藤隆一（雷1），稲森悠平  
（■1東北大）  

稲森悠平，高松良江（■1），  
中原思策（雷1），  
須藤隆一（雷2）  

（■1筑波大，♯Z東北大）  
丁国際（■1），  
須藤隆一（事l），稲森悠平  
（＊1東北大）  

伊藤崇人（雷り，  
藤本尚志（雷1），  
須藤隆一（雷1），稲森悠平，  
杉浦則夫（＊Z） 書 

（慄北大，霊2茨城県）  
稲森悠平，水落元之，  
木持謙（＊Ⅰ），  
下条倍弘（■1），  
照沼洋（事2）（＊1筑波大，  
■2日立化成）  

高井暫丈（■1），  
平Ⅲ彰（tl），稲森悠平  

（暮1早稲田大）  

井上充（■1），稲森悠平  
（■1神奈川県環境科学セ）  
朴哲無い1），  
梶内俊夫（＊1），稲森悠平，  
矢野正陸（雷Z）  

（■1東工大，一之大王製紙）  
近山憲章い1），  
金岡永（■2），稲森悠平，  
杉浦則夫（雷3），  
須藤隆一（事Z）  

（■1日立化成，t2東北大，  
■3茨城県）  

橋本罠行い】），  
金岡永（■2），  
近山憲章（事3），稲森悠平，  
須藤随一いZ）  
稲恋情平，稲武助手（■1），  
松村正利（雷1）  

杉浦則夫（雷2），  
金岡永（■3），  
須藤健一（■3）  

（■1筑波大，霊2茨城県，  

b－ 79  

嫌気好気高濃度活性汚泥・吸引式中空糸麒分離 プロセスにおける頗日清まり過程と汚泥特性   
窮Z9回目木水環境学会年会  

ト 80  

多孔質セルロース担体人q皿Celを射、たアオコ 分解法における操作条件と分解特性  
第29回日本水環境学会年会  

b－ 8l  打icrocystin肌分解菌の分解能と共存効果   邦Z9回日本水環境学会年会  

b－ 82  富栄養聖地沼における生物ろ過・水循環による  
直接浄化の効果  

水圏生態系に及ぼす農薬のマイクロコズムを用  
いた評価   

節29回目木水環境学会年会  

ト83  第29回日本水環境学会年会  

埋立地浸出水およぴその処理永の¶icrocoslⅦの  
構成生物に及ぼす影習  

界面活性剤の水環境での分解性と温度に関する  
マイクロコズムを用いた評価解析  

線虫類の体内欄菌の消長にかかわるオゾン・塩  
素処理の効果  

藍藻類と緑藻類の現存量に及ぼすN／P比の影哲   

第29恒！日本水環境学会年会  

第Z9回日本水環境学会年会  

第Z9回日本水環境学会年会  

第29回日本水環境学会年会  

b－88  

生物学的硝化・脱窒反応における水塊中の硝酸 濃度と恥0喫生との関係   

弟29回日本水環境学会年会  

脱象ろ床接触ばっ気法における汚泥生成に及ぼ  
す環境因子の影響  

小型浄化槽からのりん除去に関する基礎的検討  

難分解性物質の活性炭共存包括固定化法におけ  
る分解能  

活性炭を核とした自己遇粒の形成に及ぼす基質  
濃度と藻類の影管   

第29回日本水環境学会年会  

第29回日本水環境学会年会   

第29回日本水環境学会年会  

b－ 92  第Z9回日本水環境学会年会  

b－93  弟29回日本水環境学会年会  生物活性炭流動床法における最適操作条件の解  
析  

生物活性炭による湖沼水中低濃度有機物の除去  
特性  

b－94  第29回日本水環境学会年会  

♯3東北大  

－175一   



年記号  一・・ヨ■■詫  閥  ‖   学会等名称   l凋催郁巾名  年月  
b－95  

中原忠埼（事l），  
広島  7．3  

存在効果と微生物活性  
須藤僅一（■2）  

（り筑波大，■2東北大）  
b－96  第6恒】アレルギー学会‘  熊本  6．4  

小高稔（tl），今井秀臥  
新田裕史，兜兵徳，  
灰田美知子（■2）  
‖fり尺東日本中央保腰骨  
理所，暮2東京大）  

b－97  窮64［司日本衛生学会  金沢  6．4  
影山隆之，新田裕史，  
死臭‘   

b－98  6．6  
〃・Odaka（■り，〃．fmai，  ClinImmunol．AnrしMeet．  
H．Nitta，H．Rabuto，  
H．Haida（＊Z）（■1East  
JRCent．He81thlnstリ  
事2Tokyo・Umiv．）  

b－99  東京  6．10  
内藤俊之（■り，今井秀軌  
新田裕史，兜兵徳，  
灰田美知子（■Z）  
（■1JR東日本，事2東京大）  

b－100  Hiami  6．11  
T・Suzuki，M．Akaike（◆l），  
Ⅳ．Xato（＊Z）  
い＝loechest  
Jpn．Ltd．事ZShig8  
Univ．）  

b－101  6．4  
庄司麻子（■Z），矢木修身，  
内山裕美（■3），  
中嶋睦安い1），  
石塚暗遥（暮2）  

（■相木大，◆Z筑波大，  
＊3水土壌圏環境部）  

b－102  6．11  
矢木修身（■2），  塙の話性質の彫曹  
内山裕夫（＊Z），  
国府悶悦男（霊1）  
（■1筑波大．  
■2水土壌圏環境部）  

b－103  6．12  
矢木修身いl）  挙動  
（竃1水土壌圏環境部）  

b－104  沿道大気汚染損鹿分布に関する風洞実験一事例  日本建築学会1994年度大会   東海  6．9  
若松伸司，小林信行（り）  研究N市役所周辺の場合－  
（暮1東京工五大）  

b－105  盛岡  6．11  
上原軌大原利月（霊2）  
（■1清水建設技術研，  
■Z計量計画研）  

ト106  市街地における汚染物の拡散に関する風洞実敷   盛岡  6．11  
老川進（象1），  その7一安定・不安定成層の生成－  
山尾幸夫（■2），  
大川裕也（■Z）  

（■1清水建設技術研，  
t2フォーラムエンシ小ニアlルク■）  

ト107  第35回大気汚染学会  盛岡  6．11  
老川進（■1），  その8－安定・不安定成層時の濃度分布について  
山尾幸夫（事Z），  
大川裕也（■2）  

（■1清水建設技術研，  
一之フォーラムエンシ■ニアリンクー）  

b－10さ  第35回大気汚染学会  盛岡  6．11  
老川進（■1），   その9⊥上層安定・下層不安定成層時の濃度分布  
山局幸夫（◆Z），  について一  
大川裕也（■Z）  

（霊1消水建設技術研，  
■2フォーラムエンシーニ7リンク小）  

b－109  兼房  7．3  
部研究発表会  

（その3）温度成層の拡散に及ぼす影響  
b－110  植物由来物質の行動薬理学的研究（ⅠⅠ）：マウス  6．6  

におけるフォーゲル型コンフリクト行動の各種向  
精神薬による評価と植物由来物質の影響   

ー176－   



発 表 者  題  目  学会等名称  開催都市  
フォーゲル型コンフリクト行動における薬物感  

受性の経験による変化   
心臓自律神経系活動性の変動要因について；呼  

吸速度・食事・運動との関連 ■  
Inhibitory effects of road traffic noise  

On the recovery fro爪mentaトwork－inducced  
hyperactivity of sympathetic nervous system  
assessed by a spectral conponent af heart 
rate variability   
成人女性における不眠症の有症率と関連要因一  

大郡市の道路交通騒音との関連   
大都市における不眠症の疫学調査：睡眠時堀音  

環境との関連   
殺虫剤の連続投与に対する植物プランクトン群  

集の反応   
霞ケ浦におけるペヘレイの自然繁殖について  

霞ケ掛こおける珪酸の枯渇とその変動要因   
ブラジル日系中高年男子の血清副腎性男性ホル  

モンレベルと疾病構造との関連  

NighttirDe rOad traffic noise and sleep  
sualitv - 

β－CarOteneintake8nd risk of atrdphic  
gastritis in Japan 

薬理学余年会  

影山F墾之，今井秀軌  
新田裕史，兜病後  
T．【ageya□la，H．【abuto  

窮64回日本衛生学会   

6th  
Int．Conf．Comb．E打．Environ．  
Factors  

第53恒】日本公衆衛生学会総会   

（祉）日本騒音制御工学会  
平成6年度技術発表会  
日本陸水学会第59回大会   

平成6年度日本水産学会春季  
大会  
日本陸水学会窮59回大会  
第64回目木簡生学会  

b－114   

b－115   

b－116   

b－1】7   

b－1柑  

b119  

影山隆之，新円裕史，  
今井秀樹，兜兵徳  
影山隆之．兜兵徳，  
新田裕史  
笠井文給，花里孝幸   

春日清一   

春日清一  
兜義徳，今井秀樹，  
津金昌丁飽（■1），  
渡辺昌（■1）  

（霊1国立がんセ）  

れKabuto，T．Kageyama   

S．Tsug8ne（■1），  
H．Kabuto，ア．Gey（＊Z）  
（■1Natl．Cancer  
Cent．Res．lnst．East，  
事2Univ．8erne）  
伊東重刑い1），  
清水弘之（■2），兜真徳  
（雷1藤田学園，■2岐阜大）  
兜兵徳，清水弘之い1），  
今井秀樹，絹本勉（暮2），  
早川武彦（■3），  
吉村膵清（■4），  
伊藤重刑（■5），  
黒石哲生（＊6），  
B，E．Hendersonい7）  
（■1岐阜大，  
雷2和歌山医大，書3広大，  
雷4産医大，■5藤田保衡大，  
★6愛知がンセ‥■7The  
SalkInst．）  

兜其徳，影山」隆之，  
加藤進昌い1），  
飯田英昭（■2）  

（■1滋賀医大，  
書2国立楕神・神経センタニ武  

蔵病院）  

熊谷義人，平良浮誠（＊1），  
嵯峨丼勝  
（■1掲新化粧品研究所）  
熊谷義人，市瀬孝軋  
嵯峨井勝   

有本豊子（書1），熊谷真人，  
新屋敷勝（■2），  
下條僑弘（■2），  
市川敏一（雷1），嵯峨井勝  
（■1京都府立医科大，  
■Z筑波大）  

滝井進（■1），  
藤木淳治（＊1），  
R．Purdy（＊1），  
田中秀之（■2），木幡邦男，  
中村泰男，竹下俊二  
（霊1都立大，  
事2（株）環境研究セント）  

井上富貞子（■1），  
金子元久（■1），  
児玉昌彦（■】），嵯峨井勝  
（★1国立がんセ）  
嵯峨井勝  

鳥取   

東京   

八王子   

東京   

八王子  
金沢  

6．10   

6．10  

6．9   

6・4  

6．9  
6．4  

InternOise94   

血tio】くidant  
Vitam．β－C且rDt占ne  
Dis．Prev．  

第53回日本癌学会捻会  

第53回日本公衆衛生学会総会  

Y（】k（）hama   

Berlin  

米国白人，日系米人および日本人の肺がん羅患  
串と血清カロテノイドレベル   

中高年者における慢性萎縮性胃炎頻度と胃癌死  
亡率：国内4地域人口，ロサンジェルス日系人及  
び白人の比較   

b－124  心拍間隔変動の自己相関スペクトル成分を用い  
た自律神経機能評価：（その1〉  
パニック症候群についての検討   

第10回日本ストレス学会学術 揺会  
東京  

ディーゼル排気微粒子（DEP）によるスーパーオ  
キシドジスムクーゼに対する見かけの阻害メカ＝  
ズム  

In Vivo およぴin Yitro  
におけるスーパーオキシドジスムクーゼ分子穐な  
らびにDトジアホラーゼ活性に及ぼす影響   

マウスのCu，Zn－SODに対する抗休と反応する未  
知タンパク質の同定   

第20回環境トキシコロジーシ  
ンポジウム   

日本過酸化脂質・フリーラジ  
カル学会第18回大会   

日本過酸化脂質・フリーラジ  
カル学会窮18回大会  

b－128  

東京湾典部底泥における硫酸還元によるアミノ 酸の利用   日本微生物生態学会第10回大  
豊中  

ト129  仙台  ディーゼル黒煙粒子（DEP）の細胞毒性における  
活性酸素の寄与  

ディーゼル排気微粒子（DEP）による呼吸器疾患  
一肺がん、気管支哨息、活性酸素一  

第52回日本癌学会総会  

b－130  
射線影響学会合同シンポジウ  
日本環境変異原学会・日本放  ム  

北九州  6．5  
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開催削凍  
ディーゼル排気  ZO匝】環境トキシコロジーシ  東京  

高槻   

盛岡  
盛岡  

と括性酸素の役割一高脂肪食とβ－カロチンの影  
響   

ディーゼル排気微粒子（DEP）の肺苛性のメカニ  
ズム  

血管内皮由来弛櫻因子（NO）と呼吸器系   
ディーゼル排気微粒子（DEP）の生態影響：8報 D  

肝による粘液過分泌、好酸球浸潤を伴う炎症及び  
気道過敏性の発原とPEG・SODによる抑制  

シロイヌナズナ由来サイトゾル型アスコルビン  
酸ペルオキシダーゼ遺伝子のタバコヘの導入   

ンポジウム   

日本過酸化脂質・フリーラジ  
カル学会第18回大会  
第35回大気汚染学会  
第35匝】大気汚染学会  

嵯峨井勝，熊谷義人，  
市瀬草道  
嵯峨井勝   
嵯峨井勝，熊谷嘉人，  
市潮孝乱石井彰（◆1），  
宮坂崇（◆1），太田建（＊1）  
（帝京大）  

佐治光，青野光子（暮1），  
久保明弘い1），  
杉田霞（●2）．田中浄（霊1），  
近腐矩朗  
い1生物圏環境部，  
●2名古屋大）  
佐治光，青野光子（雷1），  
久保明弘（■1），近藤矩朗  
（＊1生物圏環境部）  
佐治光，青野光子（暮1），  
久保明弘い1），  
田中浄（事1），近藤矩朗  
（■1生物圏環境部）  
H．Shi11izu  

H．Shi爪iz甘   

酒水浩   

清水浩   

花田善女（■1），  
佐藤隆司（tl），  
門上希和夫い1），  
馬場謙三（■1），白石克明  
（■‖ヒ九州市環境科学研）  
白石克明，相馬悠子，  
稲葉一穂  
白石克明  
菅谷芳雄  
相馬悠子．田中敦（■1），  
相馬光之（＊1），  
河合崇欣（■1）  

（■1化学環境部）  
相馬悠子，白石克明，  
稲葉一機  
高木瀾夫，稲森悠平，  
橋本真理子（■1），  
須藤隆一（書2）  

（り東邦大，■2東北大）  
高木博夫，稲森一鼓平，  
相沢菌子い1）  
い1国立公衆衛生院）  
福武幸一（■1），  
大江康次如（■1〉，  
及川卓郎（■1），  
佐藤勝紀（■1），高橋惧司，  
岡本倍（■2）（■1岡山大，  
■2佐貫大）  

佐藤勝紀（■1），  
福武幸一（■1），  
斎藤寛（■り，  
大江康次郎（■1），  
及川申郎（■1），  
国枝哲夫（■1），高橋惧司  
（■1岡山大）  

佐野晶子い1），高輪偵司，  
岡本俊英い2），  
川村兵示（●Z），  
杉浦正明（＊2），  
木村正雄い2）  

b－135  日本植物学会第58回大会  札幌  

サイトゾル型アスコルビン酸ペルオキシダーゼ  
活性の高い遺伝子租換えタバコのオゾン耐性  

サイトゾル型アスコルビン醒ペルオキシターゼ  
のアンチセンスDNAを導入したタバコのバラコー  
ト感受性  

Alternative YaStel†ater treatlコent ar）d  
81tern8tive energy supply plamt写in  
Singular5yStel略   

The enviroⅧentally harmonic technology  
for the urぬn p18nning and」コan8gement   
地球環境間恩と電気自動車の実用化について  

電気自動車IZAの開発と美果に向かう電気自動  
車   

GCルSを用いた水環境中のベンゼン誘導体の分  
析   

弟35固大気汚染学会  

日本植物生理学会1995年度年  

J＿  

JpnこAust．Comm．21st  
Cent．Environ．Symp．   

8th TOYOTA Conf．   

農業機械学会関東支部平成6  
年度セミナー  
低公書中シンポジウム’94   

第3回環境化学討論会  

b－138  

b・t39   

b－】40   

b－141   

b－142  

Tokyo  

Hikkabi  

東京   

北九州  

大阪  

6．3  

6，11   

6．11   

6．11   

6．6  

b－143   

b－144  
b－145  
b－146  

古綾瀬川中の新規右機鳩素化合物の同定  

現場水中の塩化メトキシベンゼン類とその起源   
セスジュスリカの農薬耐性と影響   
バイカル湖南湖盆底質中の光合成色素とペリレ  

ン  

都市河川底質申の右機塩素化合物と有機塩素且  
特性   
水圏生態系マイクロコズムによる農薬の影響評  

価解析  

微且化学物質の生物分解特性  

ヨーロッパウズラの特性について 

第3回環境化学討論会   

日本化学会第69春季年会  
日本陸水学会第59回大会  
1994年度日本地球化学会年会  

大阪   

京都  
八王子  
名古屋  

6．6   

7．3  
6．9  
6．10  

環境科学会1994年舎   

弟Z8回日本水環境学会年会  

日本水処理生物学会第31回大 コ三  日本家禽学会春季大会  

新潟  第89回日本畜産学会  6．10  

ヨーロッパウズラとニホンウズラの交推群にお ける生産形質   
b－151  

日本家禽学会平成6年度秋季  
大会  

神戸  
エストニアおよぴフランス系ウズラの遺伝的変 男性  

ト152  

咤枝幸大  
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段  目  開催都市名  
ヨーロッパウズラと日本ウズラの  

る成長について   
学会平成6年度秋季  神戸  

斎藤寛（●1），  
大江康次郎（■1），  
及川卓郎（■1），  
国枝哲夫（＊1），  
佐藤勝紀（＊1），高橋惧司  
（■1岡山大）  

高橋惧司，後藤信男（暮1）  
（■1筑波医学実験用霊長  
顆セント）  

高楕惧司  
斎藤寛（■1），  
佐藤勝紀（＊1），  
稲武幸一（■1），  
大江康次飽い1），  
及川卓郎（事1），  
国枝哲夫（◆1〉，高橋供司  
い】岡山大）  

都築政起（■1），  
伊藤惧一（■2），  
佐藤勝紀（◆3），  
内田秀司（■4），高橋惧司  
（■1大阪府立大，  
柁岐阜大，◆3岡山大，  
書4東海起案）  
佐藤勝紀（■1），  
斎藤蒐（事l），  
福武幸一（書1），  

大江康次郎（霊1），  
及川卓郎（事1），  
国枝哲夫（り），高橋惧司  
（■1岡山大）  

竹下俊二，木幡邦男  
竹下俊二，木幡邦男   

黒田昭治（り），  
照瀬良一（■1），  
小森倍い1），  
村上泰弘（■1），  
永翁龍一（■2），竹下俊二  
（■1九州大，＊2黄環研）  
中島興基   

中島信実満水英幸（●1），  
二階堂修（■2），  
近藤矩朗  
（●1生物圏環境部，  
■2金沢大）  

中島倍美，近藤矩朗，  
高橋真哉（り），  
清水英幸（＊Z）  

（t＝】本大，  
■2生物圏環境部）  
鞍谷保之（■1），  

長藤哲夫（■2），中杉修身，  
平田健正（霊1高槻市，  
事Z大成建設）  
上砂正一い1），  
原田ミチル（＊l），  
河野孝一（■2），  
宮田雄治（柁），  
菊川二郎い3），  

田中秀一（事3〉，中杉修身，  
平田健正，  
田原美恵子（叫），  
柴田秀迫（■1），  
上原秀文（◆1）  

（＊1明治コンサルタント，  
■Z熊本県，■3益城町，  
河原墳庁）  
中杉修身  
片谷教孝（■1），  
古橋規尊（●Z），中杉修身  
（●1山梨大．  

近支系ニホンウズラでの成長及び骨格の系統聞  
比較  

家禽におけるI明Cと抗病性育種   
フランス系ウズラとニホンウスラの交雑穐Fl  

，F2及び戻し交織椎における体重   

第26回成長談話会大会  

獣医免疫研究会シンポジウム  
日本家禽学会1995年度春季大  

b－157  

フランスより導入したウズラがもつ突然変異羽 装について   
日本家禽学会1995年度春季大  宮崎  

b－158  

フランス系ウズラとニホンウズラの各種交姓群 における生産形質   
第90回日本畜産学会大会  

湧昇流の発生に及ほす温度・密度成層および風  

膏潤現象に及ぼす海表面熱輸送効果   の影響  DNSによる波状壁面上の乱流構造の評価  

化学工学会つくば大会  
第29回日本水環境学会年会   

化学工学第60年会  ・つくば   広島    豊中  

発展途上地域の持続的発展一夕イを事例として   

UV－8によるキュウリ緑温の遺伝子損傷   

水資源・環境学会1994年度春  
季研究大会  
日本植物学会第58回大会  

b・164  

累外棟によって引き起こされる植物の遺伝子損 傷のELISA法による検出   

第35回大気汚染学会  

b－1（i5  高槻市に塞ける有機塩素化合物汚染の土壌浄化  
対策（第二次）  

ポータブルガスクロによる表層汚染調査．   

第3回地下水・土壌汚染とそ  
の防止対策に関する研究集会  

第3回地下水・土壌汚染とそ  
の防止対韓に関する研究集会  

大阪  

b－1t；6  大阪  6．6  

b－167  
b－168  有畜化学物質のリスクアセスメントのケースス  

廃棄物最終処分基準の見直し   タディ  
廃棄物学会弟5回研究発表会  
環境科学会1994年会  

川口  
つくば   

■Z富士通エ7  
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学会等名称  
のIjスクアセスメントとモデル計算  2回衛生工学シン  

古橋規尊（■2），中杉修身  
（■1山梨大，  
■2富士通エフ・アイ・ヒ○－）  

古摘規尊（■1），  
片谷教孝（事2），巾杉修身  
（◆l富士通ヱ7・アイ・と●－  

■ZLし」梨大）  

＝．quan（事1），  
Y．Huang（■Z），  
H，Nishikawa，  
H．Horit8い2）  
（■1China－J8pan  
F．E．P．C‥  
■2Environ．Che】〕．pjy．）   

全浩（★1），草葉茹（■2），  
西川雅高，森田昌敏（■2），  
岩坂秦信（＊3）  

（＊1中日項保，  
■Z化学環境部，  
■3名古屋大） 
金周永（暮1），西村修，  
杉浦則夫（暮2），稲森悠平，  
須藤随一（■1）  

（■l東北大，  
■Z茨城県企業局）  
西村修，金周永（事1），  
稲森悠平，須藤唖一（■1）  
（り東北大）  

新田裕史，兜其徳，  
今井秀樹，影山唾之  
H．Nitt且，H．bbuto，  
H．Im8i，T．【且gey帥a，  
Y．ナktsuok且（■1），  
H．Haida（■Z）（■1East  
JR Cent．HealthInst‥  
■2Tokyo Univ．）  

青木和夫（■1），新田裕史，  
寺道由晃（■2），  
柳堀朋子（■3），  
郡司埼晃（事3）  
（■1日本大，  
■2足柄上病院，■3東京大）  
新田裕史．今井秀樹，  
影山隆之，兜奥絶  
中井里史（■】），新田裕史，  
前田和甫（■2）  

（■1東京大，■Z帝京大）  
阪口雅弘（■】），  
井上柴（り）．宮沢博（＊Z），  
洩辺美香（■3），  
三関三乃（＊4），  

安枝浩（■5），新田裕史  
（■1予研，書2杏林大，  
●3東京大，集4日立製作所，  
♯5国立相模原病院）  
新田掩史，中井里史（■1），  
前原正弦（■2），  
田中隆信（■2），  
帝俊義三（■2）  

（霊1兼房大，＊2宮崎医大）  
R．H且eda（霊1），H．Nitta，  
H．Ono（■2），S．他kai（■3）  
（りTeikyo仙ivり  
書2Envirorl．Health  
Sci．Div‥■3UniY．Tokyo）  

畠山成久  
畠山成久   

T．H8naZ8tO，F．【asai   

花里孝幸  
r．〃anazato  

b－170  平衡論モデルによる有割ヒ字物質の挙動の予測  第Z回衛生工学シンポジウム  札幌  

b-l?l Char8Cterization Df Eosa  3rd symp．Environ．Chem．  

b－172  黄砂エアロゾルの発生源地で観測した砂塵嵐   日本気象学会1994年秋季大会  福岡  

b－173  生物活性炭流動床法の適正な操作条件の選定と  
実プラント設計のための評価解析   日本水処理生物学会第31回大  

横浜・   

水道原水の生物活性炭処理における浄化機構の  
モデル化 

中高年男女における血清中スギ特異的IgE  
抗体厨軽率の地域差について弟2手淫   
A cros5－SeCtion81study onJapanese cedar  

pollirlOSisin relation to air pollution   

日本水処理生物学会第31回大  

第84回日本衛生学会   

ⅩVlmt．Congr．Allergol，＆  
Clinlm爪un【）1．Ann．Meet，  

明浜  

金沢   

Stockh011D  

b－177  アレルギー疾患に関する乳幼児健診受診者の追  
跡調査一発症状況と家族歴，居住環境   

第53回日本公衆衛生学会総会  鳥取  6，10  

大気汚染と花粉症に関する疫学研究第3和  

一回あるいは複数回の個人曝等親度測定に基づ  
く曝露分類  

大型家庭用洗濯機を用いた毛布からのダニ主要  
アレルゲン（DerI）の除去勅架  

窮53回日本公衆衛生学会総会   

第53回日本公衆衛生学会総会  

第44回日本アレルギー学会総  

b－181  NO2個人最盛の地域比較   第35回大気汚染学会  

b－182  
hetむ1川風1ysis8n Studies of health effect写Oflocalhigh air pollution   

7thInt．Union Air  
Pollut．Prev．Assoc．Reg．Conf  

Taipei   6，11  

b【183  

b－184   

b－185   

b－186  
b・l占丁  

農薬汚染の水生昆虫に及ぼす影響評価   
生態系の構造と機能に基づいた生物試験の有効  

性   
Effects or a herbicide（）n biomass and  

StruCture Of a zoop18nkton community   
ミジンコに及ぼす魚のカイロモンの影響   
ざignificance orinteractions bet打een  

organismsin con写idering the effects of  

日本陸水学会第59回大会  
第29回日本水環境学会   

6thInt．Congr．Ecol．   

日本陸水学会節59回大会  
ア抽Jnt．5ymp．River Lake  
Envirorl．  

八王子   
広島   

Hanchestel、  

八王子  
∫htsulⅡOtO  

6．9  

7．3  

（；．8  

6．9  

6．10  

esticides onlake zoo  1ankton communities  

「ユ∂0－   



孔体  におけるNAPl一  3同地F水・」二闇汚染とそ  
唐惰源（■‖，平田健正，  
中杉修身（＊1千葉大）  
平出健在，中杉修身，  
大岩敏男（tl），  
唐常源（■2），  
宮木健¶（■3）  

（■1山形県．■2千葉九  
◆3横浜国大）  
浅田慈子（■Ⅰ），  
勝野豊（暮1），平出健正，  
申杉修身，新藤静夫（■2）  
唐語源（■2）  

（＊1三井金属資源開発，  
■2千葉大）  

平田腱正   

平野靖史郎   

中村真弓，平野靖史郎，  
安藤満  
腐凋邦計～鉦（■1），  
鈴木和夫（■1），  
平野靖史郎（■1千葉大）  
平野絹史郎   

平野靖史蝕，安藤浦  

安藤軌平野靖史臥  
陳雪習（■l）  

（■1中国衛生部）  
平野靖史郎 ‾   

福島武彦，松勇一夫，  
R，S．一．Weisburd（■1）  
（霊1東京水産大）  
R．S．一，Weisburd（■1），  
H．lshii（■Z），  
T．Fukushima，  
A．Otsuki（■1）（♯1Tokyo  
Univ．Fishり  

＊ZHeteorol．Res．Inst．）  
中島淳（可），福島武彦，  
孔兼寿（暮2），  
柏崎守弘（事3）  

（＊1干葉県水質保全机  
霊2韓国国立環境研，  
■3水土壌圏環境部）  
R凡伽ma（書1），  
T．Fukushima‥  
M．AizakiいZ），  

A・Otsuki（雷1）（■1Tokyo  
Univ．Fish．，＊ZWater＆  
SoilEnYiron．Div．）  
R．H．Gom8（徽1），  
T．Fukushim8，  
州．Aizaki（柁），  
A．Otsuki（■1）い1Tokyロ  
Univ．Fish．，＊2W8ter＆  
SoilEnYiron．Div．）  
藤本尚志（■1），  
須藤隆一（tl），福島武彦  
稲森悠平い1東北大）  
福島武彦，松虫一夫   

松本幸雄，田村憲治（■1）  
新田裕史  
（＊Ⅰ環境健康酢）  

Y．Moriguchi  

Y．Horiguchi，  
Y．鼠ondoい1），H．Sbil口izu  
（■lSoc．＆  

一水分特性曲線に関する実験（第一稚）  

土壌・地下水汚染調査における表層土鳩ガス調  
査の役割   

の防止対策に関する研究集会   

第3同地下水・土壌汚染とそ の防止対報に関する研究集会  

b－190  有機塩素系化合物の土壌ガス濃度の距隠滅衰か  
らみた測点間隔に関する考察   

節3匝】地下水・土壌汚染とそ  
の防止対策に関する研究集会  

大阪  

b191   

b－19Z   

b－193   

b－194  

b－195   

b－196   

b－197  

b・198   

b－199  

b－ZOO  

地下水汚染と対策の動向  

リボポリサッカライドを気管内授与したマウス  
における肺組織と肺胞腔内の好中球の経時変化   

ラット好中球におけるロイコトリエン8dの代  
謝   
ネオジムを気管内投与したラット肺胞腔におけ  

る腫瘍壊死因子産生と好中球の浸潤  

マクロファージによる一酸イヒ窒素産生と肺上皮  
棚胞のDNAフラグメンテーション   
フッ素に暴惑した肺胞マクロファージのアポト  

ーシス   
フッ素エアロゾルの吸入寿性  

重金属等無機化合物の経気迫呵毒性の評価法に  
関する研究   

Free†l8ter  

法による光合成，呼吸，大気との交換速度の推定に  
ついて   

High precision measurements of dissoIved  
inorganic c8rbon with a colnmerCialND－IR  
in5trument   

（社）地下水技術協会主催  
平成6年秋季講習会  
第64回目木簡生学会  

宿
 
駅
 
京
 
 

東
 
金
 
東
 
 

第20匝】環境トキシコ  
ンポジウム  
頂l埴科学会1994年会  

シ
 
 

ジ
 
 

ロ
 
 

第24回日本免疫学会   

第65匝Ⅰ日本衛生学会総会   

第65匝旧本衛生学会総会  

第65回日本衛生学会総会   

第59回大会日本陸水学会  

第59回大会日本陸水学会  

京都   

豊明   

豊明  

豊明   

八王子  

八王子   

．
 
 

7 
7 

b－Z（）1  

Grazers構成が宍なる実験地で申られたフェオ 色素組成の特徴   

第59同大会日本陸水学会  

b－20Z  Significance of Eoaplankton activity as a 
source of dissolved organic nitrogen in 
Lake Kasunig8ura：Outdoor e叩erilnental  
results  

The erfect of goldfish on the presence of  
dissolved organic nitrogen in eutrophic 
experillentalpond桐ter   

弟59回大会日本陸水学会  

b－203  第59回大会日本陸水学会  

b－204  

ト205   

b－ZO7  

b－208  

b－ZO9  

藍藻類の発生と環境因子との関係の全国湖沼デ  
ータの解析による評価  

山地河川における流域特性と水質との関係につ  
いて   

SP汁サンプラによる花粉のサンプリング  

Omgoing work and potenti且1needs for  
e†川irotlmentaland natur81resourct！  
8CCOuntinginJap且n  

Input－OutPut analy5is of CO2emission  
StruCture8nd balance of CO2 embodiedin  
internationaltr8de  

節29回日本水環境学会年会  

弟29回日本水環境学会年会   

節35回大気汚染学会  

OECD Se口Iin且r  
EnYiron．Account．   

Jpn．－U．S．3rd Work5hop  
Glob81Change  

広島  

広島  

盛岡  

Paris  

打onolulu  

7．3  

7．3   

6．I1  

6．9  

6．10  

En▼iron．S  
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b・之川  

b－211   

トZ12   

b－Z13   

b－214   

b－215  

Econoqicinterdependence8几d eco－b818nCe：  
accounting for．the flov of e几Vironnent81  
108ds88SOCi8ted vith tr8de   
人間活動による環境インパクトの抱合評価手法  

～環境保全技術に関する予備的検討～   
胎仔肢芽培養法を用いた混合物の発生毒性の解  

析 一水観とセレンを例として一   
胎仔肢芽培養法を用いた混合物の発生毒性の解  

析   
培養胎仔胚芽細胞における水銀とセレンの相互  

作用  
【ans8iregion sprlng－ti皿e山mospheric 

tran8pOrt8nd reaction8tudy’93：・Vertical  
profiles o一札ero801s，8Cid g88e8，81dehydes  
and hydrogen peroxide and their 
relationship to乱Cid rain   

Hikk8bi  

つくば  

金沢  

高知  

豊明   

＿Ⅹ0Ⅰ・ea  

8th TOYOTA Conr．  

環境科学会1994年余 ・   

第64回目本衛生学会   

第34回日本先天異常学会学術  
集会  
第椙回日本衛生学会総会   

4th、Int．Conf．▲S▲1q－  

6．11  

6．11   

6．4   

6．7   

7．3  

6．6  

Y．Hori卯Chi（tl【yusyu  
Univ．）  

森口祐一，中杉修身，  
清水浩  
米元絶三   

光元純三   

米元純三   

T．Ril】OtO（●1），  
H．Yarashina（義之），  
S．払niura（＊2），  
軋Tan8k8（書Z）寧・N8k8yama  
（霊3），  
打．Obat8（●3）E．Ok8mura（●  
3），S．Vak8n8t帥，  
l．Unoい4）  
（雷1Res．Inst．Oce8nO  
Chelmリ■2088k8City  
I．P．H．E．Sり  
■3Res．Cent．l．l．†．Sり  
可Atl】08．EnYiJ・On．Div．）  
S．Vakamatsu，  
▲．Ut5umOmiy8（■1），  
A．Hori（tZ），l．Uno（■3）  
（雷1Fukuok8．l．H．E．Sり  
■2Maga58ki  
I．P．H．E．S．■3Atnos．E爪Vi  
ron．DiY．）  
A．批汀i（■1），  
A．Ut5unOl正閏（■2），  
S．他bl】atSu，R．Ueh8r且，  
Ⅰ．Uno（◆3）（tllhg85aki  
I．P．H．E．S‥●2Fukuoka  
I．H．E．S‥  
■31t】】OS．E爪Viron．Div．）  
A．Utsuno屯iy8（＊l），  
A．Hori（雷2），  
S．W8bmatsu，Ⅰ．Uno（t3）  
（■1餌kuok8l．H．E．S‥  
■2N乱gaS8kil．P．H．E．S‥  
t31tmos．Emviron．Div．）  
S．Vakal】8tSu，l．Uno（■1），  
Lぬtsui（tl）  
（■11tm08．Enviroh．DiY．〉  
S．恥bmtsu，  
1．Utsunoni拍（■1），  
T．Y8口a8hita（■2），  
A．Hori（■2）E．J．H8n（■3），  

b－216  

Season且1v8ri8tion of the8erOSOIsin the northernlyushu are8，J8pan   
Eorea  6．6  4thInt．Conf．・ASAAQ  

b－217  4thInt．C（】nf．AS人Aq  Rore8  6．6  Epig8de8n81ysis of tbe8erOSOI  
COnCentr8tion8in the northern Xyushu8re8，  
J8p8n   

6、6  b一之18  Te叩er8ture8nd bⅥ℡1dity dependence of  
the aerosol composition in the northern 
Ryushu8rea，Japa爪   

4thlnt．Conf．ASIAq  

E8n88iregion sprlng－tine8tロ05pheric  
tr8れSpOrt8nd reaetion study’93：Vertic81  
profiles of g8S ph8Se p011ut8ntS   
The di8tributions of8erO501ion  

components in Borea and Japan 

4thInt．Comf．ASAIQ  

4thInt．Conf．ASAAq  

J．S．鮎川（■3）  

C．R．Shin（霊3  

S．【．【inい3），  
D．1．Choi（雷3）  
（＊1Fukuok8Ⅰ．H．E．Sり  
■2N8g8S8kiI．P．H．E．S．  
雷3Ⅳ．Ⅰ．E．R）  
J．S．H8れい1），  
E．J．ぬm（■1），  
D．l．Choi（雷1），  
S．D．Rill（事2），  
S．Ⅴ且k孔matSu，l．Uno（■3）  
A．Utsunoniy8（暮4）  
（■1！l．Ⅰ．E．R▲■ZSeoul  
City UniY‥■31tl】08  
Environ．Div‥  

Eorea  6．6  

The estilp8teS Of various8erOSOlproduced 8nd transforl】edin8tln08phere  

4thInt．Conf．ASAAq  b－Z21  

＊4Fukuok8Ⅰ．H．E．S  
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Seasonal var 4thInt．Conf．AS仙q  
S．Wak81natSu，Ⅰ．Uno（霊Z），  
H．Ta他k且（■3），  
T．R8niur8（■3），  
T．M且8d8（暮4）  
（■1Itokkaido UniYり  
書ZAtmoヨEnviron．Div．，  
■30s8ka City  
l．P．H．E．Sリ  
ー41）．R．l．Corp．）  

若松伸司   

森川多淫子（り），  
若松伸司，  
鵜野伊澤志（■Z），  
田中正室（■3），  
神浦俊一（■3），  
前田恒昭（■4）  

（◆1北海道大，  
■2大気圏環境執  
事3大阪市環境科学研，  
■4電気化学計器（珠））  
大原利眞（■1），  
神威周密（■1），  
外岡塁（■1〉，若松伸司，  
鶴野伊澤志（■Z），  
安藤保（■3），  
泉川煩慮（■4）  

（■1（財）計昆計画研， 
■2大気圏環境部，  
■3横浜市，  
事4東帝都環境科学研）  
阿相敏明（■l），  
三村春雄（事1），  
牧野宏（■1），若松伸司  
（霊1神奈川県環境科学セ）  
阿相敏明（■1），  
三村春雄（■l），  
牧野宏（■1），若松伸司  
（■1神奈川県環境科学セ）   

社会環境システム部  
青木陽二   

H．Aoyagl  

C2－C5 hydrocarbonsin Osaka City   

広域大気汚染モデルとその対策への活用   

．大阪市におけるCZ～C5炭化水素成分の季節変化  
について（2）  

大気汚染研究協会，第13回関  
東支部総会・講演会  
第35同大気汚染学会   

6．9   

6：】I。  

b－2Z5  光化学大気汚染予測モデルの改良   第35回大気汚染学会  

b－226  神奈川県大山におけるエアロゾル粥査（1）一成  
分濃度の季節変化一  

神奈川県大山におけるエアロゾル羽杢（2）一夏  
季におけるSO－2▼の動態について－   

第35回大気汚染学会  

b－Z27  弟35回大気汚染学会  

C  

C－ 1   

c－ 2   

C－ 3  

e－・4  

c－ 5   

C－ 6  

祭鋭記述から探る景観体験の解明に関する研究  
こ一植生景観体験の記述を探して－   

Faetors affecting the formation of city 
dllellerB’attittldes toY＆rds the environnent   
主婦の環境保全活動参加要因についての分析   
環境に対する日本およぴドイツの市民の態度に  

ついての比較調査の結果の分析  

首都圏近郊地域における一般世帯のエネルギー  
消費嗣査の結果について   
住工混在地区の音環境と居住者の意磯  

－インチンシヴな調査法による－   

第8回環境研究発表会   

ⅩⅠⅠIth World Congr．Sociol．   

第42回日本村落研究学会■  
環境科学会1994年舎  

弟11回エネルギーシステム・  
経済コンファレンス  
京都大学環境衛生工学研究会  
第16回シンポジウム  

東京   

8ielefeld  

南知多   
つくば  

東京  

京那  

6．11  

6．7  

6．11  
6．‖  

7．】   

8．7  

青柳みとり  
青柳みとり，  
J．H8rkne8S（■l）  
（暮1ZUl仏，Ger帖叩）  

青柳みとり，森口祐一，  
近藤美則，清水浩  
箕浦一哉（■1），  
平松幸三（■1），  
奥田孝史（■Z），  
金城臓（■Z），  
厚井弘志（■2），大井紘，  
松井利仁（書3）．  
高木興「（暮3）  

（＊1武庫川女子大， 
t2大阪府，＊綿酢大）  
Ⅹ．Oi，S．Suga，Y．Eond011  

大井舷，須賞伸介，  
近藤美則  
箕滴∵哉（書l），  
平松幸三（■1），  
奥田孝史（■2），  
金城鰭（■Z），  
厚井弘志（暮2），大井紘，  
松井利仁（◆3），  
高木興一（■3）  

（書1武庫川女子大，  

Yok【血81】8  

札幌   

熊′本  

Han且g印ent Of conp18i両8Cau8ed by noise  
8nd other pollution phenoInen8field by  
residents floYingintoindustri818reaS   
住工混在化における環境間恩からみた地域計画  

の考え方  
・音環境と居住者の恵織に関するインチンシヴな  

調査一堺市の住工混在地区における網査例－  

1994lnt，Congr．仙）ise  
ControIEng．   

土木学会第49回年次学術講演   

日本音管学会秋季研究発表会  

t3京酢大  
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発 表 者  開催都市名  
住工混在地区におけ  る居住者の音環境  日本音響学会秋季研  究発表会  熊木  

－2元クラスター法を用いた分析－  
奥田孝史（■Z），  
金城巌（■2），  
厚井弘志（t2），大井総  
桧井利仁（■3），  
高木興一（＊3）  

（■1武庫川女子大，  
■2大阪府，■3京都大）  
大井紘，須酎申介，   

S．Otom乙   

川島康子   

Y．Kawashiln8  

C－11  

C－12   

c－13   

C－14  

東京湾についての自由連想法による意識調査と  
解析   
Environment－Oriented product policyin  

Japan   
気候変動枠組条約の交渉過程における条文の変  

化   
Policy－making processes for global  

environmentalproblems；a COmpar且いve  
analysis betweenJapan8nd the United StateB  

Tムe second pぬ5e Of negoいations for the  
fram帥Ork conYention on climate change．   
The potentialandlimits of using  

life－CyCle approaches fロri爪prOYed  
enYironmentaldecisiロnS   
製品ライフサイクル・アセスメントに関する最  

近の動向   
Latest product policy beirlgl叩Ienented  

inJapan  

製品の項墳月商評価手法  
Japan■＄1且teSt development8in thermal  

且nd打Iaterials TeCyCling   
家計消費支出に伴うCO2排出量の蕪至時分軒  

家計消費支出によるCOZ排出構造の経時的分析   

遺伝情稚のデータベ∴ス化について  

シンポジウム  
砂疾海眉の生態系と物理環境  
5th OECD／PPCG Heet．   

環焼科学会1994叩合   

札es．Vorkshop：South＆  
Ⅳorth，East＆Vest  
Glob．Clim．Change Polit∴  
Issues ＆Res．Method  
Policy Anal．  
恥rkshop on  
Environ．Ec叩．Policy  
Int．Comf．Ind．Ecol－．  

日本金属学会・日本鉄鋼協会  
東海支部談話会  
2nd  
Int．Conf．Prod．Oriented  
Environ．Policy  

新川回環境工学連合会諦前会  
R’95－RecロYery Recycling  
Re－integration  
環境科学会19g4年会  

窮11回エネルギーシステム・  
控訴コンファレンス  
1994年度地球環境研究総合推  
進費分野別研究発表会  

東京  

Paris  

つくば   

Stockholm   

6．11   

6．11   

6．11   

6．12  

r 】5   

c－Ⅰ6  

c－17   

c－18  

c一】9  

c－ 20   

c－ 2l  

c－ 22   

C－ 23  

y．∬洲agわj舶   

S．Gotoh  

後藤典弘   

後藤典弘  

後藤典弘  
S．Gotoh   

近藤美則，森口祐一（■】）  
清水浩（■1）  

（＊】地域環境研究グ）  
近藤美則，森口祐一（■1）  
清水浩（■1）（■1地域グ）  
清水明，高橋惧司（雷1），  
土屋英明（霊2），門田知美  
渡辺信（霊3）（事】地域グ，  

■2地球・人間環境7オーラム  
＊3生物圏環境部）  
清水明  

∴、；   

貰∵ 賓  

6．7   

6．9  

7．1  
7．2   

6．11  

7．Z   

7．1  

Tokyo  

lrvine  

名古屋   

Stockholln  

東京   
Geneva  

つくば  

東京  

つくば  

C－ 24  行動ビデオのサルと背景の分離について   科学茂術庁・省際基礎研究  
霊長類行動のマルチメディア  
情報処理とニューロコンピュ  
ータによる解析システムの開  
発  
策2Z国環境システム研究論文  

発表会  
1nter－nロjぶe94  

土木学会第49回年次学術講演   

環境科学会1994年会  

つくば   7．Z  

娩賢伸介，大井紘・   

S．Suga，Ⅹ．Oj，Y．∬0刀ぬh，  
S．Hiy8mOtO（■1）  
（りToku5hima Univ．）  

須賢伸介，上中孝郎（＊1）  
安岡善文（■1筑波大）  
日引聡，R．S8nds（■1），  
K．F．Vanden（■1）  
（■1B8ttele－Pacific  
HorthYeStl－ab．）  

森保文，乙聞兼廣，  
道農業別，厳島良二（■1）  
森本林（り）（tlタクマ）  
Y．Hori．S．Otoma  

C－ Z5   

c－26  

C－ 27  

C－ Z8  

自由連想法による東京湾についての意識調査と  
その解析   

Study抑anれOya乃Ce and troub】e cau5ed by  
pollutionin8reSidentialare8in a  
olegalopolis by analyzing free response data 

住民による畏観評価のためのCG画像作成に関  
する基礎的研究   
地球温唖化対策による柁所影響を分析するため  

のCotnputable GeneralEquilibrium Hodelの開発  

ごみ発電によるエネルギー回収およぴ  
CO2排出旦の削減効果の推定  

Life cycle血nalysis of8nincineratioh  
plarLt for rDurlicipalYaSte Yith poYer  
gener8tion as concerns energy consumption  
and c8rbon dioxide elpissions   
福岡県地理環境情報システムの機能と衛星リモ  

ートセンシング情報の活用  

東京   

yαkoha爪a  

札幌   

つくば   

6．8   

β．g  

6．9   

t；、11  

エネルギー資源学会弟13回研  

究発表会   

1Ilt．Conf．Ecobalamce  

大阪  

Tsukuba  

c－31  大久保彰人い1），  
東公一（■2），  

前浜三四郎（■3），  

安岡着丈  
（■1椙同県保健環境研  
■Z福岡県頚墳整備局，  
●3社会調査研）  
大久保彰人（事1），  

東公一（霊2），安岡壱文  
（■l福岡県保健環境研  

地理情報システム学会第2回  
学術研究発表大会  

東京  

梱同県域の衛星リモートセンシング解析につい  c－ 3Z  
邪28国環境保全公害防止発表  

広島  

■2福岡県環境整備局  

一184－   



題  目  学会等名称  開催郡市  
大久保彰人（■l  衛星リモー  トセンシンクによる福岡県域の土地  r］木リモートセンシンク学会  

九州支部平成5鱈腹研究発表  

第20回リモートセンシンクシ  
ンポジウム  

福岡  
東公一（■2），安岡善女  
（り福岡県保健環境研，  
■2福岡県環境整備局）  
沖一枝（■ll，安岡善女，  
宮崎悪虐（書Z），  

島田道彦（暮3），  

官武直樹（書3），  

柘島勉（珂）（事1筑波大，  
t2地球環境研究グ，  
■3法政大，  

書4宇蹄開発車業団）  
Y．Yasuoka，Y．Y8magata，  
M．Talnura  
Y．Yasuoka，  
T．Miyazaki（■1）Y．Honda  
（■Z），K．Saito（■3），  

Y．Nu爪ata（■3），  

Y．Ya爪ar】0（■3），  

M．Kaku（■4）（暮1Global  
Environ  
Div，♯2Yokohama  
Natl．Univ．暮3Asia Air  
5urYey Co，Ltd．，  
t4E8rth Remote  
Sensing Data  
An且1．Cent．）  

Y．Yasuoka，Y．Yamagata，  
H．Ta爪ura  

化学環境部  
G．Å11inson，上岡勇由美，  
伊藤裕康，森田昌敏  
G．Allinson，上岡真由美，  
伊藤裕康，森田昌敏  
T．〃atsumuraい1）川．Ito，  
T．Yamamoto，H．Horit且  
（＊1Shin Nippon  
抽∋tt∋PrOl．＆  

Oceano亨r・Consult・）  
T．Kaval   

河合崇欣   

柴田康行，森田昌敏   

柴m康行，勝真理子（■l），  
吉永軌堀口敏宏，  
森閏昌敏  
（＊1環境研究セ）  
白石不二雄，  
藤巻秀和（＊1）  

（事1博康環境部）  
瀕山春彦，相馬光之   

H．Seyama，  
J．S．Edmonds（■1），  
M．J．Horan（事1），  
A．Tanaka，Y．Shibata，  
H．So】¶a，M．Mol・ita  

ltl恥St．Aust．蜘rlne  
Res．L8b．）  
相馬光之，瀬山春彦，  
C．W．Childs（霊1），  
B．X．G．Theng（■2）  
（■1Victoria Univ．，  
＊2Landcare Res．N．Z，）  

林緊摺（♯1），相馬光之，  
田中敦  
田中敦，伊東裕康，  

被覆変化バターンの試算と背景調査  

分光スぺクトル計測に基づく水質定邑モデルの 検証（3）   

C－ a4  東育   

Honitoring of wetland envi川nment With  
OPticaland nicrowave remote sensiTlg   
dlgorithlo developnent for ASTER 

Vegetati8nindex   

10th Fa11Symp．KSRS＆3rd  
Ann．Workshop EHSEA  
Jpn．－US ASTER Sci．Team  
Meet．  

Taejon   

Kagoshilna 

c－ 37  HorlitoriTlg Of Yetland erlVironmerIt L A  
Prelilninary study for the application of  
ASTERin ecosysteln mOnitoring－  

1，3，6，8－TCDDによるインドヒラマキガイ  
（Indoplanorbls exustu5）の生殖抑制   

メダカ（Orygiaslatipes）における  
1，3，6，8一丁CDDの経口帝性   

Develop】nent Of preCOnCentration system  
for PCDDs PCDFsin seawater   

Jpn．－US ASTER Sci．Tea打I Heet．  
Xagoshima  6．11  

d  

d－ 1   

d－ 2   

d－ 3  

窮3回環境化学討論会   

第3回環境化学討論会   

14thlnt．Symp．Chlorinated  
Dioxins，PC8＆Relat．Comp．  

d－ 4   

d－ 5   

d－ 6   

d－ 7  

Globaladvantages of the丑aikalbasin as  
Of a field for environmentaしre3earCh   
湖底堆積層解析による内陸部の気候・環境変動  

解析   
ヒ素と生命一海洋生態系におけるヒ素の化学形  

態－   

イカ肝臓【Pに蓄積される有機汚染物宍一脂肪族  
，芳香族炭化水素顆－  

ガス化難治性化合物の遺伝毒性検出のための墳  
凄細胞への簡便なガス暴威法の開発  

高速原子衝撃二次イオン質量分析法による粉じ  
ん試料の分析   

Application of FA丑－S川S for the analysis  
Of fish otolith  

Int．Workshop8AIKAL  
Natl．Lab．GlobalChange  
日本学術会議シンポジウム  
「バイカル湖は今？」  
第55回分析化学討論会■   

第3回環境化学討論会  

Irkutsk  

東京  

富山  

大阪  

6．5   

7．2   

6．6   

6，6  

第35回大気汚染学会  

日本化学会第68担】秋季年会   

Znd，NIR川  
Int．Symp．人dv．Mater．  

d－1l  第3さ回粘土科学討論会  フェリハイドライトのX採光電子分光   

ノ 京都  

つくば  

日本化学会第69回春季年会   

環境科学会1994年会．  

トリメチルスズ、ジメチルスズイオン交換ヘク  

トライ十のM代  霞ケ浦底質中 

の塩素化ダイオキシン類の鉛直分  
相馬光之  森田呂敏  

185一   



化合物のl呼吸  
後藤鱒撞いZ），  
杉田和俊（■3），  
渡辺征美（暮2），  
遠藤治（●Z），  
濱口鱒夫（●わ，  
石井忠治（●1），田辺潔  
（■l東京理科大，  
事2国立公衆衛生院，  
●3日本品賢保証機絹）  
藤井敵情，佐藤高志（事l），  
太田学（書り（雷1明星大）  
藤井敏博，佐藤高志（義1），  
太田学（●1）（＊1明星大）  
T．一雨ii，l．Syouji（■1）  
（◆1Hei写eiUniv．）  

堀口散乱白石貴明（■1），  
清水試いZ），森田昌鱒  
（◆1地域環境研究グ，  
t2東京大）  
堀口敏宏  

堀口敏宏  
堀口敏宏，自石克明（■1），  
清水誠い2），森田昌敏  
【■ユ地域項媚研究グ，  
＊2東京大）  

堀口敏宏，白石寛明（＊1），  
消水就く書2），竃永淳，  
柴田康行，森田昌敏  
（■1地域環境研究グ，  
事2東京大）  

T．Horiguchi，  
H．Shiraishi（■1），  
H．Shimiヱu（■2），  
州．HoT・ita  
（＊1Reg，E附ir帥．Oivり  
事2Univ，Tokyo）  
T．Horiguchi，  
H．Shir8i5hi（雷1），  
H．Shimi名u（■2），  
S・ya仙名8ki（＊写）．  
H．H0l・ita  
（■1Reg．Environ．Divり  
t2univ．7Dkyo）  
H．Morita，H．1t0．  
1．Y88uh8r8，  
H．Moriyam（■1），  
S．人sada（■2）（■1Rurita  

Xogyo，  
■2Jpn．qu81．1由ur．L8b．）  
安原昭夫   

安原昭夫，申杉修身（■1）  
い1地域環境研究グ）  
安原昭夫   

安原昭夫  
安原昭夫   

山本勇士，伊藤裕軋  
安原昭夫，森田昌敏  
T．Y8m8mOtO，H．1to，  
l．r85uhara，〝．打Orit8   

S．地相hil叩tO（●1）， S 
．Schneider，  

T．Y8m8mOtO，H．Horita  

d－15   

d－16   

d－17  

d－18  

CH4／02系のマイクロ波放電プラズマで生成され  
る中性揺とイオン揺の質屋分析法による同時検出   
CH4／02系のマイクロ波放電プラズマ中の生成物  

分析   
Ⅵass spectrometric studies of the neutr81  

8ndionic productsin8CH4／02microw8Ve  
di8Charge p185舶   
イポニシとレイシガイにおける有機スズ汚染の  

項境化学的研究－V11  
T8TとTPTの濃縮，蓄積と排泄   

Ⅰ叩OSeX  
による新腹足類絶滅の危機～有機スズ化合物によ  
る腹足類のinposex－   
有機錫化合物の生態毒性学   
有機スズ化合物による海洋汚染と海産巻貝類の  

imposeェ  

中腹足日月顆（恥SOg8StrOpOda）に対する有機ス  
ス汚染の影響－1マカキガイにおけるi叩OSeX  

日本化学会第67春季年会   

1994年皮質塁分析連合討論会   

4Znd▲SHS Conf．H8SS  
Spect】・Ol】．   

平成6年度日本水産学会春季  
大会  

日本貝類学会平成6年慶大令  

弟5回日本微量元素学会  
軍55回分析化学討論会  

東京  

堺   

Chicago  

東京  

6．3  

6．5   

6，5  

6．4  

d－Z2  第3回環境化学討論会  大阪  6．6  

d－ 23  ImposeよiれJ8p8ne5e伊StrOpOd8andits  
deYelopment by tributyltin且nd triphenyltin  
frolnー爪tifouling pailltS  

N8rth Pac．Har．Sci．Organ．  
（PICES）3rd Annu．Heet．  

Nemuro  6．10  

d－24  lmposelinJ8p8neSe gaStrOpOds  
（Neogastropoda8nd Hesog8StrOpOda）：  
effects of tributyltin and triphenyltin  
fr8♪丘刀tjfl〉山jJIg p8i雨β  

Int．Conf．Marine P011ut．＆ Ecoto又icol．  
”ong【ong  

d－ 25  †1y－8Sh extr8Ct一人propo5ed reference  
n8teri81for PCt）Ds且nd PCDF8   

14thlnt．Symp．Chlorinated  
Dioエins，PC8＆Relat．Comp．  

6．11  Kyoto  

d－2（；   

d→Z7   

d－2β   

d－29  
d－30   

d－31   

d－32  

d－33  

有機化合物による環境汚染の法的規制の現状と  
今後の動向   

プラスチック廃彙物からのリン酸トリス（2－ク  
ロロエチル）の水中への溶出   
環境と化学物質  

有機汚染物質のモニタリング法   
GCルSデータベース及び検索システムの意義と  

特色   
母乳試料中のダイオキシン類およぴコブラナー  

PC8の分析法の検討   
Rapid clean－up method ror the  

deterllination8f PCDDs，PCDF5and coplanar  
PCEs 
lqueou3SOlubility8nd oct8nOl－Vater  

partiti8n COefficient of3，3’，4，4’－  
tetrachl（汀OaZObenzene  

弟3回環境化学討論会   

第3回環境化学討論会   

（社）日本しろあり対策協会  
第37回全国大会シンポジウム  
弟】5匝】環境化学研究会謂病舎  
第12回環境科学セミナー   

第3回環境化学討論会   

14thInt．Sy叩．Chlorinated  
Dioェins，PCB＆Relat．Comp．   

14thInt．Symp．Chlorin8ted  
Dioxin5，PCB＆Relat．Comp．  
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発 表 者  題  目  
Y．Yokouchi，  
L．l．Barrie（■1），  
D．ToQm（＊1），  
H．Akimoto（■2）  
（■1AtlnOS．EnYiJ・On．SeI・Vi  
Ce，Canada，■ZTokyo  
Univ．）  
N．H．8autista（■1），  

横内陽子，大槻晃（■1）  
（書1東京水産大）  
吉永淳，森田昌敏，  
米田穣い1），赤澤威い1）  
（■l東京大）  

吉永汚，森田昌敏，  
自崎俊浩（■1），  
大石公之肋（■2）  
（■1日立計軋  
■2日立製作所）  
吉永浮，柴田康行，  
植弘崇嗣（霊1〉，森田昌敏，  
金子恒顕（■2），  
岩永光恭（■2），  
大塚紹一郎（■2）  
（暮1地域環境研究グ，  
t2日本電子）  
吉永軌森田昌敏，  
鈴木総菜（暮1）（◆1所長）  
吉永軌白埼俊治（■1），  
大石公之助い2），  
森田昌敏（■1日立計軋  
■2日立製作所）  

Joint8th CACGP Symp lGAC Conf．  Se粥Onalv8riation of5eVeralhalocarbon8  

i爪th8Arctic troposphere8t Alert，C8nada．   
Fuji－Yoきhid8  

キヤヒラリーGC／MSによる大気中高揮発性  
ハロカーボン類の測定  

地文人骨中の鉛  

HIP－HS  
による生物試料中セレンの同位休希釈分析  

日本化学会第68回秋季年会  

第3回環境化学討論会  

第55回分析化学討論会  

d－ 38  高分解能」CP－HSによる血清▲11の分析  第5回日本徴丘元素学会  

日本人の骨に蓄積した鉛の起源   

HlトMSによるセレンの同位体希釈分析   

第20国環境トキシコロジーシ  
ンポジウム  
計本分折化学舎弟43年会  

環境健康部  
菅野さな枝（■1），  
青木嵐軋三澤章吾い1）  
鈴木和夫（t2）  
（■1筑波大，事2千葉大〉  
後藤直樹（■1），  
佐藤陽美（＊1），  
竹鼻眉（り），  
小林静子（◆l），安鈴美，  
青木康展，遠山千春  
（■1共立薬大）  

青木康展，松本理，  
丹野恵一，畑山一助（霊1）  
（事1青森県環境保健セ）   

Y．Aoki，H．■Hatsumoto，  
K．Satoh（■1），  
R．T．Su乙uki（■1）  
（■11iros且kiUnivり  
■ZChiba U爪iY．）  

高橋艮哉（■1），  
亀田恵美いl），  
後藤佐多良（り），  
青木康展，鈴木和夫（暮2）  
（事1東邦大，義之千葉大）  
石堂正美，本間志乃，  
P．S．Leung，遠山千春   

石堂正典，本間志乃，  
P，S．Leung，遠山千春   

石堂正美，P．S．Leung，  
本間志乃，遠山千春   

佐々木一之（暮1），  
小島正美（書1），  
坂本保夫（■1），  
藤沢来人（■1），  
柴田野草（tl），  

e  

e－ 1  LECラットとL餌ラットの肝実質細胞における銅  
によるメタロチオネインの発現且の比較  

UV8照射による皮膚障索とタンパク質の誘導   

日本薬学会第114年会  

e－ 2  第67回日本生化学会大会  

e－ 3  3453－4’－pent8Chlorinatedbiphenyl  
によるマウス肝実質細胞における glut8thione  
S－tr8m8fera5eIIの誘導 －  
C578L系とDBl系の比較   
Expression of glutathione S－tr8n8ferase  

トform by copl8naT pOlychlorinated  
biphenylsin primary cultured r且tliver  
parenchyDalcells andits suppression by  
protein kin且写einhibitorB8nd dexamethasone   
加齢に伴う熱ショック霹自質遺伝子発現低下に  

及ほす食餌制限の影響   

第20回環境トキシコロジーシ  
ンポジウム  

14thInt二S叩p．Chlorinated  
Dioxin5，PC8＆Relat．Comp．  

東京  

【yoto  

e－ 5  日本薬学会115年会  

e－ 6  

e－ 7  

e－ 8  

e－ 9  

腎臓由来培養細胞LLC－PEl  
においてカドミウムは D岨rr且gment8tion  
を引き起こす   

腎細胞由来培養欄胞LLC－P【1  
におけるカドミウム のDNlfrag】qentation  

の誘導   
腎細胞由来培養細胞LLC－PEl  

におけるカドミウム の  
D仙フラグメント化誘導とC一汁YC活性辣葛   
生活瑠順の異なる地域に在住する成人健康日本  

人の水晶体所見の検討  

第67回目本生化学会大会  

弟20回環境トキシコロジーシ  
ンポジウム   

第65回目木蘭生学会総会  

第98回日本眼科学会総会  

吹田  

東申  

豊明  

横浜  

青木功幸（  司
 
 

雅
 
 

野
 
 （

 
 

加藤倍世  
（■1金沢医大  

■2青木眼科，  
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発 表 者  
‥＿．＿   小野雅司   

小野雅司   

小野雅司  
B．Ekvall（暮1），  

M．Runim□tO，et al．  
（暮1Uppsala Univ．）   

B，Ekwa11（■l），  

C．Clel陀dson（＊1），  
H，RunimotD，et al．  
（■1Uppsala Univ．）  
B．Ekwall（■1），  

C．Clemedson（霊1），  
H．【unimoto，et al．  
（■1Upps且l8Univ．）   

E．Walum（り），  

M．Runimoto，  
C．Clemedson（雷2），  
8．Ekwall（書2），et al．  
（♯lStoekholln Univ．，  
■2Uppsala Univ．）  
8．Ekwall（■l），  

C．Clemedson（◆1），  
H．伽nilロOtD，  

J．D．Harvell（霊2），  
H．Hait】aCh（＊2），et81．  
（■川pp8ala Univ．，  
■2UniY．California）  
L．Romert（■り，  
8．Ekvall（＊2），  

H．Kunimoto，  
C．Clemedson（■Z），et  
al．（■1Genotox AB，  
柁Upp5且18Univ，）  
国本学  

e－10  

e→】1  

e－12  
e－13  

調査、国保レセプトデータよりみた自内陣  53匝Ⅰ日本公衆衛生学会総会  
受療率の動向   
簡易測定器異による紫外線暴落且渋才走一予備的  

調査一   
中国雲南省におけるマラリア疫学調査   
Further汁EIC evaluation：人cuteleth81  

toxicityin man of referen云e chemic81s  
nos．11－30predicted by60in vitro toxicity  
8SS8yS8nd by oralLD50in rodents   

Acutelethaltoxicityin man predicted  
by cytotoxicityin5Z cellular assays and  
by oralLD50testsirL rOdents for the first  
30HEIC chemic81s   

Human dose－reSpOnCe Skinirritancy dat8  
for the first12HEIC chemicals used to  
evaluete skin toricity prediction by 77 
CytOtOXicity assayB  

Prediction of hullan aCute tOXicity by55  
CytOtOXity assays for30ItEIC chemicals：  
Are the human systems performing better  
than systems vith animalcells？  

Conparison betveen human skirLirritancy  
8ndin vitro cytotoxicity fr8m77systems  
for the first 12 HElC chenicals 

第35垣l大気汚染学会   

第59回目本民族衛生学会絶会  
6抽Int．Workshopln VitrD  
Toxicol．  

6th  
Annu．Meet．Jpn．Soc．Alternat  
ives AnimalExp．   

J，F．Horg且n  
Int．Symp．Current  
Trends：ln Vitro Skin  
Toxicol．＆EyeIrritancy  
Test．  
FR川EConf・（Theseof  
huJnan tis5ueinln Vitro  
toxic0logy）  

Tokyo  

Ottawa  e－15  

Stirling  

Baltimore  1993恥rld  
Congr．Alternat．＆Animal  
Use Life Sci．  

e－17  

Bethesda  王BG Conf．In Vitro Toxicol．  li coaparative eytotoxieity analysis of 
the results from te＄tS Of the first30MEIC  
refeT・enCe Che爪i（・alsin68differentin  
▼itro t8Ⅹicity systems  

脳アンキリンの分子星44万のイソ型（440kD  
ankyrinp）の株化神経細胞における神経突起形成  
過程への関与   

培養神経細胞を用いたMEIC30化学物質の毒性試  
験   
メチル水銀の神経毒性発現の鋭敏なマーカーと  

しての脳アンキリン  
・ラット小脳初代培養細胞を用いたメチル水銀の  

専性発現晩晴の解析  

A compar8tive cytotoxicity arl＆lysis of  
the results from．tests【）f the first30ItEIC  
reference chelPicalsin68differentin  
Vitro toxicity5yStemS  

脳アンキリンの二つのイソ型は小脳神経細胞に  
おいて軸索あるいは樹状突起／細胞体に区別され  
てクーケッティングされる  
Co.parisons of the toaicity of 30 

chelnicals as measured by68differentin  
vitro toxicity tests  

Co.parisons of the toricity of 30 
che口Iica13aSlneaSured by68differentin  
▼itro toxicity test8  

Comparisans of the toxicity of 30 
chemicals8S me8Sured by85differentin  
vitro toxicity tests   
メチル水銀によるラット小脳神桔細胞の死はア  

ポトーシス様である   
心拍間隔変動の自己相関スペクトル成分を用い  

た自律神だ機能評価：（その2）  

e－18  

節67回日本生化学会大会  

バイオアッセイ研究会第3回  

研究集会  
第20回環境トキシコロジーシ  
ンポジウム  
水俣病に関する総合的研究班  
・国立水俣病研究センター簡  
川回合同ワークショップ  
8th Ann．Heet．Jpn．SDC  
Alternat．AnimalExp．  

lぺIll  

兇京   

東京   

熊本  

Tokyo  

貰∵ 己  

6．9   

6．9   

6．11  

6．11  

e－19  

e 20   

e－ 21   

e－ 2Z  

e－ Z3  

国本学   

国本学   

国本学  

E．Ekwall（■1），  
H．EunilnOtO，  
E．WaluInい2），  
C．Clemedson（＊1），et  
al．（事1Upps且1a UniY  
＊ZStockhロ11D Univ．）  

国本学  

C，Clemedson（◆1），  
H．EunilnOtO，  
8．EkYall（事1）et al．  
（事Ⅶpps8laⅥniY．）  
C．Clemedson（＊1），  
M．Kunimoto，  
8．Ekwall（■1），et al．  
（事1Uppsala Univ．）  
B，EkYal＝■】），  
M．Xunil叩tO，et81．  
（■1Uppsala Univ，）  

国本学   

黒河佳香，兜兵徳（◆l）  
影山隆之（暮1）  

兼房  

Kartause  
Ittingen  

Research  
Triangle  

Park（U．S．A）  

Baltimore  

仙台  

東京  

節18回日本神経科芋大会  

8thInt．Workshopin Vitro  
Toxicol．  

伽ngr．Cell＆Tissue  
Cult，1994Heet．Tissue  
Cult，A8SOC．   

Soc．Toxicology，34th  
Ar】nu．Meet．   

日本薬学会邦115年舎   

弟10回日本ストレス学会学術  

総会  

6、6  

睡眠中の自律神経機能  動に関する基礎的検討  ■1地域頭境研究グ  
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発 表 者  学会等名称  開催都Ilf名  
香，隊山隆之（＊1  自律神経機能の評価  旨標としての心拍変動スぺ  65圃l三】本循」三学会総会  豊明  

綿戸典子（＊Z），  
小林敏生（■3），  
金子哲也（■4），  
兜貝徳（＊l）（▼1地域グ，  
■2富士通FIP，  

■3東京商船大，叫杏林大）  
小林随弘，森岡進（事1）  
（＊1筑波大）  

小林隆弘   

池上崇久（■1），小林隆弘  

（雷Ⅰ東邦大）  

鈴木明，11」元昭二，清水明   

鈴木明山元昭二，清水明   

K．Tamura，H．Ando（■Ⅰ）  
（霊1Reg．Environ．Re5．DiY  
．）  
刊．伽Tal【aml（■1），  
R．Tamura（＊1Tsukuba  
Univ．）  
田村義治  
田村憲治，村上正孝（■1），  
西適地利己（■2）  
（＊1筑波大，  
★Z茨城県健康科学セ）  
田村恩給，安藤摘（■1），  
宮崎竹二（■Z）  

（暮1地域現場研究グ，  
♯2大阪市立環境科学研）  
呉春玲い1），  
松崎一葉（＊1），  
村上正孝（＊1），田村惑治  
（tl筑波大）  
張宝旭，鈴木純子（＊1），  
遠山千春，西村典子（t2）  
（＊Ⅰ共立莫大，  
■2豪州産菜科学機構）  
S．hom帆，l．Nakai（■l），  

クトル成分の意養について－立位負荷による血圧  
変動との相関   

e－ 31   

e－ 3Z   

e－ 33   

e－ 34   

e－ 35   

e－ 36  

e－ 37  

e－ 38  
e－ 39  

柄物由来の揮発性アルコール類が炎症細胞遊走  
におよぽす影雷   
植物由来揮発性アルコールが炎症細胞の選定に  

及ぼす影琶   
オゾン暴露はヒスタミンの鼻腔抵抗，鼻汁およ  

ぴくしやみの増加作用を先進する   
パーソナルコンピューターを用いた心電図の解  

析について   
心拍数の変化からみたNO2亜急性暴露の自律神  

経系に及ぼす影甥   
Suspended parti川18te matterinindo8r  

8nd outdoor air along a main road and  
pers8n且1exposure asses5ment   

Di3Cl、epanCy O一旦eo8Taphicaldi3triもutlon  
between a11ergic rhinitis and pollen of  
Japanese ceder   
国保統計からみた都市と農村の受戒動向   
国保傷病統計によるアレルギー性鼻炎受療率の  

地域比較  

大阪市における沿道住民のSPM個人曝露調査   

第44回目木アレルギー学会   

第35回大気汚染学会   

第68L萱】【1本薬理学会年会   

第61回目本性医循環器学会   

第61回目本数医循環器学会   

6th  
C8nf．lnt．Soc．Environ．Epide  
miol．  
6th  
Conf．Int．Soc．Environ．Epide  
miol．  
第43恒1日本農村医学会稔会  
窮53回目木公衆衛生学会総会  

京
 
岡
 
瀾
 
睨
 
幌
 
 

泉
 
盛
 
鋸
 
札
 
札
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0
 
 
 
0
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DurhaID  

つくば  
鳥取  

e－40  窮35匝】大気汚染学会  盛岡  

e－ 41  茨城県におけるスギ花粉の飛散とアレルギー性  
鼻炎の地理的分布  

尿相習由来の培養欄胞を用いたカドミウムの毒  
性評価  

A noYeltech†lique to evalⅥatelneTtuTy  
toxicity by synchrotron radiation XLray  
fluorescenceil旭glng  

紫外緑照射による水晶休混濁とタンパク質の変  
化   

那65凶日本衛生学全紙会  て†111l  

e－ 42  第64担J日本衛生学会  金沢  

e－ 4ユ  臣o de  
Janeiro  Phys．8iDmed．Eng．  World C【lngT．Med   H．Shinyashikiい1），  

C．Tohya川a，  
N．Shimojo（書1）  
（■1Tsukuba Univ．）  

一柳圭一（◆1），  
佐藤洋子（■1），  
竹鼻眞（書】），  
小林静子（■1），遠山千春  

第67回日本生化学会大会  e－ 44  

（書1共立薬大）  

鈴木純子（霊1），′j、林静子  
（■1）遠山千春  

（霊1共立薬大）  

N．Nishimur8（霊1），  
H．Nishilnura（■Z），  
C．Tohyama，乱Cam（tl），  
D．Adelsonい1）  
（♯1CSIRO，霊2Aichi  
Mizuho Univ．）  

佐藤政男（◆1），  
札．D．Apost（】lova、  

遠山千春  
（■1福鳥県立医大）  
西村久雄（＊1）．  
西村典子（■2），遠山千春  
（■1愛知みすほ大，  
■2豪州科学産業機構）  
遠山千春，西村久雄い1）  
西村典子（■2）  

（書1愛知みずほ大，  
＊2豪州科学産業機構）  
K．Nohara，  
H．N8kauchi（■1），  
S．Spiegel（■2）  
い1Riken，■2Georgeい川n  
Univ．）  

第67匝旧本生化学会大会  

2nd  
Congr．Asian－Pac．Organ．Cel1  
8iol．  

ラット精巣には新たなメタロチオネイン様タン  
パクは存在するのか？  

Meta1lothioneinin woolfollicle  
regenerationin sheep treated Yith TnEGF   

卵65回目本衛生学会総会  豊明  メタロチオネイン欠損マウスにおけるバラコー  
トに対する感受性  

カドミウムによる精巣陣告のメタロチオネンに  
よる防卸効果  

メタロチオネイン欠損マウスのカドミウム毎性  
学への適用  

Glycosphingolipids of rat T cells  

第65回日本衛生学会総会  豊明  

豊明  節65回日本衛生学会総会  e¶ 49  

Washington   n．1「  
6．5  

血1．Soc，8iochem．＆ Hol．且io．柑94Annu．Meet．  
e－ 50  

Ⅰレ3依存肥満細胞の増殖抑制  第64【司日本衛生学会  UV－B照射と  
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抽）dulation of  eytokine prol 

X†lnt．Congr．Aller即1．＆ Clinlmmun01．山In．Heet．  
Stockh011れ  

0．Nohar8い1），  
N．Kat8ya】ロa（◆1）．  
T．Imai（■1）（■lJikei  
伽iy．）  

藤巻秀和  
藤巻秀和，実吉健策（●1），  
野原修（■1）  

（■1磋思医大）  

実吉健策（刈），藤巻秀机   
白石不二撞（■2）  

（■1慈恵医大，  
■2化学環境部）  
藤巻秀和，実吉膵策（◆1），  
白石不二償い2）  
（■1慈思医大，  
■Z化学環境部）  
藤巻秀和   

古山昭子，持立克身 

古山昭子，市瀬孝道（書1），  
嵯峨井勝（■1）  

（■1地域グ）  

A．Furuyam8，LHoehit8te  

階堂武廊（■1），本田絹，  
北村邦昭（■Z）  

（■1筑波大，■2大蔵省）  
本臼靖，階堂武郎（■1），  
北村邦昭（●2）  

（■1筑波大，t2大蔵省）  
本田軌小野雅司，  
佐々木昭眉（■1），  
内山厳正（■1）  

（■1国立公衆衛生院）  
階堂武郎い1），本乱軋  
北村邦昭（暮2）  

（＊1筑波大，  
■2大蔵省印刷局）  
本田軌小野雅司，  
佐々木昭彦（り），  
内山應址（■1）  

（書1国立公衆衛生院）  
森直代（■扶  
荒記俊一（事1），  
横山和仁（■1），本田軌  
佐々木昭彦（■2），  
内山席雄（■2）  

（■1東京大，  
■2国立公衆衛生院）  
本間志乃，石堂正美，  
P．S．Leung，遠山千春  
H．ぬtsumoto，Y．Aoki  

吉岡大（■1）．  
女屋博昭（●l），  
板井悠二（＊1），三森文行  
（■1筑波大）  

F．椚tsl皿Ori  

三森文行，鮮干摂（■1），  
撞外永（■1），  
浅野勝巳（■1）  

（■1筑波大）  

三森丈行，鮮干摂（■1），  
挫外永（暮1），  
浅野勝己（●1）  

（◆1筑波大）  

持立克身  

CerYic811yl叩h nod8Cells from nice tre8ted  
Yith DEP  

大気汚染物質と免疫機能   
二酸化窒素暴虐と血中因子の変動  

環境汚染物質の把満細胞からのⅠレ4産生に及ぼ  
す影響  

ディーゼル排気粒子投与マウスの局所リンパ節  
でのサイトカイン産生  

UV－Eによるマウスインターロイキン4産生への  
影響  

lI型肺胞上皮細胞による基底腺緻密板の形成（l  
）   

粒子状物質の細胞接着分子発現に及ぼす影響  

Gener8tion of bas811amin8in vitro by  
typeIIalveolar epithelialcells with the  
8id Df pulmon8ry fibrob18St3   

職域における若年者の健康管理（1）  

職域における若年者の健康管理（2）  

日最高気温と死亡率一地域格差について  

第1匝】免疫毒性研究会  
第44回日本アレルギー学会稔  
工言   

第35回大気汚染学会  

6．Ilt‾  第35回大気汚染学会  盛岡■、   

e－ 57   

e－ 58   

e－ 59  

e－ 60  

e－ 61  

e－ 62  

e－ 63  

第貼回日本衛生学会総会   

第67回目本生化学会大会   

第鵠回大気汚染学会  

血．＄oc．Cell  
Biol．Thirty－Fo山rth  
血m．Heet．  

窮53回目本公衆衛生学会総会  

第53回日本公衆衛生学全紙舎  

弟59回日本民族衛生学会総会  

豊明  

吹田  

盛岡  

・・・い  
Fr且nCISCO  

鳥取  

鳥取  

金沢  

7．3   

6．9  

6．1】  

6．12  

6．10  

6．10、  

6．11  

e－ 64  職域における若年者の腱康管理（3）   琴59回日本民族衛生学会総会  金沢  

e－ 65  気温と死亡との関係に対する湿度の影響につい  
て  

交通事故死亡に及ぼす気象条件の影響一束京都  
（1978－1990年）に掛ナる解析   

第5回日本疫学会総会  

e－ 66  第郎回日本衛生学会総会  豊明   

カドミウム暴露ラットにおけるDNAフラグメン  
ト化の誘導   
伽t8genicity且ndinducibility of且tu皿Or  

marker（Glut8thione＄一tr8nSfe柑5e p－fo川）  
ofloY－Chlorin8ted dibenzofur8nS   

LEC ラット肝のHRIと31p粁RS   

窮65回日本衛生学会総会   

Soc．Toxic01り34th  
人mnu．Heet．   

第53回目本医学放射緑学会  

豊明   

Baltimore  

神戸  

Protonloc81ized8peCtrO8COpy uSing  
B, B, hybrid gradient technique on rat 
br8in   

低酸素脳におけるN－アセチルアスバラギン酸共  
鳴様の可逆的減少  

ラット低酸素脳におけるM－アセチルアスパラギ  
ン酸のIH  
冊R－ヘモグロビンの帯磁性効果は脳神経椰胎内  
に達している   
不均一な欄胞集団としての肺胞マクロファージ  

16仏  

Int．Conf．H8gn．Res8n．Bi01．S  
yst．  

第22回日本磁気共鳴医学会大  
：＝く  

第33回NMR討論会  

Veldhoven  

豊中  

神戸  e－72  

第35固大気汚染学会  
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l礼帽那拍  
ストレス処理による  41匝】日本  動物学会総  

鈴木映子（■Z）  

（■1地域環境研究グ，  
■2国立予防衛生研）   

大気圏環境部  
今村隆史，鷲田仲明   

Ⅰ．Uno；D．G．Steyn（■1）  
（■l川niY．もーitiちh  

Columbia）  
鵜野伊渾志   

→ノ潮俊明（■1），  
花木曽虻（り），  
鵜野伊津志（事1東病大）  
鵜野伊津志  

のIgG型抗体産生能に及ぼす影響   

f  

ト 1  

ト 2  

f－ 3  

i fJ・14F  

ト 5  

f－ 6  

f－ 7  

東京  

Seoul  

札幌   

ナ、－福岡亡  

娼  

盛岡  

盛岡  

アセトアルデヒドの光分解に圭ける C恥†  
HCO解離の収率決定   

Numericalinve8tig8tion of nesosc且1e  
eirculations over the greater Tokyo area 
再th且four－di11en8ion且1血t且且SSilnilation   

4次元データ同化手法による局地循環のシミュ  

レーション  
細密地理情報にも七づく都市気候数値シーミ三iレ  
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遠藤邦彦（■1），磯望（霊2），  
陶野郎虚（■1日大，  
■2西南学院大）  
冨岡典子，内山裕美，  
矢木修身．木村祥子（■1），  
岡田光正（■1）  

（■1東邦大）  

土井妙子，瀬川遠い1），  
佐藤純（■1）（■1明治大）  
服部浩之   

向井哲  

g－22   

g－23   

g－Z4  
g－25   

屋久島河川の洪水時，晴天時水質への酸性雨の  
影曹   
水稲移植に伴う栄養塩・懸濁物流出負荷旦のウ  

エイト   
水田施用農薬の湖沼への流出影響   
地盤環境の保全とその現況   

日本陸水学会第59回大会   

土木学会鶉49回年次学術講演   

第29回日本水環境学会年会  
平成6年皮質源・素材学会秋  
季大会  

土木学会第Z6回岩盤力学に関  
するシンポジウム  
第6回北海道応用地学合同研  
究会  
第29同上質工学研究発表会  

、
い
丹
 
∴
 
 

赤外線水分計を用いた岩石の含水量の推定  

岩石の蒸発且に関する計測について  

平成5年北海道南西沖地惑による日本海沿岸地  
域の液状化災害   

g－29   

〉 g－30  

g－31  

g－32  

北海道南西沖地雷による後志利別川流域の液状  
化災害  

1993年北海道南西沖地震によって発生した液状  
化の特徴  

雲仙岳噴火に伴う降灰分布について  

Rhodococcus属欄菌のセシウム蓄積特性変異株  
の取得とその性質について  

中国大陸内陸部の大気中の Pb濃度  

汚泥施用土懐からの垂金属溶出の可能性  

土壌中における微生物の挙動について  

微生物による1，1，トトリクロロエタンの好気的  
分解   

日本建築学会1994年慶大会   

第13匝】日本自然災害学会  

第13回目本自然災害学会  

日本農芸化学会1994年鹿大会  

名古屋   

松山   

ぬ山  

東京  

g－33   

g－34   

g－35   

g－36  

第31回理工学における同位元  
素研究発表会  
日本土壌肥料学会1994年慶大   

第17回近畿アグリハイテクシ  
ンポジウム  
日本農芸化学会1994年度大会  

津
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山
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矢
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中
 
 
富沢広喜（雷2）  

（＊1日本大，霊2筑汝大）  
桜井昌文（事1），  
小林仁（■1），  
大蔵有紀（■1），  
西原宏史（■1），矢木修身，  
高村義親（■1）  

（■1茨城大）  

0．Y8gi，H．Yoshida（■1）  
（tlJpn．Environ．▲gency）   

0．Y且gi   

矢木修身   

0．Yagi．H．Uchiya皿8   

矢木修身，内山裕美，  

08Cill8tOria  
属，Phormidiu∬属のシアノバクテリア無菌株の増  
殖特性とカピ臭（2－Hethylisoborneol）生成条件   

日本農芸化学会1994年度大会  東京  g－37  

6，5  

6．10   

6．10   

6．11  

6．11  

Tlle eValuation】コethod for envirolⅧeⅣL81  
effect of bioremedi8tion（D柑ft）  

Degr8血tion of vo18tile org8nOChlorin云ted  
COIbpOund8by microorg8nisⅧu8   
微生物による環境浄化の現状と課題  

Hicrobialdegr8dation of TCE   

l，1，1－トリクロロエタンの好気呵分解菌の単離  
及びその分解特性  

微生物による揮発性有機塩素化合物汚染土増の  
浄化  

OECD Workshop  
Ind．Prod．伽d．8iotechnol．In  
tetlded Relea5e Environ．  
Appl．Rhodococuslnd．＆  
Envirorl．Biotechnol．Corlf．  
近畿バイオセミナーin  
HIE  
OECD Vorkshop Tokyo’94  
Biore【n．  

環境科学会1994年会  

Fribourg  

T且ipei  

津   

Tokyo   

つくば  

g－38  

g－39   

g－40   

㌢41   

g－42  

楠本顔 中鴫睦  

環境科学会1994年会  矢木修身  g－43  

中島敏 中原忠  

一194－   



微生物を  活用する  汚染土壌の浄化   環境科学会1994年会  
岩崎一弘い1），  
中村邦彦（■Z〉，  
倉林請世（t3）  
（■l地域環境研究グ，  
＊2国立水俣病研究セ，  
■3筑波大）  

矢木修身，内山裕夫   

0．Y8gi，H．Uchiyama   

矢木修身，内山裕夫，  
冨岡典子，桜井昌丈（■1），  
高村義親（■1），  
大久保紀男（事2）  
（■1茨城大，  
一之日立市企業局）  
0．Yagi，打川chiyama  

矢木修身，内山裕夫  
矢木修身，内山裕美  
渡辺正孝  

生物圏環境部  
青野光子，佐治光（■1），  
杉田遵（■Z），  
近藤矩郎（tl），田中浄  
（■1地域環境研究グ，  
■2名古屋大）  
青野光子，佐治光（■1），  
近藤矩朗（霊1），  
（書1地域環境研究グ）  
青野光子，佐治光（霊1），  
日中園介（雷2），  
近藤矩朗（■1），田中浄  
（事1地域グ．  
●2京郁府立大）  
T．I打aklⅧa，R．Ue爪O   

T．IYaku爪a，  
TⅧirata（■l），S．NQk一礼，  
H．恥t8n且be  
（りReg．Environ．Res．Div  
．）  

大政謙次   

大政謙次   

大政譲次，青木大（■1），  
山田博章（事1）  

（♯1日本大）  

大政謙次，戸部利夫  

藤村早（暮1），  
安達勝彦（事l），  
大道英樹（■1），  
内田博（■2），  
大村知秀（■Z），  
山下貴司い2），  
松岡弘充（■3），  
垂田典子い3），  
長明彦い3），  
関根俊明（■3），  
府川政史（■4），  
小橋治通（＊4），大政祷次，  
山口彦之（暮5）  

（■1原研高崎，  
■Z浜松いニケス中研，  
■3原研アイソトフ○部，  
叫群馬大，◆5駒沢大）  
大政雑次   

大政謙次，清水英幸  
大政積次  

環境保全とバイオテクノロジー  

Biore†Dedi8tion of TCE－COnta皿in8ted50il  
8nd grqundvater   
霞ケ浦における藻類増殖制限物質   

日本農芸化学会創立70周年妃  
念  
8IOJPN．19940SAKA   

第10回日本放生物生態学会  

g－48  

g－49  
g－50  
g－51  

h  

h－ 1  

8iorelledi8tion8f soiland groundYater  
COnta皿i†lated Yith organo－Ch10rinated  
COmpOunds   
微生物を用いた汚染土増の浄化と修復   
生物浄化技術の最近の動向   
地球環境と混相流   

Int．Bio．Symp‥95  

第55回化学工学研究談話会  
第15回環境化学研究会講演会  
混相流シンポジウム  
’94（第13回）  

日本植物学会第58回大会  

Ⅳagoya  

名古屋  
東京  
つくば  

7．1  

7．1  
7．Z  
6．7  

グルタチオンレダクターゼアンチセンスDNA  
のタバコヘの導入   

札幌  

グルタチオンレダククーゼ活性か低い遺伝子組  
換えタバコの環境ストレス耐性  

2格頸の活性酸素消去系酵素遺伝子を導入した  
タバコのバラコート耐性   

第35回大気汚染学会  

日本植物生理学会1995年度年  

Ecology of benthici爪Vertebratesin mire  
W8ter＄   
Limnologic81a叩eCt Of mires：b8Ckground  

and a case studv 

6th Field Symp．Ⅰ武．Hire  
Conservat．Group  
7thInt．S〉Ⅶp．River Lake  
Environ．  

TrondheilD   

Iktsu110tO  

7
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6
 
6
 

h－ 6   

h－ 7   

h－ 8  

l卜 9  

h－】0  

植物における生体画像新劇とその応用一細昭レ  
ベルからフィールドレベルまで一   
橋物機能の画像診断技術  

植物を対象とした三次元顕微放の開発  

PA∬クロロフィル蛍光計測法による植物の水ス  
トレス影響の解析  

生きたままの植物体内でのポジトロン放出核種  
輸送の2次元画像表示  

生体光情報研究所セミナー   

日本農業工学舎弟10回シンポ  
ジウム  
日本農業気象学会1994年度全  
国大会，日本生物環境調節学  
会鶉32回集会合同大会  
日本農業気象学会1994年度全  
国大会日本生物環境調節学会  
第㍑図集会合同大会  
第3回TIARA研究発表会  

形
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本
 
 

山
 
東
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高崎  

植物機能の診断   

サーモグラフィ装置による樹木の診断  日本植物学会第58回大会  環境科学センター合同セミナ  
リモートセンシンクによる樹木の  1994年会  

1弱－   



開催都市  題  目   
K．Omasa，T．ぬtori，  
X．Li（■1）  

（■1Chin．Ac8d．Sci．）  
大政譲次  

Phy＄io－eC0logicalstudies on drought8nd  
salt resistance of degert plarltS under  
COntrOlled envir（）nlnentS   

中国の砂漠化地域に生育する植物の環境耐性機  
能の実験的解明   
活性酸素代謝系酵素を導入したストレス耐性タ  

バコの作出   

Jpn．－Chin8  
SylPp．Desertification”ech．   

シンポジウム’95「明日をめ  

ぎす科学技術」  
日本農芸化学会1994年度大会  森本剛史い1）．  

奥村剛一（暮1），  
坂本敦（り），  
増村威宏（■り，久保明弘  
田中浄，田中囲介（暮1）  
（＊1京都府立大）  
久保明弘，佐治光（暮1），  
田中浄，近藤矩朗（■1）  
（◆l地域環境研究グ）  
M．Ⅰ．Hoskvina，K．Rohat8  
H．H．Watan且be  

清水英幸，藤沼康突（＊1）  
大政雑次，須田隆一（◆2）  
（■1地球環境研究セ，  
■2福岡県保健環境研）  
村瀬意昭い1），  
伊豆田猛い1），  
戸塚績（■l），清水英幸，  
近藤矩朗（■2）  

（事1東京農工大，  
■Z地域環境研究グ）  
清水英幸   

H．Shinizu  

日本植物学舎弟5g回大会  

日本藻類学会第19回大会   

日本植物学会第58回大会  

大気汚染ガス（03，SO2）によるシロイヌナズナ  
のサイトゾル型アスコルビン酸ベルオキシダーゼ  
遺伝子の誘導   
Horph010gy and pigment composition of the  

marine unicellular cyanot】aCteria   
蔚苔類の生長に及ぼす酸性痛の影響  

盛岡  キュウリの第一桑に及ぼすUV一別照射の影響   第35回大気汚染学会  b－ 20  

第35回大気汚染学会   

Agenda Se】Ⅶinar Simple  
Hea5．Eval．Method Air  
Pollut．  
中日技術合作自然生態環境調  
査及評価学術研討会  
平成6年度奈良女子大学理学  
部新入生合宿研修  
茨城県取手市消貿者センター  
月例講演会  
日本女性会議’94わかやま  
平成6年度茨城県生活排水シ  
ンポジウム  
第59匝旧本陸水学会  
第17回目本分子生物学会年会   

日本農業気象学会1994年度全  
国大会，日本生物環境調節学  
会弟3Z回発会合同大会  
Jpn．－China  
Symp．Desertification Hech．   

日本微生物栗源学会第1回大  

日本微生物資源学会窮1回大   

日本微生物資源学会節1回大  

日本微生物栗源学会第1同大  

5thInt．Phycol．Congr．  

Prof．T．Ⅴ．Desikachary’写  

75th  
Birth．Celeb】・8tリInt．Sy叩． ’ 
Recent Adv，in PhycDl． 
日本植物学会第58回大会   

態  

6．＝   

7．1  

7．2   

6．5   

6．6  

6．9  
7．3  

酢苔類の大気汚染指標性に関する実験生物学的  
検討   

Monitoring of atmospheric enviroⅧent by  
plant indicators using bryophytes and 
lichen8   

日本的自然環境保護和植物t植披研究  

女性と環境－Zl世紀にむけて  

水環境と消声音  

未来への環境，地域から地球規模ヘ   
プランクトンからみた怒ケ涌の浄化  

点薬の河川底生動物に及ぼす影響   
複素ストレス耐性植物の遺伝子工学  

砂漠植物の発芽特性：2つの興味深い事例につ  
いて  

The physlO－eC0lロgic且1characteristics of  
s叩e印eCies8f desert p18ntSin Xinjlng，  
China under controlled envirorlTDent   
湖沼に生育する超微細藻類“ピコ植物プランク  

トン”の無菌培養  

保存機関紹介「国立環境研究所（MES）微生物系  
統保存施設」   
国立環境研究所微生物系統保存施設  

，  

）  

国立環境研究所微生物系統保存施設 ・  
，  

に保存されている単細胞遊泳性緑藻  
）  

SysteJ7Latics andlife cycle of the  
Ⅴ0lYOCales（Chlorophyta）based on cultured  
pateri81   

Taxonol扇c81stl】dies on Carteria   

h－ Z】   

h－ ZZ  

h－23   

h－ Z4   

h－ 25   

h－ Z6  
h－ 27   

h 之8  
h－ 29   

h－ 30  

h－ 31  

h－32  

h－ 33   

h－ 34  

清水英幸   

高村典子   

高村典子   

高村典子  
高村典子   

多田清  
田中国介（◆1），田中浄  
（霊1京那府立大）  
名取俊樹，李小明い1），  
姜恕（雷1），大政謙次  
（■】中国科学院）  

Ⅹ．Li（■1），T．Natori，  
K．Omas8  
（■1Chin．Åc且d．Sci．）  

中川恵（書1），野崎久義，  
片桐正幸い1），洩遽悟  
（■1地球・人間環境フォーラム）  

野崎久義，洩纏信   

片桐正幸（■l），  

相沢賢一（り），野崎久義  
洩凛信  
（■1地球：人間環境フォーラム  

相沢賢一（◆1），  

片桐正幸（■1），野崎久義  
洩遺侶  
（■1地球・人間環境乃－ラム  
H．Noヱak1  

日．Nozaki  

つくば  

基づく系統分類学的研究   
単細胞遊泳性緑藻Chlorogonium数穐の比較形  群体性オオヒゲマワリ目の有性生殖の多様性に    分類  

野崎久義   

野崎久義，相沢賢一（◆1）  
片桐正孝（tl），渡辺侶  
tl地球・人間環境乃－ラム  

lウしこl   



題  目  
野崎久義，黒岩晴子  緑藻オオヒケマワ  リ目に見られる可塑性のあ■る  日本植物形態学会  
黒岩常祥（■2），渡辺信  
（■1共立女短大，  
■2東京大）  

樋口澄男（■1），  
川村貫（■Ⅰ），  
清水垂徳い1），  
近藤洋一（■2），野崎久義，  
渡辺信  
（tl長野県筒公研，  
＊2野尻湖博物館）  
野崎久義，相沢賢一（■1），  
片桐正幸（＊1），渡辺信  
（＊1地球・人間環境フォーラム）  

S，Noh8ra，H．Rihura（■1）  
（◆1TokyoI】etrop．Univ．）   

広木幹也，渡過信   

H．H，Wat8n8be，H．Nozaki，  
S．Hayam8（■1）い1Tokyo  
GakugeiUniv．）  
Ⅹ．≠．ヱhang，  
軋几．Watanabe，  
Y．Inouye（■1），  
軋Chihar8（■Z）  
（■lUniv．Tsukuba，  
＊2Jpn．Red Cross  
Coll．Nur8ing）  

張暁明，渡辺信，  
井上勲（書1），  
千原光慮（■2）  

（tl筑波大，  
■2日本赤十字看護大）  
渡辺信，其山茂樹（■1），  
野崎久義  
（■1東京学芸大）  

ビレノイドとないビレノイド  

国内の自然環境中で絶滅？車軸藻ホシツリモー  
生きていた保存株の培養と野尻湖における再生の  
ための検討－   

h 41 第59回大会日本陸水学会  

h－4Z  

h一43  

h－ 44   

h－ 45  

h－ 46  

福島県営床湿原産及び世界5大藻類カルチャー  
コレクションのChlorogoniu爪（緑藻，オオヒゲマワ  
リ目）株の比較形態学杓祝祭による櫓の識別   
Alloc8tion to emergent versus floatiT）g  

leavesin Nelullbo nuciferain responce to  
flooding8nd vater depth   
携帯型二酸化炭素測定器による土壌からの二酸  

化炭素発生見の洲定   
Diversity of benthic algaein two small  

moorland po01s．  

A Survey of miヱOtrOp†1yln tllirty  
fre5hwater chrysophyt閃．   

日本藻類学会窮19回大会  

79tllAnnu．Ecol．Soc．Am．  

Ⅰ994年度目本土壌肥租学会関  
東支部大会  
5thInt．Phycol．Congr．  

5thInt．Phycol．Congr．  

高知  

Knoxville，Te  
nneSSee  

甲府  

qingdas  

Qing血s  

7．3  

6．8  

6．10   

6．6  

6．6  

h- 47 舞金色鞭毛藻PoterioDChromonas  
malhamen8isの食作用における鞭毛の鞭毛根の役  
割  

宮床湿原における底生藻類の現存塁・柚組成及  
び多様性   

日本藻類学会節19回大会  

日本藻類学会第19回大会  

地球環境研究センター  
神沢博，近藤豊（書1），  

笹野泰弘（＊Z）  

（■1名古屋大，  

■Z地球環境研究グ）  
H．Ejiriい1），H．R8nヱaYa，  
et 81．  
（◆1Natl．Inst．Polar  
Res．）  

H．KanzaY8，  
M．Haya5bi（■1），  

Ⅰ．恥r8ta（■Z），  

R．Yamazaki（■3）  
（＊1S01．▼Terr．Environ，L  
ab．，事2Univ．Tokyo，  
t3Meteorol．Res．1rlSt．）  
神沢博   

神沢博，近藤塁（雷1），  

笹野泰弘（t2）  
（■1名古屋大，  

■Z地球環境研究グ）  
海老田綾月（■1），  

腐岡俊彦（霊2），  

辻村豊（将），神沢帽  
（霊1津他台，■Z九州大，  
＊3気大）  

神沢博  

H．R8nZaWa  

H．RanヱaWa，Y．Kondo（徽1），  
Y．Sasanoい2）  
（りNagoy8U†liYり  
t2Glob81EnYiron．Div．）  
H．Ra爪Zal†8  

1  

i－ 1  極域成層圏のオゾンその他の微丘物質循環観測  
計画について：ADEOS／ILAS  
衛星観測を中心ヒして  

P01arpatrolb81loon experiments of Step  
projectin Antarctica  

Observation of the antarctic ozone hole  
Of199lu8ing8pOlar patrolball00n   

日本気象学会1g94年春季大会  東京  

卜 2  8thlnt．Symp．Sol8r  
Terr．Phys．  

9th Conf．軋id、Atmos．  ト3  6．6  廿0れterey  

オゾン等の輸送過程に関する最近のトピックス  

極域成層圏のオゾンその他の微風物質循環観測  
計画について：ADEOS／lL▲S  
衛星観測を中心として  

突然界温後の等温廃城成層圏の出現について   

南極気候変動研究（ACR）成果  
まとめに関する研究小要員会  
第17回極域気水圏シンポジウ  
ム  

日本気象学会1994年秋季大会  福岡  

抱合研究（B）「成層圏オゾン  
変化の気候への彫琶に関する  
総合的研究」全体会ほ  
ACD Staff＆Visitor  
Semin．NCAR   

Imt．Symp．P81ar＆  
Tr叩．AtlnOS．  

1st▲DEOS Symp，川orkshop  

人工衛星微風成分データの解析による極渦の空  
気交換過程の研究  

A plan of the hiかぃ1atitude ozonelayer  
observationl†ith thelL＾S serlSOr On the  
ADEOS5atellite   

OnILAS correl8tive mea5ure】Ⅵent5Program  

Co叩uter SySte】1for theILAS＆RIS data  
f且Cilit  handlin  

ー197－   



題  目  
plan－COre  18t▲DEOS Symp  

experil】ent pl且n－inILAS correl且tive  
me8Surelnent8prOgr8m   

Statu80f the ground segnent8t MES：ILAS  
＆RIS d8t8h8ndling f且Cility（DHF）   

A叩Og／几人Sにおける傾城オゾン層観測プロジェ  
クトの現状：検証実験を中心として  

クルマと環境閲見～人とクルマが共存していく  
ためには一   
地域環境問題の現状と課題  

地球温囁化の影響予測∴   
地球温暖化の影響予測と温哩化防止対策につい  

て   
地球温暖化のメカニズムと影曹  

気候変動に関する政府間／くネル（IPCC）報告名作  
異について   
恥Xt8tep tO C8pe■ith climate ch8ngeim  

the Asi8－Pacific regiqn  

パネルデイスカヅション「地域における地球温  
畷化への取組み」   

地球環境の現状～地球温暖化を中心に～   
地球環境と情報   
地球環境変動に対する国際的取り組み  

地球環境悶毘が科学技術に問いかけるもの   
温暖化の影響と適応策評価の概観  

OYerViev of adapt8tion and】】itigation  
measure8tO Climate ch8nge   
ProgTeS50f8Ctivities of the  

Intergovernment且IP8nelon Clil】ate  
Ch8爪印（lPCC）   
気孔反応の異なるポプラ系統の水収支特性  

指標植物を用いたグロースキャビネットの安全  
性の評価   
採種稚から見たイネの生長に及ぼす紫外線影響  

H．R8nヱaY8   

神沢札近藤豊（雷り，  
笹野泰弘（■2）  

（霊】名古屋大，●2地球グ）  
西岡秀三   

西岡秀三   

西岡秀三  
西岡秀三   

西岡秀三■   

西岡秀三   

S．Nishiob  

西岡秀三   

西岡秀三 ．  
西岡秀三  
西岡秀三  

西岡秀三  
西岡秀三   

S．Nishioka   

S．Nishiok8  

藤沼康実，大政謙次（■1）  
（tl生物圏環境部）  
藤沼康突   

藤沼康実  

18t ADEOS Symp．／恥rkshop   

機械の大気・水・物質循環の  
研究の現状と将来に関する研  
究小委貝会  
消餞生活講座   

アース・イヤーはこね 第  
1回講演会  
気象講演会）－  
大阪府機会地球環境問粗鋼査  
特別垂貝会講演会  
平成5年度策3回技術協力専門  
家養成研修  
第20回気候影響・利用研究会   

3rd  
Asian－P8C．Se山n．CliIコ．Ch且ng  
e  

地球温暖化対策シンポジウム   

市民のための環境公開講座  
応用統計学会1894年度年会  
長岡技術科学大学特別講演会  
「地球環境間男の科学と対策  
」  
化学工学会つくば大会  
地球温暖化の防止に向けてセ  
ミナー：IPCC最新情報  
Asia－Pac．Le8deT・S Conf．  
Clilnate Ch8nge  
4th Asi8－Pae．Semirl．Clilロ．  
Cbange   

日本農業気象学会1994年度全  
国大会  
日本生物環境調節学会第32回  
集会  
日本農業気象学会関東支部19  

阪
 
京
京
同
 
 

大
 
東
兼
良
 
 

つくば   
東京   

Hanila   

8angkok  

熊本  

熊本   

西那須野  
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区  分   昭和∝）年度  昭和61年度  昭和62年皮  昭和63年度  平成元年度  平成2年度  平成3年度  平成4年度  平成5年度  平成6年度   

運 営 費   4．275，鮎5  4，139，8鎚  6，僧6，733  3，955，199  4．076，932  4，糾0．糾5  5．401．413  5，794，188  7．118．783  6，5㈹，801   

1．人に伴う経費   1．175，鋸2  1，3糾，謂5  1．355．850  1，386，722  1．羽1．糾1  1，7（札695  1．召77，524  1，鱒9．299  2．059，5∝）  2，124，116   

（1）人 件 費   1．168．414  1，297，716  1．朗8．743  1．379，475  1．433．877  1，692，271  1．脱，798  1，960．53白  2牒0．703  2，115，287   
（2）人当庁更   6．628   6．619   7，107   7．247   7，4糾   8，424   乳726   、8．767   8，鮎7   8．8か   

2．一般事務処理費   317，脱   318．89ユ   3（冶，乃2   31ユ，朗0   319，P23   3i7，899   3ユ7，ユ6ユ   322．4】8   321，鋪7   329，223   

3．環境情報関係経費   380，170   379．741   376，402   378，防5   392，3朗   395．001   謂9．195   鱒9．247   387，114   411，600   

（1）情報収集等経費   別．244   洪．別2   乳242   34，242   3早，255   35．404   32．439   32．439   31，5鉱   31．586   

（2）情報処理経費   朗4．姐8   朗4，亜2   糾1，123   封3，3蛎   お6劇4   358．鎚2   350，236   3町270   封9，112   糾9．0鉱   

（3）インターナショナル・リファラルシステナ経費   1，038  1，旧7  1．037  1，閃7  1牒5  1．105  1，∽9   ノ1，馳9   1，〔収）   1．（胤）   

（4〉自然環境保全総合データベース経貞  5，431  5・崩9  5，缶6  3．232  

（5）環境情報提供システム開発調査に係る経費  26，746  

4．研究費  920，269  鮎2．舗7   2，氾2，0：始  弘3．出9  697，619  茄1，871  別7，410   548，耶4   1，別6，朗4  盟7，飽2   

（1）人当研究費   196，672   197．285   197，285   2（札350   207，嶋1   214，弧）   2ユ5．827   2礼521   223，824   223．957   

（2）経常研究費   160，674   137．621  2，182，610   57，415   乳951   30，311   29，7【氾   29．7〔旧  1，028．912   鎚．674   

は）特別研究費  誠2，923  517．馳1  452，143  405，774  431，237  罰7，200  301，硯  皇鮎．鮎3  2ぬ．㍊2  287，722  

（4）開発途上国環境技術共同研究費  8．576  46．729  

5．大型特殊施設関係経費  1，482，710  

6．地球環境研究センター経費  276．9封   鉱0，1蹴）  1，271．614  1，392．162  1．鎚7，871   

（1）地球環境研究交流推進等経費  22．592   15，793   15．795   15．425   22，628   

（2）デ「ターペース経費  32．9槌  4〔札ひ17   ’47；28B   阻脱   116．688   
（3）スーパーコンピュータ経費  504，0㍊   7朗，493   776．015   775，275   

（4）地球環境モニタリング経費  221．354  400，307   038   
1   517．639   753．2親）   

7．研修センター事務処理費  62，994   関．謂7   鱒，079   朗．373   鮎，870   

8．研修費  6．147  7．052  ≠7，054  14，450  14．394  

幻2，3別  205，215  
施設整備費（環境庁研究所施設費）  

施設整備費（官庁営繕安）  9，300  459．507  0  0  979  20，（伽  268，∝略    1，028．012  0   

移替経費   舗，614   123．（以   139，86B   148，313  213．朗0   788，567  1．（髄，133  1，154．6鎚  1，231．519  1．357．125   

注〉補正後予算を示す。   



2．組織及び定員（平成6年度）  
所  長  

主任 研 究  
企 画 官  
研  究  
企 画 官  
国牒 共 同  
研 究 官  

国際 研 究  
協 力 官  地球環 境 研究センター  

環 境研 修  
セ ン タ ー  

地 球 環 境  
研究グループ  地 域 環 境 研究グループ  社会 環 境  

システム部  化  学  
環 境 部  

環  境  
健 康 部  

大 気 圏  
環 境 部  

水土 壌 圏  
環 境 部  総 務 部  生 物 圏  

環 境 部  
環 境相 報  セ ン タ ー  総括 研 究  

管 理 官  
研  修  
企 画 官   

温暖化卿明  
研究チ ー ム  交通公害防止 研究チ ー ム  環境経済  

研 究 室  
計測 技術  
研 究 室  生体機 能  

研 究 室  
大気物理  
研 究 室  

水環境質  
研 究 室  

環境 権 物  
研 究 室  研  究  

管 理 官  
塩硬化影響・対  
策研究チーム  

都市大気保全  
研究チ ー ム  

資源 管 理  
研 究 室  

計測 管理  
研 究 室  

病態機 構  
研 究 室  

大気反応  
研 究 室  

水環境工学  
研 究 室  

会 計 課  環境微生物  
研 究 室  

オ ゾ ン 層  
研究チ ー ム  

海 域 保 全  
研究チ ー ム  

環境計画  
研 究 室  

動態 化学  
研 究 室  

保健 指 標  
研 究 室  

高層大気  
研 究 室  

土壌 環 堵  
研 究 室  

施 設 課  生態 機 構  
研 究 室  

酸  性  雨  
研究チ ー ム  

湖 沼 保 全  
研究チ ー ム  

情報解析  
研 究 室  

化学 竃∵性  
研 究 室  

環境度 学  
研 究 薫  

大気動態  
研 究 室  

地‾ド 現場  
研 究 室  

分子生物学  
研 究 室  

海     洋 研究チ ー ム  有害廃棄物対策  
研究チ  ム  

上  席  
研 究 官  

上  席  
研 究 官  

上  席  
研 究 官  

上  席  
研 究 官  

上  席  
研 究 官  

森林減少・砂漠  
化研究チーム  水改善手法  

研究チ ー ム  
野生生物保全  
研究チ ー ム  大気影曹評価  

研究チ ー ム  
化学物質健康  
リ スク 評価  
研究チ ー ム  

衛 生 観 測  
研究チ ー ム  【定 員】  

区  分  管理部門  研究部門  情報部門  研究支援部門 研修部門  計   
平成5年度末現在  48   180   19   9   19   275   

平成6年度増減分  ＋1  十1  ＋2  
△i  △2  △3   

平成6年虔未現在  48   179   19   9   19   274  

化 学 物 質  
生態影響評価  
研究チ ー ム  
新生生物評価  
研究チ ー ム  
都 市 環 境  
影 響 評 価  
研究チ ー ム  
開発途上国  
健 康 影 響  
研究チ ー ム  
開発途上国  
現場改善（水質）  
研究チ ー ム  

上     席 研 究 官  



3．文部省科学研究費補助金等による研究一覧   

（1）文部省科学研究費補助金  

種  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課   題  名   

特別推進研究  京 都 大 学  植lIl和弘  森m 恒幸  環境保全型発展の経済性   

重一点領域研究（1）  東京大学  至  
［巨杉 修身  現手法・総括那  

岐阜大学   
千葉大学  

ク評価  

総合研究大学院大学   
地域環境研究   中杉 修身  森口 祐一  人間活動による環境インパクトの定量化手法  

グループ  
大気圏環境部            賀田 伸明  な し  大気圏におけるフリーラジカル過程  
大気圏環境部  鵜野伊津志  花崎 秀史  都市境界層乱流クロージャーモデルの新展開とその応用  
基礎生物学研究所  村田 紀夫  田中  渾  光合成の環境応答の分子機構   

重点領域研究（2）  水土壌国環境部  矢木 修身  内山 裕夫  微生物を清川する水銀汚染土壌の浄化技術の開発に閲す  
岩崎 一弘  る研究   

総合研 究（A）  京都大学超高層  深尾昌一郎  
電波研究センター  研究の新展開  

花木啓祐  
技術研究センター  する総合的研究  

寺島泰   
大阪大学  

特性の解明  
東京大学  徹  

に関する研究  
近畿大学   

る総合的研究   

総 合 研 究（B）  早稲田大学  
（SCOPE）に対する国際対応と研究の伸展  

京都大学  
秋吉英治  

東北大学   
東北大学  

調査研究  
信州大学  

野尻幸宏  
花里孝幸  

埼玉大学   
京都大学生態学  川那郡浩哉  

研究センター  －ク構想  

鹿田勇   

一般研 究（B）  大阪府立大学  
析  

筑波大学   
九州大学応用力学  植田洋匡  

研究所  ルの開発  
山内恭   

環 境 健 康 部  三森 文行  鈴木 継美  核磁気共鳴法による脳のエネルギー代謝機能評価法の研  
鈴木  明  究－メチル水銀中毒脳を例として   

201¶   



種  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課   題   名  

大気圏環境部  
村野健太郎  礎的検討  

地球環境研究   椿宜高   
グループ  高村健二  

地域環境研究   影山隆之   
グループ  今井 秀樹  する予防医学的研究   

一般研 究（C）  東 北 大 学  須藤 隆一  ．稲森悠平  ，生物活性炭法における有用微生物の定着化に関する研・．．、  
究  

小山工業高等専門学校  浩  
一検出器ぺの応用  

北海道東海大学   剛   
九 州 大 学  江崎 哲郎  木村  強  地域振興及び環境保全を実現する新しい複合型資源開発  

の可能性の研究  
地球環境研究   可知直毅  

グループ  個体群動態の研究  
地域環境研究  相馬悠子  

グループ  トンの堆積量  
地域・環境研究   近藤矩朗   

グループ  

地域環境研究  平田 健正  中杉◆修身  環境同位体を利用した地下水面責と汚染機構の解明に関  
グループ  西川 雅高  する研究  

地域環境研究   中村 泰男  な し  海洋生態系における従属栄養性渦鞭毛虫の動態と機能に  
グループ  関する研究  

地域環境研究   米元 純三  な し  胎仔肢芽培養法を用いた環境汚染化学物質の混合物の胎  
仔毒性リスク評価法に関する研究  グループ  

地域環境研究  笠井 文絵  な し  環境ストレスの轟頬群集に及ぼす影響評価に関する基礎  
グループ  的研究  

化 学 重買 境 部  藤井 敏博  な し  非発光ラジカルのイオン付加による新しい計測法  
環 境 健 康 部  藤巻 秀和  な し  アレルギー反応を指標にした大気汚染物質の影響評価  
環 境 健 康■ 部  遠山 千春  な し  重金属による腎臓毒性の尿細管レベルでの新たな評価法  

の開発  
環 境 健 康 部  野原 恵子  な し  Tリンパ球の活性化において特異的に出現するガンダリ  

オシドの機能に関する研究  
大気圏環境部  杉本 伸夫  な し  赤外光パラメトリック発振光のヘテロダイン検波技術の  

研究  
大気圏環境部  松井 一郎  な し  多波長ラマン散乱ライダーによる成層圏エアロゾルの光  

学特性の精密観測  
水土壌圏環境部  

冨岡典子  
岩崎一弘  

水土壌国環境部   
とその連関評価  

生物圏環■境部  渡過  信  彼谷 邦光  アオコが生産する毒物質，ミクロシスチンの湖沼生態系  
安野 正之  における挙動に関する研究  

生物圏環境部  高村 典子  な し  湖沼における従属及び半独立栄養性鞭毛藻の分布とその  
役割に関する基礎研究  

生物圏環境部  野崎 久義  な し  緑藻オオヒゲマワリ科の精子束に関する遺伝子群の分子  
系統学的研究  

生物圏環境部  大政 謙次  な し  クロロフィル蛍光動画像計画による種苗の生育診断   

奨励研究（A）  地球環境研究   町田 敏暢  な し  極域氷床コアを用いた過去の大気中一酸化炭素濃度の導  
グループ  出  

地球環境研究   竹中 明夫  な し  個々の枝の挙動と光環境との関係に注目した樹形形成  
グループ  過程のモデル化   
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種  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課   題 ■ 名  

地球環境研究   向井 人史  な し  長距離輸送される桜島噴煙の遠隔地での検出手法の研究  
グループ  

地球環境研究  原田茂樹  
グループ・  に関する研究  

地域環境研究   花里孝幸   
グループ  

地域環境研究  中嶋信芙  
グループニ  ′現と活性調節機構に関する研究‘  

地域環境研究  影山隆之  
グループ  についての基礎的研究  

森保文   
環 境 健 康 部  古山 昭子  な し  ディーゼル排気粒子吸入の生体影響のための実験的研究  
環 境 健 康 部  石堂 正美  な し  神経成長抑制因子GIFの受容体の同定とクローニング  

大気圏環境部  
程の解明  

大気圏環境部  
レーション  

大気圏環境部  浮  
礎的研究  

生物圏環境部   
する研究   

試験研究（B）1  京都大学  
研究  

大阪大学  
帯におけるガス流動解析一ガス抜き浄化法の設計のため  
に  

九州大学   
千莫大学  

良と汚染規模の定量化手法の開発  
地域環境研究   稲森悠平   

グループ  スの開発   

試験研究（B）2  地域環境研究   白石 寛明  な し  生物，化学発光を利用した高感度毒性評価システムの開  
グループ  発   

国際学術研究  岡山理科大学  
相馬光之  
田中敦  

岐阜大学   
関する研究   

創成的基礎研究  東京農業大学  高井 康雄  大政 謙次  東南アジアにおける熱帯林の破壊と生態系の変貌過程  
北 海 道 大 学  松野 太郎  神沢  博  気候モデルの開発および気候変化の数値実験   

（2）厚生省科学研究費補助金  

分  野   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課  題   名   

健康増進調査研究  佐久間総合病院  若月 俊一  安藤  満  有機農業者の健康実態及び有機農業の生体影響に関する  
研究   

心身障害研究  香川 医科大学  大西 鐘畜  森田 呂敏t  母乳内物質の人体（乳児）への影響に関する研究   

注）※印の標記についてのみ「研究協力者」である  
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（3）ヒューマンサイエンス振興財団の助成による研究  

種  目   研究代表者所属．  研究代表者  所内分担者   課   題   名   

ライフサイエンス  東 北 大 学  須藤 隆一  稲森 悠平  廃棄物埋立浸出巾の有害汚染物質のバイオテクノロジー   
の基盤としてのバ  高木博夫  
イオテクノロジー  松重一夫  
の開発  西村修  

今井章雄   

（4）鹿島学術振興財団の助成による研究  

分  野   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者’   課   題  名   

自 然 科 学  水土壌圏環境部  陶野 郁雄  な し  火山」二学の提唱とその確立   
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4．外国人受入れ状況  

（り研究所   

り招へい研究者  

国  名   氏  名   受入先   研  究  課  題  研究 期間   

タ  イ  ManuOmakupt   大坪 国順  第6回地球環境研究者交流会議「地球環境保  

全と土地利用に関する国際会議」   

インドネシア  Ir．IndroyonoSoesilo   大坪 囲順  第6回地球環境研究者交流会議「地球環境保  
全と土地利用に関する国際会議」   

オ ラ ン ダ  Rik Leemans   大坪 国順  第6回地球環境研究者交流会議「地球環境保  
全と土地利用に関する国際会議」  

ア メ リ カ  A．TerryRambo   第6［司地球環境研究者交流会議「地球環境保  
全と土地利用に関する国際会議」   

オーストリア  大坪園順  
全と土地利用に関する国際会議」  

アメリカ   大坪凶順   
全と土地利用に関する国際会議」  

イギリス  発揮性有機塩素化合物分解菌の分子育種に関  
する研究  

マレーシア  制御環境‾Fにおける熱帯林構成主要樹種の生   
HajiNik  理生態学的特性に関する研究  

マレーシ7  古才一一昭堆  
理生態学的特性に関する研究  

マレーシ7  古川 昭雄  制御環境‾Fにおける熱帯林構成主要樹種の生  
理生態学的特性に関する研究  

マレーシア   制御環境下における熱帯林構成主要樹種の生  
理生態学的特性に関する研究  

中  国  胡秀蓮（HuXiulian）   AIM中国モデルの開発のための研究   6．11．6～6．11．12   

中  国  姜克（JinagKejun）   森m 恒幸  AIM中国モデルの開発のための研究   6．11．6～6．11．12   

韓  国  KIHoIlgCHOI   森田 恒幸  AIM韓国モデルの開発のための研究   6．11．8～6，11．14   

韓  国  SeongWooJモ】ON   森山 恒幸  AIM韓国モデルの開発のための研究   6．11．8～6．ユ1．14   

カナダ  野尻 幸宏  北太平洋地域大気海洋間二酸化炭素交換収支  
の観測研究   

フランス  野尻 幸宏  北太平洋地域大気海洋間二酸化炭素交換収支  
の観測研究  

フィリピン   自然不一l用強化型適正水質改善技術の共同開発  
に関する研究  

カ  ナ  ダ  H．Niki   北極域の気圏・水圏・生物圏における変動並  
びにそれらの相互作用に関する国際共同研究  

イ ス ラ エ ル  AvivAmirav   塩素系有機化合物の新しい測定法の開発   7．1．17～7．1．27   

中  国  WangYanfen   大政 謙次  砂漠化機構の解明に関する国際共同研究   7．1．17～7．2．9   

中  国  LiXiaomlng   大政 謙次  砂漠化機構の解明に関する国際共同研究   7，1．17～7．3，17   

中  国  SunJiubn   森m 恒幸  AIM中国モデルの開発のための研究   7．1．19～7．1．28   

中  国  YouSongCai   森口 恒牽  AIM中国モデルの開発のための研究   7．1．19～7．1．28   

中  国  ZhangLiping   大政 誹次  砂漠化機構の解明に関する国際共同研究   7．1．21～7，2．19   

中  国  三E文興（WangWenxing）  村野健太郎  東アジアにおける顧性，酸化性物質の動態解  
明に関する研究  

韓  国  DongSooLee   東アジアにおける酸性，硬化性物質の動態解  
明に関する研究   
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国  名   氏  名   受入先  研  究  課   題   研究 期間   

韓  国  SoonUrlgPark   村野健太郎  束アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解  
明に関する研究  

ア メ リ カ  R．K．Dixon   第7回地球環境研究者交流会議   7．1．30～7．2．4   

ア メ リ カ  R．C．Sch刀eユ】   大坪 国顆  第7回地球環境研究者交流会議   7．1．31～7．2．2   

ア メ リ カ  AtulK．Jain   大坪 国順  第7回地球環境研究者交流会議   7．1．31～7．2．3   

ア メ リ カ  P，Tans   大坪 固順  第7田地球環境研究者交流会議   7．1．31～7．2．4   

カ  ナ  ダ  C．S．Wong   大坪 国順  第7同地球環境研究者交流会議   7．1．31～7．2．4   

台  湾  C．T．A、Chen   大坪 国順  第7回地球環境研究者交流会議ノ   7，1．31～7．2．4   

ド  イ  ツ  H．W．Scharpenseel   大坪 園順  第7回地球環境研究者交流会議   7，1．31■～7．2．4   

イ ギリ ス  John．H．Beattie   遠山 千春  生体内微量元素代謝に及ぼす環境汚染の新し  
い機器分析手法による解明  

イ  ン  ド  KamkarAnantharam   乾燥・半乾燥地域における砂漠化に及ぼす人  
関宿動の相互影響評価に関する研究  

イ  ン  ド  RamSinghMertia   乾燥・半乾燥地域における砂漠化に及ぼす人  
関宿動の相互影響評価に関する研究  

オーストラリ7  BrianLees   熱帯アジア地域における湿原の生物多様性保  
全に関する研究  

ア メ リ カ  DavidL．Wilユiamson   スーパーコンピュータによる地球環境研究発  
表会（第3回）  

イ ギリ ス  AnnKeen   スーパーコンピュータによる地球環境研究発  
表会（第3回）  

オーストラリア  サンゴ礁等炭酸革鉱物に反映される環境要因  
に関する研究  

マレーシア  制御環境下における熱帯林構成主要樹種の生  
理生態学的特性に関する研究  

アメリカ   オゾン層の破壊に関する大気観測手法の検討   

フ ィリ ピン  A．E．SantlagO   稲森 悠平  自然利用強化型適正水質改善技術の共同開発  
に関する研究  

フ ィリ ピン  R．L．Villareal   自然利用強化型適正水質改善技術の共同開発  
に関する研究  

フィリピン  自然利用強化型適正水質改善技術の共同開発  
に関する研究  

マレーシア   制御環境下に声ける熱帯林構成主要樹種の生  
理生態学的特性に関する研究  

オーストラリア  Andrew T．Hancock   サンゴ礁等炭酸塩鉱物に反映される環境要邑  
に関する研究  

中  国  HONGYetang   東アジアにおけ．る汚染の越境輸送に関する国  
際共同研究  

中  国  ZENGYiqiang   東アジアにおける汚染の越境輸送に関する国  
際共同研究  

韓  国  YongKellnLee   塩素系有機化合物の新しい測定法の開発   7．3，22～7．3．23   

オーストラリア  KevinWard   遠山 千春  分子環境毒性的アプローチのための発現ペク  
タ一系の確率に関する研究  

中  国  梁超拘   中国における暑熱と大気汚染による健康影響  
の解析  

中  国  地球の温暖化が植物に及ぼす影響の解明に関  
する研究  

中  国   中国におけるフッ素等の環境汚染による健康  
影響の解析   
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国  名   氏  名   受入先   研  究  課   題   研究 期間   

中  国  廉以鶴   安藤  満  中国山西省におけるフッ素等の環填汚染病の  
検討   

ロ  シ  ア  Panikov．Nikolai   井上  元  シベリア観測の論文執筆   7．3．26～7．3．30   

ロ  シ  ア  MitineSerge   井上  元  シベリア観測の論文執筆   7．3．26～7．3．29   

ロ  シ  ア  Gadjievllias   井上  元  シベリア観測の論文執筆   7，3．26～7，3．30   

ロ  シ  ア  MikhailStrollnin   井上  元  シベリア観測の論文執筆   7．3．26～7．3，29   

ロ  シ  ア  NikolaevValery   井上  元  シベリア観測の論文執筆   7．3．26′－7．3．29   

タ  イ  RachenSriptlmin   安岡 善文  マイクロ波センサデータによる現存植生分布  
の変動把握手法に関する研究   

タ  イ  SupapisPolngam   安岡 善文  マイクロ波センサデータによる現存植生分布  
の変動把握手法l，こ関する研究   

中  国  小野雅司  
地域的分布とその測定要因の解明に関する研  
究  

イギリス   西川雅高   
するマイクロカラム法の応用の検討  

イ ギリ ス  Alan Cox   汚染地下水中のヒ素の形態別採取と分析に関  
するマイクロカラム法の応用の検討  

イ ギリ ス  GlenWoods   汚染地下水巾のヒ素の形態別採取と分析に関  
するマイクロカラム法の応用の検討  

韓  国  YongPyoKiI¶   東アジアにおける酸性，酸化怪物質の動態解  
明に関する研究   

2）客員研究員  

国  名   氏  名   所内共同  研  究  課   
研究者  題   研究 期間   

アメリカ  西岡秀三  

る研究  

カナダ   鵜野伊津志   

ア メ リ カ  RichardG．Stevens   兜・眞徳  環境ストレスの評価に関する研究   6．6．1一－7．3．31   

中 国  平田健正  

る研究  

韓 国  後藤典弘   

Kaul Sunil Chandra 遠藤千春  

その検出手法の開発  

イギリス   椿宜高   6．7．5′－6．6．20   
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3）共同研究員  

国  名   氏  名   所内共同 研究者   研  究  課   題   研究 期間   

トルコ  上原  清  市街地における汚染物質拡張に関する風洞実  
験   

マレーシア   森田 昌敏  水中汚染物質検出のためのバイオセンサーめ  
開発   

ブルガリ7  遠山千春  
環境ストレス評価の指標としての利用に閲す  
る研究  

ロシア   井上元   

韓  国  季東根   森田 恒幸  ArM韓国モデルの開発   6．4．1～7．3．31   

ポルトガル  遠山 千春  環境汚染物質による毒性発現機構解明並びに  
その検出方法の開発   

ロシア  驚団 伸明  海洋円藻の炭酸塩鉱物形成と海洋炭素循環機  
能に関する研究  

ロシア   海産ピ コプランクトン藍藻類の生理生態学的  
研究  

韓  湖沼，河川の水質管理システムに関する研究   

ア メ リ カ  RichardWeisburd   福島 武彦  実験地における生物群集の呼吸商の変動に関  
する研究  

中  国  孔海南   自己造拉プロセスを用いた排水の高度処理に  
関する研究  

中  国  黄並茹（HuangYieru）   水質計測管理手法に関する研究関連・標準試  
料の評価法  

韓  生物を用いた新たな水質改善   6．6．15～7．2．18   

中  国  頗雪青   安藤  満  開発途上国における石炭燃焼に伴う大気汚染  
による健康影響と疾病予防に関する共同研究   

ア メ リ カ  KennethWilkening   鵜野伊津志  東アジア地域における酸性沈着の研究   6．7．15～7．3．31   

中  国  辞雁群   井上  元  レーザーによる高感度NO測定方法の開発  6．8．1～7、3，31   

ド  イ  ツ  UtaNitschke   西岡 秀三  日独環境行政比較の共同研究   6．9．1～7．3．31   

フ ラ ン ス  fsabelie Bridier   資田 仲明  気相光化学反応及びフリ【ラジカル反応   6．ユ0．1～7．3．3ユ   

オーストリア  慈円昌敏  
への適用，二次イオン質量分析を用いた環境  
試料分析法の確立  

カナダ  永田尚志  

の維持機構及び保全に関する研究  
／  

フランス   渡辺正孝   
する研究  

中  国  彰欣   環境微生物培養株のデータベースの構築に関  
する研究   

ベラ ルー シ  01egV．Dubov止   ‡巨野 泰弘  ILASセンサーのための逆解法アルゴリズムに  
関する研究  

カ  ナ  ダ  ColbyBland   エコビークルの車体設計と動力装置の解析   

中  国  王修林   清水  浩  エコビークル用アドバンスト電池の原料採取  
と特性解析に関する研究   
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国  名   氏  名   所内共同 研究者   研  究  課  題   研究 期間   

中  国  陳宗   清水  浩  エコピーグルにおける自動運転システムのア  
ルゴリズムに関する研究  

オ【ストラリア  A．S．Mostaert   分子系統学的手法による赤潮形成生物のパイ  
オダイバーシティと分頬  

オーストラリア  GeraldGoldschmid   日本におけるごみ焼却に関する研究   7．3．1～7．3．31   

マ レ ー シ ア  NorAzmanHussein   古川 昭雄  マレーシ7における熱帯雨林生態系保全へ向  
けたリモートセンシング技術と地理情報シス  
テムの応用   

4）研究生  

国  名   氏  名   所内共同  研  究  課・ 題   
研究者  研究 期間   

フ ィリ ピ ン  BautistaNoel．Malabuyoc  横内 陽子  大気中のハロカーボン頬の同時定量法の開発  
と海洋大 気中濃度の観測  

韓  国  朴済哲   霞ケ浦における難分解性溶存有機物の季節変  
動とその構成成分の特徴  

エ ジ プ ト  GomaRokayaHussin   霞ケ浦における溶存有機憩室素構成成分の季  
節変動とその供給源の推定  

韓  国  金周永   生物活性炭処理における微生物制御に関する  
研究  

中  国  丁国際   霞ケ浦湖水の水質の高度浄化に関する研究   

韓  国  鄭明淑   稲森 悠平  浸出水の環境影響と処理対策   6．6．15～7．3．31   

ア メ リ カ  DustinW．Mckinney   鈴木   明  環境科学における獣医学の役割に関する研究  6，6．17～7．3．31   

韓  国  朴暫璧   稲森 悠平  埋立浸出水及び製紙パルプ排水における難分  
解性物質の生分解に関する研究  

中  国  陳福士   紫外線照射下における運動の酸化的ストレス  
と抗酸化的生体防御機能の変化に関する研究  

中  国  李仁輝   藍藻アナペナ属及び近縁種族の系統分類学的  
研究  

韓  国  斐公英   大気汚染の植物に及ぼす影響に関する研究   

中  国  孫弟   花里 孝幸  動物プランクトン群集に及ぼす農薬影響の解  
明  

オーストラリア  DanielSil＼7anMarcus   高分解能1CP質量分析法の開発と応用   6．11．15～7．3．31   
SCHWARZBACH  

韓  鮮干描   三森 文行  MMRによる生体機能診断法の研究   6．12．1′－7．3．31   

中  国  林仲畠   高松武次郎  酸性雨の土壌一植物生態への影響に関する研  
究  

ギリ シ ャ  BIJANISDimitris   AIMの炭素循環モデルの開発   7．2．1～7．3．31   
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（2）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   研  修  課   題   研修 期間   

ヴュネズェラ  環境研修  
センター   

アルゼンティン   環境モニ■タサング（水質）研修二   －6．9．26⊥6．・11．10・   

ブラジル  
Ramos Freitas 

インド   

インドネシア  NiniekTrianaWardhani  

マルタ  

パキスタン  

フィリピン   

シリア  

タ  イ  

西サモア   
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5．職員海外出張等  

所  属   職 名  氏 名   出張国   用  務   出張期間   

化学環境部  郡  長  森田 昌敏  スウ ェ ーデン  化学物質の安全管理に関する海外動向調査  6．4，23～6，5．1（9）   

化学環境部  主任研究官  河合 崇欣  ロシ‾7  
解析に関する国際共同研究  

社会環境   室  オーストラリア  
ざ．子子ム部  る海外動向調査   ? :. 

社会環境  部  アメリカ   
システム部  に関する国際会議出席  

ハワイ東西センターとの共同研究に関する  
打ち合わせ  

地球環境研究  地球環境問題に関する状況調査／アジア太  
グループ  平洋圏温室効果ガス排出量モデル専門家会  

議出席  

地球環境研究  地球環境問題に関する状況調査／アジア太  
センター  平洋圏温室効果ガス排出量モデル専門家会  

議出席  
地球環境研究  

グループ  査  

所  バイオテクノロジー環境的側面ワ一クショ  
ップ出席  

水土壌圏環境部  バイオテクノロジーに関する海外動向調査   
地球環境研究   

グループ   繭ネットワークに係るワークショッブ   

地球環境研究‘   
グループ   スメントの調査   

社会環境   室  長  安岡 善文  ア メ′ リ カ  第7回ASTERサイエンスチーム会議出席  6．5．23～6．5．28（6）   
システム部  

地球環境研究   国  環境と開発に関する中国国際協力諮問委員  
セ、ンター   会出席   

化学環境部  畠   長  藤井 敏博  ア メ リ カ  第42回米国質量分析学会出席   6．5，28～6．6．5（9）   

地球環境研究   国  地球環境問題に関するセミナー出席   6．6．2～6．6．5（4）   
グループ   

地球環境研究   
グループ   体群動態に関する調査   

マレーシア   
グループ   学の講義と調査手法の講習   

地球環境研究＿   国  地球環境問題に関する状況調査／レインズ’  
グループ   －アジア国際ワークショップ出席   

地球環境研究▼   
センター，   出席   

地球環境研究   
センター   ドオ－サー会議出席   

地球環境研究   
センター   ドオーサー会議出席   

化学環境部■  主任研究員  田退  潔  カ  ナ  ダ  化学物質の安全管軌こ関する海外動向調査  6．6，12～6．6，18（7）   

地域環境研究   国  水質改善システム開発に関する日韓共同研  
グループ   究プロジェクトに係わるJICA短期専門家  

派退   
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所  属   職 名  氏 名   出張国   用  務   出張期間   

地域環境研究  国  
グループ  究プロジェクトに係わるJICA短期専門家  

派遣  

環境健康部   長   国  
ーの確率に関する国際共同研究   

フランス  
グループ  

フランス   6．7．3～6．7．10（8）  

地球環境研究  
グループ   バックの評価に関する共同研究   

ロシア  
グループ   パックの評価に関する共同研究   

中 国  
グループ   防とリスク評価研究に係る技術指導   

フランス  6．7．10～臥6．30（720）  
センター  

ロシア  
グループ   パックの評価に関する共同研究   

ロシア  
の解析に関する国際共同研究   

スイス   6．7．16～6．7，24（9）  
グループ  

地球環境研究  
センター   備会合出席   

地球環境研究  
グループ  出席  

地域環境研究  6．7．20～6．8．3（15）  
グループ  

地坪環境研究  
グループ   バックの評価に関する共同研究．   

社会環境  ロシア  
システム部  パックの評価に関する共同研究  

ロシア  
グループ   バックの評価に関する共同研究   

中国・モンゴル  
センター  START束アジア温帯地域の地球環境ネッ  

トワークに関するTEACOM会議出席  

タイ・中国   
ォローアップへの参加  

地球環境研究  
グループ   ドオーサー会議及びⅠIASA専門家会議出席   

ロシア  
系の相互作用に関する研究   

ロシア  
系の相互作用に関する研究   

社会環境   室  インドネシア   
システム部  タイ・マレーシア  用促進キャンペーン出席   

地球環境研究   南アジアにおける自然環境調査に係る現地  
グループ   調査   

水土壌圏環境部  主任研究員  恒川 篤史  イ   ン  ド  南アジアにおける自然環境調査に係る現地  
調査   
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所  属   職 名  氏 名   出張国   用  ■ ・務   出張期間   

地球環境研究  
グループ  

社会環境  室  フランス   
システム部  7サイクルアセスメント）会合出席  

地域環境研究  開発途上国環境技術共同研究打合せ及び現  
グループ  地予備調査  

所 マレーシアにおける熱帯林調査研究に係る  
打合せ及び現地調査  

地球環境研究  
グループ   態系の環境及び構造解析に関する研究   

マレーシ7  

グル－プ  体郡生態学に関するセミナー及び実習  

大気圏環境郡   
研究  

マレーシア農科大学における植物の生理生  
グループ  態学に関するセミナー及び実習  

熱帯植林の植物生理生態学的研究手法に関  
する共同研究  

中・ 砂漠地域に生育する植物の生理生態機能及  
びその生育環境の調査  

ピコファイトプランクトンに係る共同研究   

総合研究官  
グループ  ップ・インドネシア共和国）調査  

室 長  6．9．22～6．9．30（9）   

研究員   6．9．22～6．9．30（9）   

社会環境  部  長  後藤 典弘  ス ウ ェ ー デ ン  環境負荷低減商品に関する国際会議出席  6．9．25～6．9．29（5）  
システム部  

地域環境研究  
グル【プ  プ第24匝】会合出席他  

生物圏環境部  

室 長  

総合研究官  国  
グループ  遥専門家（富栄養化防止）  

上席研究官   国  
退専門家（富栄養化防止）  

インドネシ7   
グループ  

大気圏環境部   

地球環境研究  
グループ  －ク）運営委員会参加他  

地球環境研究  
センター  の構築に関するワークショップ出席  

地球環境研究  
’センター  キングループ1第1回会議参加  

生物圏環境部   長   杭州西湖の生態環境と歴史的景観の保護に  
関する日中共同研究  

第3回地球変動研究日米り⊥クショップ出  
グループ   席等  

第3団地球変動研究日米ワークショップ出  
席等   
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出張国   所  属   職 名  氏 名  用  務   出張期間   

地域環境研究  
グループ  席等  

地球環境研究■  
センター   席等   

地球環境研究   
センター   薦等   

地球環境研究  
グループ  席   

所 長  国  
議出席  

社会環境  室 長  国  
システム部  東南アジア」出席  

地球環境研究  
センター  

社会環境  研究員  
システム部  の集約・分析  

生物圏環境部   長  
する調査   

社会環境  室 長  
システム部  第5回会合出席  

総合研究官  
バックの評価に関する研究に係る関連調査  グループ  
等  

粗括研究管理官   
センター  －ロー会議及び全体会議出席   

地球環境研究   
グループ  研究（オオハシモズ頬を中心として）  

大気圏環境部   長  6．11．5～6．11．13（9）   

総合研究官   国  
グループ  日中シンポジウム出席   

夕 イ  
センタ」  アデータのニーズに関する国際シンポジウ  

ム出席  

タ イ  
センター  アデータのニーズに関する国際シンポジウ  

ム出席  

中 国   
センター   会出席   

地球環境研究   イ  レインズーアジア国際ワークショップ参加  6．11．21～6．11．26（6）  
グループ  

化学環境部   長  藤井 敏博  イ ス ラ エ ル  塩素系有機化合物の新しい測定法の開発に  
関する国際共同研究   

大気圏環境部  室  長  鵜野伊津志  韓 国  
門家（光化学スモッグ現象と移動拡散）   

韓 国  
グループ   門家（光化学スモッグ現象と移動拡散）   

水土壌圏環境部  室  中 国   6．11．23～6．12．1（9）   

環境健康部  部  長  遠山 千春  イ ギ リ ス  生体内微量元素代謝に及ぼす環境汚染の影  
響の新しい機器分析手法による解明に係る  
共同研究   
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所  属   職 名  氏 名   出張国  用  務   出張期間   

化学環境部  
響の新しい機器分析手法による解明に係る  
共同研究  

地球環境研究  
グループ  「エネルギー・モデリング・フォーラム14」  

参加  
地球環境研究  

グループ  開花と椎樹の成長調査  

地域環境研究  
グループ  

地域環境研究  国  
グループ  クト短期派遣専門家（水質改善技術）  

社会環境  部 タ イ  
システム部  ェクトの評価調査  

タ イ  
ェクトの評価調査  

社会環境  室 ブラジル・⊃ロンビ7   

システム部  プ   

環境健康部   
他   

ロシア  
グループ  クキャンペーンに関する調査  

中 国  6．12．12～6．12．15（4）  
グルー70  

社会環境  室 フィリピンL  
システム部  アキャンペーンに関する調査  

化学環境部   オーストラリア   
される環境因子に関する研究  

室 長  
される環境因子に関する研究  

絵合研究官   
グループ  会参加他・  

社会環境  人工衛星データ等利用による湿地植生分布  
システム郡  の調査  

バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動  
の解析に関する国際共同研究  

熱帯林生態系解明に関する研究   7，1．13～7．1．21（9）  
グループ  

フィリピン・インドネシ7  

ン森林保護の現状と課題調査  

韓 国  
合せ調査  

韓 国  
グループ  合せ調査  

韓 匡l  

グループ  合せ調査  

環境健康部   オーストラリア  
手法を用いた評価法の開発に係る研究」成  
果打合せ  

インドネシア  
計調査   
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所  属   職 名  氏 名   出張国   用  務   出張期間   

地球環境研究   
センター  ク・ワーキンググループ2第1同会議出席  

化学環境部   

地球環境研究   
グループ   ループ委員会出席   

湊  淳   
能調査  
大気汚染簡易測定法に関するバンコク国際  
セミナー参加  

社会環境・  アジア太平洋地域における地球観測データ  
システム部  利用ニーズ等に関する現地調竃  

社会環境  郡 EMPA主催／第2回国際リサイクリング会  
システム部  議参加  

社会環境・  土地披層ワーキンググループワークショッ  
システム部  プ参加  

キルナ高層大気観測所施設の調査等  

センター  

米国光学会「大気の光学的リモートセンシ  
グル【プ  ング」トロピカルミーティング出席  

化学物質の環境リスク評価に関する海外調  
グループ  香  

化学環境部  塩素系有機化台物の新しい測定法の開発の  
ための国際共同研究に係る研究打合や  

塩素系有機化合物の新しい測定法の開発の   
グループ  シンガポール  ための国靡共同研究に係る研究打合せ   

隠括研究管理官  
センター  平洋地域気候変動会議  

社会環境  室 長  
システム部  動向調査  

総合研究官  
グループ  礁モニタリング手法に関する打合せ及び共  

同研究  

主任研究員   7．2．20～7．2．26（7）  
市大気汚染現地調査  

ロシア  
グループ  バックの評価に関する研究  

ロシア  
グループ  パック、の評価に関する研究．  

マレーシア  
グループ  

マレーシア  
グループ  開花と稚樹の成長調査  

インドネシア  
グループ   地予備調査   

中 国  
グループ   共同観測のための研究打合せ   

ザンビア共和国   
ラ病感染に対するザンビア大との共同研究  

米国毒性学会1995年会出席等   7．3．2～7．3．11（10）   
グループ   
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所  属   職 名  氏 名   出張国   用  務   出張期間   

環境健康部  上席研究官  小林 隆弘  ア メ リ カ  米国毒性学会1995年会出席   7．3．3～7．3．11（9）   

環境健康部  主任研究員  青木 康展  アメリカ  7．3．3～7．3．11（9）   

中 国  
グループ  当省打合せ会議出席  

中 国  
グループ  当者打合せ会議出席  

中 国  
当者打合せ会議出席  

総務部   アメリカ   7．3．5～7．3．12（8）   

地球環境研究  
グループ  ドバックの評価に関する研究」に関連する  

国際会議出席等  

地球環境研究  
グループ  ドバックの評価に関する研究」に関連する  

国際会議出席等  

大気圏環境部  
ドバックの評価に関する研究」に関連する  
国際会議出席等  

化学環境部  
の解析に関する国際共同研究  

大気圏環境部   長  
する研究に係る現地調査  

主任研究員   
合せ等  

環境健康部  中 中国雲南省におけるマラリア現地調査に係  
る打合せ  

社会環境  タ マイクロ波センサデータ利用等によるリモ  
システム部  

発調査  
－トセンシング高度化のための基盤技術開   

人工衛星データを用いたインド中央乾燥地  
研究所との共同研究  

1GBPデータ情報システム評価委員会出席   

地域環境研究  
グループ  データベースの構築状況調査  

地域環境研究  国  
グループ  地域化学物質環境モニタリング標準指針詣  

定調査  

地球環境研究  
グループ  合成測定の技術研修及び研究打合せ  

地球環境研究  第4回アジア・太平洋温l援化セミナー出席   
センター  

地球環境研究  
グループ  研究・調盃  

地球環境研究  
グループ   会との北同研究他   

地球環境研究   国  韓国における酸性雨モニタリングに係る状  
グループ   況等調査   

地球環境研究   国  lGAC計画に基づく航空機等を用いた国際  
グループ   共同観測のための研究打合せ   

地球環境研究   港  地球環境問題に関する状況調査／STARTの  
センター   温帯東アジア地域委員会会合出席   
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所  属■  職 名  氏 名   出張国   用  務   出張期間   

生物圏環境部  上席研究官  古川 昭雄  マレーシア  
学的調査並びにシンガポールの熱帯林調査  

環境情報センター  室  アメリカ   
る調査  

メキシコ環境研究研修センター実施協議調  
グループ   査団参加   

環境健康部  室  オTストラリア  
に関する共同研究打合せ．∴㌧∵   

地域環境研究  
グループ  プ参加他  

社会環境  室  長  原沢 英夫  中  気候変動影響モデルの開発に関する共同研  
システム部  究打合せ及び現地調査  

地球環境研究  気候変動影響モデルの開発に関する共同研  
グループ  究打合せ及び現地調査  

地球環境研究  気候変動影響モデルの開発に関する共同研  
グループ  究打合せ及び現地調査  

社会環境  気候変動枠組条約第1回締約僅会議出席   
システム部  

地球環境研究  
グループ  問ガス交換収支モニタリング調査  

大気圏環境部   
勤評価に関する共同研究  

熱帯林生態系解明に関する研究   7．4．3～7．4．15（13）  
グループ  

マレーシア  
グループ  

地球環境研究  
グループ  

地球環境研究  
グループ．  稚腐の成長と生存調査  

地球環境研究  
グループ   椎樹の成長と生存調査   
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〔職員の研究交流促進法に基づく研究集会参加〕  

所  属   職 名  氏 名   開催国   研究集会名   参加期間   

地域環境研究   国  大気化学と大気質への応用に関する第4回  
グループ   国際会議   

大気留環境部  室  長  鵜野伊津志  韓  国  大気化学と大気質への応用に関する第4回  
国際会議   

地球環境研兜・，   
グループ   国際会議   

地域環境研究   
グループ   

地域環境研究   
グループ   

生物圏環境部  主任研究員  野崎 久義  中  国  第5回国際藻類学会議   6．6．25～6．7．4（6）   

生物圏環境部  室  長  渡過  信  中  国  第5回国際藻類学会議   6．6，25～6．7．4（6）   

環境健康郡  主任研究員  藤巻 秀和  スウ ェ ーデン  第15匝】国際アレルギー・臨床免疫学会  6．6．25～6．6．30（4）   

大気圏環境部  主任研究員  花崎 秀史  フ ラ ン ス  第4回成層流国際シンポジウム   6．6，29～6．7．4（4）   

水土壌圏環境部  主任研究員  内山 裕夫  カ  ナ  ダ  第7回国際応用微生物遺伝学会   6．6．25～6．7ご3（5）   

地球環境研究   国  急速に発展しつつある国々におけるローカ  
グループ   ルな大気汚染に関するワークショップ   

生物圏環境部  主任研究員  野崎 久義  インド  
歩   

生物圏環境部  部  ノルウェー   

社会環境   研 究 員  青柳みどり  ド  イ   ツ  第13回社会学世界大会   6．7．17～6．7．23（5）   
システム部  

地域環境研究   
グループ   

室 長  6．8．6～6．8．19（10）   
オランダ   

総合研究官   6．8．14～6．臥19（5）   
グループ  

地球環境研究  主任研究員  永田 尚志  イ ギ リ ス  第5回国櫻行動生態学会議   6．8．12～6．臥28（11）   
グループ  オーストリ ア  第21回国際鳥猿学会議   

地球環境研究   6．臥21～6．臥26（5）   
グループ   

地球環境研究   6．8．21～6．臥26（5）   
グループ   

地域環境研究   6，・8二21～6こ8：26て′5）   

グループ   

地域環境研究   6．11，12－6．11．20（5）   
グループ   

地域環境研究   6．11．12～6．11．20（5）   
グループ   

環境健康部  主任研究員  黒河 佳香  7 メ リ カ  米国神経科学学会学術総会   6．11．12～6．11．20（5）   

地域環境研究   国  第4回水質汚濁制御のための湿地帯システ  
グル【プ   ムに関する国際会議   

水土壌圏環境部  主任研究員  恒川 篤史  イ   ン  ド  災害・環境・開発に関する国際セミナー  6．12．1～6．12，14（10）   

環境健康部  研 究 員  古山 昭子  ア メ リ カ  アメリカ細胞生物学会第34同年会   6．12．9～6．12．16（6）   

化学環境部  主任研究官  河合 崇欣  ベ ル ギ ー  バイカル国際生態学研究センター年次会議  6．12．12～6．12，13（2）   

ッ  
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所  属   職 名  氏 名   開催国   研究集会名   参加期間   

社会環境  研究員  
システム郡  ：政策分析に関する問題点と研究手法研究  

ワークショップ・  

化学環境部   研究員   港   

（注）括弧内は職専免となった日数  
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6．委員会への出席等  

委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名‥   

環境庁長官官房秘署課   公害等調整委員会専門委員   中杉修身   
環境庁企画調整局   バイオテクノロジーの環境的側面に関する検討会検討貝  鈴木継美，中杉修身，稲森悠平，  

森田昌敏，矢木修身，近藤矩朗  

モニタリング検討会委員  白石寛明，松本幸雄，森田畠敏  

ローカルアジェンダ21策定指針検討会委員   内藤正明  
環境に係る税，課徴金等の経済的手法研究会   森田恒幸  
環境影響評価制度総合研究会技術専門部会検討員   内藤正明  
環境化学物質発生源情報管理調査検討会委員   森田畠敏．巾杉修身  

環境研修センターのあり方検討会検討貞   内藤正明  
環境測定分析検討会検討員   森田呂敏，柏平伸幸  

環境測定分析検討会統一精度管理調査都会専門員  白石貴明，相平伸幸，牧野和夫，  
西川雅高  

環境調査検討会委員  中杉修身，畠山成久，矢木修身  

環境保全型製品の新たな展開に関する検討会委員   後藤典弘，乙間末廣  

指定化学物質等調査検討会委員  阻遺温森田呂敏，巾杉修身，  

松本幸雄  
水中微生物分解検討会委員  矢木修身  
生態影響検討会委員■   畠山成久，安野iE之  

総合検討会委員   安野正之，森田呂敏  

地球温暖化経済システム検討会委員   森田恒幸  
地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「オゾン層の破  笹野泰弘日中根英昭，近藤矩朗，  
壌」分科会幹事   高橋慎司  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「海洋汚染」分  
村会幹事  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「砂漠化」分科  
会幹事  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「酸性雨」分科  
会幹事  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「地球の温暖化  
影響対策」分科会幹事  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「地球の温暖化  
現象解明」分科会幹事  

地球環境等企画委員会地球環境研究小委員会「熱帯林の減少」  
分科会幹事  

地球環嘩等企画委員会地球環境研究小委員会「野生生物の種  
、の減少」分科会幹事  

非意図的生成化学物質調査検討会委員   森田呂敏  
分析法検討会（水系分科会）委員   白石寛明  
分析法検討会（大気系分科会）委員   田遠 潔  
環境保健総合検討会検討委員   鈴木継美，小野雅司，森口祐一  

生態影響総合検討会  安野正之岩熊敏夫，鈴木継美  
畠山成久  

生態影響総合検討会GLP検討分科会  畠山成久  
総合研究推進会議幹事   奥村知一  
総合研究推進費会議の幹事の指名について   久野 武，青山銀三  

地球環境研究等企画委員会幹事   安野正之，西岡秀三  

地球環境研究等企画委員会地球環境モニタリング小委員会幹  
事   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁企画調整局   地球環境研究等企画委員会地球環境研究小委員会幹事   安野正之．古川昭弘西岡秀三   

ご環境庁自然保護局  稲森悠平  
自然環境保全基礎調査検討会検討員  硬逓信，岩熊敏夫，■安岡善文．  

鈴木継美，西岡秀三  

生物多様性センター検討会検討艮  岩熊敏夫  
生物多様性調査推進委員全委員   岩熊敏夫  
野生生物保護対策検討会植物Ⅱ分科会検討員   渡過 信  

環境庁大気保全局  大気汚染に係わる重金属等による長期暴露影響調査検討会  鈴木継美  
群小発生源対策検討会検討員   森口祐一  
自動車排出ガス測定局の配置等に関する検討会委員   松本幸雄，若松伸司  

成層圏オゾン層保護に関する検討会委員  中根英昭，青木康展，鷲酬中晩  
近藤矩朗  

成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会委員  中根英昭  
・成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会委員   中根英日乱青木康展，近藤矩朗  

成層圏オゾン層保護に関する検討会排出抑制分科会委員   鷲田仲明  
大気汚染に係わる重金属等による長期暴琵影響調査検討会及  
び疫学ワーキンググループ  

大気環境モニタリング技術検討会モニタリング技術分科会検  
討員  

大気環境モニタリング技術検討会検討員   松本幸雄，若松伸司，田過潔  

窒素酸化物等高感受性群健康影響調査検討会委員   新田裕史  
オゾン層保護対策地域実践モデル事業検討会   後藤典弘  
有害大気汚染物質対策検討会委員   中杉修身，森田呂敏  

環境庁大気保全局・水質   畠山史郎，佐竹研一，村野健太郎，   

保全局  西川雅高，河合崇欣，福山九  

鵜野伊津志，高松武次郎，海老瀬潜一，  

高村典子  
東アジ7醸性雨モニタIjングネットワ⊥ク検討会検討委員  

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク技術検討員   福山 九海老瀬浩一  
環境庁水質保全局  海洋汚染対策検討会検討員   渡辺正孝，森田昌敏  

海洋投入処分基準調査検討会検討員   森田呂敏，後藤典弘，中杉修身  

最終処分場に係る地下水汚染防止技術の高度化に関する検討  
会検討員  

青潮発生予測手法確立調査検討会委員   竹下俊二  
総量規制水域水質改善プログラム策定調査検討会委員   稲森悠平，竹下俊二渡辺正孝  

地下水質保全対策検討会（機構解明）   中杉修身  
窒素・リン暫定基準適用業種指導マニュアル策定検討会委員  稲森悠平  
ヰ央環境審議会専門委員  中杉修身，後藤典弘，森田昌敏，  

渡辺正孝  
土壌・地下水汚染対策技術委員全委員  中杉修身  
土壌汚染調査法等検討会委員   森田昌敏，矢木修身，巾杉修身，  

土壌環境保全対策懇談会   後藤典弘  
農薬登録保留基準設定技術検討会委員   白石寛明，矢木修身，森田昌敏  

微生物農薬環境影響調査検討会委員   稲森悠平  

渇水時地盤沈下対策検討会検討員   陶野郁雄  
水質分析方法検討会検討員   森田昌敏，安原昭夫，相平伸幸  

瀬戸内海における底層貧酸素化対策調査検討会検討委員   竹下俊二  
瀬戸内海浅海域浄化機能基本調査検討会   稲森悠平  
地盤沈下防止のための地下水揚水適正化検討会検討員   陶野郁雄   
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環境庁水質保全局   土壌汚染現地評価手法確立調査検討会  植弘崇嗣．中杉修身．後藤典弘  
高松武次鳳  

東京圏地盤環境情報整備検討会検討員  陶野郁雄  
濃尾平野地盤沈下防止等対策検討会検討員   陶野郁雄  
農薬残留対策調査技術検討会   矢木修身  
北太平洋海洋科学に関する検討会検討員   渡辺正孝  
未査定液体物質査定審査会検討員   森田昌敏   

日本学術会議   環境工学研究連絡委員会委員   内藤正明  
生態・環境生物学研究連絡委員会委員   岩熊敏夫  
情報学研究連絡委員会委員   大井 紘  
地域農学研究連絡委員会委員   増田啓子   

総務庁   統計行政の中・長期構想の見直しに係る審議協力   西岡秀三   

経済企画庁   「貿易と環境」研究会（仮称）委貞   後藤典弘   

科学技術庁   「若手を中心とした研究者の資質向上等に関する委員会」委員  遠山千春  
「三陸はるか沖地震に関する緊急研究」研究推進委且全委員  陶野郁雄  
科学技術振興調整費による「省際ネットワーク整備・運用に  
係る基盤技術の調査研究」研究推進委員会委眉  

科学技術会議専門委員   鈴木継美  
「アジア地域における微生物ネットワークに関する調査」の  
調査推進委員会  

科学技術振興調整費「砂漠化機構の解明に関する国際共同研  
究」研究推進委員会  

マイクロ波センサデータ利用等によるリモートセンシング高  
炭化のための基盤技術開発研究推進委員全委員  

科学技術振興調整費による「地球観測データのデータベース  
化に関する研究」研究推進委且会委員  
「地球環境遠隔探査技術等の研究」研究委員会に係わる委員   
地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等に関する観  
測研究における検討委且会委員  

運営委員   鈴木継美  
科学技術振興調整費「砂漠化機構の解明に関する国際共同研  
究」気象・水文・植生・モデル作業分科会委且   

国土庁   国土審議会専門委且   森田恒幸   

国税庁   中央酒税審議会臨時委員   後藤典弘   

文部省  学術蕃議会専門委且   内藤正明，近藤矩朗，渡過 信  

日本ユネスコ国内委員会自然科学小委員会調査委員   鈴木継芙  
茨城大学  非常勤講師（環境工学）   稲森悠平  

非常勤講師（理科教育・地球科学特講Ⅰ）   減山春彦  
筑波大学  非常勤講師（ヒトの正常と病態一社会医学2－）   小野雅司  

非常勤講師（環境工学）   福島武彦，原田茂樹  

非常勤講師（生物の適応戦略）   野尻幸宏，稲森悠平  

学位論文審査専門委員全委員  内山裕夫，矢木修身，稲森悠平  
高村典子，森田恒幸  

非常勤講師（環境衛生学・生理学）  持立克身  
非常勤講師（環境毒性学）   市瀬孝道  
非常勤講師（生物科学系環境生物学）   近藤矩朗  
非常勤講師（社会医学系環境生理学）   小林隆弘   
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筑波大学  非常勤諸姉（環境毒性学）   嵯峨井勝  
非常勤講師（経営工学）   安岡善文  
非常勤講師（人間集団生物学実習）   兜 眞徳  
非常勤講師（水圏植物生理学）   野尻幸宏  
非常勤講師（生物学特講ⅩⅤ）   疫逮 信，近藤矩朗  

非常勤講師（都市地域計画）   中杉修身  
非常勤講師（植物分類学）   渡過 信  
非常勤講師（地球環境工学）、   鵜野伊津志  
非常勤講師（地球環境と生物圏）   古川昭雄  

筑波大学大学院  非常勤講師（医学特殊研究環境生態学）   遠山千春，兜 眞徳  

非常勤講師（拡散論）   平川健正  
非常勤講師（環境分析化学）   高松武次郎  
非常勤講師（大気環境学Ⅱ）   井上 元  
非常勤講師（廃棄物処理システム論）   中杉修身  
非常勤講師（医学特殊研究一環嘩生態学一）   藤巻秀和  

埼玉大学  非常勤講師（環境アセスメント）   矢木修身，稲森悠平   

千莫大学  非常勤講師．（量子化学序論J）   井上 元  
非常勤講師（緑地保全技術学Ⅲ）   恒川篤史  
非常勤講師（応用計測学）   大政謙次  

非常勤講師（量子化学序論Ⅲ）   相馬光之  
非常勤講師■（大気科学）   光本茂記，畠山史郎  

東京大学  非常勤講師（一般教育 生命科学Ⅲ）   近藤矩朗  
非常勤講師（衛生学）   森日昌敏  
非常勤講師、（衛生行政学持論∴環境保健学，人類生態学実習）  ＝l 毒 ■■■  

非常勤講師（環境保健学・保健人口学・人類遺伝学実習）  安藤 満  

非常勤講師（環境保健学）   新田祐史  
非常勤講師（薬理毒性学・環境保健学，人類生態学実習）  遠山千春  

東京大学分子細胞生物学研究所非常勤講師（微細藻規の培養  
・保存に関する研究）  

東京大学気候システム研究センター運営委員会委員   賀田伸明  
東京工業大学  博士学位論文の審査員（グロ⊥パルモデル・シミュレーション：  内藤正明  

システム科学の新しい領域）  

非常勤講働（地球規模の環境問題）  内藤正明，森田恒最後藤典弘  
西岡秀三  

お茶の水女子大学  非常勤講師（分析化学持論）  功刀正行   
電気通信大学   非常勤講師（数値解法）   須賀伸介   
山梨大学   非常勤講師（環境情報学）   森口祐一   
名古屋大学  非常勤講師（環境学持論）   大井 紘  

非常勤講師（材料工学特別講義）   後藤典弘  
非常勤講師（電気工学特別講義）   常田仲明  
名古屋大学太陽地球環境研究所共同利由委員会専門委員会委員  笹野泰弘  

京都大学  京都大学生態学研究センタ∵運営委員会委員   岩熊■敏夫  

京都大学東南7■ジ7研究センター学外研究協力者   鈴木継美  
神戸大学  非常勤講師（センシング工学特論Ⅲ）   清水浩，安岡善文，近藤美則  

岩熊敏夫  
島根大学   島根大学汽水域研究センター客員研究貞   岩熊敏夫，野原精一  

岡山大学   非常勤講師（衛生学）   鈴木継美   
徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   森田昌敏   
長崎大学   非常勤講師（衛生学）   安岡善文   
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熊本大学   非常勤講師（工業化学論第三）   小杉修身   
筑波大学医療技術短期大学  非常勤講師（公衆衛生学実習）   藤井敏博   
国立極地研究所  国立極地研究所専門委員会委員   佐竹研一  

北極科学研究推進特別委員会委員   横内腸子  
統計数理研究所  統計数理研究所共同利用委員会委員   小野雅司   

厚生省  健康地球計画研究企画評価委員会委員   鈴木継美  
食品衛生調査会臨時委員   鈴木継芙  
水域環境におけるダイオキシン等非意図的有害物質の生成機  
楕と安全性評価に関する研究検討会委員  

国立衛生試験所所内研究評価委員会委員   給水継美  

国立予防衛生研究所  非常勤講師（霊長現行動のマ‘ルチメディ7情報処理とニュー  
ロコンピュータによる解析システムの開発）   

農林水産省   化学物質魚介頓汚染調査検討会   森田昌敏  
農林水産技術会議専門委員   鈴木継美  
農業資材審議会専門委員   矢木修身   

通商産業省   資環研アドバイザリーボード委員   鈴木継美  

非常勤研究員（科学技術庁省際基礎研究「新規の脳腸管ペプ  

チドと邁伝子の機能の解明」）  

「地域未利用資源を清川した河川等の生物的浄イヒ1ステム開  

発」研究委員全委員  
国際共同開発FS調査委員会・自動車燃料対策FS調査推進  
委員会蚕眉  

地熱探査技術等検証調査委員全委員．   石井吾徳  
化学品審議会専門委員   鈴木継芙  
計量士国家試験委員会委員   拍平伸幸   

運輸省  「ェルーニーニ ョ南方振動の機構解明とその影響に関する研  
究」平成6年度研究検討委員全委員  

職員の併任（ビナトゥポ火山噴火が気候・大気環境へ与える  
影響解明に関する研究）  

北極域における気匪卜水圏・生物圏の変動及びそれらの相互  
作用に関する共同研究平成6年度作業分科会委員  

海上保安庁  海洋データ利川検討会委員   原島省  
海洋データベース運用方式検討委員会委員   功刀正行   

郵政省   衛星の能動的追尾技術開発検討会委員  笹野泰弘，中根英昭，杉本伸夫  
湊淳  

地球環境保全国際共同研究推進会議  笹野泰弘   

建設省   汚泥施用と土壌保全に関する技術検討委民会委員   高松武次郎  
地球地図研究委員全委員   安岡善文   

北海道  高度技術利用に係わる環境保全対策検討委員全委員   中杉修身  

大気・海洋の環境調査及びモニタリング検討委員全委員   井上 元  
栃木県  栃木県環境審議会専門委員   柏崎守弘  †   
茨城県   茨城県科学技術推進連絡協議会構成員   平山 博  

茨城県環境影響評価審査会委員   森川恒幸，兜 眞徳，若松伸司‡j＝！  

茨城県環境審議会委員  小杉修身，柏崎守弘，陶野郁雄  

高村典子，西岡秀三 
‘  」  

茨城県環境対策専門調査会委員  中杉修身  
茨城県国土利川計画地方審議会臨時委員   巾杉修身   
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茨城県  茨城県公害対策審議会委員  中杉修身，柏崎守弘，陶野郁雄  

西岡秀三  
茨城県生活排水対策基本計画策定委員会委員  福島武彦  
茨城県総合計画審議会安全快適な生活環境づくり専門部会専  
門委且  

茨城県総合計画審議会委員   鈴木継美  
茨城県地下水汚染対策専門委員全委員  中杉修身 ，  

海老顔潜一  霞ケ浦面源対策検討委貞会委員  
牛久沼水質保全対策調査検討委且全委員   海老親清一，矢木修身  

砂防河川中沢（つくば市小和田地先）ホタルを考慮した水辺  
環境整備計画策定委員会委員  

世界湖沼会議運営委員会委員   白石寛日凡森田昌敏，柏崎守弘  

世界湖沼会議運営委員会検討員   福島武彦  
世界湖沼会議企画推進委員全委員   渡辺正孝  
霞ケ浦浄化研究交流会議委員   春日清一，柏崎守弘，海老瀬潜一  

高村典子  
潤沼水質保全対策調査検討委且会   福島武彦  
茨城県都市計画地方審議会首都圏中央連絡自動車道及び国道  

354号バイパス環境影響評価専門部全委員  
群馬県  群馬県環境審議会委員   原沢英夫  

群馬県地盤沈下調査委員全委員   陶野郁雄  

尾瀬総合学術調査団委員   岩熊敏夫  

千彙県  千彙県環境調整検討委員会   木幡邦男  
千葉県史自然誌系非維管束植物執筆委員会執筆委員   野崎久義，渡過 信  

東京都  2015年の東京を考える懇談会専門委員   福島武彦  
化学物質生物汚染状況調査検討委員全委員   森田呂敏  
大気汚染健康影響サーベイランス構想検討委旦全委員   新田裕史  
地下水保全対策検討委員全委員   中杉修身  
東京都公害対策審議会専門委員   中杉修身，森田昌敏  

東京都消費生活対策審議会委且   森田呂敏  
有害化学物質対策検討会委員   森田呂敏，中杉修身  

化学物質生物汚染状況調査検討委貞全委員   森田昌敏  
東京都公害衛生対策専門委貞会分科会委員   田遠 潔  
フロン破壊手法の確立に関するセメントキルン法調査検討委  
員全委員  

地下水汚染地点浄化調査検討委員会委員   中杉修身，平田健正  

東京都浮遊粒子状物質削減対策検討会委員   新田裕史  
委託調査「環境にやさしい消費生活に関する調査研究」検討  
全委員  

神奈川県  環境保全型企業行動マニュアル検討会委員   清水浩  
神奈川県環境影響評価制度検討委艮会   後藤典弘  

新潟県  地盤沈下対策検討委員会委員   陶野郁雄   

富山県   富山県環境科学センター客員研究員   大政謙次，森田呂敏   

山梨県  環境科学研究所顧問   鈴木継美  
平成6年第1回窒素酸化物削減対策専門委且会   若松伸司  

大阪肝  環境科学総合センター（仮称）基本計画検討委貞全委員   内藤正明，西岡秀三  

有害物質測定法確立検討会委員   西川雅高  

兵庫県  国際的組織設立準備幹事会の幹事会   渡辺正孝  
「国際エメックスセンター」の科学委員   渡辺正孝  

鳥取県  鳥取県埋設農薬農薬対策専門家会議委且   中杉修身   
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佐賀平野地盤沈下予測調査委員会   陶野郁雄   佐賀県  

つくば市  つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員   後藤典弘 中杉修身  
つくば市公害対策審議会委員   後藤典弘  

野田市  野田市環境審議会委員   立川裕隆   
北区   非常勤講師   畑野 浩   
横浜市  横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員   中杉修身  

事業者回収ニリサイクルシステム構築のためのリサイサル推進⊥  
委員会委員  

鎌倉市   鎌倉市環境政策専門員   奥村知一   

川崎市   川崎市先端技術産業環境保全委員会委員   矢木修身∴   

日本学術振興会   総合研究連絡会議委員   鈴木継美   
日本科学技術情報センター  

「重金属の生体影響レビュー委員会」委員   遠山千春  
科学技術情報流通の在り方に関する懇談会地球・環境情報分  
料金委員  

生体影響データベース委員会委員   中杉修身，植弘崇嗣  

宇宙開発事業団  グローバル・リサーチ・ネットワーク制度による地球科学技  
術研究のための基礎的データセット作成研究実施検討会委員  

ライダの研究に関する支援客員開発部員   笹野泰弘  
国際協力事業団  インドネシア環境管理センタープロジェクトにかかる国内委－  

且全委員  
タイ環境研究研修センタープロジェクトにかかる国  相平伸幸  
内委且全委員  

中国日中友好環境保全センタープロジェクトにかかる国内委．  
員全委員  

韓国水質改善システム開発プロジェクト国内委員会委員   
中国日中友好環境保全センタープロジェクト国内委員会委員  森日昌敏，阿部重信  

環境情報科学センター   アジア途上国精度管理手法導入調査委員全委員   拍平伸幸   
眉本原子力研究所  原子力総合研修センター非常勤講師   相平伸幸，網田久和子  

放射線高度利用研究委且会専門委且   大政謙次  
日本環境衛生センダー及び  相平伸幸，．牧野和夫  

日本環境測定分析協会  
日本の水をきれいにする会  牧野和夫   
7ジ7経済研究所   「環境資源勘定の確立（Ⅱ）」研究会   森口祐一   

法政大学   非常勤講師（数学Ⅲ）   花崎秀史   
日本女子大学   非常勤講師（生命科学）   笠井文絵   
明治大学   非常勤講師（地学）   鵜野伊津志L一   

龍谷大学   非常勤講師（環境政策論研究）   青柳みどり   
東邦大学大学院   非常勤講師（生理生態学特論Ⅱ）   岩熊敏夫   
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（環境研修センター講師一覧〕  

研  修  名．   講  義  名   氏  名   年  月  日   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  先輩との懇談会   菅 田 誠 治  6．4．11   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  環境と経済   森 田 恒 幸  6．4．14   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  環境科学の現状と課題   鈴 木 継 美  6．4．15   

環境行政管理・監督者研究会  環境研究の方向   石 井 吉 徳  6．5．10   

水質分析研修   排水基準項目の分析法②   柴【れ 康・行  6．6．15   

水質分析研修   実習（1CP発光分析法）   吉 永  淳  6．6．20～6．21   

水質分析研修   海域の富栄養化   木 幡 邦 男  6．6．28．   

水質分析研修  微量有害化学物質による環境汚染と計測   安 原 昭 夫  6．6．30   

機器分析研修（特定課程）  実習講義（GC－MSの測定法）  伊藤裕康  
A（第1回）  

機器分析研修（特定課程）  実習  山本貴士  
A（第1回）  

地域環境（環境管理・快適環境）  新井正久  
研修  
地域環境（環境管理・快適環境）  内藤正明  
研修  
地域環境（環境管理・快適環境）  後藤典弘  
研修  
水質保全研修  地下水汚染  植弘崇嗣   
水質保全研修   河川・湖沼の汚濁   矢 木 修 身  6．10．18   

機器分析研修（特定課程）  実習講義（GCMSの測定法）  伊藤裕康  
A（第2回）  

機器分析研修（特定課程）  実習  山本貴士  
A（第2匡）  

地球環境保全技術研修  経済的手法  後藤別行   
地球環境保全技術研修   地球環境問題の総論   森 田 恒 孝  6．11．9   

地球環境保全技術研修   酸性雨の現状   佐 竹 研 一  6．11．10   

大気分析研修   実習（酸性雨の測定法）   西 川 雅 高  6．11．30，12．8～12．9   

大気分析研修   実習（1CPの測定法）  鼠12．2   

大気分析研修   大気測定機器に係る最近の情報   功 刀 了】三 行  6．12．13   

大気分析研修   地球規模の環境問題（地球温暖化等）   大 坪 固 順  6．12．13   

大気分析研修   酸性雨について   村 野 健太郎  6．12．15   

大気分析研修   大気汚染と環境科学   賀 田 伸 明  6．12．15   

情報処理研修   環境保全情報の活用   新 井 正 久  7．1．19   

情報処理研修   画像処理   安 岡 善■文  7．1．24   

情報処理研修  社会調査情報の作り方と活用法（世論調査やアン  紘  
ケートのJL、得等）  

情報処理研修  パソコン通信（講義及び実習）   波多野 実   
情報処理研修   パソコン通信（講義及び実習）   小 山  悟  7．1．27   

機器分析研修（一般課程）   原子吸光及び発光分光法の基礎と応用   植 弘 崇 嗣  7．1．20   

機器分析研修（一般課程）   環境分析とパソコンの利用   功 刀 正 行  7．2．3   

機器分析研修（一般課程）   これからの環境化学   安 原 昭 夫  テ．2．3   

大気保全研修   酸性雨と大気汚染   福 山  力  7．2．16   

大気保全研修   大気汚染と人体影響   小 林 隆 弘  7．2．22   
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7．研究所日誌  

（1） 研究所  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

6．4．4  7．22  英国大使館科学技術担当一等書記官米所  

ン大学職員一行来所   7．26  開発と環境に関す如咽国際協力委員会一行米所  

4．5   7．28  東京薬科大学生命科学部環境生命科学科一行来所   

4．6  韓国 林大学教授来所   7．28  日中友好環境保全センター職員－▲行来所   

4．7  企画調整局環境研究技術課一行来所   8．4  大阪府議会議員（公明党）－・行火所   

4．7  JICA廃棄物処理実習コースー行来所   8．8  日中友好環境保全センター職員－▲行火所   

4．10  オーストラリアCSIRO職員－－行火所   8．9  つくば市新税採用数職員－▲行来所   

4．11  韓国環境庁職員一行来所   8．21  宮下環境庁長官臨湖実験施設視察   

4．14  8．22  中国科学院海洋研究所関係者一行米所  
議参加者一行来所  

8．26  筑波研究コンソーシアムー行火所  
4．15   8．26  IHPトレーニングコース参加者一行来所   
4．22  科学技術過「旨卜一般公開  

8．30  韓国科学技術 研究管理課長一行米所   
4．22  ベネズエラ環境省研究センター長束 所  

9．1  環境庁大気保全局長他来所   
5．11  筑波大学大学院環境科学研究科一行来所  

9．1  阿南市市議会議員一行来所   
5．11  ドイツワイマール大学教授一行米所  9．1  光・量子科学技術フォーラムー▲行米所   

5．12  UJNR海洋構造物専門部会第19回日米合同郡 会一一行火所  9．1  フランス，環境・エネルギ←研究所科学局長来所   

農林水産省農業工学研究所職員一行来所        5．16  
9．9  農林水産省平成6年度l桓新株田老（研究痕）  

一行来所  
5．20  環境事業団新規採用職員一一行来所   

宮下環境庁長官来所－      9．12   

5．20  英国NERC職員一行来所  9，12  小野晋也衆議院議員－▲行来所   
5．23  科学技術庁科学技術政策研究所職員等一行来所  

9．13  上智大学経済学部 山崎福寿ゼミー行米所   

5．24  フランス農業環境技術研究所長来所  9．16  韓国国立環境研究院長一行来所   
5．26  国立環境研究所創立20周年記念式典  

9．21  「船上での環境浄化技術に関する日米専門会議」   
5．27  海上廃棄物処理ワークショップ参加者一行来所  

別研究発表会   
9．27  

5．30   一行来所   

6．7  9．29   

行来所  9．30  石坂環境庁企画調整局長来所  
6．9   

10．6  上m下市産業公害防止対策協議会一行来所1   

6．14  （財）東亜科学技術協力協会エネルギー総合推進  10．19  インドネシア国家開発企画庁保健衛生社会局長  
委員会及び考察庁一行米所  来所   

6．16  持続可能な地域開発のための科学技術に関する  10．21  米国マジソン大学職員一行来所   
IPUアジア・太平洋会議参加店」行来所  

10．21  マレーシア森林研究所長一行来所  
環境月間一般公開      6．26  

10．25  マレーシア熱帯林研究チーム関係者一行来所   
6．28  JICA廃棄物処理コースⅡ一行来所  

10．26  （株）日繊溶接工業習志野工場職員一行来所   
6．29  落石岬一地球環境モニタリングステーション竣  

工式典  10．26  JICA韓国環境保全対策コースーー行来所   

7．5  厚生省国立公衆衛生院地域環境衛生学部一行来所  10．27  地球環境計測技術に関する国際セミナー参加者  一一行米所  
7．7  韓国環境研究院職員一行来所   

韓国環境公務員一行米所      10．27   
7．14  NEC筑波研究所筑波研究管理課一行来所  

10．27  中国科学技術委員会社会発展科技司副司長米所   
7．18  東京農工大学農学部止、用生物化学科一行来所  

10．28  JICA環境政策コースー行火所   
7．20  陳子久日中友好環境保全センター長一▲行来所  

7．21  町粗布商工会議所青年部一行来所   
11．2  「やまとの環境をよくする会」会員及び事務局  

一行来所  
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8．研究所構成員  

（1）職 員  
（平成7年3月31日）  

職  名   氏  名   職  名   氏  名   

所   長   鈴 木 継 美   課長補佐   藤 田 和 伸   
副 所 長   石 井 吉 徳   動物施設専門官   岩 渕 清 二  

生物施設専門官   ／ト 石  

主任研究企画官  奥村知一  理工施設専門官   佐々木 寛 寿  
研究企画官  青山銀三  特殊施設専門官   土 屋 重 和   

立川裕隆  
営繕専門官   水 澤 雅 義  

（併）  高橋慎司  
管理係長   糸魚川  弘  

（併）  青木陽二  共通施設係長   吉 田  
（併）  杉山健一郎  

督  
共通施設係且   吾 妻   洋  

国際共同研究官  植弘崇嗣  
特殊施設係長（併）   藤．田 和 伸  

国際研究協力官  栗原崇  技術係長   駒 場 勝 碓   

総務部長   地球環境研究グループ統括研究官   安 野 正 之   
総務課長   

（併）   古 川 昭 雄   
課長補佐◆  温暖化現象解明研究チーム総合研究官  井 上  元  

主任研究且   野 尻 幸 宏  
鮫務係長   竹 中 明 夫   

‥ 総務係主任   赤 塚 輝 子  向 井 人 史   
総務係員   大 森 淳 一  欠  

福 澤 謙 二  ノ／   

車・庫長   阿久津   勇   研 究 員   町 田 敏 暢   
副車庫長   染 谷 竹 男   温暖化影響・対策研究チーム総合研究  森 田 恒 幸   
厚生係長（併）   三 浦 祐 一   官   

厚生係員   山 口 和 子   主任研究員   甲斐招美紀子   

人事係長   高 見 晃 二  増 田 啓 子   
人事係主任   川 村 和 江  欠   

人事係員   押 田  武   オゾン層研究チーム総合研究官   中 根 英 昭   

業務係長   神 谷 仁 巳   主任研究員   秋．吉 英 治   
会計課長   森 山 泰 輝  
課長補佐  坂 本 文 雄  

欠   酸性雨研究チーム組合研究官   佐 竹 研 一  

経理係長  工 藤 常 男   主任研究員   畠 山 史 郎   

経理係邑   小 島 繁 雄  欠  

伊 藤 宏 充  
支出係長   成 島 克 子  
支出係員   木 村 幸 子   海洋研究チーム総合研究官   原 島   省   

契約係長   瀬 谷 晃 一   主任研究員  功 刀 正 行   

契約主任   松 井 文 子  欠   

契約係員 ・   赤 羽 圭 一  研究員  原 田 茂 樹  

永 井  大   森林減少・砂漠化研究チーム総合研究 官  可 知 直 毅   
調度係長  渡遠充  

主任研究員   
調度係員  種源治良  宮 崎 忠 国  

施設課長  冒■■■■■粛・lj  

課長補佐  
菅原三夫  

野性生物保全研究チーム総合研究官  椿  龍崎惣一  宜 高   
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職  名   氏名   職  名   氏  名   

主任研究員   高 村 健 二   都印環境影響評価研究チーム総合研究  兜  眞 徳  
永 打】尚 志   官  

主任研究員   衛星観測研究チーム総合研究官   管 野 泰 弘  高 橋 惧 司   

鈴木睦  主任研究員  新田裕史  

横口達也  影山隆之  

主任研究官  村野健太郎   研究員  今井秀樹  
開発途上匡卜健康影響研究チーム総合研  満  

地域環境研究グループ統括研究官（併）   内 藤 正 明   究官  

中 杉 修 身   主任研究員  平野靖史郎  
上席研究官  
交通公害防止研究チーム総合研究官  清 水  浩   開発途上国環境改善（水質）研究チー  

ム総合研究官  
主任研究員  森口祐一  主任研究員  水落元之  

欠  主任研究官  小島興基  
都市大気保全研究チ【ム総合研究官    若松伸司  春日清一   
主任研究員  上原 措  松本幸雄  

欠  
（併）  岩熊敏夫  

海域保全研究チーム総合研究官  竹下俊二  

主任研究員  祉全項境システム郡長   後 藤 典 弘  
中 村 泰 男  上席研究官   大 井   紘  

湖沼保全研究チーム総合研究官   福 島 武 彦   環境経済研究室長（併）   後 藤 別 行   
主任研究員  松：∃巨】夫  主任研究員  欠  

欠  欠  
有害廃棄物対義研究チーム総合研究官    値弘崇嗣  青柳みどり   

研究員  
主任研究員   西 川 稚 高  日 引  聡  

欠  川 島 康 子   
水改善手法研究チーム総合研究官   平 m 健 正   賢源管理研究室長   乙 問 末 席   
主任研究員   西 村   修   主任研究員   森   保 文  

欠   研 究 員   欠   

大気影響評価研究チーム総合研究官  嵯峨井  勝   環境計画研究室長   原 沢 英 夫   
、主任研究員  市瀬孝道  青木陽二  

三巨任研究員  
欠  欠  

化学物質健康リスク評価研究チーム    相馬悠子  研究員  近藤美則   
総合研究官   

米元純三  情報解析研究室長   安 岡 善 文   
主任研究員  

主任研究員  須賀伸介  
白石寛明  清水明  
稲葉一種  

田村正行  
梅 津 盟 司   

研究員  山形与志樹  
化学物質生悪影響評価研究チーム総合  
研究官   化学環境部長  森田員敏  

上席研究官  相馬光之  
主任研究員  笹井文絵  

花里孝幸  計測技術研究室長  藤井敏博  

菅谷芳雄  主任研究員  田遥潔  

近藤雉朗   新生生物評価研究チーム総合研究官  横内陽子  

主任研究員  佐治光   研究員  欠  
計測管理研究室長  安原昭夫  

欠  
欠   主任研究員   伊藤裕康   

研究員  中嶋信美  
欠  

研 究 員   吉永  揮  
岩崎一弘  山本黄土   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

動態化学研究室長   柴 田 康 行   大気動態研究室長（併）   鷲 m 伸 明   

主任研究員   瀕 山 春 彦   主任研究員   内 山 政 弘   
研 究 員   遠 嶋 康 徳  

研究員  水土壌圏環境部昆   渡 辺 正 孝  
化学毒性研究室長  ＿L席研究官   柏 崎 守 弘  

水環境質研究室長   
／′  

矢 木 修 身  
主任研究員   内 山 裕 夫   

主任研究員  研究員                                                 主任研究官   河 合 崇 欣  冨 岡 典 子   

環境健康郡長   遠 山 千 春   研■究 員   欠   

上席研究官   小 林 隆 弘   水環境1学研究室長   
海老瀬 潜 －   

生体機能研究室長   藤 巻 秀 和   主任研究員   宇都宮 陽二朗   

主任研究員   鈴 木  明  今 井 章 雄  

持 立 克 身  井 ⊥ 隆 信  

野 原 恵 子   研 究 員   欠   

研 究 員   古 山 昭 子  
病態機構研究室長   晋．木 康 展   土壌環境研究室長   高 松 武次郎   

主任研究員  松本 理  主任研究員  向井哲  
石堂正美  服部浩之  

欠  土井妙子  

欠  恒川篤史  

保健指標研究室長  三森文行  研究員  欠   

主任研究員   国 本  学   地下環境研究室長   陶 野 郁 雄  

山 元 昭 二   三i三任研究員   木 村 ．・強   

研 究 員   山 根 一 括   研 究 員   欠   

環境疫学研究室長   小 野 雅 司  生物圏環境部長   署 熊 敏 夫   

主任研究員   山 村 憲 治  上席研究官   古 川 昭 雄  

本 田  靖   環境植物研究室長   大 政 謙 次   

窯河佳香  主任研究員  名取俊樹  

欠  清水英幸  

欠  研究員  戸部和夫  

大気圏環境部長  鷲 田 仲 明   環境微生物研究室長   渡 達  信   

大気物理研究室昆   鵜 野 伊津志   主任研究員   広 木 幹 也   

主任研究員   光 本 茂 記  野 崎 久 義  

高 薮   縁   研 究 員   欠   

主任研究員   花 崎 秀 史   生態機構研究室長   高 村 典 子   

沼口  数  主任研究員  宮下 衛  

研 究 員  菅田誠‘治  野原精一   

大気反応研究室長   福 山  力  研究員  上 野 隆 平   

主任研究員   今村隆史  多田  満  

酒巻史郎   分子生物学研究室長  田中  浄   

研究員  猪 俣   敏   主任研究員   久 保 明 弘  
奥質草夫  研 究 員   青 野 光 子  

古林仁  
高層大気研究室長  杉本伸夫  環境情報センター長   大 橋 敏 行   

主任研究員   一松 井 一 郎   情報管理室昆   阿 瓢 重 信  

湊  浮   室長補佐   波多野   実   

研 究 員   欠   情報システム専門官   欠   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

連絡調整係長   小 山   悟   業務係長   吉 成 信 行   
電算機管理係長   相 木 一 郎   交流係長   山 崎 邦 彦   
電算機管理係員   阿 部 裕 明   観測第1係長   世 一 良 幸   
電算機運用係長   欠   観測第1係員（併）  福 澤 謙 二   
電算機運用係員   大 石 浩 巳  福 島 健 彦   
国際情報係長   宮 下 七 重  観測第2係長  橋 本 浩 一   

情報整備室長   新 井 正 久  ぢi＋メ、こ捏完Ⅵ弓      u   

数倍情報専門官   欠   環境研修タンタ一所長   †桶滴管善太郎  

調査係長   欠   研修企画官 ‡   畑 野   浩   
名 倉 良 雄   調査係且  庶務課長   高 畠 立 行   

整備係長   猪 爪 京 子   ．庶務係長   植 田 孝 次   

管理係長   古 田 早 苗   庶務係員   鈴木章 夫   

研究情報室長   守 田 不二隆   電  工   五十嵐 輝 夫   

学術情報専門官   杉 山 健一郎   運転手   佐久間   啓   

研究情報係長   坂 下 和 恵   用務員   五十嵐 光 子   

照会検索係長   欠   会計係長   手塚 英 明   

照会検索係員   枝 川 晶 人   会計係員  須 藤 和 美   
図書資料係長   欠  桑 原 眞 弓   
普及係長   欠  教務課長  関 村 武 光   
普及係員   名 取 美保子   国際研修協力専門官   欠   

（併）   宮 下 七 重   教務係長  柳田敏久  
教務係員（併）  上野川喜美  

地球環境研究センター長   石 井 吉 徳  
（副所長克て職）  

佐々木淳一  

総括研究官理官  西 岡 秀 三   主任教官  柏平伸幸  

研究管理官（併）   原 沢 英 夫  教官  桐田久和子  

大 坪 図 順   
牧野和夫  

研究管理官   藤 沼 康 実  中村勇見  

神 沢   博   〝（併）  細野豊樹  

主任研究官（併）   中 島 興 基   環境研修センター（併）  藤倉良  
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9．表  彰  等   

受賞者氏名：高橋 弘（地域環境研究グループ）  

受賞年月日二平成6年4月13日  

其の名称：勲章ノ（瑞五），位記（正五位）  

受賞者氏名：野崎久義（生物圏環境部）  

受賞年片目：平成6年9月21日■  

其の名称：平成6年度日本植物学会奨励賞  

受賞対象：群体位オオヒゲマワリ目の有性生殖の多様性に基づく系統分類学的研究  

受賞者氏名：森田恒幸（地球環境研究グループ）  

受賞年月日：平成6年10月28日  

寛の名称：日本計画行政学会第6回学会賞・論説賞  

受賞対象：地球環境保全のための政策研究の展開  

受賞者氏名：川島康子（社会環境システム郎）  

受賞年月日：平成6年10月28巨l  

貰の名称：日本計画行政学会第6回学会賞・奨励賞  

受賞対象：地球温暖化防止に向けた国家間の強調の可能性  

受賞者氏名：森田恒幸 甲斐沼美紀子 増田啓子（甲斐啓子）  

（以上地球環境研究グループ）  

原沢英夫（社会環境システム部）  

受賞年月日：平成6年11月4日  

賞の名称：第4回日経地球環境技術賞・大賞  

受賞’札象：アジア太平洋地域における地球温暖イヒ対策分析のための総合モデル（AIM）の開発  

受賞者氏名：嵯峨井勝（地域環境研究グループ）  

受賞年尽日：平成6年11月エア日  

其の各称：平成6年慶大気汚染研究協会貨（斉藤授賞）  

受賞対象：ディーゼル排気微粒子（DEP）による喘息発症に関する実験的研究  

受賞者氏名：井上隆信（水土壌圏環境部）  

受賞年月日：平成7年3月16EI  

賞の名称：日本水環境学会論文奨励賞（鹿瀬貰）  

受賞対象：河床付着生物膜現存量の周年変化シミュレーション  

受賞者氏名：平野靖史郎（地域環境研究グループ）  

受賞年丹日：・平成7年3月30日  

其の名称：日本衛生学会奨励賞  

受賞対象：重金属等無機化合物の経気道的毒性の評価法に関する研究  
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10．平成6年度研究発表会，セミナー等活動記録  

（1）国立環境研究所セミナー  

N〔L   年月日   題  目   発 表 者   所 、属   

1回  

映  全研究所（RIVM）  

UNEP地球環境情報の新たな展開  Ms．Vandeveerd   

2回   近 藤 次 郎  前学術会議会長   
3恒］  7．1．18  超音速自由噴流法の環境計測への応用   Dr．AvivAmirav  テルアビブ大学   

右回  7．3．7  江戸時代は持続可能な文化か   石 川 英 樹  作家   

（2）第10回全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

開催日：平成7年2月21日，22日  

場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所  属   

開 会   後 藤 典 弘  国立環境研究所   
挨拶  鈴木継美  

山崎章  環境庁  

〔発生源対策〕  

中島 痺  
その改善   

山本 淳  
作条件の適正化   

井上 充  
過法による窒素の高度除去   

〔汚濁湖沼対策〕   

三方湖の汚濁の現状と水質改善対策   石本健治   

児島湖の汚濁の現状と水質浄化対策   村上和仁  

〔直接浄化対策〕   
橋本敏子  

いた除去   

人工干潟および海浜における浄化機能と水質改善   木村贋史  
丁東京都内湾における底正動物の分布と浄化竜一   

〔特別講演〕   
水環境保全研究の課題および展望   須藤隆→   

閉会の挨拶   石 井 吉 徳  国立環境研究所   
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＝．施設の整備状況一覧  

（平成7年3月30日現在）  

建物面積（d）  
施  設  名   構  造  竣  工  年  月  

建面嶺  廷面積   

研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅲ棟）   RC－3   5．540  11，633  1期昭和49年3月竣工  

Ⅲ期昭和52年5月竣工  

研究本館Ⅲ（共同利用権，共同研究棟）   RC－3   2，405   1期昭和54年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年2月竣工  

管理棟   RC－2   697   l，144  Ⅰ期昭和49年5月竣工  

Ⅲ期昭和54年1月竣工  

大気化学実験棟（スモッグチャンバー）   RC－1   723   昭和51年10月竣工        723   

大気拡散実験棟（風洞）   RC－2，地下1   741   2，329  昭和53年3月竣工   

大気汚染質実験棟（エアロドーム）   SRC－8   176   1，321  昭和54年4月竣工   

大気モニター棟   RC1   81   81  昭和53年3月竣工   

大気共同実験棟（フリースペース）   RC－3   443   986  昭和58年12月竣工．   

ラジオアイソトープ実験棟   RC－3   958   1．564  昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟（アクアトロン）   RC－3，RC－2   1．3B4   2．535  Ⅰ期昭和51年10月竣工  

n期昭和55年11月竣工  

水理実験棟   S1   1．167   Ⅰ期昭和51年10月竣工  

n期昭和55年11月竣工  

動物実験棟l（ズートロンⅠ）  SRC7  1，379  Ⅰ期昭和51年3月竣工  

Ⅲ期昭和51年10月竣工  

（中敷物棟含む）  

動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅡ）  RC－3  934   昭和55年5月竣工  

土壌環境実験棟（ペドトロン）   RC3   637   1．931  昭和53年2月竣工   

植物実験棟Ⅰ（フ7イトトロソⅠ）   RC3   l，392   3．348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟Ⅱ，騒音・保健研究棟   RC一木．地‾F－1  1，242  3．721  

実験は場（本構内）  1斯昭和52年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年3月竣工  

管理棟  373  414   

温室3操  576  576   

は場  5．600  

実験は場（別団地）  Ⅰ期昭和52年11月竣工  

Ⅱ斯昭和57年3月竣工  

管理棟  RC2  179  214   

は場11面  7．000   

生物生態園  昭和54年10月竣工  

工作梗  RC－2  158  189  昭和49年10月竣工   

危険物倉庫   B1   82   82  昭和55年11月竣工   

エネルギーセンター   RC－2   2．590  3．101  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設Ⅰ   特殊実験廃水処理能力  昭和49年10月竣工  

1001J／日  

廃棄物処理施設Ⅲ  一般実験廃水処理能力  昭和54年2月竣エ  

300Td／日  平成7年3月更新  

微生物系統保存棟  RC－2  365  801  

霞ケ浦臨湖実験施設   昭和58年3月竣工  

実験管理棟  RC－2  1，D45  1．748   

用廃水処理施設   RC1   913   913   

附属施設  RC1  286  286  

奥日光環境観測所  
管理棟  RC－2  昭和61年10月竣工  

実験棟   RC1   198   1g8  昭和63年3月竣工   

観軌棟   RCl   8   8  昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション波照間   観測株：RC－1  建／延面積160．7Id   平成4年3月竣工  

観測堵：自立型鉄骨釦39．Om  l  平成4年3月竣工  

地球環境モニタリングステーション落石岬  観加棟：7ルミバiル障Il姥  

観軌塔：文辞型鉄骨造H55．5m  平成6年3月竣工  

黒島NOAA受信施設  受信アンテナ塔：自立ヨ叛髄m3．Om  平成7年1月竣工  

環境遺伝子工学実験棟   RC－3  737  1．627        平成5年6月竣工   

環境研修センター1号棟（本館）   RC－3   825   2．216  昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号榛（実習棟）   RC－3   720   2．197  昭和49年9月竣工，   

3号棟（厚生棟）   RC－1   399   450  昭和49年9月竣工   
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施  建物面積（d）  設  名   構  造  竣 工  年  月  
禦l；l－‡  延面嘲   

4号棟（宿泊棟）   RC－5   590   2，873  昭和49年9月竣工   

（平成6年6月増築）  
た・5号棟・（渡廊下）   R－1   162   162    昭和49年12月竣工   

6号棟（体育箋）   R－1   81   81  昭和51年3月竣エ   
7号株（薬品畢）   RC1   9   9  昭和51年3月竣工   

8号捜（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

■ 9号棟（ゴミ処理室）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣工   

10号棟（乾燥室）   R－1   23   23  昭和51年3月竣工   

11号棟（物品倉庫）   R1   ユ4  昭和即年9月竣エ   
12号棟（自転車小屋）   R1   15   15  平成6年6月竣工、   

・13号棟（特殊実習棟）   RC3   375   1．054  昭和63年5月竣工   
14号梗（ボンベ置場）   RC1   4   4  昭和63年5月竣工   
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12．国立環境研究所施設配置図  

〒305 茨城県つくば市小野川18－2  

電 育舌 0298－50－2314  

○   





±   

D   5   tO爪  

■    1  





地球環境モニタリングステーションー落石岬  

〒088一け 北海道根室市落石酉243‾2  

東経145度諷分5秒  

北緯 伯度9分別秒  

電話 01532ナ25g6（無人）  

敷地両横：3．gOOn了（民有地借地）   

観測局舎：83．4rJ（アルミパネル構造1階建）   

観測塔：55．5汀l高（支線型鎖骨造）  

直弼   



環境研修センター  

〒359 埼玉県所沢市並木3－3  

電 話 0429－94－9303，9766  
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